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Ｊ Ａ ながのは【 ３ つの C】 を大切にし 、【 ３ つの C】 に果敢に取り 組みま す。  

 

■挑 戦（ CHALLENGE）  新たな取り 組みに挑戦し ま す。  
 

■組合員（ CUSTOMER）  お客様の気持ちに立っ て 

仕事に取り 組みま す。  
  

■繋がり （ CONNECTI ON）  組合員・ 地域と の繋がり 強化に 

取り 組みま す。  
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ご   あ  い  さ   つ 
 

代表理事組合長 小林 武郎 

 

 

平素よ り 、 私ども Ｊ Ａ ながのをご利用いただき 、 厚く 御礼申し 上

げま す。  

本誌は、 当組合の業務内容や活動状況についてご理解を深めてい

ただく こ と を目的に作成し ており ま す。 皆様におかれま し ては、 今後

のご利用の一助と し てご高覧賜り ま すよ う お願い申し 上げま す。  

令和 7 年度は、 世界的な紛争や気候変動の影響、 物価高騰の継続な

ど 、 先行き 不透明な経済環境の中で推移し ま し た。 国内においても 農

産物の需給や 価格動向への関心が高まり 、 農業の基幹産業と し ての 

重要性が改めて認識さ れる 年度と なり まし た。   

当組合管内においては、 降雹や猛暑・ 干ばつと いった気象災害の影響を受け、 農産物の収量減

少や品質低下が見ら れる など、 厳し い生産環境と なり ま し た。  

こ のよ う な状況に対し 、 当組合では「 高温・ 干ばつ対策本部」 の設置をはじ め、 資材価格高騰

への支援、 気象情報を活用し た営農指導、 労働力確保対策などを講じ 、 農業経営の安定化に取り

組んでま いり ま し た。 ま た、 産地振興と 農産物の価値向上に向け、 重点品目の普及拡大や果実改

植事業、 品評会の開催によ る ブラ ンド 力強化を推進する と と も に、 准組合員を対象と し た食農体

験や小学生への出前授業などを通じ 、 地域と のつながり の深化にも 取り 組んでま いり ま し た。   

金融・ 共済事業におき ま し ては、 デジタ ル技術の活用と 対面サービス の融合を図り ながら 利便

性の向上に努め、 非対面取引の拡大など新たなサービス 提供にも 取り 組みま し た。   

こ れら の結果、 令和 7 年度の事業成績は、 販売事業・ 購買事業と も に概ね計画水準で推移し 、

金融・ 共済事業においても 着実な成果を確保する こ と ができ ま し た。 事業利益は 21 億円、 経常利

益は 30 億円を計上し 、 当期剰余金は 22 億円を確保する など、 安定し た経営基盤を維持する 結果

と なり ま し た。   

令和７ 年度は、 新中期３ か年計画の初年度と し て、 「 彩り 豊かな農・ 食・ く ら し を守り ます」

を基本テーマに掲げ、 持続可能な農業の実現と 地域の活性化に向けた取組みを進めてま いり ま し

た。  令和 8 年度は、 前年度に進めてき た取り 組みを検証し つつ、 計画の実現に向けた歩みを一層

確かなも のと する 重要な年度と なり ま す。  

今後も 、 農業を取り 巻く 環境の変化を的確に捉えながら 、 組合員・ 利用者の皆様の声を大切に

し 、 多角的な事業展開を通じ て地域農業の振興と 豊かな暮ら し の実現に貢献し てまいり ます。  

結びに、 組合員並びに地域の皆様におかれま し ては、 引き 続き 当組合の事業運営に対し 一層の

ご理解と ご支援を賜り ま すよ う お願い申し 上げま す。  
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金融事業における 経営方針 
 

日本経済は、 個人消費や設備投資が底堅く 推移する 一方で、 物価上昇によ り 実質所得への影響が懸念さ れ

る など、 家計を取り 巻く 環境は依然と し て厳し い状況が続いており ま す。 ま た、 世界経済は、 米国の関税政

策や金融政策の転換等を 背景に減速感が見ら れる も のの、 AI 投資や財政拡張によ り 緩やかな成長を維持する

など 、 不確実性の高い状況が続いており ま す。 こ う し たなか、 日本銀行は、 賃金と 物価の好循環を背景に政

策金利の引上げを継続する など 金融政策の正常化を進めており 、 金融機関を取り 巻く 環境は、 人口減少に伴

う 顧客基盤の縮小、 更には投資志向の高ま り によ る 資金のリ ス ク 性資産へのシフト など、 資金獲得競争は一

層厳し さ を増し ており ま す。  

農業情勢においては、 改正「 食料・ 農業・ 農村基本法」 に基づく 新たな基本計画が策定さ れ、 食料安全保

障の確保や持続可能な食料シス テムの構築に向けた構造転換が進めら れる 一方、 担い手不足や生産資材価格

の高騰など 、 農業経営を取り 巻く 課題は一層複雑化し ており ま す。  

こ う し た状況を踏ま え、 Ｊ Ａ ながのの金融事業においては、 「 顧客本位」 を 第一義と し 、 組合員・ 利用者

の多様化する ニーズに的確に対応する と と も に、 資産形成支援や農業分野における 金融サービス の充実を図

り 、 地域経済と 農業の持続的発展に貢献し てま いり ま す。 今後と も 、 サービス 品質と お客様満足度の更なる

向上を図る と と も にコ ンプラ イ アンス を遵守し 、 地域から 信頼さ れる 金融機関と し て、 引き 続き 取り 組みを

すすめてま いり ま す。  

 

１ ． 地域の農業・ 毎日の暮ら し への貢献を通じ て組合員、 利用者の皆様に選ばれる Ｊ Ａ バンク を 目

指し ま す 

⑴ 農業者の安定・ 成長に向けた適切な資金供給並びにコ ンサル機能の発揮に努めま す。  

⑵ 組合員・ 認定農業者・ 農業法人等への訪問活動を 実施し 農業者の抱える 課題解決に努めま す。  

⑶ 総合機能を発揮し 地域貢献に即し た地域活性化に取り 組み生活メ イ ンバンク をめざし ま す。  

⑷ 地域密着型金融機関と し て支所ごと の特性を活かし た独自プラ ンによ り 事業推進に取り 組みま す。  

 ⑸ 組合員・ 利用者本位のラ イ フ プラ ンサポート を実践し ま す。  

２ ． 信頼さ れる 業務態勢の確立と 安定し た経営基盤を目指し ま す 

⑴ 組合員・ 利用者の満足度向上に向けた取り 組みを すすめま す。  

⑵ 組合員・ 利用者の目線に立った事業推進を実践し ま す。  

⑶ 次世代・ 次々世代と の取引強化・ 拡大をはかる ために、 ニーズ把握に努めま す。  

⑷ Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルの実践を通じ て営業力強化に取り 組みま す。  

⑸ 徹底し た業務効率化策の実践によ り コ ス ト 構造の見直し と Ｊ Ａ バンク を担う 人材を育成し ま す。  

３ ． Ｊ Ａ バンク の安心の提供 

⑴ 全国統一事務手続き によ る 業務フロ ーに従った事務堅確性の確保と 円滑な環境整備に努めま す。  

⑵ 「 反社会的勢力等と の取引排除及び組織犯罪等の防止」 について徹底し ま す。  

⑶ コ ンプラ イ アンス （ 法令等遵守） を実践し 不祥事未然防止の取り 組みを強化し ま す。  

⑷ 内部統制シス テム強化と 体制整備に向けた取り 組みを実践し ま す。  

⑸ 固定化債権の着実な圧縮と 適正な資産の自己査定に努めま す。  
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令和７ 年度Ｊ Ａ ながの業績 
 

１ ．  事業の取り 組み 

 

⑴  事業全般の経過と 成果 

  令和７ 年度は春先の凍霜害は軽微であったも のの、 ５ 月の降雹、 ７ 月以降の猛暑・ 干ばつによ

り 、 野菜の収量減少や果実の品質低下が発生する など 、 厳し い自然条件下での対応が求めら れま

し た。 当組合では「 高温・ 干ばつ対策本部」 を 設置し 、 特報の発信、 栽培講習会の開催、 灌水ポ

ンプ購入助成の対策に加え、 高温耐性品種の導入や試験栽培の実施など 、 環境への順応を図っ て

ま いり ま し た。  

  営農事業では、 資材価格高騰に対応し た営農経営支援対策の継続実施や、 気象情報を 活用し た

早期指導、 労働力支援、 青色申告支援を 通じ 、 農業経営の安定化を図り ま し た。 産地振興では、

重点振興品目を 中心に生産基盤の維持・ 強化を 進め、 果実では改植事業や品評会の開催を通じ 、

品質向上と ブラ ンド 力強化に取り 組みま し た。 販売部門では、 一元分荷体制と リ レ ー販売によ り

安定供給によ る 高値販売に努めたほか、 市場外流通の拡大にも 取り 組みま し た。  

経済事業では、 組合員・ 地域の要望に応える ため、 Ｊ Ａ 虹のホールの改修に取り 組んだほか、

金融・ 共済部門では、 デジタ ル化と 対面支援を融合し た金融仲介機能の発揮や、 寄り 添う 活動に

よ る 保障点検を進め、 組合員・ 利用者の暮ら し を総合的にサポート し てま いり ま し た。  

こ の結果、事業利益は21億37百万円、当期剰余金は22億25百万円を計上する こ と ができ ま し た。 

今後も 、 組合員・ 利用者の信頼と 負託に応え、 魅力ある 事業づく り と 地域に貢献する Ｊ Ａ 運営

に努めてま いり ま すので、 組合員各位のご理解と ご協力をお願いいたし ま す。  

 

⑵ 組合が対処すべき 重要な課題 

Ｊ Ａ ながのが目指す「 多様なつながり によ る 絆の強化と 、 農業を基軸と し た活力ある 地域社会

の実現を目指し ま す」 実現のため、 下記のと おり 重要な事項を定め取り 組みま す。  

① 産地振興の強化と 農産物価値の向上 

重点振興作物の普及拡大と 営農指導体制の強化、 農業所得の向上に向けた販売の強化 

② 魅力ある 事業を通じ た仲間づく り  

人と デジタ ルを融合し た総合事業の確立、 多様なチャ ネルを 活用し た広報展開 

③ 健全で持続性のある 経営基盤の確立 

対話と 意思反映によ る 各組織の活性化、 持続経営を支える ガバナンス・ リ ス ク 管理の強化 

④ 不断の自己改革への取り 組み 

重要な課題解決に向け、 自己改革の実践 
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令和７ 年度の主要事業の取り 扱いは、 次のと おり です。  

 金   額 計 画 比 前 年 比 

総 販 売 品 販 売 高 301億7,152万円 98.3％ 93.9％ 

（ 販 売 品 販 売 高 ）  （ 277億8,488万円）  （ 98.1％）  （ 93.3％）  

（ 直 売 事 業 高 ）  （ 23億8,663万円）  （ 100.7％）  （ 100.2％）  

購 買 品 供 給 高 183億2,403万円 99.8％ 97.2％ 

貯 金 6,442億1,930万円 95.6％ 97.8％ 

貸 出 金 1,710億9,314万円 102.0％ 106.0％ 

預 金 4,562億500万円 93.9％ 95.3％ 

有 価 証 券 364億6,605万円 94.4％ 104.6％ 

長 期 共 済 推 進 ポ イ ン ト  3,578万5,775ポイ ント  97.1％ 108.8％ 

 

 

法 令 遵 守 の 体 制 
 

 Ｊ Ａ は地域金融機関と し ての公共的使命を担っており 、 ま た、 その社会的責任において、 組合員・ 地域社

会から の「 信頼」 を 最も 重要なも のと 位置付けて取り 組んでき ており ま す。 信用事業のみなら ず、 共済・ 経

済事業等総合事業を 営むＪ Ａ にはそれぞれの事業ごと に関係する 法令・ 規則等が数多く あり 、 社会的責任を

果たす観点から も コ ンプラ イ アンス 態勢の確立はよ り 一層強く 求めら れていま す。 当Ｊ Ａ では、 「 コ ンプラ

イ アンス ・ マニュ アル」 を理事会において検討し 、 承認し ており ます。  

 その内容は次の事項です。  

 ⑴ Ｊ Ａ ながの経営理念並びに法令等遵守（ Ｊ Ａ ながの倫理憲章）  

 ⑵ 役職員の行動規範、 遵守事項 

 ⑶ コ ンプラ イ アンス 態勢を推進する ための組織体制 

 ま た、 理事会で承認さ れたコ ンプラ イ アンス ・ プロ グラ ムによ り 職場ごと にコ ンプラ イ アンス 研修会を開

催し 、 全職員にコ ンプラ イ アンス ・ マニュ アルを周知徹底し てき ており ま す。 金融商品販売法、 消費者契約

法に基づく 対応指針、 共済契約における 重要事項の説明に関する 指針も 整備し 、 全職員で取り 組んでき てお

り ま す。  
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内 部 統 制 基 本 方 針 

 

当組合は、 組合員及び利用者等から の信頼を得る ために、「 コ ンプラ イ アンス （ 法令等遵守） の確保」「 財

務報告の信頼性の確保」「 業務の有効性・ 効率性の確保」 及び「 資産の保全」 に努め、 事業活動を行う 上で生

じ る リ ス ク を把握し 、 適切に対応する 体制（ 内部統制シス テム） を構築し 運用し ま す。  

           

１ ． 理事及び職員の職務の執行が法令及び定款に適合する こ と を確保する ための体制 

① 組合の基本理念及びコ ンプラ イ アンス に関する 基本方針を定め、 役職員は職務上のあら ゆる 場面にお 

  いて法令・ 規則、 契約、 定款等を遵守する 。  

② 重大な法令違反、 その他法令及び組合の諸規程の違反に関する 重要な事実を発見し た場合には、 直ち 

に監事に報告する と と も に、 理事会等において協議・ 検討し 、 速やかに是正する 。  

③ 内部監査室は、 内部統制の適切性・ 有効性の検証・ 評価を行う 。 監査の結果、 改善要請を受けた部 

署は、 速やかに必要な対策を講じ る 。  

④ 「 マネー・ ロ ーンダリ ング等及び反社会的勢力等への対応に関する 基本方針」 等に基づき 、 反社会的

勢力に対し ては、 毅然と し た態度で臨み、 一切の関係を持たない。 ま た、 マネー・ ロ ーンダリ ング等

の金融犯罪防止及び排除に向けた管理体制を整備・ 確立する 。  

⑤ 組合の業務に関する 倫理や法令に抵触する 可能性のある 事項について、 役職員等が相談若し く は通報

を行う こ と ができ る 制度( Ｊ Ａ ながのホッ ト ラ イ ン) を適切に運用し 、法令違反等の未然防止に努める 。 

⑥ 監事監査、 内部監査、 会計監査人が密接に連絡し 、 適正な監査を行う 。  

⑦ 業務上知り 得た当組合及び関連会社の取引先に関する 未公表の重要事実を適切に管理する 体制を整備

する 。  

【 運用状況について】  

組合の基本理念の実践と し て、 コ ンプラ イ アンス 基本方針、 役職員の行動規範を定め、 定期的に開催 

する 部署別コ ンプラ イ アンス研修会等を通じ て、 コ ンプラ イ アンス 意識の向上に努めていま す。 業務分

掌等によ り 、 各理事の所管業務を明ら かにし 、 各理事のも と 内部統制の構築・ 運用を行う こ と を明確に

し ていま す。 ま た、 自主（ 自店） 検査、 内部監査の実施、 Ｊ Ａ ながのホッ ト ラ イ ン（ 内部通報等制度）

の設置・ 運営によ り 不法行為の未然防止や早期発見に努めていま す。 更に監事によ る 監査が実施さ れて

いま す。  

 

２ ． 理事の職務の執行に係る 情報の保存及び管理に関する 体制 

① 文書・ 情報の取扱いに関する 方針・ 規程に従い、 職務執行に係る 情報を適切に保存・ 管理する 。  

② 個人情報保護に関する 規程を整備し 、 個人情報を適切かつ安全に保存、 管理する 。  

③ 情報セキュ リ ティ を確保する ための体制を整備し 、 適切な対策を 実施する 。  

【 運用状況について】  

情報セキュ リ ティ 基本方針及び個人情報保護方針に基づき 、 重要情報を一元的に管理し 、 重要性に応

じ てリ ス ク への対応を図っていま す。 ま た、 情報セキュ リ ティ 対策と し て、 イ ンタ ーネッ ト 接続環境と

業務ネッ ト ワ ーク の分離、 ホームページＷeb サイ ト 改ざん検知サービス の導入、 連絡体制の構築及びＦ

i re Ｗal l の脆弱性管理を行っていま す。  

 

３ ． 損失の危険の管理に関する 規程その他の体制 

 ① 認識すべき リ ス ク の種類を特定する と と も に管理体制の仕組みを 構築し 、 リ ス ク 管理の基本的な態勢
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を 整備する 。  

② 理事は組合のリ ス ク を 把握・ 評価し 、 必要に応じ 、 定性・ 定量それぞれの面から 事前ないし 事後に適

切な対応を行い、 組合経営を と り ま く リ ス ク 管理を行う 。  

【 運用状況について】  

リ ス ク 管理基本方針（ リ ス ク 管理体制） の策定、 経営会議、 Ａ Ｌ Ｍ委員会等通じ て組合を と り ま く リ

ス ク の把握に努める と と も に、 理事会等で定期的に協議・ 検討を 行っ ていま す。  

 

４ ． 理事の職務の執行が効率的に行われる こ と を確保する ための体制 

 ① 職制、 機構、 業務分掌、 指示命令系統を 明文化し 、 役職員の職務執行を効率的に遂行する 。  

② 中期事業計画及び同計画に基づく 部門別事業計画を策定し 、 適切な目標管理によ り 、 戦略的かつ効率

的な事業管理を 行う 。  

【 運用状況について】  

中期事業計画及び単年度事業計画を 策定し 、 その進捗状況を月次で把握し ていま す。 ま た、 人事労務

基本方針を策定し 、 中長期的な視点から 人材育成に取り 組んでいま す。  

 

５ ． 監事監査の実効性を 確保する ための体制 

① 監事が円滑に職務を執行し 、 監事監査の実効性を確保する ための体制を 整備する 。  

② 監事が効率的・ 効果的監査を 遂行でき る よ う 支援する 。  

③ 理事や内部監査室等は監事と 定期的な協議、 十分な意思疎通を 図る こ と によ り 、 効率的・ 効果的監査

を 支援する 。  

【 運用状況について】  

理事と 監事は、 業務の運営や課題等について、 定期的に協議を 行っ ていま す。 内部監査部署には監事

と の十分な連携を指示し 、 監事監査の実効性確保を 支援し ていま す。  

 

６ ． 組合及びその子会社等における 業務の適正を確保する ための体制 

① 各業務における 規程やマニュ アル、 業務フ ロ ー等の管理態勢を整備し 、 適正かつ効率的に業務を執行

する 。  

② 「 子会社管理規程」 に基づき 、 関連事業に係る 重要な方針、 事項を 監督し 適切な指導・ 助言を 行い、

相互の健全な発展を 推進する 。  

③ 「 子会社管理規程」 に基づき 、 子会社等の統括管掌を 定め、 事業計画の達成、 法令及びその他事項の

遵守、 その他運用事項を 監督する 。  

【 運用状況について】  

子会社管理規程を制定し 、 経営計画及び経営戦略策定の指導・ 助言を 行う と と も に、 業務の遂行状況

を 適正に把握・ 評価し 、 必要な指導・ 助言を 行っ ていま す。  

 

７ ． 財務情報その他組合情報を 適切かつ適時に開示する ための体制 

① 会計基準その他法令を 遵守し 、 経理規程等の各種規程を整備し 、 適切な会計処理を行う 。  

② 適時・ 適切に財務報告を作成でき る よ う 、 決算担当部署に適切な人員を 配置し 、 会計・ 財務等に関す

る 専門性を維持・ 向上さ せる 人材育成に努める 。  

③ 法令の定めに基づき 、 ディ ス ク ロ ージャ ー等を 通じ て、 財務情報の適時・ 適切な開示に努める 。  

④ 計算書類（ 財務諸表） の適正性、 計算書類（ 財務諸表） 作成にかかる 内部監査の有効性を 確認し 、 そ

の旨をディ ス ク ロ ージャ ーに記載する 。  
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【 運用状況について】  

経理規程を整備し 、 適切な会計処理の選択、 会計上の見積も り を行う よ う に努めており 、 適時・ 適切

に財務報告を作成でき る よ う 、 決算担当部署に適切な人員を配置し 、 会計・ 財務等に関する 専門性を維

持・ 向上さ せる 人材育成に努めていま す。ま た、法令の定めに基づき 、ディ スク ロ ージャ ー等を通じ て、

財務情報の適時・ 適切な開示に努めていま す。  

 

 

 

 

個 人 情 報 保 護 方 針 
 

組織・ 管理体制の確立 

 当Ｊ Ａ は、 個人情報取扱事業者に課せら れる 義務と 責任を 果たすため、 個人情報保護管理者を置き 、 個人

情報の安全管理について、 内部規程、 監査体制の整備等を行っていま す。  

 

１ ． ながの農業協同組合個人情報保護方針 

  ながの農業協同組合（ 以下「 当組合」 と いいま す。 ） は、 組合員及び利用者等の皆様の個人情報を正

し く 取り 扱う こ と が当組合の事業活動の基本であり 社会的責務である こ と を認識し 、 以下の方針を遵守

する こ と を誓約し ま す。  

１ ． 関連法令等の遵守 

  当組合は、 個人情報を 適正に取扱う ために、「 個人情報の保護に関する 法律」 （ 以下「 保護法」 と い

いま す。 ） その他、 個人情報保護に関する 関係諸法令及び個人情報保護委員会のガイ ド ラ イ ン等に定

めら れた義務を 誠実に遵守し ま す。  

  個人情報と は、 保護法第２ 条第１ 項及び第２ 項に規定する 、 生存する 個人に関する 情報で、 特定の

個人を識別でき る も のをいい、 以下も 同様と し ま す。  

  ま た、 当組合は、 特定個人情報を適正に取扱う ために、 「 行政手続における 特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する 法律」 （ 以下「 番号利用法」 と いいま す。 ） その他、 特定個人情報の適正

な取扱いに関する 関係諸法令及びガイ ド ラ イ ン等に定めら れた義務を誠実に遵守し ま す。  

  特定個人情報と は、番号利用法２ 条第８ 項に規定する 、個人番号をその内容に含む個人情報をいい、

以下も 同様と し ま す。  

２ ． 利用目的 

  当組合は、 個人情報の取扱いにおいて、 利用目的をでき る 限り 特定し た上、 あら かじ めご本人の同

意を得た場合及び法令によ り 例外と し て扱われる べき 場合を 除き 、 その利用目的の達成に必要な範囲

内でのみ個人情報を 利用し ま す。 ただし 、 特定個人情報においては、 利用目的を特定し 、 ご本人の同

意の有無に関わら ず、 利用目的の範囲を超えた利用は行いま せん。  

  ご本人と は、 個人情報によ って識別さ れる 特定の個人をいい、 以下同様と し ま す。  

  利用目的は、 法令によ り 例外と し て扱われる べき 場合を除き 、 あら かじ め公表する か、 取得後速や

かにご本人に通知し 、 又は公表し ま す。 ただし 、 ご本人から 直接書面で取得する 場合には、 あら かじ

め明示し ま す。  

３ ． 適正取得 

  当組合は、 個人情報を取得する 際、 適正かつ適法な手段で取得し ま す。  

４ ． 安全管理措置 

  当組合は、 取り 扱う 個人データ 及び特定個人情報を利用目的の範囲内で正確かつ最新の内容に保つ
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よ う 努め、 ま た安全管理のために必要かつ適切な措置を講じ 職員及び委託先を適正に監督し ま す。  

個人データ と は、保護法第16条第３ 項が規定する 、個人情報データ ベース 等（ 保護法第16条第１ 項）

を構成する 個人情報をいい、 以下同様と し ま す。  

５ ． 仮名加工情報及び匿名加工情報の取扱い 

  当組合は、 仮名加工情報（ 保護法第２ 条第５ 項） 及び匿名加工情報（ 保護法第２ 条第６ 項） の取扱

いに関し ては、 保護法及びガイ ド ラ イ ン等に則し て、 安全管理に関する 必要かつ適切な措置を講じ ま

す。  

６ ． 第三者提供の制限 

  当組合は、 法令によ り 例外と し て扱われる べき 場合を除き 、 あら かじ めご本人の同意を 得る こ と な

く 、 個人データ を第三者に提供し ま せん。  

  ま た、 当組合は、 番号利用法第19条各号によ り 例外と し て扱われる べき 場合を除き 、 ご本人の同意

の有無に関わら ず、 特定個人情報を 第三者に提供し ま せん。  

７ ． 機微（ センシティ ブ） 情報の取扱い 

  当組合は、 ご本人の機微（ センシティ ブ） 情報（ 要配慮個人情報並びに労働組合への加盟、 門地、 本

籍地、 保健医療等に関する 情報） については、 法令等に基づく 場合や業務遂行上必要な範囲において

ご本人の同意を いただいた場合等を 除き 、 取得、 利用又は第三者提供はし ま せん。  

８ ． 開示、 訂正又は利用停止等 

  当組合は、 保有個人データ 等につき 、 法令に基づき ご本人から の開示、 訂正又は利用停止等に応じ

ま す。 保有個人データ と は、 保護法第16条第４ 項に規定する データ をいいま す。  

９ ． 苦情窓口 

  当組合は、 個人情報につき 、 ご本人から の質問及び苦情に対し 迅速かつ適切に取り 組み、 そのため

の内部体制の整備に努めま す。  

10． 継続的改善 

  当組合は、 個人情報について、 適正な内部監査を実施する など し て、 本保護方針の継続的な改善に

努めま す。  

 

２ ． ながの農業協同組合情報セキュ リ ティ 基本方針 

  ながの農業協同組合（ 以下、 当組合と いう 。 ） は、 組合員及び利用者等の皆様と の信頼関係を強化

し 、 よ り 一層の安心と サービス を提供する ため、 組合内の情報及びお預かり し た情報のセキュ リ ティ

の確保と 日々の改善に努める こ と が当組合の事業活動の基本であり 、社会的責務である こ と を認識し 、

以下の方針を遵守する こ と を誓約し ま す。  

１ ． 当組合は、 情報資産を適正に取り 扱う ため、 コ ンピュ ータ ー犯罪に関する 法律、 不正アク セス 行為

の禁止に関する 法律、 Ｉ Ｔ 基本法その他の情報セキュ リ ティ に関係する 諸法令、 及び農林水産大臣を

はじ め主務大臣の指導によ る 義務を 誠実に遵守し ま す。  

２ ．当組合は、情報の取扱い、情報シス テム及び情報ネッ ト ワ ーク の管理運用に当たり 、適切な組織的、

人的、 物理的及び技術的安全管理措置を実施し 、 情報資産に対する 不正な侵入、 紛失、 漏えい、 改ざ

ん、 破壊、 利用妨害等が発生し ないよ う 努めます。  

３ ． 当組合は、 情報セキュ リ ティ に関し て、 業務に従事する 者の役割を定め、 情報セキュ リ ティ 基本方

針に基づき 、 組合全体で情報セキュ リ ティ を推進でき る 体制を維持し ま す。  

４ ． 当組合は、 万一、 情報セキュ リ ティ を侵害する よ う な事象が発生し た場合、 その原因を 迅速に解明

し 、 被害を最小限に止める よ う 努めま す。  

５ ． 当組合は、 上記の活動を継続的に行う と 同時に、 新たな脅威にも 対応でき る よ う 、 情報セキュ リ テ

ィ マネジメ ント シス テムを確立し 、 維持改善に努めま す。  
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個人情報保護法に基づく 公表事項等に関する ご案内 

 個人情報保護に関する 法律に基づき 、 公表又は本人が容易に知り 得る 状態に置く べき も のと 定めている 事

項を、 Ｊ Ａ ながのホームページ ht t ps: //www. j a-nagano. i i j an. or . j p/ に掲載し ていま すので、 ご覧く ださ

いま すよ う お願いいたし ま す。  

 

金融商品の勧誘方針 
 

当組合は、 金融商品販売法の趣旨に則り 、 貯金・ 定期積金、 共済その他の金融商品の販売等の勧誘にあっ

ては、 次の事項を遵守し 、 組合員、 利用者の皆さ ま の立場に立った勧誘に努める と と も に、 よ り 一層の信頼

をいただける よ う 努めてま いり ま す。  

１ ． 組合員・ 利用者の皆さ ま の商品利用目的なら びに知識、 経験、 財産の状況およ び意向を考慮のう え、

適切な金融商品の勧誘と 情報の提供を行いま す。  

２ ． 組合員・ 利用者の皆さ ま に対し 、 商品内容や当該商品のリ ス ク 内容など 重要な事項を十分に理解し て

いただく よ う 努めま す。  

３ ． 不確実な事項について断定的な説明をし たり 、 事実と 異なる 情報を提供する など、 組合員・ 利用者の

皆さ ま に誤解を与える おそれのある 説明は行いま せん。  

４ ． お約束のある 場合を除き 、 訪問・ 電話によ る 勧誘は、 組合員・ 利用者の皆さ ま のご都合を配慮し た時

間帯と いたし ま す。  

５ ． 組合員・ 利用者の皆さ ま に対し 、 適切な勧誘が行える よ う 役職員の研修の充実に努めま す。  

 

 

貸出運営についての考え方 
 

 法令、 定款、 貸出業務規程の定める と こ ろによ り 、 貸出の５ 原則（ 安全性・ 収益性・ 発展性・ 公共性・ 流

動性） を遵守し 、 農業振興、 生活向上、 地域振興に寄与する 積極的な融資活動の展開をはかる べく 、 的確で

迅速な対応によ り 、 貸出金の伸長を はかり ま す。 ま た、 総合事業の展開を根幹と する 中で、 相談機能・ 自己

査定を強化する と と も に、 貸出及び審査部門の内部牽制体制確立を目的と し たＪ Ａ バンク 体制整備基準に基

づき 、 審査部門を金融部から 分離し 固定化延滞債権の未然防止に努め、 よ り 健全な融資基盤の確立を目指し

ま す。  

 

 

社会的責任への取り 組み 
 

 当組合は組合員への奉仕と と も に、 地域社会の持続的発展を目指し ていま す。  

 各種金融機能・ サービ ス によ って経済、 社会的な使命を果たすだけでなく 、 地域の農業協同組合と し て、

農業や助け合いを基本と し た福祉活動等を通じ て皆さ ま のお役にたちたいと 考えていま す。  
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●マネー・ ロ ーンダリ ング及びテロ 資金供与、 並びに金融犯罪対策 

 犯罪によ っ て得た収益を貯金口座に入金する などし て、 その出所や所有者をわから なく する 行為や、 テ

ロ 行為のよ う に国際的犯罪のための資金の蓄積・ 供給源と し て貯金口座が利用さ れる こ と を防ぐ ために、

口座開設時には「 犯罪によ る 収益の移転防止に関する 法律」 に基づき 厳正に対処する と と も に、 継続的な

顧客別リ ス ク 管理の実践、 およ び経営陣の主導的な関与のも と 組織全体で対策に取り 組んでいま す。  

 

●コ ンティ ンジェ ンシープラ ン 

 コ ンピュ ータ ーシス テムが不慮の災害や事故、 ある いは障害等によ り 重大な損害を被り 業務の遂行が困

難になった場合に、 損害の範囲と 業務への影響を極小化し 、 迅速かつ効率的に業務の復旧を行う ため緊急

時対応計画を平成20年に作成し ま し た。  

 併せて、 社会イ ンフラ のト ラ ブルや自然災害等を想定し た内容についても 計画に盛り 込み有事にあたっ

ての体制整備を行っていま す。  

 

●高品質で安全・ 安心な農作物の供給 

 食生活の多様化に伴い、 高品質で安全・ 安心な農作物の供給が求めら れていま す。  

 こ う し た消費者のニーズや志向に応える べく 、 私たちは、 産地形成や共同販売Ｇ Ａ Ｐ （ 農作業の工程管

理） の取り 組みによ る 品質の向上・ 標準化、 安全・ 安心対策などに積極的に取り 組み、 特性を活かし た地

域農業の確立を進めていま す。  

 ま た、 広報活動にも 力を注ぎ、 農業やＪ Ａ に対する 情報の提供、 理解の浸透にも 努めていま す。  

 

●環境問題への取り 組み状況 

 特別栽培農産物の取り 組みと し て「 みどり の食料シス テム戦略」 に基づき 、 化学合成農薬や化学肥料の

削減によ る 環境保全に取り 組むと と も に、牛糞やき のこ 廃培地等を活用し た循環型農業を推進し ていま す。 

 

●偽造・ 盗難キャ ッ シュ カード 対策について 

 偽造キャ ッ シュ カード およ び盗難キャ ッ シュ カード を用いた不正な引出し については、 Ｊ Ａ バンク と お

客様と の信頼に関わる 重要な事項であり ま す。 長野県信連・ 農林中央金庫と 連携し 、 偽造キャ ッ シュ カー

ド によ る 被害防止対策と し て、 全Ｊ Ａ においてＩ Ｃ キャ ッ シュ カード を取り 扱いし ており ま す。  

 

●反社会的勢力等への対応について 

 反社会的勢力等への対応に関する 基本方針や要項・ 要領を定め、 取引関係を含め排除の姿勢をも って対

応し 、 反社会的勢力等によ る 不当請求は断固と し て拒絶し ま す。 ま た、 業態全体で反社会的勢力等データ

ベースの共有化に努め、 チェ ッ ク 体制をよ り 強化し ま す。 こ のほか、 取引排除に向けて必要な取り 組みの

実践について、 警察・ 行政と も 密接に連携し つつ、 不断の努力を継続し てま いり ま す。  
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Ｊ Ａバンク基本方針に基づく 「 Ｊ Ａバンクシステム」  
 

 当Ｊ Ａ の貯金は、 Ｊ Ａ バンク 独自の制度である 「 破綻未然防止シス テム」 と 公的制度である 「 貯金保険制

度（ 農水産業協同組合貯金保険制度） 」 と の２ 重のセーフティ ネッ ト で守ら れていま す。  

 

●「 Ｊ Ａ バンク シス テム」 の仕組み 

組合員・ 利用者から 一層信頼さ れ利用さ れる 信用事業を確立する ために、「 再編強化法（ 農林中央金庫及

び特定農水産業協同組合等によ る 信用事業の再編及び強化に関する 法律）」 に則り 、Ｊ Ａ バンク 会員（ Ｊ Ａ・

信連・ 農林中金） 総意のも と 「 Ｊ Ａ バンク 基本方針」 に基づき 、 Ｊ Ａ ・ 信連・ 農林中金が一体的に取り 組

む仕組みを「 Ｊ Ａ バンク シス テム」 と いいま す。  

「 Ｊ Ａ バンク シス テム」 は、 Ｊ Ａ バンク の信頼性を確保する 「 破綻未然防止シス テム」 と 、 ス ケールメ リ

ッ ト と き め細かい顧客接点を活かし た金融サービス の提供の充実・ 強化を目指す「 一体的事業運営」 の２

つの柱で成り 立っていま す。  

 

●「 破綻未然防止シス テム」 の機能 

「 破綻未然防止シス テム」 は、 Ｊ Ａ バンク の健全性を確保し 、 Ｊ Ａ 等の経営破綻を未然に防止する ため

のＪ Ａ バンク 独自の制度です。 具体的には、（ 1） 個々のＪ Ａ 等の経営状況についてチェ ッ ク （ モニタ リ ン

グ） を行い、 問題点を早期に発見、（ 2） 経営破綻に至ら ないよ う 、 早め早めに経営改善等を実施、（ 3） 全

国のＪ Ａ バンク が拠出し た「 Ｊ Ａ バンク 支援基金※」 等を活用し 、 個々のＪ Ａ の経営健全性維持のために

必要な資本注入などの支援を行いま す。  

※2025年3月末における 残高は1, 653億円と なっていま す。  

 

●「 一体的な事業運営」 の実施 

良質で高度な金融サービス を提供する ため、 Ｊ Ａ バンク と し て商品開発力・ 提案力の強化、 共同運営シ

ス テムの利用、 全国統一のＪ Ａ バンク ブラ ンド の確立等の一体的な事業運営の取り 組みをし ていま す。  

 

●貯金保険制度 

貯金保険制度と は、 農水産業協同組合が貯金などの払い戻し ができ なく なっ た場合などに、 貯金者を保

護し 、 ま た資金決済の確保をはかる こ と によ って、 信用秩序の維持に資する こ と を目的と する 制度で、 銀

行、 信金、 信組、 労金などが加入する 「 預金保険制度」 と 同様な制度です。  

なお、 こ の制度を運営する 貯金保険機構（ 農水産業協同組合貯金保険機構） の責任準備金残高は、 2025

年3月末現在で4, 861億円と なっていま す。  

 

リ  ス  ク  管 理 の 状 況 
 

◇リ ス ク 管理体制 

〔 リ ス ク 管理等〕  

 組合員・ 利用者の皆様に安心し てＪ Ａ をご利用いただく ためには、 よ り 健全性の高い経営を確保し 、 信頼

性を高めていく こ と が重要です。  

 こ のため、 有効な内部管理態勢を構築し 、 直面する 様々なリ ス ク に適切に対応すべく 「 リ ス ク 管理方針」

並びに「 経営リ ス ク 管理規程」 を策定し 、 認識すべき リ ス ク の種類や管理体制と 仕組みなど 、 リ ス ク 管理の

基本的な体系を整備し ています。  

ま た、 昨今の国際情勢をふま え、 マネー・ ロ ーンダリ ング及びテロ 資金供与等の金融サービス の濫用防止

対策（ マネロ ン等対策） の重要性はこ れま でになく 高ま っていま す。 当Ｊ Ａ ではマネロ ン等対策を重要課題

の１ つと し て位置付け、 リ スク に応じ た対策を適切に講じ ていま す。  
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① 信用リ ス ク 管理 

  信用リ ス ク と は、 信用供与先の財務状況の悪化等によ り 、 資産（ オフ・ バラ ンス を含む。 ） の価値が減

少ないし 消失し 、 金融機関が損失を 被る リ ス ク のこ と です。 当Ｊ Ａ は、 個別の重要案件又は大口案件に

ついては理事会において対応方針を 決定し ていま す。 ま た、 通常の貸出取引については、 本所に審査課

を設置し 、 各支所と 連携をはかり ながら 、 与信審査を 行っていま す。 審査にあたっては、 取引先のキャ

ッ シュ・ フ ロ ーなどによ り 償還能力の評価を行う と と も に、担保評価基準など 厳格な審査基準を設けて、

与信判定を行っていま す。  

  貸出取引において資産の健全性の維持・ 向上をはかる ため、 資産の自己査定を厳正に行っていま す。

不良債権については管理・ 回収方針を作成・ 実践し 、 資産の健全化に取り 組んでいま す。 ま た、 資産自

己査定の結果、 貸倒引当金については「 資産の償却・ 引当処理規程」 に基づき 必要額を計上し 、 資産及

び財務の健全化に努めていま す。  

 

② 市場リ ス ク 管理 

  市場リ ス ク と は、 金利、 為替、 株式等の様々な市場のリ ス ク ・ ファ ク タ ーの変動によ り 、 資産・ 負債

（ オフ・ バラ ンス を含む。 ） の価値が変動し 、 損失を被る リ ス ク 、 資産、 負債から 生み出さ れる 収益が変

動し 損失を被る リ ス ク のこ と です。主に金利リ ス ク 、価格変動リ ス ク など をいいま す。金利リ ス ク と は、

金利変動に伴い損失を 被る リ ス ク で、 資産と 負債の金利又は期間のミ ス マッ チが存在し ている 中で金利

が変動する こ と によ り 、 利益が低下ないし 損失を被る リ ス ク をいいま す。 ま た、 価格変動リ ス ク と は、

有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が減少する リ ス ク のこ と です。  

  当Ｊ Ａ では、金利リ ス ク 、価格変動リ ス ク など の市場性リ ス ク を 的確にコ ント ロ ールする こ と によ り 、

収益化及び財務の安定化をはかっていま す。 こ のため、 財務の健全性維持と 収益力強化と のバラ ンス を

重視し たＡ Ｌ Ｍを基本に、 資産、 負債の金利感応度分析など を実施し 、 金融情勢の変化に機敏に対応で

き る 柔軟な財務構造の構築に努めていま す。  

  と り わけ、 有価証券運用については、 市場動向や経済見通し などの投資環境分析及び当Ｊ Ａ の保有有

価証券ポート フ ォ リ オの状況やＡ Ｌ Ｍなどを考慮し 、 理事会において運用方針を定める と と も に、 経営

層で構成する Ａ Ｌ Ｍ委員会を定期的に開催し 、 日常的な情報交換及び意思決定を行っていま す。 運用部

門は、 理事会で決定し た運用方針及びＡ Ｌ Ｍ委員会で決定さ れた方針などに基づき 、 有価証券の売買や

リ ス ク ヘッ ジを行っていま す。 運用部門が行った取引き についてはリ ス ク 管理部門が適切な執行を行っ

ている かどう かチェ ッ ク し 定期的にリ ス ク 量の測定を行い経営層に報告し ていま す。  

 

③ 流動性リ ス ク 管理 

  流動性リ ス ク と は、 運用と 調達のミ ス マッ チや予期せぬ資金の流出によ り 、 必要な資金確保が困難に

なる 、又は通常よ り も 著し く 高い金利での資金調達を余儀なく さ れる こ と によ り 、損失を被る リ ス ク（ 資

金繰り リ ス ク ） 及び市場の混乱等によ り 市場において取引き ができ ないため、 通常よ り も 著し く 不利な

価格での取引き を余儀なく さ れる こ と によ り 損失を被る リ ス ク （ 市場流動性リ ス ク ） のこ と です。  

  当Ｊ Ａ では、 資金繰り リ ス ク については、 運用・ 調達について月次の資金計画を作成し 、 安定的な流

動性の確保に努めていま す。 ま た、 市場流動性リ ス ク については、 投資判断を行う 上での重要な要素と

位置づけ、 商品ごと に異なる 流動性（ 換金性） を把握し たう えで、 運用方針など の策定の際に検討を行

っていま す。  

 

④ オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 管理 

  オペレ ーショ ナル・ リ ス ク と は、 業務の過程、 役職員の活動も し く は、 シス テムが不適切である こ と

又は外生的な事象によ る 損失を被る リ ス ク のこ と です。  

  当Ｊ Ａ では、 収益発生を意図し 能動的な要因によ り 発生する 信用リ ス ク や市場リ ス ク 及び流動性リ ス

ク 以外のリ ス ク で、 受動的に発生する 事務、 シス テム、 法務など について事務処理や業務運営の過程に

おいて、 損失を被る リ ス ク と 定義し ていま す。 事務リ ス ク 、 シス テムリ ス ク など について、 事務手続を

整備し 、 定期検査等を 実施する と と も に、 事故・ 事務ミ ス が発生し た場合は速やかに状況を把握する 体

制を整備し て、 リ ス ク 発生後の対応及び改善が迅速・ 正確に反映ができ る よ う 努めていま す。  
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⑤ 事務リ ス ク 管理 

  事務リ ス ク と は、 役職員が正確な事務を怠る 、 ある いは事故・ 不正等を 起こ すこ と によ り 金融機関が

損失を被る リ ス ク のこ と です。 当Ｊ Ａ では、 業務の多様化や事務量の増加に対応し て、 正確な事務処理

を行う ため事務マニュ アルを整備する と と も に、 自主検査（ 自店検査） を実施し 事務リ ス ク の削減に努

めていま す。 ま た、 事故・ 事務ミ ス が発生し た場合には、 発生状況を把握し 改善をはかる と と も に、 内

部監査によ り 重点的なチェ ッ ク を行い、 再発防止策を実施し ていま す。  

 

⑥ シス テムリ ス ク 管理 

  シス テムリ ス ク と は、 コ ンピュ ータ ーシス テムのダウ ン、 又は誤作動等シス テムの不備に伴い金融機

関が損失を被る リ ス ク 、 さ ら にはコ ンピ ュ ータ ーが不正に使用さ れる こ と によ り 金融機関が損失を被る

リ ス ク のこ と です。 当Ｊ Ａ では、 コ ンピ ュ ータ ーシス テムの安定稼動のため、 安全かつ円滑な運用に努

める と と も に、 シス テムの万一の災害・ 障害等に備えていま す。  

 

〔 リ ス ク 管理体制図〕  
 組合の資産・ 負債の総合管理、 各種リ ス ク の管理・ 測定・ モニタ リ ング等に係わる 組織体制は次のと おり

であり ま す。  

 

  

ラ イ フパート ナー 
担当理事委員会 

 

アグリ パート ナー 
担当理事委員会 

企画管理担当理事 
委員会 
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◇Ａ Ｌ Ｍ管理体制 

 経済情勢や金融情勢の変化に伴い、 Ａ Ｌ Ｍ管理（ 資産と 負債の総合管理） の重要性は、 年々高いも のと な

ってき ていま す。  

 先を見据えた運用・ 調達と 、 バラ ンス のと れた資産・ 負債の総合管理をはかる こ と によ り 、 信用リ ス ク や

流動性リ ス ク 、 金利リ ス ク 管理に常に万全を期し ていま す。  

 
◇内部監査体制 

 当Ｊ Ａ では、 内部監査部門を 被監査部門から 独立し て設置し 、 経営全般にわたる 管理及び各部門の業務の

遂行状況を、 内部管理態勢の適切性と 有効性の観点から 検証・ 評価し 、 改善事項の勧告など を通じ て業務運

営の適切性の維持・ 改善に努めていま す。  

 ま た、 内部監査は、 Ｊ Ａ の本所・ 支所・ センタ ー等のすべてを対象と し 、 年度の内部監査計画に基づき 実

施し ていま す。 監査結果は代表理事組合長及び監事に報告し たのち被監査部門に通知さ れ、 定期的に被監査

部門の改善取り 組み状況をフォ ロ ーアッ プし ていま す。 ま た、 監査結果の概要を定期的に理事会に報告する

こ と と し ていま すが、 特に重要な事項については、 直ちに理事会、 代表理事組合長、 監事に報告し 、 速やか

に適切な措置を講じ ていま す。  

 
◇金融Ａ Ｄ Ｒ 制度への対応 

① 苦情処理措置の内容 

  当Ｊ Ａ では、 苦情処理措置と し て、 業務運営体制・ 内部規則等を整備のう え、 その内容をホームペー

ジ・ チラ シ等で公表する と と も に、 Ｊ Ａ バンク 相談所やＪ Ａ 共済連と も 連携し 、 迅速かつ適切な対応に

努め、 苦情等の解決をはかり ま す。  

 当Ｊ Ａ の苦情等受付窓口 

 Ｊ Ａ バンク 苦情等受付窓口 

  本所金融部 電話： 026-224-3701 受付時間９ ： 00～17： 00（ 休業日を除く ）  

 Ｊ Ａ 共済苦情等受付窓口 

  本所共済部 電話： 026-219-2505 受付時間９ ： 00～17： 00（ 休業日を除く ）  

② 紛争解決措置の内容 

  当Ｊ Ａ では、 紛争解決措置と し て、 次の外部機関を利用し ていま す。  

・ 信用事業 

  東京弁護士会 紛争解決センタ ー（ 電話： 03-3581-0031） 、 第一東京弁護士会 仲裁センタ ー（ 電

話： 03-3595-8588） 、 第二東京弁護士会 仲裁センタ ー（ 電話： 03-3581-2249）  

  ①の窓口ま たはＪ Ａ バンク 相談所（ 一般社団法人Ｊ Ａ バンク ・ Ｊ Ｆ マリ ンバンク 相談所、 電話： 03-

6837-1359） にお申し 出く ださ い。 なお、 東京弁護士会、 第一東京弁護士会、 第二東京弁護士会、 各弁

護士会（ 以下「 東京三弁護士会」 と いいま す。 ） に直接紛争解決をお申し 立ていただく こ と も 可能で

す。 ま た、 申立者の居住地の近隣弁護士会で手続き を進める「 現地調停・ 移管調停」 が、 東京三弁護士

会が設置し ている 仲裁センタ ー等で利用でき ます。  

・ 共済事業 

 （ 一社） 日本共済協会 共済相談所  （ 電話： 03-5368-5757）  

          ht t ps: //www. j ci a. or . j p/advi sory/i ndex. html / 

 （ 一財） 自賠責保険・ 共済紛争処理機構  ht t ps: //www. j i bai -adr . or . j p/ 

 （ 公財） 日弁連交通事故相談センタ ー   ht t ps: //www. n-t acc. or . j p/ 

 （ 公財） 交通事故紛争処理センタ ー    ht t ps: //www. j cst ad. or . j p/ 

日本弁護士連合会 弁護士費用保険Ａ Ｄ Ｒ    

                   ( ht t ps: //www. ni chi benr en. or . j p/act i vi t y/resol ut i on/l ac. html )  

各機関の連絡先（ 住所・ 電話番号） につき ま し ては、 上記ホームページをご覧いただく か、 ①の窓口にお問

い合わせ下さ い。  
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◇金融円滑化にかかる 基本方針 

 当Ｊ Ａ は、 農業者の協同組織金融機関と し て、 「 健全な事業を営む農業者を はじ めと する 地域のお客さ ま

に対し て必要な資金を円滑に供給し ていく こ と 」 を、 「 最も 重要な役割のひと つ」 と し て位置づけ、 当Ｊ Ａ

の担う 公共性と 社会的責任を強く 認識し 、 その適切な業務の遂行に向け、 以下の方針を定め、 取り 組んでお

り ま す。  

１  お客さ ま から の新規融資や貸付条件の変更等の相談・ 申込みがあった場合には、 お客さ ま の特性や事

業の状況並びに財産及び収入の状況を勘案し つつ、 でき る 限り 柔軟に対応する よ う 努めま す。  

２  事業を営むお客さ ま から の経営相談に積極的かつき め細かく 取り 組み、 お客さ ま の経営改善に向けた

取り 組みをご支援でき る よ う 努めま す。  

  また、 役職員に対する 研修等によ り 、 上記取り 組みの対応能力の向上に努めま す。  

３  お客さ ま から の新規融資や貸付条件の変更等の相談・ 申込みがあった場合には、 お客さ ま の経験等に

応じ て、 説明及び情報提供を適切かつ十分に行う よ う に努めま す。  

  また、お断り さ せていただく 場合には、その理由を可能な限り 具体的かつ丁寧に説明する よ う 努めます。 

４  お客さ ま から の新規融資や貸付条件の変更等の相談・ 申込みに対する 問い合わせ、 相談及び苦情につ

いては、 公正・ 迅速・ 誠実に対応し 、 お客さ ま の理解と 信頼が得ら れる よ う 努めま す。  

５  お客さ ま から の新規融資や貸付条件の変更等の申込み等の求めについて、 関係する 他の金融機関等

（ 政府系統金融機関、信用保証協会等及び中小企業再生支援議会を含む。 ） と 緊密な連携をはかる よ う

努めま す。  

  ま た、 こ れら の関係機関から 照会を受けた場合は、 守秘義務に留意し つつ、 お客さ ま の同意を 前提に

情報交換を行い、 連携をはかる よ う 努めま す。  

６  お客さ ま から の上述のよ う な申込みに対し 、 円滑に措置をと る こ と が出来る よ う 、 必要な体制を整備

いたし ており ま す。  

  具体的には、  

⑴ 組合長以下常勤役員、 室部長等を構成員と する 「 経営会議」 にて、 金融円滑化にかかる 対応を一元

的に管理し 、 組織横断的に協議し ま す。  

⑵ 金融共済事業本部長を「 金融円滑化管理責任者」 と し て、 当Ｊ Ａ 全体における 金融円滑化の方針や

施策の徹底に努めま す。  

⑶ 各支所に「 金融円滑化店舗責任者」 を設置し 、 各支所における 金融円滑化の方針や施策の徹底に努

めま す。  

７  本方針に基づく 金融円滑化管理態勢について、 その適切性及び有効性を 定期的に検証し 、 必要に応じ

て見直し を行いま す。  

 

 

業務・ 事務の効率化への取り 組み 
 

●印鑑照合シス テムについて 

Ｊ Ａ では各種貯金にかかる 届出印を各店舗備え付けの端末機から 印鑑照合シス テムを 利用し 届出印の確

認作業を行い貯金の払戻を行っていま す。  

 

●非対面チャ ネルを 活用し た自振業務の切替について 

 お客様と の契約に基づく 口座振替や給与振込等の紙媒体で持ち込ま れる 窓口業務について、 法人Ｊ Ａ ネ

ッ ト バンク やＪ Ａ データ 伝送サービス 等の非対面チャ ネルへの切替提案し ながら 、 お客様には安価な手数

料での取引を実現する と と も に、 Ｊ Ａ の窓口業務の簡素化を図っていま す。  
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●地方公共団体向けＷＥ Ｂ 口座振替導入支援について 

 地方公共団体向けの口座振替新規申し 込み等にかかる 受付をWEB上でも 行える 仕組みを提案し 、利用者の

利便性向上と 、 窓口手続き の軽減を 図ってま いり ま す。  

 

●窓口手続き によ る 顧客入力用タ ブレ ッ ト 端末の導入と Ｑ Ｒ コ ード 付伝票について 

  窓口での入出金や振込手続き 等における 、 利用者の伝票作成負担の軽減と 店舗事務の省力化を目的と し

て、 令和7年4月県下Ｊ Ａ 一斉に顧客入力用のタ ブレ ッ ト 端末を 導入し ま し た。 ま た、 1枚の伝票で複数の取

引を実現する ＱＲ コ ード 付伝票を取り 入れま し た。 併せてＱ Ｒ 伝票作成ツールをＷＥ Ｂ 上に公開し 、 利用

者の利便性向上に努めていま す。  

 

●硬貨対応付き Ａ Ｔ Ｍの導入について 

  利用者の利便性向上を目的と し て、 硬貨対応が可能なＡ Ｔ Ｍを導入いたし ま し た。 こ れま で窓口でのみ

取扱っており ま し た硬貨の入出金や各種お取引がＡ Ｔ Ｍでご利用可能と なり 、 営業時間外や休日でも ご利

用いただける よ う になり ま し た。  

 

地 域 貢 献 情 報 
 

○全般に関する 事項 

  当組合は、 農業者を 中心と し た地域住民の方々が組合員と なっ て、 相互扶助（ お互いに助け合い、 お互

いに発展し ていく こ と ） を共通の理念と し て運営さ れる 協同組織であり 、 地域農業の活性化に資する 地域

金融機関です。  

  当組合の資金は、 その大半が組合員の皆さ ま などから お預かり し た、 大切な財産である 「 貯金」 を源泉

と し ており 、 資金を必要と する 組合員の皆さ ま 方や、 地方公共団体などにも ご利用いただいており ま す。  

  ま た、 Ｊ Ａ の事業活動を通じ て各種金融機能・ サービス 等を提供する だけでなく 、 地域の協同組合と し

て農業や助けあいを通じ た社会貢献に努めていま す。  

 

○地域から の資金調達の状況 

  地域の皆さ まから お預かり し た貯金・ 積金の残高は、 今年度末において6, 442億1, 930万円と なっており

ま す。 当組合では、 県下統一商品のほか、 特典付定期積金「 やすら ぎの会」 、 年金サポート 定期貯金「 受け

取る ま えに＋（ プラ ス ） 」 等のオリ ジナル商品を開発し 、 皆さ ま から お預かり する 資金について、 金利面

や特典によ ってご満足いただける よ う 心掛けていま す。  

 

○地域への資金供給の状況 

  地域の皆さ ま への貸出金の残高は、今年度末において1, 710億9, 314万円と なっており ま す。こ の内訳は、

組合員等への資金供給1, 585億7, 854万円、 地方公共団体等78億6, 684万円、 その他46億4, 775万円です。  

  地域農業者等の資金ニーズに合わせ、 農業施設の建設、 農業機械の購入資金に対応する 農業近代化資金

など の制度融資や農業経営の安定を目的と し た営農資金等、 農業経営向上のため幅広い資金対応を 行いま

し た。 ま た、 生活資金においては、 県下統一ロ ーンのほか、 当組合独自要項によ る 資金を用意し 、 地域住

民の皆さ ま の生活の向上に貢献でき る よ う 努力し ており ま す。  
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○文化的・ 社会的貢献に関する 事項 

  地域文化と の係わり と し て、 地域行事への参画、 学校給食への地元農産物の提供に係る 支援、 農業体験

教室、 各種農業関連イ ベント などの開催等、 農業を通じ た地域と の交流を積極的に行っており ま す。  

ま た、 年金受給者を対象に、 マレ ッ ト ゴルフ 大会等を開催する など 、 地域の皆さ ま の繋がり に役立てる

よ う な活動を行っており ま す。  

  今後も 引き 続き 、 広報誌などを通じ た情報提供に心掛け、 さ ら には支所等の充実をはかる こ と によ り 、

よ り 一層の地域貢献ができ る よ う 努力いたし ま す。  

 

○地域密着型金融への取り 組み 

 （ 中小企業等の経営の改善及び地域の活性化のための取り 組みの状況を含む）  

⑴ 農業者等への経営支援に関する 取り 組み方針 

  当組合では、 「 金融円滑化にかかる 基本方針」 （ 本誌P． 15参照） を制定し 、 お客様の経営相談等、 経

営改善に向けた取り 組み支援を行っており ま す。  

 

⑵ 農業者等の経営支援に関する 体制整備 

  多様なニーズに対応する ため、 農業金融分野に精通し た担当者（ 資格保有者） を配置する と と も に、

アク ショ ンプラ ン（ メ イ ン強化先アプロ ーチ） 制定によ り 出向く 体制を整備し ていま す。  

 

⑶ 農山村等地域活性化のための融資をはじ めと する 支援 

  Ｊ Ａ プロ パー融資のほか、農業近代化資金や日本政策金融公庫資金等の制度資金の取り 扱いを通じ て、

農業者等の農業経営と 生活をサポート し ており ま す。  

 

⑷ ラ イ フサイ ク ルに応じ た担い手支援 

  農業融資については、 農業者等の資金ニーズに適し た資金提案を行っており ま す。 ま た、 農業者等の

借入負担の軽減をはかる べく 、 Ｊ Ａ 所定の農業資金に利子助成を行っていま す。  

 

⑸ 経営の将来性を見極める 融資手法を始め担い手に適し た資金供給手法の取り 組み 

  農業後継者である 新規就農者等に対し 、 農業経営の開始に適し た資金提案を行い、 就農促進をバッ ク

アッ プし 、 成長に向けた支援を行っていま す。  

 

⑹ 経営者保証に関する ガイ ド ラ イ ンへの対応 

  経営者保証を 求めない可能性、 信用保証制度の活用等を検討する など、 ガイ ド ラ イ ンの趣旨を踏ま え

た誠実な対応に努めていま す。  
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令和７ 年３ 月 

３ ． ３  Ｊ Ａ ながの独自支援事業  

農業開発助成金 受付開始 

３ ． 10-11 志賀高原ブロ ッ ク   

ぶど う 棚復旧作業 

３ ．14   理事、女性部と の懇談会 須高 

３ ． 18 り んご高密植栽培生産者大会 

３ ． 28 第11回監事会／第11回理事会 
  

 

４ 月 

４ ． １  入組式 22人が入組 

４ ． ７ -16 みのり 監査法人期末Ⅱ監査 

４ ． 21 生産部会連絡協議会  

４ ． 25 第12回監事会／第12回理事会 

  
 

５ 月 

５ ． 21 広報編集委員会 

５ ． 23 第34回通常総代会 

５ ． 26 第１ 回監事会／第１ 回理事会 

５ ． 27   青年部連絡協議会役員会  
 

６ 月 

６ ． 14 准組合員 食農体験（ たま ね

ぎ収穫） ちく ま  

６ ． 18   臨時理事会 

６ ． 21 准組合員 食農体験（ ズッ キ

ーニ収穫） みゆき   

６ ． 24 第２ 回監事会／第２ 回理事会 

６ ． 30 豊作祈願祭 

 

７ 月 

７ ． ４    ほく し ん農機フ ェ ア 

７ ． 24-25 主要卸売市場と の青果取引会

議 

７ ． 24 准組合員 食農体験（ き のこ ・

ブルーベリ ー収穫） 志賀高原 

７ ． 28 第３ 回監事会／第３ 回理事会 

 

7． 20   ながま る アッ プルし な 

 
 

８ 月 

８ ． １  高温・ 干ばつ対策本部設置 

８ ． 10-12 農産物直売所 お花市開催 

８ ． 22   ズッ キーニ栽培セミ ナー講座

初開催 

８ ． 26 第４ 回監事会／第４ 回理事会 

８ ． 27   ナガノ パープル品評会 

８ ． 29 ナガノ パープルト ッ プセールス

（ 東京大田市場）  

８ ． 30 准組合員 食農体験 

（ プルーン収穫） 須高 
 

９ 月 

９ ． ２  須坂共選所 竣工式 

９ ． 6-28  ぶど う 即売会開催 

９ ． 17   ク イ ーンルージュ ®統一品評会

初開催 

９ ． 17 第34回写真コ ンテス ト  

９ ．20  ク イ ーンルージュ ®ト ッ プセールス

（ 大阪市中央卸売市場）  

９ ．26  理事、女性部と の懇談会 みゆき  

９ ． 27   准組合員 食農体験 

（ り んご収穫） ながの 

９ ． 29 第５ 回監事会／第５ 回理事会 
 

10 月 

10． ２    秋映統一品評会初開催 

10． ２ －８  期中決算監事監査 

10． ７ －10 みのり 監査法人期中監査Ⅱ 

10． 15   シナノ ス イ ート 統一品評会 

初開催 

10． 15   女性部フレ ッ シュ ミ ズ  

県下交流会 

10． 16－22 ブロ ッ ク 総代懇談会 

10． 18－11． 22 第34回ビビッ ド 祭開催 

10． 28 第６ 回監事会／第６ 回理事会 
 

11月 

11． ８ －24  り んご祭り 開催 

11．14  理事、女性部と の懇談会 ちく ま  

11． 27  第７ 回監事会／第７ 回理事会 

11． 28  ３ 市２ 町の社協、 Ｎ Ｐ Ｏ 法人へ 

フ ード ド ラ イ ブ1. 5ト ン贈呈 

令和７ 年 度 の 主 な 動 き  
（ ト ピッ ク ス ）  
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12 月 

12． 11   Ｊ Ａ あいち知多女性部交流会 

12． 26 第８ 回監事会／第８ 回理事会 

  
 

令和８ 年１ 月 

１ ． 12   相続落語会開催 

１ ． 15   理事、 女性部と の懇談会  

志賀高原 

１ ． 27 第９ 回監事会／第９ 回理事会 

  
 

２ 月 

２ ． ２ －６   みのり 監査法人期中Ⅲ① 

２ ． ４ ． ５   中古農機具入札会 

２ ． 12  営農技術員大会 

２ . 13－３ ． ８   組合員懇談会 

２ ． 16－17  みのり 監査法人期中Ⅲ② 

２ ． 25 第10回監事会／第10回理事会 
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金 融 事 業 の ご 案 内 
 

◆金融事業 
 

 貯金、 貸出（ 融資） 、 為替など、 いわゆる 銀行業務を行っていま す。  

 金融事業は、 全国のＪ Ａ・ 信連・ 農林中金の総合力を結集し 、 実質「 ひと つの金融機関」 と し ての

Ｊ Ａ バンク シス テムによ り 、 一体的な業務運営を行っていま す。  

 

 

★貯金業務 

  当Ｊ Ａ では、 普通貯金、 貯蓄貯金をはじ めと し て各種定期貯金、 定期積金など、 ご利用目的や預入期

間、 金額等に応じ てお選び頂ける さ ま ざま な貯金を取り 扱っており ま す。 ま た、 昨今の金融情勢から ニ

ーズの高い国債、 投資信託、 イ ンタ ーネッ ト バンキングの取り 扱いも 行っており ま す。 今後も Ｊ Ａ バン

ク と し ての一体的な取り 組み、 Ｊ Ａ の総合事業性を 活かし た魅力ある オリ ジナル商品の企画開発など

によ り 、 お客様のニーズに適し た商品を提供し ていま す。ま た、 年金受給者や年金受給予約者向けに、

当Ｊ Ａ 直売所及び管内飲食店等の各種割引ク ーポンや特典付き カード の進呈に加え、 偶数月には年金

受給者感謝デーを開催し ていま す。  

  さ ら に、長野県の収納代理金融機関をはじ めと し 、管内市町村の指定金融機関なら びに収納代理金融

機関、 長野広域連合指定代理金融機関と し ての役割を果たすと 共に、 各種税金、 国民年金等の収納、 管

内小中学校の給食費、 高等学校授業料の振替等、 広く 皆様方にご利用いただいており ま す。  

  なお、 マネー・ ロ ーンダリ ング及びテロ 資金供与対策の一環と し て、 個人のお客様が生活利用と し て

開設でき る 普通貯金口座は、 お一人様１ 口座ま でと なり ま し た。  

 

 

★貸出（ 融資） 業務 

  当Ｊ Ａ は、 地域貢献を 基本と する 金融機関と し て組合員およ び農業関連団体の皆様はも と よ り 地場

企業等、多く の皆様が必要と する 各資金（ 農業資金、住宅資金、生活資金、各種ロ ーン） 、事業資金（ 設

備・ 運転資金等） についても 積極的にご融資し ており ま す。  

  ま た、 市町村・ 公社などの地方公共団体およ び、 地域の発展に必要な資金についても ご利用いただい

ており ま す。さ ら には日本政策金融公庫等の各種制度資金の取り 扱いのほか、皆様のラ イ フス タ イ ルに

合わせた各種ロ ーン（ 住宅・ 教育・ 自動車等） を 用意し 、組合員・ 利用者のニーズに沿った融資相談等、

質の高いサービス に努めており ま す。 なお、 貸出及び審査部門の内部牽制体制確立を目的と し て、 審査

部門を金融部から 分離し 健全な融資業務に取り 組んでおり ます。  

 

★預金・ 有価証券運用 

  当Ｊ Ａ がお預かり し た貯金は、 貸出資のほか、 信連への預け金・ 有価証券等と し て運用をし ており ま

す。 その運用方法は、 収益性、 安全性、 流動性を重視し ており 、 系統預け金・ 国債・ 政府保証債・ 地方

債・ 事業債を中心に短期・ 長期運用を行っていま す。 金融、 資本市場の自由化、 国際化、 証券化が進展

し 取引方法も ま すま す複雑化・ 高度化し ている なかで、様々な情報収集と 分析を行い長期的安定運用に

努めており ま す。  
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★相談業務 

  お客様のニーズが多様化・ 高度化する なかで、Ｊ Ａ に求めら れる 機能や役割も 大き く 変化し ており ま

す。 当Ｊ Ａ ではお客様の財産づく り や生活設計に関する 資産形成・ 資産運用・ ロ ーン等各種のご相談に

応じ ていま す。 ま た、 税務・ 年金・ 法律等、 お客様の生活に関する 様々な相談に応じ ら れる よ う 職員の

人材育成も 行っており ま す。  

 

★国債・ 投資信託窓口販売業務 

  多様化する 資産運用・ 資産形成ニーズにお応えする ため、国債（ 長期・ 中期利付国債、個人向け国債）

およ び国内の約6, 000本の中から Ｊ Ａ バンク （ 農林中央金庫） が独自の基準で長期投資に適し た投資信

託を厳選し 、 新NI SA制度（ つみたて・ 成長投資） に対応し た各種フ ァ ンド を取り 揃え窓口販売業務を行

っていま す。  

 

★その他サービス  

  当Ｊ Ａ では、お客様のお仕事や暮ら し の中で生じ る 資金決済をお手伝いし ており ま す。窓口において

は全国ど こ の金融機関にも 送金、 振込、 手形小切手等の代金取立が安全・ 確実・ 迅速に行えま す。  

  お客様の給与の振込、 年金の受取、 国・ 県・ 市町村等の公的金融機関から 支払われる 資金の受取口座

の指定が出来ま す。  

  各店舗では、 国・ 県・ 市町村税の収納、 電気料、 電話料、 水道料、 Ｎ ＨＫ 放送受信料などの公共料金

の口座振替、 各種ク レ ジッ ト カード の代金決済サービス の業務を幅広く 取り 扱っており ま す。  

キャ ッ シュ レス 社会の進展と 非対面チャ ネルの拡充によ り 、 Ｊ Ａ カード （ ク レジッ ト カード ）、 イ ン

タ ーネッ ト バンキング、 Ｊ Ａ バンク アプリ 、 Ｊ Ａ バンク アプリ プラ ス 、 Ｊ Ａ バン ク 投信ネッ ト サービ

ス 、 Ｊ Ａ ネッ ト ロ ーンの各種サービス は、 金融取引の効率化と 利便性向上に寄与する 生活支援ツ ール

と し て広く 認知さ れていま す。  

  Ａ Ｔ Ｍを管内５ ５ ヶ 所に配置し 、 今後も よ り 一層利用者の利便性向上に努めてま いり ま す。  

 

 

お 取 扱い 商 品 の ご 案 内 
★主な貯金 

貯 金 の 種 類 特        色 期   間 お預入金額 

当 

座 

性 

貯 

金 

当 座 貯 金 ・ 安全便利な手形・ 小切手がご利用いただけま す。  定めなし  １ 円以上 

普 通 貯 金 

・ おサイ フ 代わり にいつでも 簡単に出し 入れができ ま

す。 公共料金等の自動支払口座と し て、 又給与・ 年金

等のお受取り 口座と し て最適です。  

・ 総合口座と し てお作り いただく と 、 定期貯金と のセッ

ト によ り 普通貯金残高不足時に定期貯金額面の90％

（ 最高300万円） まで自動的にご用立て致し ます。（ 貸

越利率は、 定期貯金利率に0. 5％を加えた利率を適用

致し ます）  

定めなし  １ 円以上 

貯 蓄 貯 金 ・ 出し 入れ自由で、 ５ 段階の階層別金利を適用し ま す。  定めなし  １ 円以上 

通 知 貯 金 ・ １ 週間以上の短期のお預入にご利用いただけます。  

定めなし  

（ ただし 、７ 日間の据

置期間が必要です）  

50, 000円以上 

納 税 準 備 貯 金 ・ 税金の納付に備える ための貯金です。  定めなし  １ 円以上 
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貯 金 の 種 類 特        色 期   間 お預入金額 

定 
 

 
 

 

期 
 

 
 

 

性 
 

 
 

 

貯 
 

 
 

 

金 

ス ーパー定期貯金 
・ 300万円未満と 300万円以上の２ 段階の金利を適用し ま

す。  

１ ヶ 月以上10年以内 

（ 複利は３ 年以上）  

（ 利息分配型１ 年以

上）  

１ 円以上 

大 口 定 期 貯 金 
・ 1, 000万円以上のま と ま った資金の運用に最適な商品

です。  
1, 000万円以上 

期日指定定期貯金 
・ １ 年経過後はお引き 出し 自由。 一部のお引き 出し も で

き ま す。  

１ 年以上最長３ 年 

（ 自動継続扱）  

１ 円以上、  

300万円未満 

変動金利定期貯金 

・ 金利は市場実勢を参考にし て自由に設定さ れますが、

６ ヶ 月ごと に金利がその時点の金利動向によ り 変更

さ れます。  

２ ・ ３ 年 

（ 複利は３ 年）  
１ 円以上 

譲 渡 性 貯 金 
・ 大口資金を高利回り で運用でき ます。 ま た、 満期日前

に譲渡でき ます。  

期日指定方式（ ２ 週間

以上５ 年以内）  

定型方式（ １ ヶ 月以上

５ 年以内）  

1, 000万円以上 

積立式定期貯金 

・ 毎月のお積立は、 期日指定定期貯金で有利に増やし ま

す。 積立期間は自由でいざと いう 時には一部支払いも

ご利用いただけます。  

預入明細300件ま で定

めなし  

満期型は６ か月以上

10年以下 

１ 回あたり １ 円以上 

定 期 積 金 
・ 毎月一定のお積立で、 生活設計に合わせ無理のない資

金づく り ができ ます。  

６ ヶ 月以上５ 年以下 

（ 満期分散式は２ 年

以上５ 年以下）  

１ 回あたり  

1, 000円以上 

一 般 財 形 貯 金 
・ お勤めの方々の財産づく り に最適です。 給料・ ボーナ

スから 天引によ る お積立と なり ます。  
３ 年以上 1回あたり １ 円以上 

財 形 年 金 貯 金 

・ 退職後の生活に備えての資金づく り に最適です。 専用

利率が適用さ れ、 財形住宅と 合わせて550万円ま で非

課税の特典が受けら れます。  

５ 年以上 1回あたり １ 円以上 

財 形 住 宅 貯 金 

・ マイ ホーム資金づく り に最適です。 専用利率が適用さ

れ、 財形年金と 合わせて550万円ま で非課税の特典が

受けら れます。  

５ 年以上 1回あたり １ 円以上 

そ
の
他 

投 資 信 託 

・ お預かり し たお金を専門家が運用し ます。 リ スク はあ

り ま すが、 株価や為替等の変動によ り 運用結果に収益

を期待でき ます。 様々なファ ンド から 希望にあったも

のをご自分でお選びいただけま す。  

それぞれのフ ァ ン ド

によ る 

それぞれのフ ァ ン

ド によ る 

オ 

リ 

ジ 

ナ 

ル 

商 

品 

新 年 金 特 得 

・ 公的年金を当Ｊ Ａ でお受け取り いただいている 方・ 年

金予約契約をいただいている 方に限り 、 １ 年も ののス

ーパー定期貯金の店頭金利にさ ら に金利を 上乗せし

お預かり いたし ます。 上乗せ金利は情勢によ り 変動し

ます。  

１ 年 

組合員資格なし  

500万円以内 

組合員資格あり  

1, 000万円以内 

特典付定期積金 

「 やすら ぎの会」  

・ 定期積金のご契約をいただく 事によ り 「 やすら ぎの会

会員」 と なり 、 祭事が発生する 都度、 当Ｊ Ａ 所定の特

典を受ける こ と ができ ます。 定期積金の満期後は定期

貯金に預け替えし ていただく こ と で会員資格は継続

し ていただけます。  

５ 年 毎月5, 000円以上 

住宅ロ ーン・ リ フ ォ ーム

ロ ーン 利用者専用積立

式 定 期 貯 金 

「 ス タ ー ト 」  

・ 住宅ロ ーン・ リ フォ ームロ ーン利用者向けの積立定期

貯金。 ロ ーン期間内または10年以内の短い方を基準と

し 、 取引に応じ て最大0. 5％を基準金利に上乗せいた

し ま す。 上乗せ金利は情勢によ り 変動し ます。  

6か月以上10年以

内ま たはロ ーン

利用期間内（ い

ずれか短い期

間）  

毎月5, 000円以上 
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★主な取り 扱いロ ーン 

 ⑴ 住宅関連ロ ーン 

ロ ーンの種類 お 使 い み ち ご 融資金額 返済期間 返済方法 担保・ 保証人 

住
宅
ロ
ー
ン 

固 定 金 利 型 
住宅の新築・ 増改築資金や土

地・ 建売住宅・ マンショ ン・ 中

古住宅の購入資金など にご 利
用いただけます。  

他金融機関から の借入中の住

宅資金の借換え資金も ご 利用
いただけます。  

10万円以上 

20, 000万円 

以内 

１ 年以上 
50年以内 

元利均等返済 

元金均等返済 

ボーナス 時の 
増額返済も 可 

担 保： 土地・ 建物 

保 証： 農業信用基金協会 
協同住宅ロ ーン㈱
全国保証㈱ 

変 動 金 利 型 

固 定 変 動 選 択 型 

リ フ ォ ー ム ロ ー ン 
住宅の増改築・ 修理・ 内外塗装・
造園・ 門・ 堀などの建築資金に
ご利用いただけま す。  

10万円以上 
1, 500万円 

以内 

１ 年以上 

15年以内 

元利均等返済 

ボーナス 時の 

増額返済も 可 

担 保： 必要に応じ て徴求 
保 証： 農業信用基金協会 

三菱ＵＦ Ｊ ニコ ス㈱ 

賃 貸 住 宅 ロ ー ン 
賃貸住宅の建設、増改築およ び
補改修にご利用いただけま す。 

100万円以上 

40, 000万円 
以内 

１ 年以上 
30年以内 

元利均等返済 
元金均等返済 

担 保： 土地・ 建物 
保 証： 農業信用基金協会 

 

 ⑵ その他ロ ーン 

ロ ーンの種類 お 使 い み ち ご 融資金額 返済期間 返済方法 担保・ 保証人 

教
育
ロ
ー
ン 

固 定 金 利 型 入学金・ 授業料・ 学費・ アパー
ト 家賃等にご利用いただけま

す。  

10万円以上 
1, 000万円 

以内 

６ ヶ 月以上 

15年以内 元利均等返済 

ボーナス 時の 

増額返済も 可 

担 保： 必要あり ま せ

ん。  
保 証： 農業信用基金

協会が保証し

ます。  

ただし 、 保証機関の審

査によ っては保証人が

必要と なり ます。  

変 動 金 利 型 

マ
イ
カ
ー
ロ
ー
ン 

固 定 金 利 型 車の購入はも ちろん、車検・ 車
庫の新築・ 運転免許証の取得・
借換等にご利用いただけま す。 

10万円以上 
1, 000万円 

以内 

６ ヶ 月以上 

10年以内 
変 動 金 利 型 

信 販 保 証 カ ー ロ ー ン 

自動車（ バイ ク 含） ・ 除雪機・

ロ ード バイ ク・ カー用品の購入
資金・ 運転免許の取得・ 車庫の

新築・ 借換資金等にご利用いた

だけます。  

10万円以上 
1, 000万円 

以内 

６ ヶ 月以上 

15年以内 

元利均等返済 

ボーナス 時の
 

増額返済も 可 

担 保： 必要あり ま せ
ん。  

保 証： 三菱ＵＦ Ｊ ニコ ス

㈱・ ㈱ジャ ッ ク ス
が保証し ま す。  

ただし 、 保証機関の審

査によ っては保証人が

必要と なり ます。  

信 販 保 証 

フ リ ー ロ ー ン 

生活に必要と する 資金・ 事業性

資金にご利用いただけます。  

10万円以上 

500万円 

以内 

６ ヶ 月以上 

10年以内 

元利均等返済 

ボーナス 時の
 

増額返済も 可 

担 保： 必要あり ま せ

ん。  
保 証： 三菱ＵＦ Ｊ ニコ ス

㈱・ ㈱ジャ ッ ク ス

が保証し ま す。  

ただし 、 保証機関の審

査によ っては保証人が

必要と なり ます。  

信 販 保 証 

カ ー ド ロ ー ン 

生活に必要と する 資金にご 利

用いただけます。  

10万円以上 

500万円 

以内 

１ 年ごと の

自動更新 
約定返済 

担 保： 必要あり ま せ

ん。  
保 証： 三菱ニコ ス ( 株)

が保証し ま す。  

保証機関の保証をご

利用いただき ますの

で、 原則と し て保証

人は不要です。  
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手  数  料  一  覧 
■  振込手数料（ １ 件につき ）  

振   込   の   種   類 ３ 万円未満 ３ 万円以上 

窓口ご 利用 電信・ 文書扱い 

当 Ｊ Ａ あ て 110円 330円 

県 内 外 Ｊ Ａ あ て 220円 440円 

他 行 あ て 660円 880円 

自 動 送 金 

当 Ｊ Ａ 同 一 店 舗 あ て 無料 無料 

当 Ｊ Ａ 本 支 所 ・ 出 張 所 及 び 県 内 外 Ｊ Ａ あ て 220円 440円 

他 行 あ て 550円 770円 

Ａ Ｔ Ｍ利用 

Ｊ Ａ バ ン ク ・  

Ｊ Ｆ マリ ン バン ク  

キ ャ ッ シ ュ カード  

当 Ｊ Ａ あ て 無料 無料 

県 内 外 Ｊ Ａ あ て 110円 330円 

他 行 あ て 440円 660円 

他 行 の 

キ ャ ッ シ ュ カード  

当 Ｊ Ａ 同 一 店 舗 あ て 無料 無料 

当 Ｊ Ａ 本 支 所 ・ 出 張 所 及 び 県 内 外 J A あ て 110円 330円 

他 行 あ て 440円 660円 

個 人 

ネ ッ ト  

バ ン ク  

当 Ｊ Ａ あ て 無料 無料 

県 内 外 Ｊ Ａ あ て 110円 220円 

他 行 あ て 165円 330円 

法 人 

Ｊ Ａ ネ ッ

ト バ ン ク  

当 Ｊ Ａ あ て 無料 無料 

県 内 外 Ｊ Ａ あ て 110円 220円 

他 行 あ て 220円 440円 

ア ン サ ー 

当 Ｊ Ａ 同 一 店 舗 あ て 無料 無料 

当 Ｊ Ａ 本 支 所 ・ 出 張 所 及 び 県 内 外 Ｊ Ａ あ て 110円 220円 

他 行 あ て 220円 440円 

※県内外Ｊ Ａ あて･･･信連、 農林中金を含みます。  

※振込手数料以外に当Ｊ Ａ のＡ Ｔ Ｍ利用手数料がかかり ま す。なお、ご利用明細票への手数料表記につき まし ては、

振込手数料と Ａ Ｔ Ｍ利用手数料を合算し て表示し ま す。  

※信託銀行、 Ｓ Ｂ Ｉ 新生、 あおぞら 、 ゆう ちょ 各銀行、 商工中金のカード でのお振込みは利用でき ま せん。  

 

■ 口座振替手数料 

種 別 区分 媒体扱い 帳票扱い 

口 座 振 替 
持込手数料 2, 200円／月 2, 200円／回 

振替手数料 55円／件 110円／件 

総 合 振 込 / 給 与 振 込 
持込手数料 2, 200円／回 － 

振込手数料 別途契約以外は上記振込手数料に準ずる  

 

■  登録・ 変更にかかる 手数料 

自 動 送 金 サ ー ビ ス  新 規 ・ 変 更 申 込 １ 件 110円 

振 替 サ ー ビ ス  新規・ 変更（ 一部解除含） 申込 
 

１ 件 110円 

 

 ■ 送金手数料（ １ 件につき ）  

当 Ｊ Ａ 及 び 県 内 外 Ｊ Ａ 及 び 他 行 あ て 660円 
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 ■ 代金取立手数料（ １ 通につき ）  

取    立    の    種    類  

当 Ｊ Ａ 同 一 店 舗 あ て 無料 

当 Ｊ Ａ 本 支 所 ・ 出 張 所 あ て 440円 

電 子 交 換 880円 

個 別 取 立 990円 

  

■ その他為替手数料 

振 込 ・ 送 金 組 戻 料 １ 通につき   880円 

不 渡 手 形 返 却 料 １ 通につき   880円 

取 立 手 形 組 戻 １ 通につき   880円 

取 立 手 形 店 頭 呈 示 料 １ 通につき   880円 

 

■ 口座内容明細書作成 

口 座 内 容 証 明 書 10年以内かつ証明書類20枚以内※ 660円 

※20枚を超える 場合１ ページ当たり 22円（ 税込） 加算と なり ま す。  

 

 ■ 発行・ 再発行手数料 

通 帳 ・ 証 書 再 発 行 １ 通につき  1, 100円 

キ ャ ッ シ ュ カ ー ド 再 発 行 １ 通につき  1, 100円 

国 債 通 帳 １ 通につき  1, 100円 

 

 ■ 当Ｊ Ａ のＡ Ｔ Ｍ利用手数料 

キャ ッ シュ カード 種類 利 用 日 ・  区 分 お引出 ご入金 振込 

当Ｊ Ａ 及び県内外Ｊ Ａ のカ ード  平日・ 土日・ 祝日 稼働時間中 無料 無料 無 料 

Ｊ Ｆ マ リ ン バ ン ク の カ ード  平日・ 土日・ 祝日 稼働時間中 無料 － 無 料 

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 の カ ー ド  
平 日 8： 45～18： 00 無料 － 110円 

上記以外 110円 － 220円 

他 行 の カ ー ド ※ 
平 日 8： 45～18： 00 110円 － 110円 

上記以外 220円 － 220円 

ゆ う ち ょ 銀 行 の カ ー ド  

平 日 8： 45～18： 00 
110円 － － 

土曜日 9： 00～14： 00 

上記以外 220円 － － 

※ 12月31日から 1月2日については祝日同様のご利用手数料と なり ます。  
※ お振込の場合には、 別途上記Ａ Ｔ Ｍ振込手数料がかかり ま す。  

 

 ■当Ｊ Ａ のキャ ッ シュ カード で、 セブン・ ロ ーソ ン・ イ ーネッ ト ・ 三菱ＵＦ Ｊ ・  

ゆう ちょ 銀行のＡ Ｔ Ｍを利用し た際の手数料 

金 融 機 関 曜  日 ご利用時間 お引出 ご入金 振込 

セ ブ ン 銀 行 ・  

ロ ー ソ ン 銀 行 ・  

イ ーネッ ト （ フ ァ ミ リ ー

マ ー ト 等 ） の Ａ Ｔ Ｍ 

平  日 

 7： 00～ 8： 45 220円 220円 － 

 8： 45～18： 00 110円 110円 － 

18： 00～23： 00 220円 220円 － 

土 曜 日  7： 00～23： 00 220円 220円 － 

日曜・ 祝日  7： 00～23： 00 220円 220円 － 

※ 12月31日から 1月2日については祝日同様のご利用手数料と なり ます。  
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金 融 機 関 曜  日 ご利用時間 お引出 ご入金 振込 

三菱UFJ 銀行の Ａ Ｔ Ｍ 
平  日 

 8： 00～ 8： 45 110円 － － 

 8： 45～18： 00 無料 － － 

18： 00～21： 00 110円 － － 

土・ 日・ 祝日  8： 00～21： 00 110円 － － 

※ 12月31日から 1月2日については祝日同様のご利用手数料と なり ます。  
 
 

金 融 機 関 曜  日 ご利用時間 お引出 ご入金 振込 

ゆう ちょ 銀行のＡ Ｔ Ｍ 
平  日 8： 45～18： 00 110円 110円 － 

上記以外 上記以外 220円 110円 － 

※ 12月31日は該当する 曜日の取扱いと なり ま す。  

 

■  夜間金庫使用料 

夜 間 金 庫 １ ヶ 月 2,200円 

 
■  未利用口座管理手数料 

普通貯金（ 総合口座含む） 等※ 年 間 1, 320 円 

※ 令和 3 年 10 月以降に新規開設さ れた当 JA所定の口座のう ち、 お預入れ・ お引き 出し ・ 記帳等のご利用が 2 年

以上なく 、 かつ残高 1 万円未満の口座が対象になり ます。  

 
■ 残高証明書発行手数料 

当 Ｊ Ａ 指 定 用 紙 
自 動 発 行 １ 通につき  440円 

都 度 発 行 １ 通につき  660円 

お 客 様 ご 指 定 の 用 紙 １ 通につき  1, 100円 

監 査 法 人 様 か ら 依 頼 １ 通につき  3, 300円 

 

■  両替手数料／大量硬貨精査（ 入金・ 振込等） 手数料 

ご 希 望 金 種 の 合 計 枚 数 100枚以内 500枚以内 501枚以上 

手 数 料 無 料 330円 
500枚ごと に 

330円を加算 

 

 ■ 融資手数料 

条 件 変 更 手 数 料 １ 件 5, 500円 当初返済条件から の各種変更手続き  

繰 上 返 済 手 数 料 １ 件 5, 500円 窓口での各種繰上返済手続き （ ※１ ）  

全 部 繰 上 返 済 手 数 料 １ 件 11, 000円 
住宅ロ ーン及び事業性貸し 出し の一括返済手続

き （ ただし 、 農業資金は除き ま す）  

不 動 産 担 保 事 務 手 数 料 １ 件 11, 000円 
（ 根） 抵当権の新規設定、 追加設定、 極度額変

更等の各種手続き 、 一部解除（ ※２ ）  

貸 付 留 保 金 利 用 手 数 料 １ 件 33, 000円 

住宅ロ ーンのご融資金を一括実行し た後、 必要

資金が発生する まで当Ｊ Ａ において一時的に留

保し ま す（ ※３ ）  

※１  イ ンタ ーネッ ト バンキングから の各種ロ ーン一部繰上返済サービス（ Ｐ Ｃ ・ ス マート フォ ンのみ） につき ま し
ては無料と なり ます（ 一部対象外のロ ーン商品や融資商品がございます） 。  

※２  国／県／市町村等によ る 収用（ 寄付含） 、 並びに全部解除のみ無料と なり ます。  

※３  お借入日よ り お借入金全額が団体信用生命共済（ 保険） の保障対象と なり ま す。 なお、 留保期間は抵当権を設

定し た日から ２ ヶ 月間（ 外構工事がある 場合は６ ヶ 月間） と し ま す。  
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当 組 合 の 組 織 
 

★組 合 員 数 

ブロ ッ ク  

７   年  度  末 ６   年  度  末 

正組合員 准組合員 
合 計 

正組合員 准組合員 
合 計 

個人 団体 個人 団体 個人 団体 個人 団体 

ち く ま  5, 099 25 5, 954 30 11, 108 5, 266 25 5, 905 30 11, 226 

須 高 4, 099 35 4, 956 142 9, 232 4, 176 34 4, 902 150 9, 262 

志 賀 高 原 1, 679 10 1, 904 77 3, 670 1, 710 11 1, 887 79 3, 687 

な が の 北 部 5, 494 28 6, 802 91 12, 415 5, 667 26 6, 768 95 12, 556 

な が の 中 部 2, 528 8 4, 423 83 7, 042 2, 621 8 4, 335 83 7, 047 

な が の 西 部 2, 989 8 6, 805 109 9, 911 3, 113 8 6, 706 106 9, 933 

み ゆ き  5, 124 45 4, 597 285 10, 051 5, 289 44 4, 615 295 10, 243 

総 合 計 27, 012 159 35, 441 817 63, 429 27, 842 156 35, 118 838 63, 954 

 

 

組 合 員 組 織 の 状 況  
※当Ｊ Ａ の組合員組織を掲載し ていま す。  

★生産部会等 

 ちく ま ブロ ッ ク                                  （ 単位： 人）  

部会名 り んご  も  も  ぶど う  あんず さ く ら んぼ キウ イ  そ 菜 イ チゴ 

部会員数 412 78 418 187 12 － 143 4 

部会名 花 き  米穀 種子麦 ぶなし めじ  えのき たけ 

部会員数 59 320 7 9 3 

 

 須高ブロ ッ ク                                   （ 単位： 人）  

部会名 り んご も も  ぶどう  なし  プルーン  ｱｽﾊ゚ ﾗｶﾞ ｽ 野菜 き のこ  花き  畜産・ 酪農 特産果実 
お百SHOP

おぶせ 

部会員数 810 215 1, 019 40 100 17 12 2 55 11 178 200 

 

 志賀高原ブロ ッ ク                                 （ 単位： 人）  

部会名 り んご も も  ぶどう  えのき たけ ぶなし めじ  し いたけ アスパラ ガス  ブルーベリ ー ﾌ゚ ﾗﾑ 花き  

部会員数 296 106 149 18 3 3 9 12 65 27 

 

 ながのブロ ッ ク                                  （ 単位： 人）  

部会名 り んご も も  ぶど う  なし  さ く ら んぼ 梅 特産果実 そ菜 アスパラ ガス 
ジュ ース用 

ト マト  
玉葱 

部会員数 1, 379 97 97 68 16 79 13 95 15 5 20 

部会名 き のこ  花き  米穀 酪農 肉畜 産直 
長沼直売 

利用会員 

あも り 直売 

利用会員 

う えま つ直売 

利用会員 

部会員数 2 32 444 2 3 57 463 329 224 
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 みゆき ブロ ッ ク                                  （ 単位： 人）  

部会名 みゆき 米 酒米 酪農 肉牛 養豚 えのき たけ ぶなし めじ  なめこ  アスパラ ガス  

部会員数 1, 200 20 5 1 2 4 20 6 210 

部会名 ズッ キーニ き ゅう り  花き 共選 
ジュ ース 用 

ト マト  
り んご も も  ス モモ ぶどう  ブルーベリ ー 千曲川直売所 

部会員数 130 97 150 13 153 29 113 42 80 568 

 

 

★組合員組織等                       （ 単位： 農家組合数・ 人） 

 農家組合数 青 年 部 女 性 部 

ち く ま  384 22 371 

須 高 121 78 139 

志 賀 高 原 43 63 36 

な が の ブ ロ ッ ク  765 51 867 

 

北 部 305 － 432 

中 部 172 － 191 

西 部 288 － 244 

み ゆ き  174 32 332 

合 計 1, 487 246 1, 745 

 

役 員 の 状 況 
★役員の状況                            （ 単位： 人） 

区    分 ７  年 度 末 ６  年 度 末 定 款 に 定 め る  定 数 

理  事 

（ う ち 常 勤 ）  

（ う ち 女 性 ）  

47 

（ 5）  

（ 6）  

47 

（ 5）  

（ 6）  

40人以上49人以内 う ち常勤は４ 人以上 

監 事 

（ う ち 常 勤 ）  

（ う ち 女 性 ）  

8  

（ 1）  

（ 0）  

8  

（ 1）  

（ 0）  

６ 人以上９ 人以内 う ち常勤は１ 人以上 

合      計 

（ う ち 女 性 ）  

55  

（ 6）  

 

55  

（ 6）  
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★役員の氏名及び役職等 

 ≪理  事≫ 

役 職 名 氏  名 
常勤・ 非常 

勤の別 

代表権 

の有無 
担 当 そ の 他 

農協法30条 

12項関係 

代 表 理 事 

組 合 長 
宮 澤 清 志 常 勤 有 

県農協中央会理事、 県信連・ 県厚生連経

営管理委員、 全農長野県本部・ 全共連長

野県本部運営委員 

ジェ イ エイ ながのサービス㈱ 取締役 

㈱オート パル飯山 取締役 

実践的能力者 

副 組 合 長 岡 田   康 非常勤 無 
ジェ イ エイ ながのサービス㈱ 取締役 

アグリ パート ナー担当理事委員会 
実践的能力者 

代 表 理 事 

専 務 理 事 
小 林 武 郎 常 勤 有 

ジェ イ エイ ながのサービス㈱ 代表取締役 

㈱オート パル飯山 取締役 

実務精通専務理事 

実践的能力者 

常 務 理 事 中 村 稔 光 常 勤 無 

ジェ イ エイ ながのサービス㈱ 取締役 

㈱オート パル飯山 取締役 

実務精通理事（ 企画管理本部担当）  

実践的能力者 

常 務 理 事 山 岸   栄 常 勤 無 実務精通理事( ラ イ フパート ナー事業本部担当)  実践的能力者 

常 務 理 事 小 池 宏 明 常 勤 無 実務精通理事( アグリ パート ナー事業本部担当)  実践的能力者 

須 高 地 区 

筆 頭 理 事 
丸 山 武 美 非常勤 無 ラ イ フパート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

志 賀 高 原 地 区 

筆 頭 理 事 
徳 竹 栄 一 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

み ゆ き 地 区 

筆 頭 理 事 
斉 藤 重 雄 非常勤 無 

㈱オート パル飯山 取締役 
ラ イ フパート ナー担当理事委員会 

実践的能力者 

理   事 柳 澤 正 彦 非常勤 無 企画管理担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 市 川 守 雄 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 池 内 信 治 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 認定農業者 

理   事 堰 口 真 吾 非常勤 無 ラ イ フパート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 柳 澤 一 男 非常勤 無 企画管理担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 竹 鼻 智 子 非常勤 無 ラ イ フパート ナー担当理事委員会 実践的能力者・ 女性 

理   事 青 木 良 文 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 認定農業者 

理   事 山 岸 和 人 非常勤 無 企画管理担当理事委員会 認定農業者 

理   事 滝 澤   聖 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 認定農業者 

理 事 丸 山   暢 非常勤 無 企画管理担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 藤 沢 万里子 非常勤 無 ラ イ フパート ナー担当理事委員会 実践的能力者・ 女性 

理   事 谷 本 幸 彦 非常勤 無 ラ イ フパート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

理 事 鈴 木 武 洋 非常勤 無 企画管理担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 小 林 繁 美 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 認定農業者 

理 事 吉 川 英 一 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 認定農業者 

理 事 外 谷 昌 幸 非常勤 無 企画管理担当理事委員会 実践的能力者 

理 事 西 村 収 治 非常勤 無 ラ イ フパート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 柄 澤   将 非常勤 無 ラ イ フパート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 藤 牧 愛 子 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会      －   ・ 女性 

理   事 小 出 浩 幸 非常勤 無 ラ イ フパート ナー担当理事委員会 実 践 的 能 力 者 
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役 職 名 氏  名 
常勤・ 非常 

勤の別 

代表権 

の有無 
担 当 そ の 他 

農協法30条 

12項関係 

理   事 坂 本 昌 幸 非常勤 無 企画管理担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 和 田 正 道 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 岩 倉 孝 信 非常勤 無 ラ イ フパート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 松 木 秀 一 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 宮 澤 正 俊 非常勤 無 企画管理担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 斉 藤 真 一 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 認定農業者 

理   事 大日方 健 治 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 認定農業者 

理   事 中 村 久美子 非常勤 無 ラ イ フパート ナー担当理事委員会 実践的能力者・ 女性 

理   事 戸矢崎 光 男 非常勤 無 企画管理担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 傳 田 貴 彦 非常勤 無 ラ イ フパート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 山 崎 美 典 非常勤 無 企画管理担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 佐 藤 博 明 非常勤 無 
㈱オート パル飯山 代表取締役 
企画管理担当理事委員会 

実践的能力者 

理   事 福 原 洋 一 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

理   事 髙 山 恵美子 非常勤 無 ラ イ フパート ナー担当理事委員会 実践的能力者・ 女性 

理   事 佐 藤 嘉 一 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 認定農業者 

理   事 滝 澤 英 俊 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

理 事 栗 岩 典 子 非常勤 無 企画管理担当理事委員会 実践的能力者・ 女性 

理   事 春 日 卓 男 非常勤 無 アグリ パート ナー担当理事委員会 実践的能力者 

理事 47人 

※実践的能力者＝農産物の販売その他当農協が行う 事業、 または法人の経営に関し 実践的な能力を有する 者 

 

 

 ≪監  事≫ 

役 職 名 氏  名 
常勤・ 非常 

勤の別 

代表権 

の有無 
担  当  そ  の  他 

代 表 監 事 山 岸 今朝之 非 常 勤 － ジェ イ エイ ながのサービス ㈱ 監査役 

代表監事代理 八重田 政 文 非 常 勤 － ㈱オート パル飯山 監査役 

常 勤 監 事 丸 山 隆 一 常 勤 － 
ジェ イ エイ ながのサービス㈱ 監査役 

㈱オート パル飯山 監査役 

監 事 長谷川 正 之 非 常 勤 －  

監 事 宮 沢 謙 二 非 常 勤 －  

監 事 千 野   勇 非 常 勤 －  

監 事 荒 井 修 三 非 常 勤 －  

員 外 監 事 野 路 美 徳 非 常 勤 －  

監事 ８ 人 

( 注)  いずれの役員も 就任年月日は令和５ 年５ 月24日、 任期満了日は令和７ 年度の決算期に関する 通常総代会日、 又代
表理事は定款第33条に基づき ２ 人である 。  
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職 員 の 状 況 
（ 単位： 人）  

区  分 ６ 年度末 
７  年 度 末 

区  分 ６ 年度末 
７  年 度 末 

男 女 計 男 女 計 

一 般 職 員 594 387 197 584 技術員・ 指導員 68 61 10 71 

出 向 職 員 39 36 － 36 臨時・ パート 職員 421 138 273 411 

 合 計 1, 122 622 480 1, 102 

 

 

 

会計監査人の名称 
 

みのり 監査法人 （ 令和８ 年６ 月現在）  
 

所在地 東京都港区芝5-29-11 G-BASE田町14階 

 

 

 

特定信用事業代理業者の状況 
 

該当はあり ま せん 
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地     区 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★地  区 
長野県上水内郡信濃町、 飯綱町、 小川村、 長野県長野市豊野町南郷、 豊野町石、 豊野町豊野、 豊野
町浅野、 豊野町蟹沢、 豊野町大倉、 豊野町川谷、 大字大町、 大字穂保、 大字津野、 大字赤沼、 大字
小島、 大字柳原、 大字村山、 大字富竹、 大字金箱、 大字下駒沢、 大字上駒沢、 大字三才、 西三才、
大字屋島、 大字北長池、 桜新町、 大字北尾張部、 大字石渡、 大字南堀、 大字北堀、 松岡、 大字大豆
島、 大字風間、 大豆島西沖、 大字入山、 大字広瀬、 大字上ケ屋、 大字桜、 大字泉平、 大字鑪、 大字
富田、 大字塩生、 大字山田中、 大字小鍋、 七二会、 戸隠、 戸隠豊岡、 戸隠栃原、 戸隠祖山、 鬼無里、
鬼無里日影、 鬼無里日下野、 中条、 中条日高、 中条日下野、 中条御山里、 中条住良木、 信州新町水
内、 信州新町上条、 信州新町新町、 信州新町里穂刈、 信州新町山上条、 信州新町越道、 信州新町山
穂刈、 信州新町日原東、 信州新町日原西、 信州新町左右、 信州新町信級、 信州新町竹房、 信州新町
下市場、 信州新町牧野島、 信州新町牧田中、 信州新町中牧、 信州新町弘崎、 大字檀田、 檀田、 稲田、
大字徳間、 徳間、 大字若槻東条、 上野、 田中、 大字田子、 大字吉、 大字若槻団地、 大字若槻西条、
浅川東条、 伺去、 真光寺、 浅川清水、 浅川一ノ 瀬、 浅川畑山、 門沢、 中曽根、 北郷、 三ツ出、 台ケ
窪、 坂中、 浅川西平、 浅川福岡、 浅川押田、 浅川西条、 屋敷田、 神楽橋、 浅川、 吉田、 桐原、 中越、
三輪、 大字茂菅、 大字西長野、 新諏訪、 大字長野、 大字三輪、 大字南長野、 大字上松、 上松、 柳町、
東鶴賀町、 早苗町、 大字鶴賀、 大字中御所、 中御所、 中御所町、 箱清水、 大字高田、 大字南長池、
大字西尾張部、 大字平林、 平林、 大字西和田、 西和田、 大字東和田、 北条町、 若宮、 南高田、 大字
川合新田、 アーク ス 、 大字稲葉、 大字栗田、 大字若里、 若里、 居町、 大字小柴見、 大字安茂里、 平
柴台、 宮沖、 伊勢宮、 安茂里小市、 大字平柴、 差出南、 南千歳、 長野県千曲市、 長野県埴科郡坂城
町、 長野県須坂市、 長野県上高井郡小布施町、 高山村、 長野県下高井郡山ノ 内町、 長野県飯山市、
長野県下高井郡木島平村、 野沢温泉村、長野県中野市大字豊津、 大字上今井、大字穴田、大字永江、
長野県下水内郡栄村 
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店 舗 一 覧 
 
 

本所 長野市大字中御所字岡田131-14 

営農部総合資材センタ ー 須坂市大字幸高447-2 

 
ちく ま ブロ ッ ク  
 
支所・ 店・ 出張所 

ちく ま埴生支所 千曲市大字鋳物師屋200 

屋代支所 千曲市大字雨宮336-1 

八幡支所 千曲市大字八幡3089-2 

坂城支所 埴科郡坂城町大字坂城9333-1 

 
ラ イ フサポート センタ ー 

ちく ま ラ イ フサポート センタ ー 千曲市大字鋳物師屋200 

 
営農経済センタ ー関連 

ちく ま営農経済センタ ー 千曲市大字鋳物師屋200 

南部配送センタ ー 千曲市大字羽尾1803-1 

アグリ ハウ スちく ま  千曲市大字鋳物師屋200 

アグリ サポート 屋代 千曲市大字屋代1273 

アグリ サポート 八幡 千曲市大字八幡3169-3 

アグリ サポート 上山田 千曲市上山田温泉4-15-11 

アグリ サポート 坂城 埴科郡坂城町大字坂城9328 

 
共選所・ 集出荷所・ ラ イ ス センタ ー 

ちく ま総合集荷所 千曲市大字屋代1273 

ちく ま西部流通センタ ー 千曲市大字八幡3283-3 

ちく ま上山田共選所 千曲市上山田温泉4-15-11 

ちく ま果実流通センタ ー 埴科郡坂城町大字坂城6705-1 

ちく まラ イ スセンタ ー 千曲市大字屋代1273 

八幡水稲育苗センタ ー 千曲市大字八幡3283-3 

ちく ま堆肥センタ ー 千曲市大字八幡4310-1 

 
農業機械センタ ー・ 燃料配送センタ ー 

ちく ま 中部農業機械センタ ー 千曲市大字打沢16 

ちく ま 南部農業機械センタ ー 埴科郡坂城町大字坂城9328 

 
ガソ リ ンス タ ンド ・  

アンズロ ード SS 千曲市大字雨宮336-1 

パリ オSS 千曲市大字内川802-1 

ちく ま西部セルフSS 千曲市大字八幡3177-3 

中之条セルフSS 埴科郡坂城町大字中之条1336-1 

ちく ま燃料配送センタ ー 千曲市大字鋳物師屋200 

 
ガス センタ ー 

ちく まガス センタ ー 千曲市大字鋳物師屋200 

 
Ｊ Ａ ホール 

JA虹のホールちく ま 千曲市大字鋳物師屋200 

JA虹のホールさ かき  埴科郡坂城町大字坂城6199-1 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
須高ブロ ッ ク  
 
支所・ 店・ 出張所 

須坂支所 須坂市大字小山1253-5 

高山支所 上高井郡高山村大字高井569 

小布施支所 上高井郡小布施町大字小布施1507-1 

 
ラ イ フサポート センタ ー 

須高ラ イ フ サポート センタ ー 須坂市大字小山1253-5 

 
営農経済センタ ー関連・ 生産資材・ 店舗 

須高営農経済センタ ー 須坂市大字小島547-4 

アグリ サポート 高甫 須坂市大字八町1918 

アグリ ハウ ス日野 須坂市大字塩川192 

高山アグリ サポート センタ ー 上高井郡高山村大字高井563-2 

小布施アグリ サポート センタ ー 上高井郡小布施町大字小布施1508-15 

 
共選所・ 集出荷所・ ラ イ ス センタ ー・ 利用施設関連 

須高共選所 須坂市大字日滝1666-1 

須高フルーツセンタ ー 須坂市大字小島590-2 

高甫ぶどう センタ ー 須坂市大字八町1918 

高山共選所 上高井郡高山村大字高井528-1 

高山水稲育苗・ ラ イ ス セン タ ー 上高井郡高山村大字高井569 

小布施水稲育苗・ ラ イ ス セン タ ー 上高井郡小布施町大字都住1335-4 

そのさ と 有機センタ ー 須坂市大字豊丘1570-1 

 
農業機械センタ ー 

日野農業機械センタ ー 須坂市大字塩川192 

高山農業機械センタ ー 上高井郡高山村大字高井572 

小布施農業機械センタ ー 上高井郡小布施町大字中松1314 

 
直売所 

お百SHOPおぶせ 上高井郡小布施町大字大島字松川尻611-1 

 
ガソ リ ンス タ ンド  

相之島セルフSS 須坂市大字相之島669-1 

井上セルフSS 須坂市大字幸高188-1 

高山SS 上高井郡高山村大字高井43-19 

小布施SS 上高井郡小布施町大字中松1321-1 

 
ガス センタ ー 

須高ガス センタ ー 須坂市大字小島547-4 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ 令和８ 年２ 月 28 日現在）  
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志賀高原ブロ ッ ク  
 
支所・ 店・ 出張所 

志賀高原支所 下高井郡山ノ 内町大字平穏2841-4 

夜間瀬店 下高井郡山ノ 内町大字夜間瀬2521 

 
ラ イ フサポート センタ ー 

志賀高原ラ イ フ サポート セン タ ー 下高井郡山ノ 内町大字平穏2841-4 

 
営農経済センタ ー関連・ 生産資材店舗・ 配送センタ ー 

志賀高原営農経済センタ

ー（ 営農）  
下高井郡山ノ 内町大字夜間瀬2521 

志賀高原営農経済センタ

ー（ 経済）  
下高井郡山ノ 内町大字平穏4127-13 

志賀高原資材セン タ ー

（ 北部配送）  
下高井郡山ノ 内町大字夜間瀬2521 

穂波生産資材 下高井郡山ノ 内町大字佐野1167-1 

 
共選所・ 集出荷所・ ラ イ ス センタ ー 

志賀高原総合集出荷センタ ー 下高井郡山ノ 内町大字夜間瀬2997-3 

志賀高原プラ ム・ プルーン共選所 下高井郡山ノ 内町大字夜間瀬2988-1 

穂波第一共選所 下高井郡山ノ 内町大字佐野687-1 

夜間瀬果実共選所 下高井郡山ノ 内町大字夜間瀬3005-3 

 
農業機械センタ ー 

志賀高原農業機械センタ ー 下高井郡山ノ 内町大字佐野613-1 

夜間瀬農業機械センタ ー 下高井郡山ノ 内町大字夜間瀬2511-7 

 
ガソ リ ンス タ ンド ・ 燃料配送センタ ー 

志賀高原SS 下高井郡山ノ 内町大字平穏4127-13 

志賀高原燃料配送センタ ー 下高井郡山ノ 内町大字平穏4127-13 

 
ガス センタ ー 

志賀高原ガスセンタ ー 下高井郡山ノ 内町大字平穏4127-13 

 
 
ながのブロ ッ ク  
 
支所・ 店・ 出張所 

信濃町支所 上水内郡信濃町大字柏原2566-15 

飯綱支所 上水内郡飯綱町大字普光寺937 

豊野町支所 長野市豊野町豊野865-1 

長野平支所 長野市大字富竹869-1 

長野平南支所 長野市大字北長池1621 

裾花支所 長野市戸隠豊岡1548-1 

鬼無里出張所 長野市鬼無里日影2750-1 

西山支所 上水内郡小川村大字高府9741-1 

中条店 長野市中条2633-1 

信州新町支所 長野市信州新町新町955-1 

吉田支所 長野市吉田2-10-1 

芹田支所 長野市大字栗田78 

古牧支所 長野市大字高田660 

安茂里支所 長野市大字安茂里3573-2 

西部店 長野市七二会己510 

 
ラ イ フサポート センタ ー 

ながのラ イ フ サポート センタ ー 長野市大字高田660 

 
 
 

 
営農経済センタ ー関連・ 生産資材店舗・ 配送センタ ー 

ながの営農センタ ー 長野市大字富竹877-1 

ながの経済センタ ー 長野市大字北長池1621 

ながの北部営農経済セン タ ー 上水内郡飯綱町大字普光寺463-2 

ながの中部営農経済セン タ ー 長野市戸隠豊岡9714 

ながのさ いがわ営農経済センタ ー 長野市中条2633-1 

アグリ サポート 信濃町 上水内郡信濃町大字穂波410 

浅川資材配送センタ ー 長野市浅川東条97 

Ｊ Ａファームながの中部店 長野市大字富竹877-1 

長野平南生産資材 長野市大字大豆島1203-1 

豊野生産資材 長野市豊野町豊野865-1 

安茂里生産資材 長野市安茂里3573-2 

ながの北部生産資材 上水内郡飯綱町大字普光寺463-2 

西山生産資材 上水内郡小川村大字高府9741-1 

信州新町生産資材 長野市信州新町新町952-1 

 
共選所・ 集出荷所・ ラ イ スセンタ ー・ 利用施設関連 

ながの総合集出荷所 長野市豊野町大字石775-1 

ながのフルーツセンタ ー 長野市大字大町字大曲975 

丸長荷造所 長野市若槻東条1182 

いいづなフルーツ センタ ー 上水内郡飯綱町大字倉井2885 

新町選果場 長野市信州新町新町940-1 

長野平ラ イ スセンタ ー 長野市大字大町710-1 

信濃町ラ イ スセンタ ー 上水内郡信濃町大字平岡2010-10 

牟礼北部ラ イ ス センタ ー 上水内郡飯綱町大字柳里237 

三水中央ラ イ ス センタ ー 上水内郡飯綱町大字普光寺288 

芋井予冷庫 長野市大字上ケ屋2471-1074 

裾花育苗センタ ー 長野市栃原3464-6 

さ いがわ育苗センタ ー 長野市七二会戊1691 

さ いがわ培養センタ ー 長野市中条住良木2201-1 

信濃町堆肥センタ ー 上水内郡信濃町大字大井742-2195 

裾花堆肥センタ ー 長野市栃原1320 

 
農業機械センタ ー 

ながの農業機械センタ ー 長野市豊野町大倉2383 

さ いがわ農業機械センタ ー 長野市中条住良木9026 

 
直売所 

農産物直売所「 アグリ ながぬま 」 長野市大字穂保274-1 

う えまつ農産物直売所 長野市上松3-1-2 

あも り 農産物直売所 長野市大字安茂里3573-2 

農産物直売所旬彩工房Vi vi d 長野市南千歳町1-27-2 沢屋ビ ル1階 

 
ガソ リ ンス タ ンド  

豊野SS 長野市大字赤沼1881-3 

朝陽SS 長野市大字北尾張部262 

ハロ ープラ ザ大豆島SS 長野市大字大豆島1053-1 

若槻SS 長野市稲田1-31-13 

エナジーハウ ス 富士里SS 上水内郡信濃町大字穂波157-1 

カーサロ ン飯綱SS 上水内郡信濃町大字普光寺1081-4 

エント ラ ンス裾花SS 長野市大字新諏訪1-25-34 

鬼無里SS 長野市鬼無里2307-1 

七二会SS 長野市七二会己510 

し なのSS 長野市中条住良木9025 

上条SS 長野市信州新町上条85-1 

 
 
 
 



- 37 - 

 

ガス センタ ー 
ながの中部ガス センタ ー 長野市大字北長池1621 

ながの北部ガス センタ ー 上水内郡飯綱町大字普光寺463-2 

ながの裾花ガス センタ ー 長野市戸隠豊岡9714 

ながのさ いがわガス センタ ー 長野市中条2633-1 

 
Ｊ Ａ ホール 

Ｊ Ａ 虹のホール吉田 長野市吉田2-10-5 

Ｊ Ａ 虹のホールまめじ ま  長野市大字大豆島5202 

Ｊ Ａ ホールいいづな 上水内郡飯綱町大字普光寺937 

Ｊ Ａ ホールし なの 上水内郡信濃町大字柏原2566-15 

Ｊ Ａ 虹のホールながの 長野市大字中御所字岡田131-14 

 
 
みゆき ブロ ッ ク  
 
支所・ 店・ 出張所 

飯山支所 飯山市大字飯山1121-6 

飯山支所（ 有尾事務所）  飯山市大字飯山3567 

野沢温泉支所 下高井郡野沢温泉村大字豊郷9759-1 

栄出張所 下水内郡栄村大字北信3433 

木島平支所 下高井郡木島平村大字往郷912-2 

常盤支所 飯山市大字常盤7410 

豊田支所 中野市大字豊津20 

 
ラ イ フサポート センタ ー 

みゆき ラ イ フ サポート センタ ー 飯山市大字飯山1121-6 

 
営農経済センタ ー関連・ 生産資材店舗・ 配送センタ ー 

みゆき 営農経済センタ ー

（ 営農）  
飯山市大字飯山3567 

みゆき 営農経済センタ ー

（ 経済）  
飯山市大字常盤2147 

アグリ サポート みゆき  飯山市大字飯山3567 

アグリ サポート 木島平 下高井郡木島平村大字上木島65 

アグリ サポート 野沢温泉 下高井郡野沢温泉村大字豊郷4467 

アグリ サポート 豊田 中野市大字豊津20 

アグリ サポート 栄 下水内郡栄村大字堺1191-3 

北部配送センタ ー 下高井郡木島平村大字上木島65 

Ｊ Ａ ファ ームみゆき 店 飯山市大字常盤7417 

 
共選所・ 集出荷所・ ラ イ スセンタ ー・ 利用施設関連 

みゆき き のこ センタ ー 飯山市大字木島488-1 

みゆき 野菜花き 集荷所 飯山市大字常盤1513-1 

みゆき 果実共選所 中野市大字豊津2561-3 

外様カント リ ーエレベーター 飯山市大字緑1047 

木島平カント リーエレベーター 下高井郡木島平村大字上木島465 

常盤ラ イ ス センタ ー 飯山市大字常盤928-25 

栄ラ イ ス センタ ー 下高井郡栄村大字堺1094-3 

みゆき ラ イ スセンタ ー 飯山市大字緑612 

みゆき 種菌センタ ー 飯山市大字旭4460-1 

 
経済関連施設 

みゆき 生活配送センタ ー 飯山市大字野坂田280 

 
農業機械センタ ー 

みゆき 農業機械センタ ー 飯山市大字常盤2147 

木島平農業機械センタ ー 下高井郡木島平村大字往郷3613-ロ  

 
直売所 

農産物直売所「 千曲川」  飯山市大字常盤7425 

 
ガソ リ ンス タ ンド ・ 燃料配送センタ ー 

あぐ り タ ウ ンセルフSS 飯山市大字常盤6218-1 

木島平SS 下高井郡木島平村大字上木島5696-1 

柳原SS 飯山市大字旭246-1 

太田SS 飯山市大字常郷28-1 

野沢温泉SS 下高井郡野沢温泉村大字豊郷4460 

みゆき 燃料センタ ー 飯山市大字常盤2147 

 
ガス センタ ー 

みゆき ガス センタ ー 飯山市大字常盤2147 

野沢温泉ガスセンタ ー 下高井郡野沢温泉村大字豊郷4466 

栄ガスセンタ ー 下水内郡栄村大字堺1190-2 

 
Ｊ Ａ ホール 

Ｊ Ａ 虹のホールみゆき  飯山市大字飯山5168-1 
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★支所・ 金融店舗一覧、 ATM設置状況 （ 令和７ 年５ 月31日現在）  

事 業 所 〒 住    所 電話番号 設置場所 平日 土曜 日曜・ 祝日 

本 所 380-0936 長野市大字中御所字岡田131-14 （ 026） 224-3701  8: 45～18: 00 × 

ちく ま 埴生支所 

387-0015 千曲市大字鋳物師屋200 （ 026） 272-0012  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

   マツモト キヨ シ内川店 8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

   旧更級店 8: 45～19: 00 9: 00～19: 00 × 

   戸倉南 8: 45～19: 00 9: 00～19: 00 

屋 代 支 所 

387-0001 千曲市大字雨宮336-1 （ 026） 272-0152     

   旧森店 8: 45～19: 00 9: 00～19: 00 × 

   Ａ コ ープあんず店 8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

八 幡 支 所 
387-0023 千曲市大字八幡3089-2 （ 026） 272-1108  8: 45～19: 00 9: 00～19: 00 × 

   旧桑原店 8: 45～19: 00 9: 00～19: 00 × 

坂 城 支 所 

389-0601 埴科郡坂城町大字坂城9333-1 （ 0268） 82-2032  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

   ｱｸﾞ ﾘｻﾎﾟ ﾄー 上 山 田 8: 45～19: 00 9: 00～19: 00 

   Ａ コ ープびんぐ し 店 8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

須 坂 支 所 

382-8587 須坂市大字小山1253-5 （ 026） 245-4734  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

   Ａ コ ープすこ う 店 8: 45～20: 00 9: 00～17: 00 

   アグリ サポート 高甫 8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 × 

   アグリ ハウ ス 日野 8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 × 

   旧井上店 8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 × 

高 山 支 所 382-0831 上高井郡高山村大字高井569 （ 026） 245-0184  8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 

小布施支所 381-0201 上高井郡小布施町小布施1507-1 （ 026） 247-3131  8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 

志賀高原支所 

381-0401 下高井郡山ノ 内町大字平穏2841-4 （ 0269） 33-1500  8: 45～20: 00 9: 00～17: 00 

   山ノ 内町役場 8: 45～17: 00 × 

   旧穂波店 8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 

夜 間 瀬 店 381-0405 下高井郡山ノ 内町大字夜間瀬2521 （ 0269） 33-1000  8: 45～20: 00 9: 00～17: 00 

信濃町支所 389-1305 上水内郡信濃町大字柏原2566-15 （ 026） 255-3030  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

飯 綱 支 所 

389-1206 上水内郡飯綱町大字普光寺937 （ 026） 253-2033  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

   旧高岡支店 8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

   飯綱町役場 8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

豊野町支所 389-1105 長野市豊野町豊野865-1 （ 026） 257-2062  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

長野平支所 
381-0006 長野市大字富竹869-1 （ 026） 296-2722  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

   旧柳原支店 8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

長野平南支所 
381-0025 長野市大字北長池1621 （ 026） 243-1114  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

   旧大豆島支店 8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

裾 花 支 所 381-4102 長野市戸隠豊岡1548-1 （ 026） 254-2345  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

鬼 無 里 出 張 所 381-4302 長野市鬼無里日影2750-1 （ 026） 256-2244  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

   

                    

                                      

        
 



- 39 - 

 

       
事 業 所 〒 住    所 電話番号 設置場所 平日 土曜 日曜・ 祝日 

西 山 支 所 381-3302 上水内郡小川村大字高府9741-1 （ 026） 269-3131  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

中 条 店 381-3203 長野市中条2633-1 （ 026） 268-3201  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

信州新町支所 381-2405 長野市信州新町新町955-1 （ 026） 262-2300  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

吉 田 支 所 

381-0043 長野市吉田2-10-1 （ 026） 241-4964  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

   旧若槻支所 8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

   う えま つ直売所 8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

   旧西長野店 8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

芹 田 支 所 380-0921 長野市大字栗田78 （ 026） 226-6804  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

古 牧 支 所 381-0034 長野市大字高田660 （ 026） 226-5259  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

安茂里支所 380-0941 長野市大字安茂里3573-2 （ 026） 228-1717  8: 45～20: 00 9: 00～19: 00 

西 部 店 381-3163 長野市七二会己510 （ 026） 229-2211     

飯 山 支 所 

389-2253 飯山市大字飯山1121-6 （ 0269） 62-3121  8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 

   旧秋津店 8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 

   旧柳原店 8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 

野沢温泉支所 
389-2502 下高井郡野沢温泉村大字豊郷9759-1 （ 0269） 85-3136  8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 

   道の駅野沢温泉 8: 45～19: 00 9: 00～18: 00 

栄 出 張 所 389-2702 下水内郡栄村大字北信3433 （ 0269） 87-3121  8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 

木島平支所 
389-2302 下高井郡木島平村大字往郷912-2 （ 0269） 82-3131  8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 

   旧木島店 8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 

常 盤 支 所 

389-2414 飯山市大字常盤7410 （ 0269） 62-3311     

   旧みゆき 営農センタ ー 8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 

   Ａ コ ープみゆき 店 9: 00～20: 00 9: 00～17: 00 

豊 田 支 所 389-2101 中野市大字豊津20 （ 0269） 38-3211  8: 45～19: 00 9: 00～17: 00 
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沿  革  ・   歩  み 
 

※令和７ 年度の詳細については主な動き を ご覧下さ い。  

平成４ 年３ 月 
 
 
 

３ 月 
 

５ 月 
～ 

７ 月 
 

７ 月 
 

８ 月 
 

平成５ 年４ 月 
 

５ 月 
 

８ 月 
 

９ 月 
 

12月 
 

平成６ 年１ 月 
 

２ 月 
 
 

２ 月 
 

２ 月 
 

12月 
 

平成７ 年３ 月 
 
 

４ 月 
 

５ 月 
 
 

８ 月 
 

11月 
 
 

平成８ 年３ 月 
 

３ 月 
 
 

５ 月 
 

12月 
 

信濃町、 飯綱、 信州豊野町、 長野平、 西
部、裾花、信州西山、信州新町の８ 農協
が合併し 、 ながの農業協同組合を設立 
 
Ｊ Ａ ながのシンボルマーク 決定 
 
Ｊ Ａ ながの各生産部会設立総会 
 
Ｊ Ａ ながの青年部設立総会 
 
Ｊ Ａ ながの婦人部設立総会 
 
Ｊ Ａ ながの地区別健康管理委員会設立 
 
合併１ 周年記念貯金実施 
 
共済新契約総合部門優績全共連表彰 
 
Ｊ Ａ ながの共済保有契約１ 兆円達成 
 
旅行積立「 夢紀行」 発売 
 
Ｊ Ａ 東知多姉妹提携調印式 
 
旅行共済「 地球紀行ク ラ ブ」 設立総会 
 
長野県機関誌コ ンク ールで「 ビビッ ド 」
最優秀賞受賞 
 
Ｊ Ａ ながのト ラ ベル委員会発足 
 
Ｊ Ａ ながの旅行センタ ーオープン 
 
貯金残高1, 500億円達成 
 
長野県機関誌コ ンク ールで「 ビビッ ド 」
優秀賞受賞 
 
長野市民病院共同Ａ Ｔ Ｍ開局 
 
さ いがわ青果物センタ ーオン ラ イ ン シ
ス テムオープン 
 
懸賞金付定期積金「 夢追人」 発売 
 
懸賞金付定期積金「 ス ーパー貯蓄貯金」
募集 
 
定期積金「 あゆみ」 発売 
 
長野県機関誌コ ンク ールで「 ビビッ ド 」
最優秀賞受賞 
 
共済新契約総合部門優績全共連表彰 
 
貯金残高1, 600億円達成 
 

12月 
 

平成９ 年３ 月 
 
 

３ 月 
 

５ 月 
 

５ 月 
 
 

５ 月 
 

６ 月 
 
 

６ 月 
 

９ 月 
 
 

10月 
 
 

11月 
 
 

平成10年１ 月 
 
 

２ 月 
 
 

２ 月 
 
 

３ 月 
 
 
 

６ 月 
 
 
 

11月 
 
 
 

11月 

年金友の会会員13, 000名達成 
 
長野県機関誌コ ンク ールで「 ビビッ ド 」 
最優秀賞受賞 
 
Ｌ Ａ （ 共済アド バイ ザー） 進発式 
 
北信地区金融事業優秀賞受賞 
 
特別優績全共済連表彰・ みど り 年金優
績表彰 
 
長期共済最優績県共済連表彰 
 
子会社「 ジェ イ エイ ながのサービ ス 株
式会社」 営業開始 
 
合併５ 周年記念定期積金実施 
 
Ｊ Ａ 長野市、 Ｊ Ａ 長野市中央から 合併
の申し 入れ 
 
「 ハロ ープラ ザ大豆島」 （ 大豆島給油
所） 新築オープン 
 
Ｊ Ａ Ｇ ｏ Ｇ ｏ キャ ンペーン① 
懸賞品付定期貯金「 春いちばん」 発売 
 
「 新Ｊ Ａ ながの」 合併推進委員会設立
総会 
 
長野県機関誌コ ンク ールで「 ビビッ ド 」 
最優秀賞受賞 
 
平成９ 年度全国広報活動優良Ｊ Ａ コ ン
ク ール銀賞受賞 
 
Ｊ Ａ Ｇ ｏ Ｇ ｏ キャ ンペーン② 
懸賞品付定期積金「 わんぱく キッ ズ」 発
売 
 
Ｊ Ａ Ｇ ｏ Ｇ ｏ キャ ンペーン③ 
懸賞品付定期貯金「 ハッ ピーサンタ 」 発
売 
 
Ｊ Ａ ながの、Ｊ Ａ 長野市、Ｊ Ａ 長野市中
央の３ Ｊ Ａ が合併し 、 新Ｊ Ａ ながの発
足 
 
新Ｊ Ａ ながの合併記念貯金「 五満悦」 発
売 
新Ｊ Ａ ながの 
 貯 金 残 高 210, 748百万円 
 貸出金残高  80, 118百万円 
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平成11年２ 月 
 
 

３ 月 
 
 

４ 月 
 

５ 月 
 

５ 月 
 

６ 月 
 

６ 月 
 
 

10月 
 
 
 

11月 
 

11月 
 

12月 
 
 

平成12年１ 月 
 

２ 月 
 
 

３ 月 
 
 

３ 月 
 

３ 月 
 

４ 月 
 

５ 月 
 
 

７ 月 
 
 

７ 月 
 

８ 月 
 

８ 月 
 

９ 月 
 

９ 月 
 

９ 月 
 

10月 

平成10年度全国広報活動優良Ｊ Ａ コ ン
ク ール金賞受賞 
 
定期積金「 ま んぷく ちょ き んぎょ 」 にこ
にこ キャ ンペーン 
 
Ａ Ｔ Ｍ機の祝日稼働開始（ ７ ヶ 所）  
 
全国共済連表彰受賞 
 
Ｊ Ａ ながの結婚相談情報センタ ー開所 
 
定積・ 定期「 ちょ き んぎょ ３ 兄弟」 発売 
 
助け合いネッ ト ワ ーク「 ふれ愛の会」 設
立 
 
Ｊ Ａ バンク「 にこ にこ 感謝祭」 合併一周
年記念キャ ン ペーン（ ある いてちょ き
んぎょ ）  
 
葬祭定期積金「 やすら ぎ」 発売 
 
豊野町支所新築竣工 
 
Ｊ Ａ 年金友の会「 すこ やか倶楽部」 取扱
い開始 
 
西部産直部会日本農業賞県代表受賞 
 
平成11年度全国広報活動優良Ｊ Ａ コ ン
ク ール大賞受賞（ 全中）  
 
「 Ｊ Ａ バン ク わく わく 2000」 ス プリ ン
グキャ ンペーン開始 
 
日本農業賞大賞授賞式（ 西部産直部会） 
 
訪問介護事業所開所 
 
「 新世紀記念貯金」 の募集 
 
北部食材センタ ー（ 信濃町・ 飯綱統合）
開所 
 
「 わく わく 2000サマーハッ ピ ーサン
タ 」 の発売 
 
土曜、 夜間ロ ーン相談所の開設 
 
北部き のこ 培養センタ ー竣工 
 
Ｊ Ａ あいち知多姉妹提携調印 
 
「 湯々定期積金」 の募集 
 
Ｊ Ａ ホールながの竣工・ オープン 
 
Ｊ Ａ ホールいいづな竣工・ オープン 
 
外貨預金取扱い開始 
 

10月 
 
 

11月 
 
 

12月 
 

平成13年１ 月 
 
 

１ 月 
 

３ 月 
 

６ 月 
 
 

６ 月 
 

８ 月 
 

９ 月 
 

９ 月 
 

９ 月 
 

11月 
 

11月 
 

11月 
 

11月 
 

11月 
 

平成14年３ 月 
 

４ 月 
 

５ 月 
 

６ 月 
 
 

６ 月 
 

７ 月 
 
 

７ 月 
 

９ 月 
 

９ 月 
 

12月 

Ｊ Ａ ながの方言集「 おめたちほう も つ
かう かえ」 発刊 
 
「 Ｊ Ａ ながの合併２ 周年記念」 キャ ン
ペーン実施 
 
信州新町支所・ Ａ コ ープし んま ち店竣工 
 
Ｊ Ａ ながの特別企画「 ハワ イ 村」 旅行積
立貯金募集 
 
「 Ｊ Ａ シニアク ラ ブ」 の募集 
 
定期積金「 あゆみ」 の募集 
 
「 ひかっ てちょ き んぎょ 」 サマーキャ
ンペーン 
 
旅行積立「 夢紀行」 会員募集 
 
Ｉ Ｓ Ｏ 14001認証取得 
 
夢紀行「 旅行定期積金」  
 
さ いがわ農産物集出荷施設竣工式 
 
鬼無里給油所竣工式 
 
わく わく 2002ウ イ ンタ ーキャ ンペーン 
 
合併10周年記念キャ ンペーン 
 
長沼フ レ ッ シュ フ ルーツパーク オープン  
 
イ ンタ ーネッ ト バンキングス タ ート  
 
西山支所竣工式 
 
定期積金「 あゆみ」 の募集 
 
Ｊ Ａ 虹のホールま めじ ま 竣工式 
 
夢紀行「 旅行定期積金」 募集 
 
「 ひかっ てちょ き んぎょ 」 サマーキャ
ンペーン 
 
旅行積立「 夢紀行」 会員募集 
 
さ みず・ むれフ ルーツ センタ ー「 蜜セン
サー」 竣工式 
 
善光寺 門前農館オープン 
 
夢紀行「 旅行定期積金」  
 
農業生産支援事業開所式 
 
「 り んごの郷」 竣工式 
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平成15年４ 月 
 

５ 月 
 

６ 月 
 

12月 
 

平成16年10月 
 

平成17年１ 月 
 

８ 月 
 

平成18年２ 月 
 

３ 月 
 
 

７ 月 
 
 

平成19年３ 月 
 
 

４ 月 
 
 

７ 月 
 

12月 
 

平成20年２ 月 
 

３ 月 
 

３ 月 
 
 

４ 月 
 
 

６ 月 
 

平成21年６ 月 
 

６ 月 
 

９ 月 
 
 

９ 月 
 
 

10月 
 

12月 
 

12月 
 

長沼セルフＳ Ｓ オープン 
 
Ｊ Ａ 共済全国優績組合表彰 
 
マル長冷蔵庫竣工式 
 
湯遊定期積金取扱開始 
 
多津美跡地駐車場完成 
 
旅行センタ ー開設10周年中国旅行 
 
豪華客船「 飛鳥」 夢ク ルーズの旅 
 
Ｊ Ａ ながの米の土づく り 肥料「 豊壌」 発売 
 
自動車統合事業統合発足式「 Ｊ Ａ なが
のオート パル」 へ 
 
信濃町で特別栽培米が学校給食に使用
開始 
 
Ｊ Ａ ながのオリ ジナル肥料「 有機実り
一発」 を発売 
 
Ｊ Ａ ながの鬼無里支店が長野市鬼無里
支所に移転 
 
社団法人長野市農業公社発足 
 
新飯綱支所、 新西部支所改装オープン 
 
芋井予冷庫に真空予冷施設完成 
 
Ｊ Ａ 全中、 優良農業協同組合表彰受賞 
 
新長野平支所、新裾花支所、新吉田支所
竣工・ オープン 
 
新信濃町支所、新長野平南支所竣工・ オ
ープン 
 
あも り 農産物直売所竣工・ オープン 
 
ホームヘルパー２ 級養成講座開設 
 
夢旅（ 定期積金） を発売 
 
伝統食・ 郷土食集「 さ あーたべずわぇ 」 
発刊 
 
Ｍｙ テレ ビ（ 定期貯金・ 定期積金） を発
売 
 
「 Ｊ Ａ ホール吉田」 改修竣工 
 
農工商連携事業認証式 
 
女性部「 合併10周年記念研修旅行」  
 

平成22年４ 月 
 

７ 月 
 

10月 
 
 
 

平成23年３ 月 
 
 

７ 月 
 

平成24年２ 月 
 
 

３ 月 
 

５ 月 
 

７ 月 
 

８ 月 
 
 
 

10月 
 
 

平成25年１ 月 
 
 

７ 月 
 

11月 
 
 

12月 
 

平成26年４ 月 
 
 

６ 月 
 
 

６ 月 
 

平成27年２ 月 
 
 

６ 月 
 

６ 月 
 
 

11月 
 
 

12月 
 

う えま つ農産物直売所オープン 
 
Ｉ Ｓ Ｏ 自己適合宣伝への移行更新審査 
 
Ｔ Ｐ Ｐ 交渉参加反対に関する 要請書 
長野県・ 長野市・ 信濃町・ 飯綱町・ 小川
村に提出 
 
Ｊ Ａ ながのあり がと う キャ ンペーン 
（ 定期貯金・ 定期積金）  
 
長野平フルーツセンタ ー選果機竣工式 
 
長野平南支所（ 中部経済センタ ー・ 倉庫
棟） 起工式 
 
合併20周年キャ ンペーン（ 定期貯金）  
 
Ｊ Ａ ホールし なの竣工 
 
放射性物質測定装置の導入（ 本所６ 階） 
 
信濃町共選所そば乾燥調整施設竣工 
長野平南支所改修及び（ 中部経済セン
タ ー、 倉庫棟） 竣工式 
 
合併20周年「 ま る ごと Ｊ Ａ ながの」 収穫
祭開催 
 
年金受給者謝恩企画「 年金プレ ミ アム
貯金」 実施 
 
いいづなフルーツセンタ ー竣工式 
 
次世代取引強化「 財津和夫コ ンサート 」 
キャ ンペーン取扱開始 
 
信州新町選果場梅選果機竣工式 
 
次世代取引強化「 財津和夫コ ンサート 」 
実施 
 
さ いがわ経済セン タ ー・ 農機センタ ー
改修竣工 
 
４ Ｊ Ａ 組織再編研究委員会設立総会 
 
Ｊ Ａ ながの出資法人「 ながの農花㈱」 設
立総会 
 
北信５ Ｊ Ａ 合併推進委員会設立総会 
 
Ｊ Ａ 農産物直売所ク ーポン券付き 定期
貯金「 マルシェ 」 取扱開始 
 
ラ イ フ サポート センタ ー・ 古牧支所竣
工式 
 
５ Ｊ Ａ 合併予備契約調印式 
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平成28年３ 月 
 

９ 月 
 
 
 

９ 月 
 
 
 
 
 

11月 
 

平成29年４ 月 
 

５ 月 
 
 

８ 月 
 
 

10月 
 

平成30年９ 月 
 

令和元年９ 月 
 
 

10月 
 

10月 
 

11月 
 
 

令和２ 年２ 月 
 
 

３ 月 
 
 

４ 月 
 
 

９ 月 
 
 

12月 
 

12月 
 

令和３ 年７ 月 
 
 

7月 
 
 

11月 
 

臨時（ 合併） 総会 
 
Ｊ Ａ ながの、Ｊ Ａ ちく ま 、Ｊ Ａ 須高、Ｊ
Ａ 志賀高原、 Ｊ Ａ 北信州みゆき が合併
し 、 「 新Ｊ Ａ ながの」 発足 
 
新Ｊ Ａ ながの 
 貯 金 残 高  600, 756百万円 
 貸出金残高 134, 165百万円 
合併記念貯金「 Ｏｈ ！サンシャ イ ン」 発
売 
 
移動金融店舗車「 みのり 号」 新車両稼動 
 
須高フルーツ センタ ー竣工式 
 
Ｊ Ａ ホールながの通夜室竣工式 
みゆき ラ イ ス センタ ー竣工式 
 
合併１ 周年記念貯金「 Ｏ ｈ ！サンク ス 」
発売 
 
合併１ 周年記念アグリ フェ ス タ  
 
台風21号災害特別対策実施 
 
あも り 農産物直売所・ 生産資材店舗新
装開店 
 
台風19号災害対策本部設置 
 
安茂里支所新築開店 
 
第１ 期信州農業再生復興ボラ ンティ ア
活動開始 
 
第２ 期信州農業再生復興ボラ ンティ ア
活動 
 
農業関連子会社３ 社合併 新「 ながの
農花」 ス タ ート  
 
小布施アグリ サポート センタ ー新装開
店 
 
農産物オンラ イ ンショ ッ プ「 たーんと
ながの」 開設 
 
小布施支所新築開店 
 
台風19号災害対策本部解散 
 
生産資材物流拠点「 総合資材センタ ー」
稼働開始 
 
合併５ 周年記念ネッ ト バンク ・ Ａ Ｔ Ｍ
定期貯金限定サマーキャ ンペーン 
 
戸倉支所を ちく ま 埴生支所に、 上山田
支所を坂城支所に統合 
 

令和４ 年４ 月 
 
 
 
 
 

６ 月 
 
 

１ ０ 月 
 

１ ０ 月 
  
令和５ 年６ 月 
 
   11月 
  
 
令和6年2月
 
 
   2月 
 
 

7月 
 
 

9月 
 
 
 

11月 
 

12月 
 
 

令和7年3月
 
 
   9月 
 
 

10月
 
 

12月
 
 
 

ちく ま 埴生支所新築オープン 
ちく ま 営農センタ ー・ 経済センタ ー拠
点再構築改装オープン 
 
ながの農機センタ ー竣工式 
 
公式イ メ ージキャ ラ ク タ ー「 じ ぇ え～
ながま る 」 誕生 
 
農産物直売所「 千曲川」 リ ニュ ーアル 
 
木島平支所新築オープン 
 
１ dayバイ ト  企業連携実証実験開始 
 
ながま る アッ プル 機能性表示食品届
出完了 プレ ス リ リ ース  
 
組合員マイ ページ「 ながま る WEBサービ
ス 」 運用開始 
 
関西大学と 共同開発「 豊茸」 関西地区で
先行販売開始 
 
ながま る アッ プルし なのゴールド  ウ
ェ ルネス アワ ード 銀賞受賞 
 
Ｊ Ａ ながのオリ ジナル商品「 り んご シ
ョ コ ラ ～信州のかがやき ～」 Ｊ Ａ 全国
お取り 寄せ選手権ス イ ーツ部門 優勝 
 
ながの営農センタ ー 竣工式 
 
女性部全体交流会（ ホテル国際２ １ ）  
 
 
Ｊ Ａ ながの独自支援事業  

農業開発助成金 受付開始 
 
ク イ ーンルージュ ®統一品評会初開催 
 
 
シナノ ス イ ート 統一品評会初開催 
 
 
Ｊ Ａ あいち知多女性部交流会 
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貸 借 対 照 表 
－ 組合員共同の財産 － 

（ 単位： 千円）  

資         産  負 債 及 び 純 資 産 

科     目 
令和７ 年度 
( 令和8年２ 月28日現在)  

令和６ 年度 
( 令和7年２ 月28日現在)  

 科     目 
令和７ 年度 
( 令和8年２ 月28日現在)  

令和６ 年度 
( 令和7年２ 月28日現在)  

（ 資産の部）     （ 負債の部）    
１  信用事業資産 666, 657, 865 677, 731, 251  １  信用事業負債 650, 536, 220 663, 805, 323 

⑴  現金 2, 670, 137 2, 620, 153  ⑴ 貯金 644, 219, 304 658, 867, 134 
⑵  預金 456, 205, 001 478, 871, 386  ⑵ 借入金 10, 478 16, 062 

系統預金 449, 704, 918 472, 371, 230  ⑶ その他の信用事業負債 6, 306, 437 4, 922, 125 
系統外預金 6, 500, 083 6, 500, 155  未払費用 604, 436 268, 385 

⑶  有価証券 36, 466, 053 34, 847, 906  その他の負債 5, 702, 000 4, 653, 740 
国債 9, 641, 457 11, 861, 029  ２  共済事業負債 2, 807, 292 2, 635, 204 
地方債 3, 409, 907 2, 679, 979  ⑴ 共済資金 1, 651, 000 1, 487, 729 
政府保証債 384, 390 394, 990  ⑵ 未経過共済付加収入 1, 132, 393 1, 133, 482 
社債 14, 329, 810 14, 182, 130  ⑶ 共済未払費用 23, 874 13, 938 
受益証券 8, 700, 488 5, 729, 778  ⑷ その他の共済事業負債 24 53 

⑷  貸出金 171, 093, 146 161, 351, 241  ３  経済事業負債 4, 007, 388 3, 820, 253 
⑸ その他の信用事業資産 1, 713, 615 1, 434, 498  ⑴ 経済事業未払金 3, 781, 182 3, 476, 430 

未収収益 1, 064, 990 549, 536  ⑵ 経済受託債務 1, 007 1, 264 

その他の資産 648, 624 884, 961  ⑶ その他の経済事業負債 225, 199 342, 557 
⑹ 貸倒引当金 △1, 490, 088 △1, 393, 934  ４  雑負債 2, 617, 001 2, 553, 697 

２  共済事業資産 226, 595 198, 509  ⑴ 未払法人税等 474, 138 528, 023 
⑴ その他の共済事業資産 226, 595 198, 509  ⑵ 資産除去債務 16, 455 1, 025, 029 

３  経済事業資産 6, 285, 544 5, 886, 542  ⑶ その他の負債 1, 025, 469 1, 000, 643 
⑴ 受取手形 9, 851 7, 958  ５  諸引当金 3, 248, 636 3, 528, 500 
⑵ 経済事業未収金 1, 903, 887 2, 076, 945  ⑴ 賞与引当金 435, 300 429, 762 
⑶ 経済受託債権 1, 731, 325 1, 046, 124  ⑵ 退職給付引当金 2, 652, 405 2, 961, 123 

⑷ 棚卸資産 1, 802, 039 1, 868, 127  ⑶ 役員退職慰労引当金 160, 931 137, 614 

購買品 1, 674, 506 1, 742, 230     

その他の棚卸資産 127, 533 125, 896  負 債 の 部 合 計 663, 216, 540 676, 342, 979 

⑸ その他の経済事業資産 925, 213 987, 301  （ 純資産の部）    
⑹ 貸倒引当金 △86, 772 △99, 915  １  組合員資本 66, 689, 072 65, 047, 454 

４  雑資産 2, 300, 317 2, 392, 822  ⑴ 出資金 12, 879, 679 13, 070, 131 
⑴ 雑資産 2, 304, 102 2, 397, 597  ⑵ 利益剰余金 53, 955, 888 52, 096, 939 
⑵ 貸倒引当金 △3, 785 △4, 774  利益準備金 21, 992, 910 20, 992, 910 

５  固定資産 15, 694, 782 16, 033, 250  その他利益剰余金 31, 962, 978 31, 104, 028 
⑴ 有形固定資産 15, 678, 160 16, 011, 155  健康・ 福祉積立金 1, 222, 917 1, 222, 917 

建物 29, 939, 215 29, 570, 372  教育積立金 1, 553, 966 1, 553, 966 

機械装置 7, 065, 214 7, 113, 012  税効果調整積立金 929, 709 994, 311 
土地 8, 004, 358 8, 180, 972  事業基盤強化積立金 13, 000, 000 12, 200, 000 
建設仮勘定 18, 318 83, 258  農業開発積立金 942, 397 932, 253 
その他の有形固定資産 8, 394, 658 8, 267, 912  固定資産減損積立金 952, 852 1, 033, 333 
減価償却累計額 △37,743,604 △37,204,371  大規模自然災害対策積立金 3, 108, 975 2, 608, 975 

⑵ 無形固定資産 16, 621 22, 094  特別積立金 6, 820, 203 6, 820, 203 
６  外部出資 34, 980, 695 35, 001, 743  当期未処分剰余金 3, 431, 956 3, 738, 067 

⑴ 外部出資 34, 980, 695 35, 001, 743  ( う ち当期剰余金)  ( 2, 225, 013)  （ 2, 517, 469） 
系統出資 32, 992, 585 32, 992, 585  ⑶ 処分未済持分 △146, 495 △119, 616 
系統外出資 1, 948, 210 1, 951, 708  ２  評価・ 換算差額等 △2,830, 103 △3,152, 001 
子会社等出資 39, 900 57, 448  ⑴ その他有価証券評価差額金 △2,830, 103 △3,152, 001 

⑵ 外部出資等損失引当金 ‐  -     
７  繰延税金資産 929, 709 994, 311     

    純 資 産 の 部 合 計 63, 858, 968 61, 895, 452 

資 産 の 部 合 計 727, 075, 509 738, 238, 431  負債及び純資産の部合計 727, 075, 509 738, 238, 431 
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（ 単位： 千円） 

科     目 
令和７ 年度 

令和7年３ 月１ 日から  

令和8年２ 月28日ま で 

令和６ 年度 
令和6年３ 月１ 日から  

令和7年２ 月28日ま で 
 科     目 

令和７ 年度 
令和7年３ 月１ 日から  

令和8年２ 月28日ま で 

令和６ 年度 
令和6年３ 月１ 日から  

令和7年２ 月28日ま で 
１  事業総利益 11, 795, 271 12, 087, 406  販売費 26, 980 18, 660 

事業収益 29, 146, 875 28, 131, 070  その他の費用 6, 267 31, 096 
事業費用 17, 351, 604 16, 043, 664  （ う ち貸倒引当金戻入益）  ( △545)  ( 864)  

⑴ 信用事業収益 7, 488, 028 5, 890, 620  販売事業総利益 690, 575 719, 130 
資金運用収益 6, 786, 633 5, 358, 804  ⑼ 直売事業収益 854, 681 806, 995 

（ う ち預金利息）  ( 3, 597, 309)  ( 2, 992, 314)   ⑽ 直売事業費用 603, 473 570, 082 
（ う ち有価証券利息）  ( 574, 393)  ( 59, 612)   直売事業総利益 251, 207 236, 912 

（ う ち貸出金利息）  ( 1, 895, 255)  ( 1, 554, 545)   ⑾ 保管事業収益 41, 714 40, 443 
（ う ちその他受入利息）  ( 719, 675)  ( 752, 332)   ⑿ 保管事業費用 23, 775 22, 711 
役務取引等収益 249, 581 229, 787  保管事業総利益 17, 939 17, 731 
その他事業直接収益 － －  ⒀ 加工事業収益 35, 150 34, 577 
その他経常収益 451, 813 302, 027  ⒁ 加工事業費用 35, 892 34, 538 

⑵ 信用事業費用 2, 594, 361 858, 515  （ う ち貸倒引当金戻入益）  ( 0)  ( △0)  
資金調達費用 1, 362, 212 394, 724  加工事業総利益 742 38 

（ う ち貯金利息）  ( 1, 359, 370)  ( 393, 368)   ⒂ 利用事業収益 2, 202, 822 2, 256, 747 
（ う ち給付補填備金繰入）  ( 2, 121)  ( 1, 056)   ⒃ 利用事業費用 1, 818, 272 1, 811, 459 

( う ち借入金利息)  ( 716)  ( 295)   （ う ち貸倒引当金戻入益）  ( △106)  ( 0)  
（ う ちその他支払利息）  ( 3)  ( 4)   利用事業総利益 384, 549 445, 287 

役務取引等費用 63, 718 59, 819  （ 17）  農用地利用事業収益 4, 159 7, 807 
その他事業直接費用 559, 483 23, 786  （ 18）  農用地利用事業費用 1, 540 2, 392 

その他経常費用 608, 946 380, 185  農用地利用事業総利益 2, 619 5, 415 

（ う ち貸倒引当金戻入益）  ( 96, 646)  ( △101, 205)   （ 19）  その他経済事業収益 13, 871 12, 408 

（ う ち貸出金償却）  － ( 486)   （ 20）  その他経済事業費用 12, 763 11, 423 

信用事業総利益 4, 893, 666 5, 032, 104  その他経済事業総利益 1, 108 985 

⑶ 共済事業収益 2, 774, 036 2, 735, 267  （ 21）  指導事業収入 108, 662 148, 116 

共済付加収入 2, 529, 809 2, 519, 965  （ 22）  指導事業支出 94, 089 96, 053 

その他の収益 244, 226 215, 302  指導事業収支差額 14, 573 52, 062 

⑷ 共済事業費用 132, 772 119, 789  ２  事業管理費 9, 658, 142 9, 576, 239 

共済推進費 42, 125 35, 599  ⑴ 人件費 6, 542, 300 6, 586, 437 

共済保全費 7, 917 6, 570  ⑵ 業務費 1, 033, 124 1, 030, 278 

その他の費用 82, 729 77, 618  ⑶ 諸税負担金 329, 074 324, 340 

共済事業総利益 2, 641, 264 2, 615, 478  ⑷ 施設費 1, 739, 340 1, 611, 815 

⑸ 購買事業収益 15, 686, 471 16, 227, 964  ⑸ その他事業管理費 14, 301 23, 367 

購買品供給高 15, 124, 701 15, 645, 857  事業利益 2, 137, 128 2, 511, 167 

購買手数料 268, 707 271, 889  ３  事業外収益 1, 010, 606 1, 058, 450 
修理サービス料 52, 869 47, 388  ⑴ 受取雑利息 8, 504 5, 982 

その他の収益 240, 193 262, 828  ⑵ 受取出資配当金 401, 620 403, 000 
⑹ 購買事業費用 12, 787, 962 13, 265, 704  ⑶ 賃貸料 397, 705 390, 149 

購買品供給原価 11, 807, 522 12, 257, 566  ⑷ 償却債権取立益 125, 931 169, 581 
購買品供給費 931, 667 944, 874  ⑸ 雑収入 76, 844 89, 736 
修理サービス費 24, 641 21, 081  ４  事業外費用 137, 785 132, 593 
その他の費用 24, 131 42, 181  ⑴ 寄付金 1, 184 620 
（ う ち貸倒引当金戻入益）  ( △12, 090)  ( △6, 499)   ⑵ 賃貸資産等減価償却費 108, 894 97, 137 
( う ち貸倒損失)  － －  ⑶ 雑損失 28, 696 36, 035 

購買事業総利益 2, 898, 509 2, 962, 259  ⑷ 貸倒引当金戻入益 △989 △1, 200 

⑺ 販売事業収益 723, 823 768, 887  経常利益 3, 009, 950 3, 437, 024 

販売手数料 625, 757 653, 083     
その他の収益 98, 066 115, 804     

⑻ 販売事業費用 33, 247 49, 757     
  

損 益 計 算 書 
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科     目 
令和７ 年度 

令和7年３ 月１ 日から  

令和8年２ 月28日ま で 

令和６ 年度 
令和6年３ 月１ 日から  

令和7年２ 月28日ま で 
    

５  特別利益 295, 585 35, 287     

⑴ 固定資産処分益 60, 658 22, 519     

⑵ 一般補助金 1, 680 4, 798     

⑶ 収用によ る 補償金 107, 168 －     

⑷ 受取保険金 123, 027      

⑸ その他の特別利益 3, 050 7, 969     

６  特別損失 422, 303 227, 445     

⑴ 固定資産処分損 67, 115 3, 454     

⑵ 固定資産圧縮損 124, 707 5, 073     

⑶ 減損損失 230, 481 172, 055     

⑷ 災害損失 － －     

⑸ その他特別損失 － 46, 861     

税引前当期利益 2, 883, 232 3, 244, 865     

７  法人税、 住民税及び事業税 593, 615 633, 957     

過年度法人税等追徴税額 － －     

８  法人税等調整額 64, 602 93, 439     

法人税等合計 658, 218 727, 396     

当期剰余金 2, 225, 013 2, 517, 469     

当期首繰越剰余金 854, 257 887, 357     

税効果調整積立金取崩額 64, 602 93, 439     

農業振興開発積立金取崩額 57, 602 67, 746     

固定資産減損積立金取崩額 230, 481 172, 055     
大規模自然災害対策積立金取崩額 － －     

当期未処分剰余金 3, 431, 956 3, 738, 067     

       

       

       

       
       

       
       
       
       
       
       
       

       
       

 



- 49 - 

 注 記 表  

 
（７年度） 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  有価証券（株式形態の外部出資を含む。）の評価基準及び評価方法は、有価証券の保有区分毎に次により行ってい

ます。 

・満期保有目的の債券……償却原価法（定額法） 

・子会社株式………………移動平均法による原価法 

・その他有価証券…………① 市場価格のない株式等以外のもの：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

② 市場価格のない株式等：移動平均法による原価法 

 

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  棚卸資産の評価基準及び評価方法は、次により行っています。 

・購買品（生産資材・燃料等）………主に総平均法による原価法（※） 

・ 〃 （生活用品・部品等）………売価還元法による低価法 

・その他の棚卸資産……………………主として総平均法による原価法（※） 

 （※）貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

建物 

ａ）平成10年３月31日以前に取得したもの 

  旧定率法によっています。 

ｂ）平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの 

  旧定額法によっています。 

ｃ）平成19年４月１日以後に取得したもの 

  定額法によっています。 

建物以外 

ａ）平成19年３月31日以前に取得したもの 

  旧定率法によっています。 

ｂ）平成19年４月１日以降に取得したもの 

  定率法によっています。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法によっています。 

⑵ 無形固定資産 

  定額法によっています。 

  また、自組合利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却

しています。 

 

４ 引当金の計上基準 

⑴ 貸倒引当金 

  貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定規程、経理規程及び資産の償却・引当処理規程に則り、次のと

おり計上しています。 

  破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれ

と同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されて

いる直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計

上しています。 

  また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻

懸念先」という）に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上しています。破綻懸念

先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権について
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は、 当該キャ ッ シュ ・ フロ ーと 債権の帳簿価額から 担保の処分可能見込額及び保証によ る 回収可能見込額を控除

し た残額と の差額を引き 当てていま す。  

  上記以外の債権については、 主と し て今後１ 年間の予想損失額または今後３ 年間の予想損失額を見込んで計上

し ており 、 予想損失額は、 １ 年間または３ 年間の貸倒実績を基礎と し た貸倒実績率等の過去の一定期間における

平均値に基づき 損失率を求め、 算定し ており ま す。 また、 長野県中小企業活性化協議会の関与を得て策定し た支

援計画に基づく Ｄ Ｄ Ｓ （ デッ ト ・ デッ ト ・ ス ワ ッ プ） を実施し ている 債権に係る 金額（ 224, 860千円） も あわせて

計上し ていま す。  

  すべての債権は、 資産査定規程に基づき 、 資産査定部署が資産査定を実施し 、 当該部署から 独立し た内部監査

室が査定結果を監査し ており ま す。  

  なお、 破綻先及び実質破綻先に対する 担保・ 保証付債権等については、 債権額から 担保の評価額及び保証によ

る 回収が可能と 認めら れる 額を控除し た残額を取立不能見込額と し て債権額から 直接減額し ており 、 その金額は

2, 858, 121千円です。  

⑵ 賞与引当金 

  職員に対し て支給する 賞与の支出に充てる ため、 支給見込額のう ち当事業年度負担分を計上し ていま す。  

⑶ 退職給付引当金 

  職員の退職給付に備える ため、 当事業年度末における 退職給付債務及び特定退職共済制度の見込額に基づき 、

当事業年度末に発生し ている と 認めら れる 額を計上し ていま す。  

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

  退職給付債務の算定にあたり 、 退職給付見込額を当事業年度ま での期間に帰属さ せる 方法については、 給付

算定式基準によ っていま す。  

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

  数理計算上の差異については、 各事業年度の発生時における 職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ ９

年） によ る 定額法によ り 按分し た額を、 それぞれ発生し た事業年度から 費用処理する こ と と し ていま す。  

③ 過去勤務費用の費用処理方法 

  過去勤務費用は、 その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ ７ 年） によ る 定額法によ り 費用

処理し ていま す。  

⑷ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備える ため、 役員退職慰労金積立規程に基づく 期末要支給額を計上し ていま す。  

 

５  収益及び費用の計上基準 

  当組合の利用者等と の契約から 生じ る 収益に関する 主要な事業における 主な履行義務の内容及び収益を認識する

通常の時点は以下のと おり であり ま す。  

 購買事業 

  農業生産に必要な資材と 生活に必要な物資を共同購入し 、 組合員に供給する 事業であり 、 当組合は利用者等

と の契約に基づき 、 購買品を引き 渡す義務を負っており ま す。 こ の利用者等に対する 履行義務は、 購買品の引

き 渡し 時点で充足する こ と から 、 当該時点で収益を認識し ており ま す。  

 

６  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によ っていま す。 ただし 、 固定資産に係る 控除対象外消費税等は

雑資産に計上し 、 ５ 年間で均等償却を行っています。  

 

７  記載金額の端数処理 

  記載金額は、 千円未満を切り 捨てて表示し ており 、 金額千円未満の科目については「 ０ 」 で表示し 、 該当数値の無

い場合は「 －」 で表示し ており ます。  

 

８  その他決算書類の作成のための基本と なる 重要な事項 

⑴ 事業別収益・ 事業別費用の内部取引の処理方法について 

  当組合は、 事業別の収益及び費用について、 事業間取引の相殺表示を行っており ま せん。 よ って、 事業別の収

益及び費用については、 事業間の内部取引も 含めて表示し ており ます。  

  ただし 、 損益計算書の事業収益、 事業費用については、 農業協同組合法施行規則にし たがい、 各事業間の内部

損益を除去し た額を記載し ており ま す。  
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⑵ 当組合が代理人と し て関与する 取引の損益計算書の表示について 

  購買事業収益のう ち、 当組合が代理人と し て購買品の供給に関与し ている 場合には、 純額で収益を認識し て、

購買手数料と し て表示し ており ま す。 ま た、 販売事業収益及び直売事業収益のう ち、 当組合が代理人と し て販売

品の販売に関与し ている 場合には、 純額で収益を認識し て、 表示し ており ます。  

 

 

Ⅱ 貸借対照表に関する 注記 

１  有形固定資産に係る 圧縮記帳額 

  土地収用法を受けて、 ま た、 国庫補助金等の受入によ り 、 有形固定資産の取得価額から 控除し ている 圧縮記帳額

は4, 605, 089千円であり 、 その内訳は、 次のと おり です。  

                          （ 単位： 千円）  

種    類 圧 縮 記 帳 額 

建 物 1, 750, 827 

機 械 装 置 1, 762, 160 

土 地 732, 789 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 359, 311 

合 計 4, 605, 089 

 

 

２  担保に供し ている 資産 

  定期預金15, 000, 000千円を為替決済等の担保に、 定期預金17, 800千円を指定金融機関等の事務取扱に係る 担保に

それぞれ供し ていま す。  

 

３  子会社に対する 金銭債権及び金銭債務の総額 

  金銭債権の総額    320千円 

  金銭債務の総額 1, 087, 816千円 

 

４  役員と の間の取引によ る 役員に対する 金銭債権及び金銭債務の総額 

  理事、 監事に対する 金銭債権の総額  3, 131千円 

  理事、 監事に対する 金銭債務の総額  あり ま せん 

 

５  債権のう ち農業協同組合法施行規則第204条第１ 項第１ 号ホ⑵ⅰから ⅳまでに掲げる も のの額及びその合計額 

  債権のう ち、 破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権額は212, 233千円、 危険債権額は1, 715, 018千円です。  

  なお、破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権と は、破産手続開始、 更生手続開始、 再生手続開始の申立て等の事由

によ り 経営破綻に陥っている 債務者に対する 債権及びこ れら に準ずる 債権です。  

  ま た、危険債権と は、 債務者が経営破綻の状態には至っていないも のの、 財政状態及び経営成績が悪化し 、契約に

従った債権の元本の回収及び利息の受取り ができ ない可能性の高い債権（ 破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権を

除く 。） です。  

  債権のう ち、 貸出条件緩和債権額は17, 723千円、 三月以上延滞債権額はあり ません。  

  なお、 三月以上延滞債権と は、 元本ま たは利息の支払が約定支払日の翌日から 三月以上遅延し ている 貸出金で破

産更生債権及びこ れら に準ずる 債権及び危険債権に該当し ないも のです。  

  ま た、貸出条件緩和債権と は、 債務者の経営再建ま たは支援を図る こ と を目的と し て、金利の減免、 利息の支払い

猶予、 元本の返済猶予、 債権放棄その他の債務者に有利と なる 取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこ れら に

準ずる 債権、 危険債権及び三月以上延滞債権に該当し ないも のです。  

  破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権、 危険債権、 三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の合計額は1, 944, 974

千円です。  

  なお、 上記に掲げた債権額は、 貸倒引当金控除前の金額です。  
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Ⅲ 損益計算書に関する 注記 

１  子会社と の事業取引によ る 取引高の総額 

⑴ 子会社と の取引によ る 収益総額  12, 440千円 

  う ち事業取引高          4, 427千円 

  う ち事業取引以外の取引高         8, 013千円 

⑵ 子会社と の取引によ る 費用総額  83, 530千円 

  う ち事業取引高          5, 488千円 

  う ち事業取引以外の取引高    78, 041千円 

 

２  減損会計に関する 事項 

⑴ 資産をグループ化し た方法の概要及び減損損失を認識し た資産または資産グループの概要 

  当組合では、 事業用資産については管理会計の単位を基本にグルーピングし 、 事業用店舗（ 支所、 給油所、 ガ

ス センタ ー、 葬祭、 直売所、 フ ァ ーム店） については施設単位で、 ま た、 業務外固定資産（ 賃貸資産と 遊休資産）

については、 各固定資産をグルーピングの最小単位と し ていま す。  

  本所、 ブロ ッ ク 統括支所及び上記以外の営農・ 経済関連施設については、 独立し たキャ ッ シュ ・ フロ ーを生み

出さ ないも のの、 他の資産グループのキャ ッ シュ ・ フロ ーの生成に寄与し ている こ と から 、 共用資産と 認識し て

います。  

  当事業年度に減損損失を計上し た固定資産は以下のと おり です。  

場     所 用   途 種   類 そ の 他 

アンズロ ード Ｓ Ｓ  事業用店舗 その他  

パリ オＳ Ｓ  事業用店舗 建物、 機械装置、 その他  

高山Ｓ Ｓ  事業用店舗 建物、 機械装置、 その他  

若槻Ｓ Ｓ  事業用店舗 土地、 建物、 機械装置、 その他  

う えま つ直売所 事業用店舗 土地、 建物、 その他  

野沢温泉支所 事業用店舗 土地  

野沢温泉Ｓ Ｓ  事業用店舗 土地、 機械装置、 その他  

Ａ コ ープあんず店 賃貸資産 建物、 その他 業務外固定資産 

旧パリ オ店 賃貸資産 建物、 その他 業務外固定資産 

旧小田切支所 賃貸資産 土地、 建物 業務外固定資産 

替佐共撰所跡地 賃貸資産 土地 業務外固定資産 

旧ちく ま 西部農機センタ ー 遊休資産 建物 業務外固定資産 

旧桑原支所 遊休資産 土地、 建物 業務外固定資産 

旧村上経済店舗 遊休資産 土地、 建物 業務外固定資産 

旧須高ぶどう タ ーミ ナルセンタ ー 遊休資産 土地、 建物 業務外固定資産 

旧豊洲農産物加工所 遊休資産 建物 業務外固定資産 

旧平穏共選所 遊休資産 土地、 建物 業務外固定資産 

特養り んごの郷賃貸部分 遊休資産 土地 業務外固定資産 

旧南部ひだま り  遊休資産 土地 業務外固定資産 

旧大町支所 遊休資産 土地 業務外固定資産 

 

⑵ 減損損失の認識に至った経緯 

  事業用店舗については、 当該店舗の営業収支が２ 期連続赤字であり 、 かつ、 短期的に業績の回復が見込ま れな

いこ と から 、 帳簿価額を回収可能価額ま で減額し （ ３ か所）、 ある いは備忘価額まで減額し （ ４ か所）、 当該減少

額を減損損失と し て認識し ま し た。  

  賃貸資産は、 使用価値が帳簿価額ま で達し ていないこ と から 、 帳簿価額を回収可能価額ま で減額し （ １ か所）、

ある いは備忘価額ま で減額し （ ３ か所）、 当該減少額を減損損失と し て認識し ま し た。  
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  遊休資産については、 処分費用見込後の正味売却価額が帳簿価額よ り 低いため、 正味売却価額ま で帳簿価額を

減額し （ ４ か所）、 ある いは備忘価額ま で減額し （ ５ か所）、 当該減少額を減損損失と し て認識し ま し た。  

 

⑶ 減損損失の金額について、 特別損失に計上し た金額と 主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳 

 （ 単位： 千円）  

用  途 施     設 
減 損 損 失 金 額 

土 地 建 物 機械装置 その他 計 

事業用店舗 アンズロ ード Ｓ Ｓ   他６ か所 184, 531 4, 679 9, 232 1, 819 200, 262 

賃 貸 資 産 旧パリ オ店   他３ か所 4, 066 9, 672 － 840 14, 580 

遊 休 資 産 旧ちく ま 西部機械Ｃ   他８ か所 7, 770 7, 868 － － 15, 638 

合      計 196, 368 22, 220 9, 232 2, 660 230, 481 

 

 

⑶  回収可能価額の算定方法 

  野沢温泉支所・ 替佐共撰所跡地の回収可能価額については使用価値を採用し ており 、 適用割引率は4. 1％です。 

  その他の事業用店舗、 賃貸資産、 遊休資産の回収可能価額は正味売却価額を採用し ており 、 その時価は固定資

産税評価額に基づく 公示価格によ り 算定し ていま す。  

 

 

Ⅳ 金融商品に関する 注記 

１  金融商品の状況に関する 事項 

⑴ 金融商品に対する 取組方針 

  当組合は農家組合員や地域から 預かった貯金を原資に、 農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、 残っ

た余裕金を長野県信用農業協同組合連合会等へ預けている ほか、 国債や地方債などの債券、 投資信託等の有価証

券によ る 運用を行っています。  

⑵ 金融商品の内容及びそのリ ス ク  

  当組合が保有する 金融資産は、主と し て当組合管内の組合員等に対する 貸出金及び有価証券であり 、貸出金は、

組合員・ 利用者の契約不履行によ っても たら さ れる 信用リ ス ク に晒さ れていま す。  

  また、 有価証券は、 主に債券、 投資信託であり 、 満期保有目的及び純投資目的（ その他有価証券） で保有し て

います。 こ れら は発行体の信用リ ス ク 、 金利の変動リ スク 及び市場価格の変動リ スク に晒さ れていま す。  

⑶ 金融商品に係る リ ス ク 管理体制 

① 信用リ ス ク の管理 

  当組合は、 個別の重要案件ま たは大口案件については理事会において対応方針を決定し ていま す。 また、 通

常の貸出取引については、 本所に審査課を設置し 各支所・ 出張所と の連携を図り ながら 、 与信審査を行ってい

ます。 審査にあたっては、 取引先のキャ ッ シュ ・ フロ ーなどによ り 償還能力の評価を行う と と も に、 担保評価

基準など厳格な審査基準を設けて、 与信判定を行っていま す。 貸出取引において資産の健全性の維持・ 向上を

図る ため、 資産の自己査定を厳正に行っていま す。 不良債権については管理・ 回収方針を作成・ 実践し 、 資産

の健全化に取り 組んでいます。 ま た、 資産自己査定の結果、 貸倒引当金については「 資産の償却・ 引当処理規

程」 に基づき 必要額を計上し 、 資産及び財務の健全化に努めていま す。  

② 市場リ ス ク の管理 

  当組合では、 金利リ ス ク 、 価格変動リ ス ク などの市場性リ ス ク を的確にコ ント ロ ールする こ と によ り 、 収益

化及び財務の安定化を図っています。 こ のため、 財務の健全性維持と 収益力強化と のバラ ンス を重視し たＡ Ｌ

Ｍを基本に、 資産・ 負債の金利感応度分析などを実施し 、 金融情勢の変化に機敏に対応でき る 柔軟な財務構造

の構築に努めていま す。  

  と り わけ、 有価証券運用については、 市場動向や経済見通し などの投資環境分析及び当組合の保有有価証券

ポート フォ リ オの状況やＡ Ｌ Ｍなどを考慮し 、 理事会において運用方針を定める と と も に、 経営層で構成する

Ａ Ｌ Ｍ委員会を定期的に開催し て、 日常的な情報交換及び意思決定を行っていま す。 運用部門は、 理事会で決

定し た運用方針及びＡ Ｌ Ｍ委員会で決定さ れた方針などに基づき 、 有価証券の売買やリ ス ク ヘッ ジを行ってい

ます。 運用部門が行った取引についてはリ ス ク 管理部門が適切な執行を行っている かどう かチェ ッ ク し 定期的

にリ ス ク 量の測定を行い経営層に報告し ています。  
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 （ 市場リ ス ク に係る 定量的情報）  

  当組合で保有し ている 金融商品はすべてト レーディ ング目的以外の金融商品です。 当組合において、 主要な

リ ス ク 変数である 金利リ スク の影響を受ける 主たる 金融商品は、 預金、 有価証券のう ちその他有価証券及び満

期保有目的に分類し ている 債券、 貸出金、 貯金及び借入金です。  

  当組合では、 こ れら の金融資産及び金融負債について、 期末後１ 年程度の金利の合理的な予想変動幅を用い

た経済価値の変動額を、 金利の変動リ ス ク の管理にあたっての定量的分析に利用し ていま す。  

  金利以外の全てのリ スク 変数が一定である と 仮定し 、 当事業年度末現在、 指標と なる 金利が0. 49％上昇し た

も のと 想定し た場合には、 経済価値が1, 022, 495千円減少する も のと 把握し ていま す。  

  当該変動額は、 金利を除く リ スク 変数が一定の場合を前提と し ており 、 金利と その他のリ ス ク 変数の相関を

考慮し ていま せん。  

  ま た、 金利の合理的な予想変動幅を超える 変動が生じ た場合には、 算定額を超える 影響が生じ る 可能性があ

り ま す。  

③ 資金調達に係る 流動性リ ス ク の管理 

  当組合では、 資金繰り リ ス ク については、 運用・ 調達について月次の資金計画を作成し 、 安定的な流動性の

確保に努めています。 ま た、 市場流動性リ ス ク については、 投資判断を行う 上での重要な要素と 位置付け、 商

品ごと に異なる 流動性（ 換金性） を把握し たう えで、 運用方針などの策定の際に検討を行っていま す。  

⑷ 金融商品の時価等に関する 事項についての補足説明 

  金融商品の時価（ 時価に代わる も のを含む） には、 市場価格に基づく 価額のほか、 市場価格がない場合には合

理的に算定さ れた価額（ こ れに準ずる 価額を含む） が含ま れていま す。 当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用し ている ため、 異なる 前提条件等によ った場合、 当該価額が異なる こ と も あり ま す。  

 

２  金融商品の時価等に関する 事項 

⑴ 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等 

  当事業年度末における 貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額は、 次のと おり です。 なお、 市場価格のない

株式等は、 次表には含めており ません。  

                                      （ 単位： 千円）  

 貸借対照表計上額 時    価 差    額 

預   金 456, 205, 001 453, 570, 998 △2, 634, 002 

系 統 預 金 449, 704, 918 448, 152, 546 △1, 552, 371 

系 統 外 預 金 6, 500, 083 5, 418, 452 △1, 081, 630 

有 価 証 券    

満 期 保 有 目 的 の 債 券 2, 391, 217 2, 172, 736 △218, 481 

そ の 他 の 有 価 証 券 34, 074, 835 34, 074, 835 － 

貸 出 金 171, 093, 146   

貸 出 引 当 金（ ※１ ）  △1, 490, 088   

貸 倒 引 当 金 控 除 後 169, 603, 058 167, 841, 788 △1, 761, 270 

外 部 出 資 16, 737 16, 737 － 

資  産  計 662, 290, 850 657, 677, 096 △4, 613, 754 

貯   金 644, 219, 304 641, 368, 752 △2, 850, 552 

負  債  計 644, 219, 304 641, 368, 752 △2, 850, 552 

（ ※１ ） 貸出金に対応する 一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除し ています。  

 

⑵ 金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明 

【 資産】  

① 預金 

  満期のない預金については、 時価は帳簿価額と 近似し ている こ と から 、 当該帳簿価額によ っていま す。 満期

のある 預金については、 期間に基づく 区分ごと に、 リ ス ク フリ ーレート である ＯＩ Ｓ のレート で割り 引いた現

在価値を時価に代わる 金額と し て算定し ています。  

  なお、 期日前解約特約付預金は、 取引金融機関から 提示さ れた時価等によ り 算定し ており ます。  
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② 有価証券及び外部出資 

  有価証券について、 主に上場株式や国債については、 活発な市場における 無調整の相場価格を利用し ていま

す。 地方債や社債については、 公表さ れた相場価格を用いていま す。 市場における 取引価格が存在し ない投資

信託については、 解約ま たは買戻請求に関し て市場参加者から リ ス ク の対価を求めら れる ほどの重要な制限が

ない場合には基準価額によ っていま す。 相場価格が入手でき ない場合には、 取引金融機関等から 提示さ れた価

格によ っていま す。  

③ 貸出金 

  貸出金のう ち、 変動金利によ る も のは、 短期間で市場金利を反映する ため、 貸出先の信用状態が実行後大き

く 異なっていない限り 、 時価は帳簿価額と 近似し ている こ と から 当該帳簿価額によ っていま す。  

  一方、 固定金利によ る も のは、 貸出金の種類及び期間に基づく 区分ごと に、 元利金の合計額をリ ス ク フリ ー

レ ート である Ｏ Ｉ Ｓ のレ ート で割り 引いた額から 貸倒引当金を控除し て時価に代わる 金額と し て算定し てい

ます。  

  ま た、 延滞の生じ ている 債権・ 期限の利益を喪失し た債権等について、 帳簿価額から 貸倒引当金を控除し た

額を時価に代わる 金額と し ています。  

【 負債】  

① 貯金 

  要求払貯金については、 決算日に要求さ れた場合の支払額（ 帳簿価格） を時価と みなし ています。 ま た、 定

期性貯金については、 期間に基づく 区分ごと に、 将来のキャ ッ シュ・ フロ ーをリ ス ク フ リ ーレート である ＯＩ

Ｓ のレ ート で割り 引いた現在価値を時価に代わる 金額と し て算定し ていま す。  

⑶ 市場価格のない株式等は次のと おり であり 、 こ れら は⑴の金融商品の時価情報には含ま れていま せん。  

貸借対照表計上額 

外部出資（ ＊） 34, 963, 957千円 

（ ＊） 外部出資のう ち、 市場価格のある 株式以外のも のについては、 時価を把握する こ と が極めて困難である と 認めら れる
ため、 時価開示の対象と はし ていま せん。  

 

⑷ 金銭債権及び満期のある 有価証券の決算日後の償還予定額 

 （ 単位： 千円）  

 １ 年以内 
１  年 超 
２ 年以内 

２  年 超 
３ 年以内 

３  年 超 
４ 年以内 

４  年 超 
５ 年以内 

５  年 超 

預  金 436, 705, 001 13, 000, 000 － － － 6, 500, 000 

有価証券       

満期保有目的の債券 － － － － － 2, 400, 000 

そ の 他有価証券の 

う ち満期がある も の 

200, 040 687, 703 1, 379, 321 1, 412, 574 2, 000, 000 28, 661, 645 

貸 出 金（ ＊１ 、２ ） 10, 804, 827 9, 273, 245 8, 645, 760 7, 976, 883 7, 536, 370 126, 799, 441 

合   計 447, 709, 868 22, 960, 948 10, 025, 081 9, 389, 457 9, 536, 370 164, 361, 086 

（ ＊１ ） 貸出金のう ち、 当座貸越788, 982千円については「 １ 年以内」 に含めていま す。  
（ ＊２ ） 貸出金のう ち、 三月以上延滞が生じ ている 債権・ 期限の利益を喪失し た債権56, 618千円は償還の予定が見込ま れない

ため、 含めていま せん。  

 

⑸ 有利子負債の決算日後の返済予定額 

 （ 単位： 千円）  

 １ 年以内 
１  年 超 
２ 年以内 

２  年 超 
３ 年以内 

３  年 超 
４ 年以内 

４  年 超 
５ 年以内 

５  年 超 

貯  金（ ＊１ ）  559, 450, 427 38, 237, 778 31, 785, 447 7, 276, 197 5, 693, 237 1, 776, 215 

（ ＊１ ） 貯金のう ち、 要求払貯金については「 １ 年以内」 に含めて開示し ています。  

 

Ⅴ 有価証券に関する 注記 

１  有価証券の時価及び評価差額に関する 事項は次のと おり です。  

① 満期保有目的の債券で時価のある も の 

  満期保有目的の債券において、 種類ごと の貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額については、 次のと おり

です。  
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 （ 単位： 千円）  

 貸借対照表計上額 時    価 差    額 

時価が貸借対照表計上額

を超える も の 

国    債 － － － 

政 府 保 証 債 － － － 

社    債 － － － 

小    計 － － － 

時価が貸借対照表計上額

を超えないも の 

国 債 1, 191, 217 1, 104, 030 △87, 187 

政 府 保 証 債 200, 000 184, 720 △15, 280 

社 債 1, 000, 000 883, 986 △116, 014 

小 計 2, 391, 217 2, 172, 736 △218, 481 

合        計 2, 391, 217 2, 172, 736 △218, 481 

 

② その他有価証券で時価のある も の 

 その他有価証券において、 種類ごと の取得原価ま たは償却原価、 貸借対照表計上額及びこ れら の差額について

は、 次のと おり です。  

 （ 単位： 千円）  

 貸借対照表計上額 取得原価ま たは償却原価 差   額 

貸借対照表計上額が取

得原価ま たは償却原価

を超える も の 

有 価 証 券 6, 958, 983 5, 207, 585 1, 751, 397 

国 債 － － － 

地 方 債 100, 290 99, 998 291 

政府保証債 － － － 

社 債 547, 920 500, 280 47, 640 

受 益 証 券 6, 310, 773 4, 607, 306 1, 703, 466 

外 部 出 資 16, 737 650 16, 087 

小 計 6, 975, 721 5, 208, 235 1, 767, 485 

貸借対照表計上額が取

得原価ま たは償却原価

を超えないも の 

有 価 証 券 27, 115, 852 31, 713, 442 △4, 597, 589 

国 債 8, 450, 240 10, 845, 754 △2, 395, 514 

地 方 債 3, 309, 617 3, 563, 319 △253, 702 

政府保証債 184, 390 200, 000 △15, 610 

社 債 12, 781, 890 14, 211, 619 △1, 429, 729 

受 益 証 券 2, 389, 715 2, 892, 748 △503, 032 

外 部 出 資 － － － 

小 計 27, 115, 852 31, 713, 442 △4, 597, 589 

合        計 34, 091, 573 36, 921, 677 △2, 830, 103 

 

２  当事業年度中に売却し た満期保有目的の債券はあり ま せん。  

 

３  当事業年度中に売却し たその他有価証券は次のと おり です。  

 （ 単位： 千円）  

 売 却 額 売 却 益 売 却 損 

国    債 1, 415, 747 － 559, 483 

地  方  債 － － － 

政 府 保 証 債 － － － 

社    債 － － － 

受  益  証  券 385, 935 205, 320 － 

合      計 1, 801, 682 205, 320 559, 483 

 

４  当事業年度中において、 保有目的が変更と なった有価証券はあり ま せん。  
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５  当年度中において、 減損処理を行った有価証券はあり ません。  

 

 

Ⅵ 退職給付に関する 注記 
１  退職給付に関する 事項 

① 採用し ている 退職給付制度の概要 

 職員の退職給付にあてる ため、 退職給与規程に基づき 、 退職一時金制度を採用し ていま す。 ま た、 こ の制度に

加え、 同規程に基づき 退職給付の一部にあてる ため一般社団法人長野県農林漁業団体共済会と の契約によ る 退職

金共済制度を採用し ています。  

② 退職給付債務の期首残高と 期末残高の調整表 

 期首における 退職給付債務 5, 851, 672千円 

  勤務費用 254, 873千円 

  利息費用 69, 860千円 

  数理計算上の差異の発生額 △ 269, 516千円 

  退職給付の支払額     △ 372, 409千円  

 期末における 退職給付債務 5, 534, 480千円 

③ 年金資産の期首残高と 期末残高の調整表 

 期首における 年金資産 3, 788, 045千円 

  期待運用収益  28, 031千円 

  数理計算上の差異の発生額 4, 939千円 

  特定退職共済金制度への拠出金 210, 988千円 

  退職給付の支払額     △ 241, 836千円  

 期末における 年金資産 3, 790, 167千円 

④ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と 貸借対照表に計上さ れた退職給付引当金の調整表 

  退職給付債務 5, 534, 480千円 

  特定退職金共済制度  △ 3, 790, 167千円  

  未積立退職給付債務 1, 744, 313千円 

  未認識過去勤務費用 8, 398千円 

  未認識数理計算上の差異       899, 694千円  

  貸借対照表計上額純額 2, 652, 405千円 

  退職給付引当金 2, 652, 405千円 

⑤ 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

  勤務費用 254, 873千円 

  利息費用 69, 860千円 

  期待運用収益 △ 28, 031千円 

  数理計算上の差異の費用処理額 △ 163, 083千円 

  過去勤務費用の費用処理額     △ 100, 776千円  

    合計 32, 843千円 

⑥ 年金資産の主な内訳 

 年金資産合計に対する 主な分類ごと の比率は、 次のと おり です。  

   現金及び預金 39. 5％ 

   共済預け金 60. 5％ 

    合計 100％ 

⑦ 長期期待運用収益率の設定方法に関する 記載 

 年金資産の長期期待運用収益率を決定する ため、 現在及び予想さ れる 年金資産の配分と 年金資産を構成する 資

産から の現在及び将来期待さ れる 長期の収益率を考慮し ていま す。  

⑧ 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する 事項 

 割引率（ ポイ ント ）  1. 975％ 

 割引率（ 倍率）  1. 023％ 

 長期期待運用収益率 0. 740％ 

 



- 58 - 

２  特例業務負担金の将来見込額 

 人件費（ う ち福利厚生費） には、 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図る ための農林

漁業団体職員共済組合法等を廃止する 等の法律附則第57条に基づき 、 旧農林共済組合（ 存続組合） が行う 特例年金

等の業務に要する 費用にあてる ため拠出し た特例業務負担金76, 777千円を含めて計上し ていま す。  

 なお、 同組合よ り 示さ れた令和８ 年３ 月現在における 令和14年３ 月ま での特例業務負担金の将来見込額は、

481, 650千円と なっていま す。  

 

 

Ⅶ 税効果会計に関する 注記  
１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等 

  繰延税金資産 

    貸倒引当金超過額 311, 566千円 

    退職給付引当金 752, 487千円 

    賞与引当金 143, 914千円 

    役員退職慰労引当金 45, 347千円 

    繰越宅地代物弁済評価損 21, 334千円 

    減損損失 801, 161千円 

    資産除去債務 290, 925千円 

    部分直接償却 689, 752千円 

    有価証券評価差額金 802, 900千円 

    その他     127, 236千円  

    繰延税金資産 小計    3, 986, 626千円  

    評価性引当額  △ 2, 932, 024千円  

    繰延税金資産 合計( A)  1, 054, 602千円  

  繰延税金負債 

    未収預金利息 57, 491千円 

    資産除去費用     67, 402千円  

    繰延税金負債 合計( B)  124, 893千円 

 

  繰延税金資産の純額( A) －( B)  929, 709千円 

 
２  法定実効税率と 法人税等負担率と の差異の主な原因 

  法定実効税率  27. 66％ 

  （ 調整）  

    交際費等永久に損金に算入さ れない項目 0. 26  

    受取配当金等永久に益金に算入さ れない項目 △ 1. 96  

    事業利用分量配当金の損金に算入さ れた項目 △ 1. 62  

    収用特別控除等 △ 0. 56  

    法人税額の特別控除 △ 0. 35  

    住民税均等割等 0. 72  

    評価性引当額の増減 △ 0. 44 

    税率変更によ る 期末繰延税金資産の修正 △ 0. 68 

    その他       △ 0. 20  

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 22. 83％ 

 

３  税率の変更によ る 繰延税金資産及び繰延税金負債への影響額 

 「 所得税法等の一部を改正する 法律」 が令和７ 年３ 月31日に国会で成立し たこ と に伴い、 令和９ 年３ 月１ 日以降

の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用さ れる 法定実効税率が、 当事業年度の27. 66％から 28. 37％に変更さ

れま し た。  

 なお、 こ の税率変更によ る 影響は軽微であり ま す。  
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Ⅷ 重要な後発事象に関する 注記 

  該当する 事項はあり ま せん。  

 

 

Ⅸ 収益認識に関する 注記 

（ 収益を理解する ための基礎と なる 情報）  

  「 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記５  収益及び費用の計上基準」 に同一の内容を記載し ている ため、 注記を

省略し ており ま す。  

 

 

Ⅹ その他の注記 
１  資産除去債務のう ち貸借対照表に計上し ている も の 

⑴ 当該資産除去債務の概要 

 当組合の一部の施設等に使用さ れている 有害物質を除去する 義務に関し て、 資産除去債務を計上し ていま す。 

⑵ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

 資産除去債務の見積も り にあたり 、 支出ま での見込期間と 割引率は資産ごと 、 11年～30年（ 割引率0. 0084％～

2. 1％） と なっています。  

⑶ 当事業年度末における 当該資産除去債務の総額の増減 

   期首残高 1, 025, 029千円 

    時の経過によ る 調整額 440千円 

   期末残高 1, 025, 469千円 

 

２  貸借対照表に計上し ている 以外の資産除去債務 

 当組合は、 農業関連施設等に関し て、 不動産賃借契約に基づき 、 退去時における 原状回復にかかる 義務を有し て

いま すが、 当該農業関連施設等は当組合が事業を継続する 上で必須の施設であり 、 現時点で除去は想定し ていませ

ん。 また、 移転が行われる 予定も ないこ と から 、 資産除去債務の履行時期を合理的に見積も る こ と ができ ま せん。

そのため、 当該義務に見合う 資産除去債務を計上し ていま せん。  

 

 

 

（ ６ 年度）  

Ⅰ 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記 

１  有価証券の評価基準及び評価方法 

  有価証券（ 株式形態の外部出資を含む。） の評価基準及び評価方法は、 有価証券の保有区分毎に次によ り 行ってい

ま す。  

・ 満期保有目的の債券……償却原価法（ 定額法）  

・ 子会社株式………………移動平均法によ る 原価法 

・ その他有価証券…………① 時価のある も の： 時価法（ 評価差額は全部純資産直入法によ り 処理し 、 売却原価は

移動平均法によ り 算定）  

② 市場価格のない株式： 移動平均法によ る 原価法 

 

２  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  棚卸資産の評価基準及び評価方法は、 次によ り 行っていま す。  

・ 購買品（ 生産資材・ 燃料等） ………主に総平均法によ る 原価法（ ※）  

・  〃 （ 生活用品・ 部品等） ………売価還元法によ る 低価法 

・ その他の棚卸資産……………………主と し て総平均法によ る 原価法（ ※）  

 （ ※） 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法 

 

３  固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

建物 
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ａ ） 平成10年３ 月31日以前に取得し たも の 

  旧定率法によ っています。  

ｂ ） 平成10年４ 月１ 日から 平成19年３ 月31日ま でに取得し たも の 

  旧定額法によ っています。  

ｃ ） 平成19年４ 月１ 日以後に取得し たも の 

  定額法によ っていま す。  

建物以外 

ａ ） 平成19年３ 月31日以前に取得し たも の 

  旧定率法によ っています。  

ｂ ） 平成19年４ 月１ 日以降に取得し たも の 

  定率法によ っていま す。 ただし 、 平成28年４ 月１ 日以降に取得し た建物附属設備及び構築物については、 定

額法によ っています。  

⑵ 無形固定資産 

  定額法によ っていま す。  

  また、 自組合利用ソ フト ウ ェ アについては、 当組合における 利用可能期間（ ５ 年） に基づく 定額法によ り 償却

し ていま す。  

 

４  引当金の計上基準 

⑴ 貸倒引当金 

  貸倒引当金は、 あら かじ め定めている 資産査定規程、 経理規程及び資産の償却・ 引当処理規程に則り 、 次のと

おり 計上し ています。  

  破産、 特別清算等法的に経営破綻の事実が発生し ている 債務者（ 以下「 破綻先」 と いう 。） に係る 債権及びそれ

と 同等の状況にある 債務者（ 以下「 実質破綻先」 と いう 。） に係る 債権については、 以下のなお書き に記載さ れて

いる 直接減額後の帳簿価額から 、 担保の処分可能見込額及び保証によ る 回収可能見込額を控除し 、 その残額を計

上し ています。  

  また、 現在は経営破綻の状況にないが、 今後経営破綻に陥る 可能性が大き いと 認めら れる 債務者（ 以下「 破綻

懸念先」 と いう ） に係る 債権については、 債権額から 担保の処分可能見込額及び保証によ る 回収可能見込額を控

除し 、 その残額のう ち、 債務者の支払能力を総合的に判断し て必要と 認めら れる 額を計上し ていま す。 破綻懸念

先に対する 債権のう ち債権の元本の回収に係る キャ ッ シュ ・ フロ ーを合理的に見積る こ と ができ る 債権について

は、 当該キャ ッ シュ ・ フロ ーと 債権の帳簿価額から 担保の処分可能見込額及び保証によ る 回収可能見込額を控除

し た残額と の差額を引き 当てていま す。  

  上記以外の債権については、 主と し て今後１ 年間の予想損失額または今後３ 年間の予想損失額を見込んで計上

し ており 、 予想損失額は、 １ 年間または３ 年間の貸倒実績を基礎と し た貸倒実績率等の過去の一定期間における

平均値に基づき 損失率を求め、 算定し ており ま す。 また、 長野県中小企業活性化協議会の関与を得て策定し た支

援計画に基づく Ｄ Ｄ Ｓ （ デッ ト ・ デッ ト ・ ス ワ ッ プ） を実施し ている 債権に係る 金額（ 224, 860千円） も あわせて

計上し ていま す。  

  すべての債権は、 資産査定規程に基づき 、 資産査定部署が資産査定を実施し 、 当該部署から 独立し た内部監査

室が査定結果を監査し ており ま す。  

  なお、 破綻先及び実質破綻先に対する 担保・ 保証付債権等については、 債権額から 担保の評価額及び保証によ

る 回収が可能と 認めら れる 額を控除し た残額を取立不能見込額と し て債権額から 直接減額し ており 、 その金額は

3, 116, 775千円です。  

⑵ 賞与引当金 

  職員に対し て支給する 賞与の支出に充てる ため、 支給見込額のう ち当事業年度負担分を計上し ていま す。  

⑶ 退職給付引当金 

  職員の退職給付に備える ため、 当事業年度末における 退職給付債務及び特定退職共済制度の見込額に基づき 、

当事業年度末に発生し ている と 認めら れる 額を計上し ていま す。  

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

  退職給付債務の算定にあたり 、 退職給付見込額を当事業年度ま での期間に帰属さ せる 方法については、 給付

算定式基準によ っていま す。  

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

  数理計算上の差異については、 各事業年度の発生時における 職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ ９

年） によ る 定額法によ り 按分し た額を、 それぞれ発生し た事業年度から 費用処理する こ と と し ていま す。  
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③ 過去勤務費用の費用処理方法 

  過去勤務費用は、 その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ ７ 年） によ る 定額法によ り 費用

処理し ていま す。  

⑷ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備える ため、 役員退職慰労金積立規程に基づく 期末要支給額を計上し ていま す。  

 

５  収益及び費用の計上基準 

  当組合の利用者等と の契約から 生じ る 収益に関する 主要な事業における 主な履行義務の内容及び収益を認識する

通常の時点は以下のと おり であり ま す。  

 購買事業 

  農業生産に必要な資材と 生活に必要な物資を共同購入し 、 組合員に供給する 事業であり 、 当組合は利用者等

と の契約に基づき 、 購買品を引き 渡す義務を負っており ま す。 こ の利用者等に対する 履行義務は、 購買品の引

き 渡し 時点で充足する こ と から 、 当該時点で収益を認識し ており ま す。  

 

６  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によ っていま す。 ただし 、 固定資産に係る 控除対象外消費税等は

雑資産に計上し 、 ５ 年間で均等償却を行っています。  

 

７  記載金額の端数処理 

  記載金額は、 千円未満を切り 捨てて表示し ており 、 金額千円未満の科目については「 ０ 」 で表示し 、 該当数値の無

い場合は「 －」 で表示し ており ます。  

 

８  その他決算書類の作成のための基本と なる 重要な事項 

⑴ 事業別収益・ 事業別費用の内部取引の処理方法について 

  当組合は、 事業別の収益及び費用について、 事業間取引の相殺表示を行っており ま せん。 よ って、 事業別の収

益及び費用については、 事業間の内部取引も 含めて表示し ており ます。  

  ただし 、 損益計算書の事業収益、 事業費用については、 農業協同組合法施行規則にし たがい、 各事業間の内部

損益を除去し た額を記載し ており ま す。  

 

⑵ 当組合が代理人と し て関与する 取引の損益計算書の表示について 

  購買事業収益のう ち、 当組合が代理人と し て購買品の供給に関与し ている 場合には、 純額で収益を認識し て、

購買手数料と し て表示し ており ま す。 ま た、 販売事業収益及び直売事業収益のう ち、 当組合が代理人と し て販売

品の販売に関与し ている 場合には、 純額で収益を認識し て、 表示し ており ます。  

 

 

Ⅱ 貸借対照表に関する 注記 

１  有形固定資産に係る 圧縮記帳額 

  土地収用法を受けて、 ま た、 国庫補助金等の受入によ り 、 有形固定資産の取得価額から 控除し ている 圧縮記帳額

は4, 492, 737千円であり 、 その内訳は、 次のと おり です。  

                          （ 単位： 千円）  

種    類 圧 縮 記 帳 額 

建 物 1, 628, 751 

機 械 装 置 1, 769, 588 

土 地 732, 789 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 361, 607 

合 計 4, 492, 737 

 

２  担保に供し ている 資産 

  定期預金15, 000, 000千円を為替決済等の担保に、 定期預金18, 800千円を指定金融機関等の事務取扱に係る 担保に

それぞれ供し ていま す。  
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３  子会社に対する 金銭債権及び金銭債務の総額 

  金銭債権の総額    235千円 

  金銭債務の総額 1, 118, 787千円 

 

４  役員と の間の取引によ る 役員に対する 金銭債権及び金銭債務の総額 

  理事、 監事に対する 金銭債権の総額  16, 271千円 

  理事、 監事に対する 金銭債務の総額  あり ま せん 

 

５  債権のう ち農業協同組合法施行規則第204条第１ 項第１ 号ホ⑵ⅰから ⅳまでに掲げる も のの額及びその合計額 

  債権のう ち、 破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権額は184, 641千円、 危険債権額は1, 722, 721千円です。  

  なお、破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権と は、破産手続開始、 更生手続開始、 再生手続開始の申立て等の事由

によ り 経営破綻に陥っている 債務者に対する 債権及びこ れら に準ずる 債権です。  

  ま た、危険債権と は、 債務者が経営破綻の状態には至っていないも のの、 財政状態及び経営成績が悪化し 、契約に

従った債権の元本の回収及び利息の受取り ができ ない可能性の高い債権（ 破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権を

除く 。） です。  

  債権のう ち、 貸出条件緩和債権額は20, 267千円、 三月以上延滞債権額はあり ません。  

  なお、 三月以上延滞債権と は、 元本ま たは利息の支払が約定支払日の翌日から 三月以上遅延し ている 貸出金で破

産更生債権及びこ れら に準ずる 債権及び危険債権に該当し ないも のです。  

  ま た、貸出条件緩和債権と は、 債務者の経営再建ま たは支援を図る こ と を目的と し て、金利の減免、 利息の支払い

猶予、 元本の返済猶予、 債権放棄その他の債務者に有利と なる 取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこ れら に

準ずる 債権、 危険債権及び三月以上延滞債権に該当し ないも のです。  

  破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権、 危険債権、 三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の合計額は1, 927, 630

千円です。  

  なお、 上記に掲げた債権額は、 貸倒引当金控除前の金額です。  

 

Ⅲ 損益計算書に関する 注記 

１  子会社と の事業取引によ る 取引高の総額 

⑴ 子会社と の取引によ る 収益総額  19, 404千円 

  う ち事業取引高          9, 316千円 

  う ち事業取引以外の取引高    10, 086千円 

⑵ 子会社と の取引によ る 費用総額  58, 259千円 

  う ち事業取引高         15, 312千円 

  う ち事業取引以外の取引高    42, 945千円 

 

２  減損会計に関する 事項 

⑴ 資産をグループ化し た方法の概要及び減損損失を認識し た資産または資産グループの概要 

  当組合では、 事業用資産については管理会計の単位を基本にグルーピングし 、 事業用店舗（ 支所、 給油所、 ガ

ス センタ ー、 葬祭、 直売所、 フ ァ ーム店） については施設単位で、 ま た、 業務外固定資産（ 賃貸資産と 遊休資産）

については、 各固定資産をグルーピングの最小単位と し ていま す。  

  本所、 ブロ ッ ク 統括支所及び上記以外の営農・ 経済関連施設については、 独立し たキャ ッ シュ ・ フロ ーを生み

出さ ないも のの、 他の資産グループのキャ ッ シュ ・ フロ ーの生成に寄与し ている こ と から 、 共用資産と 認識し て

います。  

  当事業年度に減損損失を計上し た固定資産は以下のと おり です。  

場     所 用   途 種   類 そ の 他 

アンズロ ード 給油所 事業用店舗 その他  

パリ オ給油所 事業用店舗 機械装置  

七二会Ｓ Ｓ  事業用店舗 土地、 建物、 機械装置、 その他  

若槻Ｓ Ｓ  事業用店舗 土地、 建物、 機械装置、 その他  

う えま つ直売所 事業用店舗 土地、 建物、 その他  
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Ｊ Ａ ファ ームみゆき 店 事業用店舗 その他  

太田給油所 事業用店舗 その他  

柳原給油所 事業用店舗 土地、 建物、 機械装置、 その他  

旧パリ オ店 賃貸資産 建物、 その他 業務外固定資産 

旧仁礼倉庫ブリ ジス ト ン 賃貸資産 建物 業務外固定資産 

旧搗精工場 賃貸資産 建物 業務外固定資産 

旧西部ラ イ ス センタ ー 遊休資産 土地、 建物 業務外固定資産 

旧須高ぶどう タ ーミ ナルセンタ ー 遊休資産 土地、 建物 業務外固定資産 

旧仁礼なめこ 集荷所 遊休資産 土地 業務外固定資産 

旧平穏共選所 遊休資産 土地、 建物、 その他 業務外固定資産 

旧西山中央店 遊休資産 土地、 建物 業務外固定資産 

信濃町荒瀬原土地 遊休資産 土地 業務外固定資産 

特養り んごの郷賃貸部分 遊休資産 土地 業務外固定資産 

旧小境米倉庫 遊休資産 土地 業務外固定資産 

富倉支所 遊休資産 土地、 建物 業務外固定資産 

ジェ イ エー長野会 遊休資産 建物 業務外固定資産 

旧外様資材倉庫 遊休資産 土地 業務外固定資産 

 

⑵ 減損損失の認識に至った経緯 

  事業用店舗については、 当該店舗の営業収支が２ 期連続赤字であり 、 かつ、 短期的に業績の回復が見込ま れな

いこ と から 、 帳簿価額を回収可能価額ま で減額し （ ３ か所）、 ある いは備忘価額まで減額し （ ５ か所）、 当該減少

額を減損損失と し て認識し ま し た。  

  賃貸資産は、 使用範囲ま たは方法の変化が認めら れたも の（ ３ か所） について減損の兆候に該当し 、 使用価値

が帳簿価額ま で達し ていないこ と から 、 帳簿価額を回収可能価額まで減額し（ １ か所）、 ある いは備忘価額まで減

額し （ ２ か所）、 当該減少額を減損損失と し て認識し まし た。  

  遊休資産については、 処分費用見込後の正味売却価額が帳簿価額よ り 低いため、 正味売却価額ま で帳簿価額を

減額し （ ８ か所）、 ある いは備忘価額ま で減額し （ ３ か所）、 当該減少額を減損損失と し て認識し ま し た。  

 

⑶ 減損損失の金額について、 特別損失に計上し た金額と 主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳 

 （ 単位： 千円）  

用  途 施     設 
減 損 損 失 金 額 

土 地 建 物 機械装置 その他 計 

事業用店舗 アンズロ ード 給油所  他７ か所 2, 652 1, 233 2, 582 6, 564 13, 032 

賃 貸 資 産 旧パリ オ店   他２ か所 － 6, 993 － 796 7, 790 

遊 休 資 産 旧仁礼なめこ 集荷所  他10か所 142, 115 9, 093 － 23 151, 232 

合      計 144, 767 17, 321 2, 582 7, 384 172, 055 

 

 

⑷ 回収可能価額の算定方法 

  賃貸資産の回収可能価額については使用価値を採用し ており 、 適用し た割引率は4. 064％です。  

  その他の事業用店舗、 遊休資産の回収可能価額は正味売却価額を採用し ており 、 その時価は固定資産税評価額

に基づく 公示価格によ り 算定し ていま す。  
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Ⅳ 金融商品に関する 注記 

１  金融商品の状況に関する 事項 

⑴ 金融商品に対する 取組方針 

  当組合は農家組合員や地域から 預かった貯金を原資に、 農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、 残っ

た余裕金を長野県信用農業協同組合連合会等へ預けている ほか、 国債や地方債などの債券、 投資信託等の有価証

券によ る 運用を行っています。  

⑵ 金融商品の内容及びそのリ ス ク  

  当組合が保有する 金融資産は、主と し て当組合管内の組合員等に対する 貸出金及び有価証券であり 、貸出金は、

組合員・ 利用者の契約不履行によ っても たら さ れる 信用リ ス ク に晒さ れていま す。  

  また、 有価証券は、 主に債券、 投資信託であり 、 満期保有目的及び純投資目的（ その他有価証券） で保有し て

います。 こ れら は発行体の信用リ ス ク 、 金利の変動リ スク 及び市場価格の変動リ スク に晒さ れていま す。  

⑶ 金融商品に係る リ ス ク 管理体制 

① 信用リ ス ク の管理 

  当組合は、 個別の重要案件ま たは大口案件については理事会において対応方針を決定し ていま す。 また、 通

常の貸出取引については、 本所に審査課を設置し 各支所・ 出張所と の連携を図り ながら 、 与信審査を行ってい

ます。 審査にあたっては、 取引先のキャ ッ シュ ・ フロ ーなどによ り 償還能力の評価を行う と と も に、 担保評価

基準など厳格な審査基準を設けて、 与信判定を行っていま す。 貸出取引において資産の健全性の維持・ 向上を

図る ため、 資産の自己査定を厳正に行っていま す。 不良債権については管理・ 回収方針を作成・ 実践し 、 資産

の健全化に取り 組んでいます。 ま た、 資産自己査定の結果、 貸倒引当金については「 資産の償却・ 引当処理規

程」 に基づき 必要額を計上し 、 資産及び財務の健全化に努めていま す。  

② 市場リ ス ク の管理 

  当組合では、 金利リ ス ク 、 価格変動リ ス ク などの市場性リ ス ク を的確にコ ント ロ ールする こ と によ り 、 収益

化及び財務の安定化を図っています。 こ のため、 財務の健全性維持と 収益力強化と のバラ ンス を重視し たＡ Ｌ

Ｍを基本に、 資産・ 負債の金利感応度分析などを実施し 、 金融情勢の変化に機敏に対応でき る 柔軟な財務構造

の構築に努めていま す。  

  と り わけ、 有価証券運用については、 市場動向や経済見通し などの投資環境分析及び当組合の保有有価証券

ポート フォ リ オの状況やＡ Ｌ Ｍなどを考慮し 、 理事会において運用方針を定める と と も に、 経営層で構成する

Ａ Ｌ Ｍ委員会を定期的に開催し て、 日常的な情報交換及び意思決定を行っていま す。 運用部門は、 理事会で決

定し た運用方針及びＡ Ｌ Ｍ委員会で決定さ れた方針などに基づき 、 有価証券の売買やリ ス ク ヘッ ジを行ってい

ます。 運用部門が行った取引についてはリ ス ク 管理部門が適切な執行を行っている かどう かチェ ッ ク し 定期的

にリ ス ク 量の測定を行い経営層に報告し ています。  

 （ 市場リ ス ク に係る 定量的情報）  

  当組合で保有し ている 金融商品はすべてト レーディ ング目的以外の金融商品です。 当組合において、 主要な

リ ス ク 変数である 金利リ スク の影響を受ける 主たる 金融商品は、 預金、 有価証券のう ちその他有価証券及び満

期保有目的に分類し ている 債券、 貸出金、 貯金及び借入金です。  

  当組合では、 こ れら の金融資産及び金融負債について、 期末後１ 年程度の金利の合理的な予想変動幅を用い

た経済価値の変動額を、 金利の変動リ ス ク の管理にあたっての定量的分析に利用し ていま す。  

  金利以外の全てのリ スク 変数が一定である と 仮定し 、 当事業年度末現在、 指標と なる 金利が0. 39％上昇し た

も のと 想定し た場合には、 経済価値が1, 233, 913千円減少する も のと 把握し ていま す。  

  当該変動額は、 金利を除く リ スク 変数が一定の場合を前提と し ており 、 金利と その他のリ ス ク 変数の相関を

考慮し ていま せん。  

  ま た、 金利の合理的な予想変動幅を超える 変動が生じ た場合には、 算定額を超える 影響が生じ る 可能性があ

り ま す。  

③ 資金調達に係る 流動性リ ス ク の管理 

  当組合では、 資金繰り リ ス ク については、 運用・ 調達について月次の資金計画を作成し 、 安定的な流動性の

確保に努めています。 ま た、 市場流動性リ ス ク については、 投資判断を行う 上での重要な要素と 位置付け、 商

品ごと に異なる 流動性（ 換金性） を把握し たう えで、 運用方針などの策定の際に検討を行っていま す。  

⑷ 金融商品の時価等に関する 事項についての補足説明 

  金融商品の時価（ 時価に代わる も のを含む） には、 市場価格に基づく 価額のほか、 市場価格がない場合には合

理的に算定さ れた価額（ こ れに準ずる 価額を含む） が含ま れていま す。 当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用し ている ため、 異なる 前提条件等によ った場合、 当該価額が異なる こ と も あり ま す。  
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２  金融商品の時価等に関する 事項 

⑴ 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等 

  当事業年度末における 貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額は、 次のと おり です。 なお、 市場価格のない

株式等は、 次表には含めており ません。  

 （ 単位： 千円）  

 貸借対照表計上額 時    価 差    額 

預   金 478, 871, 386 477, 001, 976 △1, 869, 409 

有 価 証 券 34, 847, 906 34, 763, 772 △84, 134 

満 期 保 有 目 的 の 債 券 2, 292, 089 2, 207, 955 △84, 134 

そ の 他 の 有 価 証 券 32, 555, 817 32, 555, 817 － 

貸 出 金 161, 351, 241   

貸 出 引 当 金（ ※１ ）  △1, 393, 934   

貸 倒 引 当 金 控 除 後 159, 957, 306 159, 719, 813 △237, 493 

外 部 出 資 14, 236 14, 236 － 

資  産  計 673, 690, 835 671, 499, 798 △2, 191, 036 

貯   金 658, 867, 134 656, 655, 929 △2, 211, 205 

負  債  計 658, 867, 134 656, 655, 929 △2, 211, 205 

（ ※１ ） 貸出金に対応する 一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除し ています。  

 

⑵ 金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明 

【 資産】  

① 預金 

  満期のない預金については、 時価は帳簿価額と 近似し ている こ と から 、 当該帳簿価額によ っていま す。 満期

のある 預金については、 期間に基づく 区分ごと に、 リ ス ク フリ ーレート である ＯＩ Ｓ のレート で割り 引いた現

在価値を時価に代わる 金額と し て算定し ています。  

  なお、 デリ バティ ブを内包し た期日前解約特約付預金は、 取引金融機関から 提示さ れた時価等によ り 算定し

ており ま す。  

② 有価証券及び外部出資 

  有価証券について、 主に上場株式や国債については、 活発な市場における 無調整の相場価格を利用し ていま

す。 地方債や社債については、 公表さ れた相場価格を用いていま す。 市場における 取引価格が存在し ない投資

信託については、 解約ま たは買戻請求に関し て市場参加者から リ ス ク の対価を求めら れる ほどの重要な制限が

ない場合には基準価額によ っていま す。 相場価格が入手でき ない場合には、 取引金融機関等から 提示さ れた価

格によ っていま す。  

③ 貸出金 

  貸出金のう ち、 変動金利によ る も のは、 短期間で市場金利を反映する ため、 貸出先の信用状態が実行後大き

く 異なっていない限り 、 時価は帳簿価額と 近似し ている こ と から 当該帳簿価額によ っていま す。  

  一方、 固定金利によ る も のは、 貸出金の種類及び期間に基づく 区分ごと に、 元利金の合計額をリ ス ク フリ ー

レ ート である Ｏ Ｉ Ｓ のレ ート で割り 引いた額から 貸倒引当金を控除し て時価に代わる 金額と し て算定し てい

ます。  

  ま た、 延滞の生じ ている 債権・ 期限の利益を喪失し た債権等について、 帳簿価額から 貸倒引当金を控除し た

額を時価に代わる 金額と し ています。  

【 負債】  

①  貯金 

  要求払貯金については、 決算日に要求さ れた場合の支払額（ 帳簿価格） を時価と みなし ています。 ま た、 定

期性貯金については、 期間に基づく 区分ごと に、 将来のキャ ッ シュ・ フロ ーをリ ス ク フ リ ーレート である ＯＩ

Ｓ のレ ート で割り 引いた現在価値を時価に代わる 金額と し て算定し ていま す。  

⑷  市場価格のない株式等は次のと おり であり 、 こ れら は⑴の金融商品の時価情報には含ま れていま せん。  
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貸借対照表計上額 

外部出資（ ＊） 34, 987, 506千円 

（ ＊） 外部出資のう ち、 市場価格のある 株式以外のも のについては、 時価を把握する こ と が極めて困難である と 認めら れる
ため、 時価開示の対象と はし ていま せん。  

 

⑷ 金銭債権及び満期のある 有価証券の決算日後の償還予定額 

 （ 単位： 千円）  

 １ 年以内 
１  年 超 
２ 年以内 

２  年 超 
３ 年以内 

３  年 超 
４ 年以内 

４  年 超 
５ 年以内 

５  年 超 

預  金 462, 371, 386 10, 000, 000 － － － 6, 500, 000 

有価証券       

満期保有目的の債券 － － － － － 2, 300, 000 

そ の 他有価証券の 

う ち満期がある も の 
100, 000 100, 000 380, 496 1, 170, 052 1, 033, 853 30, 043, 946 

貸 出 金（ ＊１ 、２ ） 10, 915, 003 9, 045, 690 8, 647, 121 8, 202, 753 7, 471, 455 116, 885, 171 

合   計 473, 386, 389 19, 145, 690 9, 027, 617 9, 372, 805 8, 505, 308 155, 729, 117 

（ ＊１ ） 貸出金のう ち、 当座貸越808, 271千円については「 １ 年以内」 に含めていま す。  
（ ＊２ ） 貸出金のう ち、三月以上延滞が生じ ている 債権・ 期限の利益を喪失し た債権184, 046千円は償還の予定が見込まれない

ため、 含めていま せん。  

 

⑸ 有利子負債の決算日後の返済予定額 

 （ 単位： 千円）  

 １ 年以内 
１  年 超 
２ 年以内 

２  年 超 
３ 年以内 

３  年 超 
４ 年以内 

４  年 超 
５ 年以内 

５  年 超 

貯  金（ ＊１ ）  574, 946, 778 34, 459, 629 32, 171, 164 6, 030, 520 9, 253, 027 2, 006, 014 

（ ＊１ ） 貯金のう ち、 要求払貯金については「 １ 年以内」 に含めて開示し ています。  

 

 

Ⅴ 有価証券に関する 注記 

１  有価証券の時価及び評価差額に関する 事項は次のと おり です。  

① 満期保有目的の債券で時価のある も の 

  満期保有目的の債券において、 種類ごと の貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額については、 次のと おり

です。  

 （ 単位： 千円）  

 貸借対照表計上額 時    価 差    額 

時価が貸借対照表計上額

を超える も の 

国    債 598, 628 607, 200 8, 571 

社    債 100, 000 100, 240 240 

小    計 698, 628 707, 440 8, 811 

時価が貸借対照表計上額

を超えないも の 

国 債 493, 460 479, 460 △14, 000 

社 債 900, 000 825, 635 △74, 365 

政 府 保 証 債 200, 000 195, 420 △4, 580 

小 計 1, 593, 460 1, 500, 515 △92, 945 

合        計 2, 292, 089 2, 207, 955 △84, 134 

 

② その他有価証券で時価のある も の 

  その他有価証券において、 種類ごと の取得原価ま たは償却原価、 貸借対照表計上額及びこ れら の差額について

は、 次のと おり です。  

 （ 単位： 千円）  

 貸借対照表計上額 取得原価ま たは償却原価 評 価 差 額 

貸借対照表計上額が取

得原価ま たは償却原価

を超える も の 

有 価 証 券 3, 212, 071 2, 805, 103 406, 967 

国 債 101, 810 99, 805 2, 004 

地 方 債 201, 260 199, 996 1, 263 
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社 債 856, 490 800, 269 56, 220 

受 益 証 券 2, 052, 511 1, 705, 032 347, 478 

外 部 出 資 14, 236 650 13, 586 

小 計 3, 226, 307 2, 805, 753 420, 554 

貸借対照表計上額が取

得原価ま たは償却原価

を超えないも の 

有 価 証 券 29, 343, 745 32, 916, 301 △3, 572, 555 

国 債 10, 667, 130 12, 518, 633 △1, 851, 503 

地 方 債 2, 478, 719 2, 567, 487 △88, 768 

社 債 12, 325, 640 13, 312, 504 △986, 864 

政府保証債 194, 990 200, 000 △5, 010 

受 益 証 券 3, 677, 266 4, 317, 676 △640, 409 

小 計 29, 343, 745 32, 916, 301 △3, 572, 555 

合        計 32, 570, 053 35, 722, 055 △3, 152, 001 

 

２  当事業年度中に売却し た満期保有目的の債券はあり ま せん。  

 

３  当事業年度中に売却し たその他有価証券は次のと おり です。  

 （ 単位： 千円）  

 売 却 額 売 却 益 売 却 損 

国    債 436, 456 － 19, 627 

地  方  債 － － － 

社    債 95, 841 － 4, 159 

受  益  証  券 322, 197 87, 991 － 

合      計 854, 494 87, 991 23, 786 

 

４  当事業年度中において、 保有目的が変更と なった有価証券はあり ま せん。  

 

５  当年度中において、 減損処理を行った有価証券はあり ません。  

 

 

Ⅵ 退職給付に関する 注記 

１  退職給付に関する 事項 

① 採用し ている 退職給付制度の概要 

  職員の退職給付にあてる ため、 退職給与規程に基づき 、 退職一時金制度を採用し ていま す。 また、 こ の制度に

加え、 同規程に基づき 退職給付の一部にあてる ため一般社団法人長野県農林漁業団体共済会と の契約によ る 退職

金共済制度を採用し ています。  

② 退職給付債務の期首残高と 期末残高の調整表 

  期首における 退職給付債務 6, 681, 074千円 

   勤務費用 289, 022千円 

   利息費用 37, 881千円 

   数理計算上の差異の発生額 △ 427, 078千円 

   退職給付の支払額     △ 729, 228千円  

  期末における 退職給付債務 5, 851, 672千円 

③ 年金資産の期首残高と 期末残高の調整表 

  期首における 年金資産 3, 977, 257千円 

   期待運用収益 29, 312千円 

   数理計算上の差異の発生額 △2, 501千円 

   特定退職共済金制度への拠出金 214, 632千円 

   退職給付の支払額     △ 430, 655千円  

  期末における 年金資産 3, 788, 045千円 

④ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と 貸借対照表に計上さ れた退職給付引当金の調整表 

   退職給付債務 5, 851, 672千円 

   特定退職金共済制度  △ 3, 788, 045千円  
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   未積立退職給付債務 2, 063, 627千円 

   未認識過去勤務費用 109, 174千円 

   未認識数理計算上の差異       788, 321千円  

   貸借対照表計上額純額 2, 961, 123千円 

   退職給付引当金 2, 961, 123千円 

⑤ 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

   勤務費用 289, 022千円 

   利息費用 37, 881千円 

   期待運用収益 △ 29, 312千円 

   数理計算上の差異の費用処理額 △ 86, 865千円 

   過去勤務費用の費用処理額     △ 100, 776千円  

     小計 109, 949千円 

   出向者に係る 出向先負担額     △ 756千円  

     合計 109, 193千円 

  ※出向者に係る 出向先負担額を勤務費用から 控除し ていま す。  

⑥ 年金資産の主な内訳 

  年金資産合計に対する 主な分類ごと の比率は、 次のと おり です。  

    現金及び預金 38. 4％ 

    共済預け金 61. 6％ 

     合計 100％ 

⑦ 長期期待運用収益率の設定方法に関する 記載 

  年金資産の長期期待運用収益率を決定する ため、 現在及び予想さ れる 年金資産の配分と 年金資産を構成する 資

産から の現在及び将来期待さ れる 長期の収益率を考慮し ていま す。  

⑧ 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する 事項 

  割引率（ ポイ ント ）  1. 195％ 

  割引率（ 倍率）  1. 156％ 

  長期期待運用収益率 0. 737％ 

 

２  特例業務負担金の将来見込額 

  人件費（ う ち福利厚生費） には、 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図る ための農林

漁業団体職員共済組合法等を廃止する 等の法律附則第57条に基づき 、 旧農林共済組合（ 存続組合） が行う 特例年金

等の業務に要する 費用にあてる ため拠出し た特例業務負担金77, 309千円を含めて計上し ていま す。  

  なお、 同組合よ り 示さ れた令和７ 年３ 月現在における 令和14年３ 月ま での特例業務負担金の将来見込額は、

555, 891千円と なっていま す。  

 

 

Ⅶ 税効果会計に関する 注記 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等 

  繰延税金資産 

    貸倒引当金超過額 289, 199千円 

    退職給付引当金 819, 046千円 

    賞与引当金 142, 196千円 

    役員退職慰労引当金 38, 064千円 

    繰越宅地代物弁済評価損 21, 766千円 

    減損損失 736, 375千円 

    資産除去債務 283, 523千円 

    部分直接償却 758, 541千円 

    有価証券評価差額金 871, 843千円 

    その他     129, 326千円  

    繰延税金資産 小計    4, 089, 883千円  

    評価性引当額  △ 2, 960, 450千円  

    繰延税金資産 合計（ Ａ ）  1, 129, 433千円  
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  繰延税金負債 

    未収預金利息 58, 504千円 

    資産除去費用     76, 617千円  

    繰延税金負債 合計（ Ｂ ）  135, 121千円 

 

  繰延税金資産の純額（ Ａ ） －（ Ｂ ）  994, 311千円 

 

２  法定実効税率と 法人税等負担率と の差異の主な原因 

  法定実効税率 27. 66％ 

  （ 調整）  

    交際費等永久に損金に算入さ れない項目 0. 36  

    受取配当金等永久に益金に算入さ れない項目 △ 1. 75  

    事業利用分量配当金の損金に算入さ れた項目 △ 1. 24  

    法人税額の特別控除 △ 0. 24  

    住民税均等割等 0. 64  

    評価性引当額の増減 △ 2. 84 

    その他       △ 0. 17  

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 22. 42％ 

 

３  当事業年度の末日以降にあった税率変更の内容及び影響 

  「 所得税法等の一部を改正する 法律」 が令和７ 年３ 月31日に国会で成立し たこ と に伴い、 令和９ 年３ 月１ 日以降

の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用さ れる 法定実効税率が、 当事業年度の27. 66％から 28. 37％に変更さ

れま す。  

  なお、 こ の税率変更によ る 影響は軽微であり ま す。  

 

 重要な後発事象に関する 注記 

  該当する 事項はあり ま せん。  

 

Ⅸ 収益認識に関する 注記 

（ 収益を理解する ための基礎と なる 情報）  

  「 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記５  収益及び費用の計上基準」 に同一の内容を記載し ている ため、 注記を

省略し ており ま す。  

 

Ⅹ その他の注記 

１  資産除去債務のう ち貸借対照表に計上し ている も の 

⑴ 当該資産除去債務の概要 

  当組合の一部の施設等に使用さ れている 有害物質を除去する 義務に関し て、 資産除去債務を計上し ていま す。  

⑵ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

  資産除去債務の見積も り にあたり 、 支出ま での見込期間と 割引率は資産ごと 、 11年～30年（ 割引率0. 0084％～

2. 1％） と なっています。  

⑶ 当事業年度末における 当該資産除去債務の総額の増減 

   期首残高 1, 024, 591千円 

    時の経過によ る 調整額 437千円 

   期末残高 1, 025, 029千円 

 

２  貸借対照表に計上し ている 以外の資産除去債務 

  当組合は、 農業関連施設等に関し て、 不動産賃借契約に基づき 、 退去時における 原状回復にかかる 義務を有し て

いま すが、 当該農業関連施設等は当組合が事業を継続する 上で必須の施設であり 、 現時点で除去は想定し ていま せ

ん。ま た、移転が行われる 予定も ないこ と から 、 資産除去債務の履行時期を合理的に見積も る こ と ができ ま せん。そ

のため、 当該義務に見合う 資産除去債務を計上し ていません。  
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剰余金処分計算書 
 

  令和７ 年度  令和６ 年度 

１ ． 当期未処分剰余金 3, 431, 956, 955 円 3, 738, 067, 865 円 

   

２ ． 剰余金処分額 2, 539, 998, 177 円 2, 883, 810, 342 円 

⑴ 利益準備金 1, 000, 000, 000 円 1, 000, 000, 000 円 

⑵ 任意積立金 1, 178, 626, 743 円 1, 517, 746, 524 円 

イ  事業基盤強化積立金 500, 000, 000 円 800, 000, 000 円 

ロ  農業振興開発積立金 57, 602, 211 円 67, 746, 524 円 

ハ 固定資産減損積立金 230, 000, 000 円 150, 000, 000 円 

ニ 大規模自然災害対策積立金 391, 024, 532 円 500, 000, 000 円 

⑶ 出資配当金 192, 070, 370 円 220, 755, 961 円 

⑷ 事業分量配当金 169, 301, 064 円 145, 307, 857 円 

   

３ ． 次期繰越剰余金 891, 958, 778 円 854, 257, 523 円 

   
次期繰越剰余金には、 営農指導、 生活・ 文化改善事業の費用に充てる ための繰越額、  

令和７ 年度111, 252千円、 令和６ 年度125, 874千円、 が含まれていま す。  

 

 

剰余金処分の補足 

 
（ ７ 年度）  

１ ． 出資配当について 
  払込済出資金に対し 、 年1. 5％の割合と し 期中増資分は日割計算と し ま す。  
２ ． 事業分量配当について 

① 事業分量配当の基準は以下のと おり です。                    （ 単位： 円）  

対 象 項 目 事 業 量 配 当 金 額 構 成 比 配当基準 

定 期 貯 金 
貸 出 金 利 息 
長 期 共 済 ・ 年 金 共 済 
共選・ 共販農産物販売額 

178, 886, 227, 313 
1, 667, 277, 696 

26, 408, 522 
27, 284, 753, 983 

53, 633, 547 
21, 157, 370 
26, 392, 897 
68, 117, 250 

31. 68％ 
12. 50％ 
15. 59％ 
40. 23％ 

3. 0 
130. 0 

1. 0 
25. 0 

合    計 207, 864, 667, 514 169, 301, 064 100. 0％  

 
② 配当基準 
 ○信用事業 
  定期貯金   定期貯金の平残につき                 対万…  3円  
  貸出金    貸出金利息につき                   対万…  130円  

          （ 原材料費の高騰等依然と し て厳し い状況下、 引続き 特別支援を実施し 、 対万66円に対し 、  
64円を加算し ま す）  

 ○共済事業    
    長期共済   長期共済・ 年金共済の保有ポイ ント に対し       1ポイ ント … 1円 
     〇販売事業 
    共選・ 共販農産物販売額 出荷実績に対し               対万…  25円 
 
（ ６ 年度）  

１ ． 出資配当について 
  払込済出資金に対し 、 年1. 7％の割合と し 、 期中増資分は日割計算と し ま す。  
２ ． 事業分量配当について 

① 事業分量配当の基準は以下のと おり です。                    （ 単位： 円）  

対 象 項 目 事 業 量 配 当 金 額 構 成 比 配当基準 

定 期 貯 金 
貸 出 金 利 息 
長 期 共 済 ・ 年 金 共 済 
共選・ 共販農産物販売額 

179, 339, 970, 317 
1, 391, 558, 485 

27, 182, 705 
28, 309, 834, 682 

41, 214, 135 
17, 560, 010 
27, 166, 628 
59, 367, 084 

28. 36％ 
12. 08％ 
18. 70％ 
40. 86％ 

2. 3 
130. 0 

1. 0 
21. 0 

合    計 209, 068, 546, 189 145, 307, 857 100. 0％  
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② 配当基準 
 ○信用事業 
  定期貯金   定期貯金の平残につき                 対万… 2. 3円  
  貸出金    貸出金利息につき                   対万…  130円  

          （ 原材料費の高騰等依然と し て厳し い状況下、 引き 続き 特別支援を実施し 、 対万66円に対し 、  
64円を加算し ま す）  

 ○共済事業    
    長期共済   長期共済・ 年金共済の保有ポイ ント に対し       1ポイ ント … 1円 
     〇販売事業 
    共選・ 共販農産物販売額 出荷実績に対し               対万…  21円 
 
 

 
任意積立金のう ち目的積立金の種類及び積立目的、 積立目標額（ 又は積立額） 、 積立基準、 取崩基準等は

次のと おり です。  

種 類 目 的 目標額 
（ 積立額）  

積立基準 取崩基準 ７ 年度 
積立金 

６ 年度 
積立金 

健康 ・ 福 祉 
積 立 金 

Ｊ Ａ がすすめる 健康・ 福

祉運動と 長期的かつ体系

的な関連施設整備に資す

る ため「 健康・ 福祉積立

金規程」 に基づき 積み立

てる 。  

組合員 
一人当たり  
50, 000円 

当期未処分剰余金のう

ち、 利益準備金及び次期

繰越剰余金等法定で定め

ら れている も のを控除

後、 必要に応じ て目標額

ま で積み立てる 。  

目的を達する

ための支出に

対し て理事会

の決議を経て

取り 崩す。  

－ － 

教育 積 立 金 

Ｊ Ａ の組合員及び役職員

の教育と 農業後継者の育

成に資する ため「 教育積

立金規程」 に基づき 積み

立てる 。  

組合員 
一人当たり  
50, 000円 

当期未処分剰余金のう

ち、 利益準備金及び次期

繰越剰余金等法定で定め

ら れている も のを控除

後、 必要に応じ て目標額

ま で積み立てる 。  

目的を達する

ための支出に

対し て理事会

の決議を経て

取り 崩す。  

－ － 

税効果調整 
積 立 金 

繰延税金資産の回収可能
性の見直し 及び税率の引
き 下げによ り 繰延税金資
産の取り 崩し に伴う 支出
に充てる ため「 税効果調
整積立金規程」 に基づき
積み立てる 。  

当期に発生
し た法人税
等調整額( 含
む過年度税
効果調整額)
の残高全額 

当期に発生し た法人税等
調整額の残高全額を積み
立てる 。  

回収可能性の
見直し 及び税
率の引下げに
よ っ て繰延税
金資産が減少
し た場合、 理
事会の決議を
経て取り 崩
す。  

 －  － 

事 業 基 盤 
強化積立金 

Ｊ Ａ の事業の改善発達の
目的に資する ため「 事業
基盤強化積立金規程」 に
基づき 積み立てる 。  

140億円 

当期未処分剰余金のう
ち、 利益準備金及び次期
繰越剰余金等法定で定め
ら れている も のを控除
後、 必要に応じ て目標額
ま で積み立てる 。  

目的を達する
ための支出に
対し て理事会
の決議を経て
取り 崩す。  

500,000,000円 800,000, 000円 

農 業 振 興 
開発 積 立 金 

資材の高騰や農畜産物価
格の低迷によ る 農業経営
の危機に対処する ため、
力強い農業づく り を目的
と し て行う 事業の実施に
備える ため「 農業振興開
発積立金規程」 に基づき
積み立てる 。  

10億円 

当期未処分剰余金のう
ち、 利益準備金及び次期
繰越剰余金等法定で定め
ら れている も のを控除
後、 必要に応じ て目標額
ま で積み立てる 。  

規程に定める
事業の実施
【 目的を達す
る ための支
出】 に対し て
理事会の決議
を経て取り 崩
す。  

57, 602, 211円 67, 746, 524円 

固 定 資 産 
減損積立金 

施設の利用価値の減少や
遊休化及び、 減損会計の
算出プロ セス の変更に伴
う 減損損失の発生に備え
る ため「 固定資産減損積
立金規程」 に基づき 積み
立てる 。  

14億円 

当期未処分剰余金のう
ち、 利益準備金及び次期
繰越剰余金等法定で定め
ら れている も のを控除
後、 必要に応じ て目標額
ま で積み立てる 。  

支出対象と な
る 事由が発生
し た際に、 理
事会の決議を
経て取り 崩
す。  

230, 000, 000円 150, 000, 000円 

大 規 模 
自 然 災 害 
対策積立金 

異常気象など によ る 大規
模自然災害（ 地震・ 台
風・ 豪雨等） の発生によ
り 被ったＪ Ａ 施設並びに
組合員の営農等の復旧に
対する 、 多額で臨時的な
支出に備える ため「 大規
模自然災害対策積立金規
程」 に基づき 積み立て
る 。  

35億円 

当期未処分剰余金のう
ち、 利益準備金及び次期
繰越剰余金等法定で定め
ら れている も のを控除
後、 必要に応じ て目標額
ま で積み立てる 。  

支出対象と な
る 事由が発生
し た際に、 理
事会の決議を
経て取り 崩
す。  

391, 024, 532円 500, 000, 000円 
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経 費 の 内 訳 
（ 単位： 千円）   

 ７   年  度 ６   年  度 増     減 

人 件 費 6, 542, 300 6, 586, 437 △44, 137 

 う ち 給 料 手 当 5, 234, 925 5, 207, 534 27, 391 

 う ち 福 利 厚 生 費 1, 100, 782 1, 096, 263 4, 519 

 う ち 退 職 給 付 費 用 32, 843 109, 193 △76, 350 

 う ち そ の 他 人 件 費 173, 750 173, 446 304 

物 件 費 3, 115, 842 2, 989, 802 126, 040 

 う ち 業 務 費 1, 033, 124 1, 030, 278 2, 846 

 う ち 諸 税 負 担 金 329, 074 324, 340 4, 734 

 う ち 施 設 費 1, 739, 340 1, 611, 815 127, 525 

 う ちその他事業管理費 14, 301 23, 367 △9, 066 

 

 

会計監査人の監査 

 

７ 年度及び６ 年度の貸借対照表、 損益計算書、 剰余金処分計算書及び注記表は、 農業協同組合法第37条の

２ 第３ 項の規定に基づき 、 みのり 監査法人の監査を受けており ま す。  

 

 

自己資本比率の状況 
 

 当Ｊ Ａ では、 多様化する リ ス ク に対応する と と も に、 組合員や利用者のニーズに応える ため、 財政基盤の

強化を経営の重要課題と し て取り 組んでいま す。 ま た内部留保並びに不良債権処理及び業務の効率化等に取

り 組んだ結果、 令和８ 年２ 月末における 自己資本比率は23. 63％と なり ま し た。  

当Ｊ Ａ の自己資本は、 組合員の普通出資によ っていま す。  

⃝普通出資によ る 資本調達額 

項      目 内        容 

発行主体 ながの農業協同組合 

資本調達手段の種類 普通出資 

コ ア資本に係る 基礎項目に算入し た額 12, 879百万円（ 前年度13, 070百万円）  

 

 当Ｊ Ａ は、 適正なプロ セス によ り 正確な自己資本比率を算出し て、 当Ｊ Ａ が抱える 信用リ ス ク やオペレ －

ショ ナル・ リ ス ク の管理及びこ れら のリ ス ク に対応し た十分な自己資本の維持をはかる と と も に、 内部留保

の積み増し によ り 自己資本の充実につと めていま す。  

 ま た、 信用リ ス ク 、 オペレ－ショ ナル・ リ ス ク 、 金利リ ス ク など の各種リ ス ク を個別の方法で質的又は量

的に評価し 、 リ ス ク を総合的に捉え、 自己資本と 比較・ 対照し 、 自己資本充実度を評価する こ と によ り 、 経

営の健全性維持・ 強化をはかっていま す。   
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自己資本の構成に関する 事項 
                                      （ 単位： 千円、 ％）  

項             目 ７ 年度 ６ 年度 
＜コ ア資本に係る 基礎項目＞ ⑴   
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る 組合員資本の額 66, 327, 701 64, 348, 148 

 

う ち、 出資金及び資本準備金の額 12, 879, 679 13, 070, 131 
う ち、 再評価積立金の額   
う ち、 利益剰余金の額 53, 955, 888 51, 763, 697 
う ち、 外部流出予定額（ ▲）  361, 371 366, 063 
う ち、 上記以外に該当する も のの額 △146, 495 △119, 616 

コ ア資本に係る 基礎項目の額に算入さ れる 引当金の合計額 275, 189 247, 092 

 う ち、 一般貸倒引当金コ ア資本算入額 275, 189 247, 092 
う ち、 適格引当金コ ア資本算入額 － － 

公的機関によ る 資本の増強に関する 措置を 通じ て発行さ れた資本調達手段の額の
う ち、 コ ア資本に係る 基礎項目の額に含ま れる 額 

－ 
－ 

土地再評価額と 再評価直前の帳簿価格の差額の四十五パ－セン ト に相当する 額の
う ち、 コ ア資本に係る 基礎項目の額に含ま れる 額 

－ 
－ 

コ ア資本に係る 基礎項目の額             （ イ ）  66, 602, 890 64, 595, 241 
＜コ ア資本に係る 調整項目＞ ⑵   
無形固定資産（ モ－ゲ－ジ・ サ－ビ シン グ・ ラ イ ツ に係る も のを 除く 。 ） の額の合計額 16, 621 22, 094 

 う ち、 のれんに係る も のの額 16, 621 － 
う ち、 のれん及びモ－ゲ－ジ・ サ－ビシング・ ラ イ ツに係る も の以外の額  22, 094 

繰延税金資産（ 一時差異に係る も のを除く 。 ） の額 － － 
適格引当金不足額 － － 
証券化取引に伴い増加し た自己資本に相当する 額 － － 
負債の時価評価によ り 生じ た時価評価差額であって自己資本に算入さ れる 額 － － 
前払年金費用の額 － － 
自己保有普通出資等（ 純資産の部に計上さ れる も のを除く 。 ） の額 － － 
意図的に保有し ている 他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － － 
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － － 
特定項目に係る 十パ－セント 基準超過額 － － 

 
う ち、 その他金融機関等の対象普通出資等に該当する も のに関連する も のの額 － － 
う ち、 モ－ゲ－ジ・ サ－ビ シン グ・ ラ イ ツ に係る 無形固定資産に関連する も のの額 － － 

う ち、 繰延税金資産（ 一時差異に係る も のに限る 。 ） に関連する も のの額 － － 
特定項目に係る 十五パ－セント 基準超過額 － － 

 
う ち、 その他金融機関等の対象普通出資等に該当する も のに関連する も のの額 － － 
う ち、 モ－ゲ－ジ・ サ－ビ シン グ・ ラ イ ツ に係る 無形固定資産に関連する も のの額 － － 
う ち、 繰延税金資産（ 一時差異に係る も のに限る 。 ） に関連する も のの額 － － 

コ ア資本に係る 調整項目の額             （ ロ ）  16, 621 22, 094 
＜自己資本＞   
自己資本の額（ （ イ ） －（ ロ ） ）               （ ハ）  66, 586, 269 64, 573, 147 
＜リ ス ク ・ アセッ ト 等＞   
信用リ ス ク ・ アセッ ト の額の合計額 271, 876, 875 258, 424, 701 
資産（ オン・ バラ ンス ） 項目 271, 855, 540  

 

う ち、 他の金融機関等の対象資本調達手段に係る エク スポージャ ーに係る 経過措置を
用いて算出し たリ スク ・ アセッ ト の額から 経過措置を用いずに算出し たリ スク ・ アセ
ッ ト の額を控除し た額( △)  

 
 

う ち、 経過措置によ り リ ス ク ・ アセッ ト の額に算入さ れる も のの額の合計額 － － 
 う ち、 他の金融機関等向けエク ス ポージャ ー －  

 う ち、 土地再評価額と 再評価直前の帳簿価額の差額に係る も のの額 －  
う ち、 上記以外に該当する も のの額 －  

オフ ・ バラ ンス 項目  21, 335  
Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク 相当額を8パーセント で除し て得た額   
中央精算機関関連エク ス ポージャ ーに係る 信用リ ス ク ・ アセッ ト の額   

マーケッ ト ・ リ ス ク 相当額の合計額を八パーセン ト で除し て得た額   
勘定間の振替分 －  
オペレ －ショ ナル・ リ ス ク 相当額の合計額を 八パ－セント で除し て得た額 9, 805, 813 22, 894, 401 
信用リ ス ク ・ アセッ ト 調整額   
フ ロ ア調整額 － － 
オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 相当額調整額 － － 
リ スク ・ アセッ ト 等の額の合計額          （ ニ）  281, 682, 688 281, 319, 102 
＜自己資本比率＞   
自己資本比率（ （ ハ） ／（ ニ） ）  23. 63％ 22. 95％ 

 

( 注)  １ ． 「 農業協同組合等がその経営の健全性を判断する ための基準」 （ 平成18年金融庁・ 農水省告示第２ 号） に基づき 算出し ていま す。  

２ ． 当Ｊ Ａ は、 信用リ スク ・ アセッ ト 額の算出にあっては標準的手法、 適格金融資産担保の適用については信用リ ス ク 削減手法の簡便手

法を、 オペレ －ショ ナル・ リ ス ク 相当額にあたっては標準的計測手法で算出し ており 、 算出に使用する Ｉ Ｌ Ｍについて、 当年度は告

示第250条第1項第3号に基づき 「 1」 を使用し ていま す。  

３ ． 当Ｊ Ａ が有する すべての自己資本と リ ス ク を対比し て、 自己資本比率を 計算し ていま す。   
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自己資本の充実度に関する 事項 
 

１ ．  信用リ ス ク ・ アセッ ト の額およ び信用リ ス ク に対する 所要自己資本の

額なら びに区分ごと の内訳 

 

（ 単位： 千円）  

 ７ 年度（ 当年度）  

 

  

エク ス ポージャ ーの 

期末残高 

リ スク ・ アセッ ト 額 

a 

所要自己資本額 

b=a×4% 

  現金 2, 670, 137 0  

我が国の中央政府及び中央銀行向け 12, 078, 460 0  

外国の中央政府及び中央銀行向け    

国際決済銀行等向け    

我が国の地方公共団体向け 10, 977, 792 0  

外国の中央政府等以外の公共部門向け    

国際開発銀行向け    

地方公共団体金融機構向け    

我が国の政府関係機関向け 801, 699 40, 119 1, 605 

地方三公社向け 356, 766 294 12 

金融機関、 第一種金融商品取引業者及

び保険会社向け 

457, 436, 586 91, 538, 404 3, 661, 536 

 （ う ち第一種金融商品取引業者及

び保険会社向け）  

303, 019 90, 906 3, 636 

カバード ・ ボンド 向け    

法人等向け（ 特定貸付債権向けを 含

む。 ）  

12, 119, 728 5, 259, 985 210, 399 

（ う ち特定貸付債権向け）     

中堅中小企業等向け及び個人向け 11, 278, 558 6, 540, 057 261, 602 

 （ う ちト ラ ンザク タ ー向け）  22, 880 10, 296 412 

不動産関連向け 63, 886, 627 35, 843, 444 1, 433, 738 

   （ う ち自己居住用不動産等向け）  31, 617, 328 8, 480, 073 339, 203 

 （ う ち賃貸用不動産向け）  32, 090, 486 27, 124, 979 1, 084, 999 

（ う ち事業用不動産関連向け）  25, 168 13, 500 540 

（ う ちその他不動産関連向け）     

（ う ち ADC向け）  153, 645 224, 892 8, 996 

劣後債券及びその他資本性証券等 1, 314, 384 1, 314, 384 52, 575 

延滞等向け（ 自己居住用不動産関連向

けを除く 。 ）  

1, 621, 794 425, 050 17, 002 

自己居住用不動産等向けエク ス ポージ

ャ ーに係る 延滞 

116, 311 52, 400 2, 096 

取立未済手形 135, 838 27, 168 1, 087 

信用保証協会等によ る 保証付 86, 455, 165 8, 585, 440 343, 418 

株式会社地域経済活性化支援機構等に

よ る 保証付 

   

株式等 44, 470 44, 470 1, 779 

共済約款貸付    

上記以外 66, 526, 834 121, 762, 576 4, 870, 503 

 （ う ち重要な出資のエク ス ポージ

ャ ー）  

   

（ う ち他の金融機関等の対象資本

等調達手段のう ち対象普通出資等

及びその他外部Ｔ Ｌ Ａ Ｃ 関連調達

手段に該当する も の以外のも のに

係る エク スポージャ ー）  

1, 905, 478 4, 763, 695 190, 548 

（  う ち農林中央金庫の対象資本調

達手段に係る エク ス ポージャ ー）  

32, 992, 586 82, 481, 464 3, 299, 259 
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（ う ち特定項目のう ち調整項目に

算入さ れない部分に係る エク ス ポ

ージャ ー）  

1, 943, 640 4, 859, 100 194, 364 

（ う ち総株主等の議決権の百分の

十を 超える 議決権を 保有し ている

他の金融機関等に係る その他外部

TLAC 関連調達手段に関する エク ス

ポージャ ー）  

   

（ う ち総株主等の議決権の百分の

十を 超える 議決権を 保有し ていな

い他の金融機関等に係る その他外

部 TLAC関連調達手段に係る エク ス

ポージャ ー）  

   

（ う ち上記以外のエク ス ポージャ

ー）  

29, 685, 130 29, 658, 318 1, 186, 333 

証券化    

 （ う ちＳ Ｔ Ｃ 要件適用分）     

（ 短期Ｓ Ｔ Ｃ 要件適用分）     

（ う ち不良債権証券化適用分）     

（ う ち STC・ 不良債権証券化適用対

象外分）  

   

再証券化    

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト のみなし 計算が適用

さ れる エク ス ポージャ ー 

3, 116, 484 443, 084 17, 723 

 （ う ちルッ ク ス ルー方式）  3, 116, 484 443, 084 17, 723 

（ う ちマンデート 方式）     

（ う ち蓋然性方式 250%）     

 （ う ち蓋然性方式 400%）     

（ う ちフォールバッ ク 方式）     

他の金融機関等の対象資本調達手段に

係る エク ス ポージャ ーに係る 経過措置

によ り リ ス ク ・ アセッ ト の額に算入さ

れなかったも のの額( △)  

   

標準的手法を 運用する エク ス ポージャ ー

計 

   

Ｃ Ｖ Ａ リ スク 相当額÷８ ％ 

（ 簡便法）  

   

中央清算期間関連エク ス ポージャ ー    

合計（ 信用リ ス ク ・ アセッ ト の額）  730, 937, 632 271, 876, 875 10, 875, 075 

マーケッ ト ・ リ スク  

に対する 所要自己資本の額 

＜簡易方式又は標準的方式＞ 

マーケッ ト ・ リ スク 相当額をの合計額を８ ％

で除し て得た額 

a 

所要自己資本額 

b=a×4% 

－ － 

オペレ ーショ ナル・ リ スク  

に対する 所要自己資本の額 

＜標準的計測手法＞ 

オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 相当額を８ ％で除

し て得た額 

 

所要自己資本額 

b=a×4% 

9, 805, 813 392, 232 

所要自己資本額 

リ ス ク ・ アセッ ト 等 

( 分母) 合計 

a 

所要自己資本額 

b=a×4% 

281, 682, 688 11, 267, 307 

 

２ ．  オペレ ーショ ナル・ リ ス ク に対する 所要自己資本額の概要      
 
                                  （ 単位： 千円）  

 ７ 年度（ 当年度）  

オペレーショ ナル・ リ ス ク 相当額の合計額を８ ％で除し て得た額 9, 805, 813 

オペレーショ ナル・ リ ス ク に対する 所要自己資本の額 392, 232 

Ｂ Ｉ  6, 537, 208 
Ｂ Ｉ Ｃ  784, 465 
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３ ．  信用リ ス ク に対する 所要自己資本の額及び区分ごと の内訳 
 
 

（ 単位： 千円）  

 ６ 年度（ 前年度）  

信用リ ス ク ・ アセッ ト  
エクスポ－ジャ－の期

末残高 

リスク・アセット額 

a 

所要自己資本額 

b＝a×４％ 

 

 

現金 2,620,153 － － 

我が国の中央政府及び中央銀行向け 13,752,412 － － 

外国の中央政府及び中央銀行向け － － － 

国際決済銀行等向け － － － 

我が国の地方公共団体向け 9,257,422 － － 

外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － 

国際開発銀行向け － － － 

地方公共団体金融機構向け － － － 

我が国の政府関係機関向け 801,698 40,118 1,604 

地方三公社向け 365,112 191 7 

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 479,531,637 95,906,327 3,836,253 

法人等向け 14,527,330 6,982,170 279,286 

中小企業等向け及び個人向け 34,877,929 13,697,365 547,894 

抵当権付住宅ロ－ン 26,788,257 8,401,393 336,055 

不動産取得等事業向け 5,494,834 5,316,260 212,650 

三月以上延滞等 243,138,917 68,021 2,720 

取立未済手形 61,898 12,379 495 

信用保証協会等保証付 79,682,700 7,902,769 316,110 

株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 － － － 

共済約款貸付 － － － 

出資等 5,400,613 5,400,613 216,024 

 
（うち出資等のエクスポ－ジャ－） 5,400,613 5,400,613 216,024 

（うち重要な出資のエクスポ－ジャ－） － － － 

上記以外 63,261,742 111,807,125 4,472,285 

 

（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段
のうち対象普通出資等及びその他外部ＴＬＡＣ
関連調達手段に該当するもの以外のものに係
るエクスポ－ジャ－） 

1,906,137 4,765,343 190,613 

（うち農林中央金庫又は農業協同組合連合会
の対象資本調達手段等に係るエクスポ－ジャ
－） 

29,601,130 74,002,825 2,960,113 

（うち特定項目のうち調整項目に算入されない
部分に係るエクスポ－ジャ－） 

994,311 2,485,779 99,431 

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議
決権を保有している他の金融機関等に係るそ
の他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に関するエクス
ポ－ジャ－） 

－ － － 

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議
決権を保有していない他の金融機関等に係る
その他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に係る５％基
準額を上回る部分に係るエクスポ－ジャ－） 

－ － － 

 

 

 （うち上記以外のエクスポ－ジャ－） 30,760,163 30,553,177 1,222,127 

証券化 － － － 

 
（うちＳＴＣ要件適用分） － － － 

（うち非ＳＴＣ適用分） － － － 

再証券化 － － － 

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポ－
ジャ－ 

5,810,205 2,889,962 115,598 

 

（うちルックスル－方式） 5,810,205 2,889,962 115,598 

（うちマンデ－ト方式） － － － 

（うち蓋然性方式250％） － － － 

（うち蓋然性方式400％） － － － 

（うちフォ－ルバック方式） － － － 
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( 注)  １ ． 「 リ スク ・ アセッ ト 額」 の欄には、 信用リ スク 削減効果適用後のリ スク ・ アセッ ト 額を原エク スポ－ジャ －の種類ごと に記 

載し ています。  

２ ．「 エク ス ポ－ジャ －」 と は、 リ ス ク にさ ら さ れている 資産（ オフ・ バラ ンスを含む） のこ と をいい、 具体的には貸出金や有価 
証券等が該当し ます。  

３ ． 「 三月以上延滞等」 と は、 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から ３ カ月以上延滞し ている 債務者に係る エク ス ポ－ジ 

ャ －及び「 金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」 、 「 法人等向け」 等においてリ スク ・ ウ ェ イ ト が150％になったエ 
ク ス ポ－ジャ －のこ と です。  

４ ． 「 出資等」 と は、 出資等エク ス ポ－ジャ －、 重要な出資のエク スポ－ジャ －が該当し ま す。  

５ ．「 証券化（ 証券化エク スポ－ジャ －） 」 と は、 原資産にかかる 信用リ スク を優先劣後構造のある 二以上のエク スポ－ジャ －に 
階層化し 、 その一部又は全部を第三者に移転する 性質を有する 取引にかかる エク スポ－ジャ －のこ と です。  

６ ．「 経過措置によ り リ スク ・ アセッ ト の額に算入さ れる も の」 と は、 土地再評価差額金に係る 経過措置によ る リ スク ・ アセッ ト  

の額及び調整項目にかかる 経過措置によ り なお従前の例によ る も のと し てリ スク・ アセッ ト の額に算入し たも のが該当し ます。 
７ ． 「 上記以外」 には、 未決済取引・ その他の資産（ 固定資産等） ・ 間接清算参加者向け・ 信用リ スク 削減手法と し て用いる 保 

証又はク レジッ ト ・ デリ バティ ブの免責額が含まれます。  

８ ． 当Ｊ Ａ では、 オペレ－ショ ナル・ リ スク 相当額の算出にあたって、 基礎的手法を採用し ていま す。  
  ＜オペレ－ショ ナル・ リ スク 相当額を８ ％で除し て得た額の算出方法（ 基礎的手法） ＞ 
      （ 粗利益（ 正の値の場合に限る ） ×15％） の直近３ 年間の合計額  

            直近３ 年間のう ち粗利益が正の値であった年数 
 
 

  

 ６ 年度（ 前年度）  
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの
の額 

－ － － 

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクス
ポ－ジャ－に係る経過措置によりリ スク・アセットの
額に算入されなかったものの額（△） 

－ － － 

 標準的手法を適用するエクスポ－ジャ－別計 742,477,087 258,424,701 10,336,988 

 ＣＶＡリスク相当額÷８％ － － － 

 中央清算機関関連エクスポ－ジャ－ － － － 

 合計（信用リスク・アセットの額） 742,477,087 258,424,701 10,336,988 
オペレ－ショナル・リスクに対する所要自己資本の額 
＜基礎的手法＞ 

オペレ－ショナル・リ スク相当額を８％で除して
得た額 

所要自己資本額 

ａ ｂ＝ａ×４％ 

22,894,401 915,776 
所要自己資本額計 リスク･アセット等(分母)計 所要自己資本額 

a ｂ＝a×４％ 

281,319,102 11,252,764 

÷８ ％ 
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信用リ ス ク に関する 事項 
 

１ ． 標準的手法に関する 事項 

  当Ｊ Ａ では自己資本比率算出にかかる 信用リ ス ク ・ アセッ ト 額は告示に定める 標準的手法によ り 算出し

ていま す。 ま た、 信用リ ス ク ・ アセッ ト の算出にあたって、 リ ス ク ・ ウ ェ イ ト の判定に当たり 使用する 格

付等は次のと おり です。  

 

（ ア） リ ス ク ・ ウ ェ イ ト の判定に当たり 使用する 格付けは、 以下の適格格付機関によ る 依頼格付けのみ使

用し 、 非依頼格付は使用し ないこ と と し ていま す。  

適 格 格 付 機 関 

株式会社格付投資情報センタ －（ Ｒ ＆Ⅰ）  

株式会社日本格付研究所（ Ｊ Ｃ Ｒ ）  

ム－ディ －ズ・ イ ンベス タ －ズ・ サ－ビス ・ イ ンク （ Moody' s）  

Ｓ ＆Ｐ グロ －バル・ レ －ティ ング（ Ｓ ＆Ｐ ）  

フィ ッ チレ －ティ ングス リ ミ テッ ド （ Fi t ch）  

（ 注）  「 リ スク ・ ウ ェ イ ト 」 と は、 当該資産を保有する ために必要な自己資本額を算出する ための掛目のこ と です。  

 

（ イ ） リ ス ク・ ウ ェ イ ト の判定に当たり 使用する 適格格付機関の格付又はカント リ －・ リ スク ・ ス コ アは、

主に以下のと おり です。  

エク スポ－ジャ － 適 格 格 付 機 関 カント リ －・ リ ス ク ・ ス コ ア 

金融機関向けエク ス ポ－ジャ －  日本貿易保険 

法人等向けエク ス ポ－ジャ － 

（ 長期）  

Ｒ ＆Ｉ ， Moody' s， Ｊ Ｃ Ｒ ，  

Ｓ ＆Ｐ ， Fi t ch 
 

法人等向けエク ス ポ－ジャ － 

（ 短期）  

Ｒ ＆Ｉ ， Moody' s， Ｊ Ｃ Ｒ ，  

Ｓ ＆Ｐ ， Fi t ch 
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２ ． 信用リ ス ク に関する エク ス ポ－ジャ －（ 地域別、 業種別、 残存期間別）  

及び延滞エク ス ポ－ジャ －の期末残高 
    （ 単位： 千円）  

 

７  年 度 ６  年 度 

信用リ ス ク に 

関する エク ス  

ポ－ジャ －の 

残高 

 
延 滞 エ ク ス  

ポ － ジ ャ － 

信用リ ス ク に 

関する エク ス  

ポ－ジャ －の 

残高 

 
三 月 以 上 

延 滞 エ ク ス  

ポ － ジ ャ － 

う ち 

貸出金等 

う ち 

債 券 

う ち 店頭 

デ リ バ 

テ ィ ブ 

う ち 貸 

出 金 等 
う ち 債 券 

う ち店頭 

デ リ バ 

テ ィ ブ 

 
国 内 727, 821, 148 171, 305, 731 31, 909, 170 ― 1, 738, 105 736, 666, 881 161, 444, 251 32, 081, 555 ― 243, 138 

国 外  ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

地域別残高計 727, 821, 148 171, 305, 731 31, 909, 170 ― 1, 738, 105 736, 666, 881 161, 444, 251 32, 081, 555 ― 243, 138 

 

法 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

人 

農 業 398, 567 381, 932 ― ― 15, 815 480, 780 446, 309  ― 15, 661 

林 業 460 ― ― ― ― 460 ― ― ― ― 

水 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

製 造 業 1, 956, 341 65, 769 1, 812, 883 ― 278 1, 848, 295 58, 318 1, 712, 303 ― 264 

鉱 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

建 設 ・  

不動産業 
3, 515, 416 2, 683, 158 801, 908 ― 50, 502 3, 550, 852 2, 718, 593 801, 908 ― 47, 511 

電気・ ガス・ 熱

供給・ 水道業 
6, 518, 946 ― 6, 518, 946 ― ― 6, 518, 916 ― 6, 518, 916 ― ― 

運 輸 ・

通 信 業 
21, 552, 238 70, 745 1, 804, 101 ― ― 2, 184, 097 99, 729 1, 803, 976 ― ― 

金 融 ・

保 険 業 
491, 716, 832 ― 3, 412, 072 ― 32, 310 513, 420, 177 ― 3, 010, 767 ― 15, 089 

卸売・ 小売・ 飲

食・ サ－ビス 業 
7, 738, 112 2, 445, 524 1, 807, 232 ― 750, 967 8, 047, 145 2, 850, 023 1, 706, 843 ― 12, 458 

日本国政府・

地方公共団体 
23, 407, 548 7, 655, 523 15, 752, 025 ― ― 23, 661, 368 7, 124, 689 16, 526, 840 ― 9, 838 

上記以外 275, 299 263, 213 ― ― ― 44, 997 41, 910 ― ― ― 

個  人 157, 783, 117 157, 722, 804 ― ― 876, 143 145, 625, 097 145, 568, 377 ― ― 139, 228 

そ の 他 32, 355, 267 17, 060 ― ― ― 28, 764, 157 16, 623 ― ― ― 

業種別残高計 727, 821, 148 171, 305, 731 31, 909, 170 ― 1, 738, 105 736, 666, 881 161, 444, 251 32, 081, 555 ― 243, 138 

 

１ 年 以 下 439, 774, 825 2, 166, 136 100, 135 ―  465, 235, 603 2, 428, 503 100, 240 ―  
１ 年超３ 年以下 17, 061, 439 3, 253, 315 803, 128 ―  13, 759, 445 3, 456, 483 300, 393 ―  
３ 年超５ 年以下 6, 675, 343 4, 065, 518 2, 609, 825 ―  4, 919, 295 4, 316, 381 602, 913 ―  
５ 年超７ 年以下 8, 257, 448 5, 050, 161 3, 207, 286 ―  7, 476, 932 4, 868, 197 2, 608, 734 ―  
７ 年超10年以下 17, 724, 654 9, 640, 023 8, 084, 630 ―  16, 726, 854 9, 205, 642 7, 521, 211 ―  
1 0 年 超 169, 593, 274 145, 969, 667 17, 104, 163 ―  163, 213, 993 135, 746, 559 20, 948, 061 ―  
期限の定めのないも の 68, 734, 162 1, 160, 907 ― ―  65, 334, 756 1, 422, 484 ― ―  

残存期間別残高計 727, 821, 148 171, 305, 731 31, 909, 170 ―  736, 666, 881 161, 444, 251 32, 081, 555 ―  

 

( 注)  １ ． 信用リ スク に関する エク ス ポ－ジャ －の残高には、 資産（ 自己資本控除と なる も の、 リ スク ・ ウ ェ イ ト のみなし 計算が適用

さ れる エク ス ポ－ジャ －に該当する も の、 証券化エク スポ－ジャ －に該当する も のを除く ） 並びにオフ・ バラ ンス 取引及び派
生商品取引の与信相当額を含みます。  

２ ．「 貸出金等」 と は、 貸出金のほか、 コ ミ ッ ト メ ント 及びその他のデリ バティ ブ以外のオフ・ バラ ンスシ－ト ・ エク スポ－ジャ  

－を含んでいます。 「 コ ミ ッ ト メ ント 」 と は、 契約し た期間及び融資枠の範囲でお客様のご請求に基づき 、 金融機関が融資 
を実行する 契約のこ と をいいます。 「 貸出金等」 にはコ ミ ッ ト メ ント の融資可能残額も 含めていま す。  

３ ． 「 店頭デリ バティ ブ」 と は、 ス ワ ッ プ等の金融派生商品のう ち、 相対で行われる 取引のも のをいいま す。  

４ ． 「 三月以上延滞エク スポ－ジャ －」 と は、 元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から ３ ヶ 月以上延滞し ている エク スポ 
－ジャ －をいいます。  



- 80 - 

５ ．「 延滞エク ス ポージャ ー」 と は、 次の事由が生じ たエク スポージャ ーのこ と をいいます。  

    ①金融機能の再生のための緊急措置に関する 法律施行規則に規定する 「 破産更生債権およ びこ れら に準ずる 債権」、「 危険債権」、

「 要管理債権」 に該当する こ と 。  

    ②重大な経済的損失を伴う 売却を行う こ と 。  

    ③３ か月以上限度額を超過し た当座貸越である こ と 。  
 
 

３ ． 貸倒引当金の期末残高及び期中増減額 

（ 単位： 千円）  

区  分 

７   年  度 ６   年  度 

期首 

残高 

期中 

増加 

期中減少額 
期末 

残高 

期首 

残高 

期中 

増加 

期中減少額 
期末 

残高 
目的 

使用 
その他 

目的 

使用 
その他 

一般貸倒引当金 247, 092 275, 189  247, 092 275, 189 242, 130 247, 092  242, 130 247, 092 

個別貸倒引当金 1, 251, 532 1, 305, 457 893 1, 250, 638 1, 305, 457 1, 366, 393 1, 251, 532 1, 859 1, 364, 534 1, 251, 532 

 

 

４ ． 業種別の個別貸倒引当金の期末残高・ 期中増減額及び貸出金償却の額 

（ 単位： 千円）  

区 分 

７    年   度 ６    年   度 

期 首 

残 高 

期 中 

増加額 

期中減少額 
期 末 

残 高 

貸出金 

償 却 

期 首 

残 高 

期 中 

増加額 

期中減少額 
期 末 

残 高 

貸出金 

償 却 
目的 

使用 
その他 

目的 

使用 

その

他 

 
国  内 1, 251, 531 1, 305, 457 893 1, 497, 731 1, 305, 518  1, 366, 393 1, 251, 532 1, 859 1, 364, 534 1, 251, 532 ― 

国  外 ― － － － － － ― －  - - － 

地 域 別 計 1, 251, 531 1, 305, 457 893 1, 497, 731 1, 305, 457  1, 366, 393 1, 251, 532 1, 859 1, 364, 534 1, 251, 532 ― 

 

法 
 

 
 

 
 

 
 

人 

農 業 13, 897 15, 015 ― 13, 897 15, 015 33, 027 20, 555 13, 897 ― 20, 555 13, 897 43, 488 

林 業 － - - - - - ― － - - - － 

水 産 業 － - - - - — ― － - - - － 

製 造 業 － - - - - － ― － - - - 60, 380 

鉱 業 － - - - - - ― － - - - － 

建 設 ・  

不 動 産 業 
51, 748 48, 156 ― 51, 748 48, 156 ― 57, 917 51, 748 ― 57, 917 51, 748 ― 

電気・ ガス ・ 熱 

供 給 ・ 水 道 業 
－ ― ― ― ― ― ― ― － － ― － 

運 輸 ・  

通 信 業 
－ ― ― ― ― ― ― ― － － ― － 

金 融 ・  

保 険 業 
－ ― ― ― ― ― ― ― － － ― － 

卸売・ 小売・ 飲食・

サ － ビ ス 業 
645, 245 599, 864 ― 645, 245 599, 864 1, 249, 951 695, 099 645, 245 ― 695, 099 645, 245 1, 314, 933 

上 記 以 外 － － － － － 56, 239 3   3   

個  人 506, 021 615, 671 ― 506, 021 615, 671 1, 346, 049 560, 781 506, 021 1, 859 － 506, 021 1, 519, 818 

業 種 別 計 1, 251, 532 1, 278, 706 893 1, 497, 731 1, 305, 518 2, 686, 275 1, 366, 393 1, 251, 532 1, 859 1, 364, 534 1, 251, 532 2, 938, 620 
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５ ． 信用リ ス ク ・ アセッ ト 残高内訳表 
［ ７ 年 度 ］ （ 当年度）                                 （ 単位： 千円）  

 

 

項目 

 

リ ス ク ・

ウ ェ イ ト

（ ％）  

CCF･信用リ ス ク 削減 

効果適用前 

CCF･信用リ ス ク 削減 

効果適用後 

 

リ ス ク ･ウ ェ

イ ト の加重

平均値 

オン･バラ

ンス資産

項目 

オフ･バラ

ンス 資産

項目 

オン･バラ

ンス 資産

項目 

オフ･バラ

ンス資産

項目 

信用リ スク ･

アセッ ト の

額 

  A B C D E F( =E/( C+D) )  

現金 0 2, 670, 137 - - 2, 670, 137 0 0 

我が国の中央政府及び中央銀行向

け 
0 

12, 078, 460 - - 12, 078, 460 0 0 

外国の中央政府及び中央銀行向け 
0～150 

- - - - - - 

国際決済銀行等向け 0 - - - - - - 

我が国の地方公共団体向け 0 
10, 926, 791

  

510, 000 10, 926, 791 51, 000 0 0 

外国の中央政府等以外の公共部門

向け 
20～150 

- - - - - - 

国際開発銀行向け 0～150 - - - - - - 

地方公共団体金融機構向け 10～20 - - - - -  

我が国の政府関係機関向け 10～20 801, 698 - 801, 698 - 40, 118 5 

地方三公社向け 20 356, 765 - 356, 765 - 294 0 

金融機関、 第一種金融商品取引業者

及び保険会社向け 

20～150 457, 436, 586 - 457, 436, 586 - 91, 538, 404 20 

 （ う ち第一種金融商

品取引業者及び保険

会社向け）  

20～150 303, 018 - 303, 018 - 90, 905 30 

カバード ・ ボンド 向け 10～100 - - - - - - 

法人等向け（ 特定貸付債権向けを含

む。 ）  

20～150 12, 119, 727 - 12, 119, 727 - 5, 259, 985 43 

 （ う ち特定貸付債権

向け）  

20～150 - - - - -  

中堅中小企業等向け及び個人向け 45～100 11, 241, 310 372, 472 10, 472, 786 37, 247 6, 540, 057 62 

 （ う ちト ラ ン ザク タ

ー向け）  

45 - 228, 800 - 22, 880 10, 296 45 

不動産関連向け 20～150 63, 886, 626 - 62, 643, 963 - 35, 843, 444 57 

 （ う ち自己居住用不

動産等向け）  

20～75 31, 617, 327 - 31, 005, 640 - 8, 480, 072 27 

 （ う ち賃貸用不動産

向け）  

30～150 32, 090, 486 - 31, 460, 627 - 27, 124, 979 86 

（ う ち事業用不動産

関連向け）  

70～150 25, 167 - 25, 167 - 13, 500 54 

（ う ちその他不動産

関連向け）  

60 - - - - - - 

（ う ち ADC向け）  100～15

0 

153, 645 - 152, 527 - 224, 892 147 

劣後債券及びその他資本性証券等 150 1, 314, 384 - 1, 314, 384 - 1, 314, 384 100 

延滞等向け（ 自己居住用不動産関連

向けを除く 。 ）  

50～150 390, 932 1, 954 383, 711 195 425, 049 111 

自己居住用不動産等向けエク ス ポ

ージャ ーに係る 延滞 

100 68, 270 - 67, 664 - 52, 400 77 

取立未済手形 20 135, 838 - 135, 838 - 27, 167 20 

信用保証協会等によ る 保証付 0～10 86, 455, 164 - 85, 854, 372 - 8, 585, 440 10 

株式会社地域経済活性化支援機構

等によ る 保証付 

10 - - - - -  

株式等 250～40

0 

44, 470 - 44, 470 - 44, 470 100 

共済約款貸付 0 - - - - - - 
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上記以外 100～ 

1250 

66, 500, 021 0 66, 500, 021 0 121, 762, 576 183 

 （ う ち重要な出資の

エク スポージャ ー）  
1250 

- - - - -  

（ う ち他の金融機関

等の対象資本等調達

手段のう ち対象普通

出資等及びその他外

部TLAC関連調達手段

に該当する も の以外

のも のに係る エク ス

ポージャ ー）  

250～ 

400 

1, 905, 477 - 1, 905, 477 - 4, 763, 694 250 

（ う ち農林中央金庫

の対象資本調達手段

に係る エク ス ポージ

ャ ー）  

250 

32, 992, 585 - 32, 992, 585 - 82, 481, 463 250 

（ う ち特定項目のう

ち調整項目に算入さ

れない部分に係る エ

ク ス ポージャ ー）  

250 

1, 943, 640 - 1, 943, 640 - 4, 859, 100 250 

（ う ち総株主等の議

決権の百分の十を 超

える 議決権を 保有し

ている 他の金融機関

等に係る その他外部

TLAC関連調達手段に

係る エク ス ポージャ

ー）  

250 

- - - - - - 

 （ う ち総株主等の議

決権の百分の十を 超

える 議決権を 保有し

ていない他の金融機

関等に係る その他外

部TLAC関連調達手段

に係る エク ス ポージ

ャ ー）  

150 

 

- - - - - - 

（ う ち右記以外のエ

ク ス ポージャ ー）  

100 

 

29, 658, 317 0 29, 658, 317 0 29, 658, 317 100 

証券化 － - - - - - - 

 （ う ちＳ Ｔ Ｃ 要件適

用分）  

－ - - - - - - 

（ 短期Ｓ Ｔ Ｃ 要件適

用分）  

－ - - - - - - 

（ う ち不良債権証券

化適用分）  

－ - - - - - - 

（ う ち STC・ 不良債

権証券化適用対象外

分）  

－ - - - - - - 

再証券化 － - - - - - - 

リ スク ・ ウ ェ イ ト のみなし 計算が適

用さ れる エク スポージャ ー 

－ 3, 116, 483 - 3, 116, 483 - 443, 083 14 

未決済取引 －     -  

他の金融機関等の対象資本調達手段

に係る エク ス ポージャ ーに係る 経過

措置によ り リ スク ・ アセッ ト の額に算

入さ れなかったも のの額（ △）  

－     -  

合計（ 信用リ スク ・ アセッ ト の額）  －     271, 876, 875  

（ 注） 最終化さ れたバーゼルⅢの適用に伴い新設さ れた内容である ため、 ６ 年度（ 前年度） については、 記載し ており

ま せん。  
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６ ． ポート フ ォ リ オの区分ごと のＣ Ｃ Ｆ 適用後およ び信用リ ス ク 削減手法の

効果を勘案し た後のエク ス ポージャ ーの額 

 
［ ７ 年度］ （ 当年度）                         （ 単位： 千円）  

項目

我が 国の中央政府及び中央銀行向け

外 国 の 中 央 政府 及 び 中 央 銀 行 向け

国 際 決 済 銀 行 等 向 け

我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け

我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

地 方 三 公 社 向 け

国 際 開 発 銀 行 向 け

金融機関、 第一種金融商品取引業者及
び 保 険 会 社 向 け
（ う ち、 第一種金融商品取引業者及び
保 険 会 社 向 け ）

カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け

法 人 等 向 け
（ 特 定 貸 付 債 権 向 け を 含 む 。 ）

（ う ち 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

劣 後 債 権 及 びそ の 他 資 本 性 証 券等

株 式 等

中 堅 中 小 企 業等 向 け 及 び 個 人 向け

（ う ち ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ）

不 動 産 関 連 向 け
う ち 自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け

不 動 産 関 連 向 け
う ち 賃 貸 用 不 動 産 向 け

不 動 産 関 連 向 け
う ち 事 業 用 不 動 産 関 連 向 け

不 動 産 関 連 向 け
う ち そ の 他 不 動 産 関 連 向 け

不 動 産 関 連 向 け
う ち Ａ Ｄ Ｃ 向 け

延滞等向け（ 自己居住用不動産等向け
を 除 く 。 ）
自己居住用不動産等向け エ ク ス ポー
ジ ャ ー に 係 る 延 滞

現 金

取 立 未 済 手 形

信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付

株式会社地域経済活性化支援機構等に
よ る 保 証 付

共 済 約 款 貸 付 0 0

0 85, 848, 482

0 0

0 0

合計

2, 670, 137 0

30, 527 37, 136 0 67, 664

0% 0% 0% 0% その他

0% 0% 0% その他 合計

130, 079 38, 336 213, 913 383, 711

0% 0% その他 合計

4, 798 146, 729

0% その他 合計

0 0

0 0 0

31, 460, 627

0% 0% 0% 0. 11% 0% その他 合計

0 0 0 0 0 14, 232, 324 0 0 0

2, 204, 027 0 0 0 4, 627, 341 0 0

1, 301, 261

0% 0% 0. 04% 0% 0. 06% 合計0% 0% 0. 09% 105% 150% そ の他

303, 475

0. 04% 0% 0%

0 0 660, 977 31, 005, 640

0 0 0 0

0% 0% 0% 0. 03% 0% その他 合計0. 06% 70% 75%

0% 0% 0% その他 合計

0 1, 473, 866 2, 580, 263 10, 472, 786

0 0

0 1, 314, 384

0

0% 0% 0% 0% その他 合計

12, 119, 360

0 0 0 0 0 0 0

合計

3, 610, 248 7, 920, 646 0 0 0 577, 612 0

0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 150% その他

0 0 0 0 0 0 0

303, 018

0% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

0 303, 018 0 0 0 0

その他 合計

456, 925, 718 510, 867 0 0 0 0 457, 436, 586

0% 0% 0% 0% 0% 0% 150% その他

0 0 0 0 0 0

合計

0% 0% 0% 0% 0% 0% その他 合計

201, 094 0 0 0 0 0

400, 513 401, 185 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10, 926, 791 0 0 0 0 0

0

0% 0% 0% 0% 0% 0% その他 合計

0 0 0

0 0 0 0

12, 078, 460 0 0

信用リ ス ク ・ エク ス ポージ ャ ーの額（ Ｃ Ｃ Ｆ ・ 信用リ ス ク 削減手法適用後)

0% 20% 50% 100% 150% その他 合計

12, 078, 460

 
（ 注） 最終化さ れたバーゼルⅢの適用に伴い新設さ れた内容である ため、 ６ 年度（ 前年度） については、 記載し ており

ま せん。  
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7． 資産（ オフ・ バラ ンス 取引等含む） 残高等リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 区分内訳表 
 

 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト

区分 

 

７ 年度（ 当年度）  

CCF・ 信用リ ス ク 削減効果適用前 

エク スポージャ ー 

 

CCF の 

加重平均値（ ％）  

資産の額およ び与信相当額

の合計額 

（ CCF・ 信用リ ス ク 削減効

果適用後）  

オン・ バラ ンス  

資産項目 

オフ・ バラ ンス  

資産項目 

40％未満 604, 756, 798 510, 000 10% 602, 913, 323 

40％～70％ 28, 933, 318 229, 438 10% 28, 710, 247 

75％ 2, 187, 360 126, 024 10% 2, 147, 446 

80％     

85％ 1, 482, 470   1, 473, 349 

90％～100％ 3, 336, 836 1, 369 10% 3, 276, 192 

105％～130％ 16, 163, 667   15, 841, 507 

150％ 3, 014, 747 1, 300 10% 2, 985, 418 

250％ 44, 470   44, 470 

400％     

1250％     

その他 7, 496 16, 294 10% 3, 479 

合計 659, 927, 165 884, 427 10% 657, 395, 435 

（ 注） 最終化さ れたバーゼルⅢの適用に伴い、 「 リ スク ・ ウ ェ イ ト 区分」 の変更や「 Ｃ Ｃ Ｆ の加重平均値」 の追加等を

行っており ま す。  

 

８ ．信用リ ス ク 削減効果勘案後の残高及びリ ス ク・ ウ ェ イ ト 1250％を適用する

残高 ※バーゼルⅢ最終化の適用にあたり 、 前年度のみを記載 

（ 単位： 千円）  

 

６   年  度（ 前年度）  

格 付 

あ り  

格 付 

な し  
計 

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト ０ ％ － 30, 139, 515 30, 139, 515 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト ２ ％ － ― ― 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト ４ ％ － － － 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 10％ － 79, 440, 710 79, 440, 710 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 20％ 2, 807, 192 501, 764, 141 504, 571, 333 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 35％ － 20, 824, 322 20, 824, 322 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 50％ 9, 535, 757 4, 985, 577 14, 521, 334 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 75％ － 11, 170, 388 11, 170, 388 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 100％ － 43, 459, 879 43, 459, 879 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 150％ － 37, 817 37, 817 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 250％ － 32, 501, 579 32, 501, 579 

そ の 他 － － － 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 1250％ － － － 

計 12, 342, 949 724, 323, 932 736, 666, 881 

( 注)  １ ． 信用リ ス ク に関する エク ス ポ－ジャ －の残高には、 資産（ 自己資本控除と なる も の、 リ ス ク ・ ウ ェ イ ト のみなし 計算が適用さ れる エク ス ポ－ジ

ャ －に該当する も の、 証券化エク ス ポ－ジャ －に該当する も のを除く ） 並びにオフ ･バラ ンス 取引及び派生商品取引の与信相当額を含みま す。  

２ ． ｢格付あり ｣にはエク ス ポ－ジャ －のリ ス ク ・ ウ ェ イ ト 判定において格付を使用し ている も の、 ｢格付なし ｣にはエク ス ポ－ジャ －のリ ス ク ・ ウ ェ

イ ト 判定において格付を使用し ていないも のを記載し ていま す。 なお、 格付は適格格付機関によ る 依頼格付のみ使用し ていま す。  

３ ． 経過措置によ ってリ ス ク ・ ウ ェ イ ト を変更し たエク ス ポ－ジャ －については、 経過措置適用後のリ ス ク ・ ウ ェ イ ト によ って集計し ていま す。 ま

た、 経過措置によ ってリ ス ク ・ アセッ ト を算入し たも のについても 集計の対象と し ていま す。  

４ ． 1250％は、 非同時決済取引に係る も の、 信用リ ス ク 削減手法と し て用いる 保証又はク レ ジッ ト ・ デリ バティ ブの免責額に係る も の、 重要な出資

に係る エク ス ポ－ジャ －など リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 1250％を適用する エク ス ポ－ジャ －があり ま す。  
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信用リ ス ク 削減手法に関する 事項 
 

１ ． 信用リ ス ク 削減手法に関する リ ス ク 管理の方針及び手続の概要 

 「 信用リ ス ク 削減手法」 と は、 自己資本比率算出における 信用リ ス ク ・ アセッ ト 額の算出において、 エ

ク ス ポ－ジャ －に対し て一定の要件を満たす担保や保証等が設定さ れている 場合に、 エク ス ポ－ジャ －の

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト に代えて、 担保や保証人に対する リ ス ク ・ ウ ェ イ ト を適用する など信用リ ス ク ・ アセッ

ト 額を軽減する 方法です。  

 当Ｊ Ａ では、 信用リ ス ク 削減手法を「 自己資本比率算出要領」 にて定めていま す。  

 信用リ ス ク 削減手法と し て、 「 適格金融資産担保」 、 「 保証」 、 「 貸出金と 自組合貯金の相殺」 を適用

し ていま す。  

 

 適格金融資産担保付取引と は、 エク ス ポ－ジャ －の信用リ ス ク の全部又は一部が、 取引相手又は取引相

手のために第三者が提供する 適格金融資産担保によ って削減さ れている 取引をいいま す。 当Ｊ Ａ では、 適

格金融資産担保取引について信用リ ス ク 削減手法の簡便手法を用いていま す。  

 

 保証については、 被保証債権の債務者よ り も 低いリ ス ク ・ ウ ェ イ ト が適用さ れる 中央政府等、 我が国の

地方公共団体、 地方公共団体金融機構、 我が国の政府関係機関、 外国の中央政府以外の公共部門、 国際開

発銀行、 及び金融機関又は第一種金融商品取引業者、 こ れら 以外の主体で長期格付を付与し ている も のを

適格保証人と し 、 エク ス ポ－ジャ －のう ち適格保証人に保証さ れた被保証部分について、 被保証債権のリ

ス ク ・ ウ ェ イ ト に代えて、 保証人のリ ス ク ･ウ ェ イ ト を適用し ていま す。  

 ただし 、 証券化エク ス ポ－ジャ －については、 こ れら 以外の主体で保証提供時に長期格付がＡ －又はＡ

３ 以上で、 算定基準日に長期格付がＢ Ｂ Ｂ －又はＢ ａ ａ ３ 以上の格付を付与し ている も のを適格保証人と

し 、 エク ス ポ－ジャ －のう ち適格保証人に保証さ れた被保証部分について、 被保証債権のリ ス ク ・ ウ ェ イ

ト に代えて、 保証人のリ ス ク ･ウ ェ イ ト を適用し ていま す。  

 

 貸出金と 自組合貯金の相殺については、 ①取引相手の債務超過、 破産手続開始の決定その他こ れら に類

する 事由にかかわら ず、 貸出金と 自組合貯金の相殺が法的に有効である こ と を示す十分な根拠を有し てい

る こ と 、 ②同一の取引相手と の間で相殺契約下にある 貸出金と 自組合貯金を いずれの時点においても 特定

する こ と ができ る こ と 、 ③自組合貯金が継続さ れないリ ス ク が監視及び管理さ れている こ と 、 ④貸出金と

自組合貯金の相殺後の額が、 監視及び管理さ れている こ と 、 の条件をすべて満たす場合に、 相殺契約下に

ある 貸出金と 自組合貯金の相殺後の額を信用リ ス ク 削減手法適用後のエク ス ポ－ジャ －額と し ていま す。  

 

担保に関する 評価及び管理方針は、 一定のル－ルのも と 定期的に担保確認及び評価の見直し を 行ってい

ま す。 なお、 主要な担保の種類は自組合貯金です。  
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２ ． 信用リ ス ク 削減手法が適用さ れたエク ス ポ－ジャ －の額 

（ 単位： 千円）  

  

７ 年度（ 当年度）  

適格金融 

資産担保 
保証 

ク レジッ ト ・  

デリ バティ ブ 

地方公共団体金融機構向け － － － 

我が国の政府関係機関向け － ４ ０ ０ ， ５ １ ３  － 

地方三公社向け － ３ ５ ５ ， ２ ９ ４  － 

金融機関、 第一種金融商品取引業者及び保険会

社向け 
－ － － 

法人等向け（ 特定貸付債権向けを含む。 ）  １ ０ ， ８ ５ ３  － － 

中堅中小企業等向け及び個人向け ４ ５ ６ ， ８ ７ ２  4, 438, 734 － 

自己居住用不動産等向け ２ ２ ６ ， ６ ６ ９  25, 479, 586 － 

賃貸用不動産向け ８ ５ ， ３ ５ ３  － － 

事業用不動産関連向け １ ６ ， １ ６ ７  － － 

延滞等向け（ 自己居住用不動産等向けを除。 ）  ９ ９ ９  １ ０ １  － 

自己居住用不動産等向けエク ス ポージャ ーに係

る 延滞 
－ ３ ０ ， ５ ２ ７  － 

証券化 － － － 

中央清算機関関連 － － － 

上記以外 １ ， ０ ０ ０  － － 

合計 ７ ９ ７ ， ９ １ ５  30, 704, 759 － 

 

                           （ 単位： 千円）  

区     分 

６   年  度 （ 前年度）  

適格金融 

資産担保 
保証 

ク レ ジ ッ ト ・  

デリ バテ ィ ブ 

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構向 け － － － 

我 が 国 の 政 府 関 係 機 関向 け － 400, 513 － 

地 方 三 公 社 向 け 10, 000 354, 154 － 

金 融 機 関 向 け 及 び 第 一 種 

金 融 商 品 取 引 業 者 向 け 
－ － － 

法 人 等 向 け 104, 025 － － 

中小企業等向け 及び個人向け 845, 401 21, 361, 948 － 

抵 当 権 付 住 宅 ロ － ン － 5, 606, 270 － 

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 50, 377 － － 

三 月 以 上 延 滞 等 － 19, 758 － 

証 券 化 － － － 

中 央 清 算 機 関 関 連 － － － 

上 記 以 外 12, 304 － － 

合 計 1, 022, 109 27, 742, 645 － 

( 注)  １ ．「 エク ス ポ－ジャ －」 と は、 リ スク にさ ら さ れている 資産（ オフ・ バラ ンスを含む） のこ と をいい、 主なも のと し ては貸出金

や有価証券等が該当し ます。  

２ ． 「 三月以上延滞等」 と は、 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から ３ カ月以上延滞し ている 債務者に係る エク ス ポ－ジ 

ャ －及び「 金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」 、 「 法人等向け」 等においてリ スク ・ ウ ェ イ ト が150％になったエ 

ク ス ポ－ジャ －のこ と です。  

３ ．「 証券化（ 証券化エク スポ－ジャ －） 」 と は、 原資産にかかる 信用リ スク を優先劣後構造のある 二以上のエク スポ－ジャ －に 

階層化し 、 その一部又は全部を第三者に移転する 性質を有する 取引にかかる エク スポ－ジャ －のこ と です。  
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４ ． 「 上記以外」 には、 現金・ 外国の中央政府及び中央銀行向け・ 国際決済銀行等向け・ 外国の中央政府等以外の公共部門向け・  

国際開発銀行向け・ 取立未済手形・ 未決済取引・ その他の資産（ 固定資産等） 等が含まれま す。  

５ ．「 ク レジッ ト ・ デリ バティ ブ」 と は、 第三者（ 参照組織） の信用リ スク を対象に、 信用リ スク を回避し たい者（ プロ テク ショ

ンの買い手） と 信用リ ス ク を取得し たい者（ プロ テク ショ ンの売り 手） と の間で契約を結び、 参照組織に信用事由（ 延滞・ 破

産など） が発生し た場合にプロ テク ショ ンの買い手が売り 手から 契約に基づく 一定金額を受領する 取引をいいます。  

 

３ ． 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリ ス ク に関する 事項 

  該当する 取引はあり ま せん。  

 

４ ． 証券化エク ス ポ－ジャ －に関する 事項 
  該当する 取引はあり ま せん。  

 

５ ． Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク に関する 事項 

  該当する 取引はあり ま せん。  

  

６ ． マーケッ ト ・ リ ス ク に関する 事項 
当Ｊ Ａ は、 自己資本比率算出上、 マーケッ ト ・ リ ス ク 相当額に係る 額を不算入と し ており ま す。  

 

７ ． オペレ ーショ ナル・ リ ス ク に関する 事項 
    ◇リ ス ク 管理の方針およ び手続の概要 

「 オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 」 と は、 業務の過程、 役職員の活動も し く は、 シス テムが不

適切である こ と 又は外的な現象によ り 損失を被る リ ス ク のこ と です。 当Ｊ Ａ では、 以下の

内容によ り オペレ ーショ ナル・ リ ス ク を管理し ていま す。  

   

※当Ｊ Ａ では、 収益発生を意図し 能動的な要因によ り 発生する 信用リ ス ク や市場リ ス ク 及び

流動性リ ス ク 以外のリ ス ク で、 受動的に発生する 事務、 シス テム、 法務などについて事務処

理や業務運営の過程において、 損失を被る リ ス ク と 定義し ていま す。 事務リ ス ク 、 シス テム

リ ス ク など について、 事務手続を整備し 、 定期検査等を 実施する と と も に、 事故・ 事務ミ ス

が発生し た場合は速やかに状況を把握する 体制を整備し て、リ ス ク 発生後の対応及び改善が

迅速・ 正確に反映ができ る よ う 努めていま す。  
 

◇Ｂ Ｉ の算出方法 

BI（ 事業規模指標） の額は、I LDC（ 金利要素）、 SC（ 役務要素） およ び FC（ 金融商品要素）

を合計し て算出し ていま す。 なお、 I LDC、 SCおよ び FCの額は告示第 249 条に定めら れた方

法に基づき 算出し ており ま す。  

 

◇Ｉ Ｌ Ｍの算出方法 

I LM（ 内部損失乗数） は、告示第 250 条第１ 項第３ 号に基づき「 １ 」 を使用し ており ま す。  

 

◇オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 相当額の算出に当たって、 Ｂ Ｉ の算出から 除外し た事業部門の

該当あり ま せん。  

 

◇オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 相当額の算出に当たって、 Ｉ Ｌ Ｍの算出から 除外し た特殊損失

の該当あり ま せん。  
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出資等ま たは株式等エク ス ポ－ジャ －に関する 事項 
 

１ ． 出資等ま たは株式等エク ス ポ－ジャ －に関する リ ス ク 管理の方針及び手続の概要 

 「 出資等または株式等エク ス ポ－ジャ －」 と は主に貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資勘定の株式

又は出資と し て計上さ れている も のであり 、 当Ｊ Ａ においては、 こ れら を①子会社及び関連会社株式、 ②

その他有価証券、 ③系統及び系統外出資に区分し て管理し ていま す。  

 ①子会社及び関連会社については、 経営上も 密接な連携をはかる こ と によ り 、 当Ｊ Ａ の事業のよ り 効率

的運営を目的と し て、株式を保有し ていま す。こ れら の会社の経営については毎期の決算書類の分析の他、

毎月定期的な連絡会議を行う 等適切な業況把握につと めていま す。  

 ②その他の有価証券については中長期的な運用目的で保有する も のであり 、 適切な市場リ ス ク の把握及

びコ ント ロ －ルにつと めていま す。 具体的には、 市場動向や経済見通し など の投資環境分析及びポ－ト フ

ォ リ オの状況やＡ Ｌ Ｍなどを考慮し 、 理事会で運用方針を定める と と も に経営層で構成する Ａ Ｌ Ｍ委員会

を定期的に開催し て、 日常的な情報交換及び意思決定を行っていま す。 運用部門は理事会で決定し た運用

方針及びＡ Ｌ Ｍ委員会で決定さ れた取引方針など に基づき 、 有価証券の売買やリ ス ク ヘッ ジを行っ ていま

す。 運用部門が行った取引については企画管理部門が適切な執行を行っている かどう かチェ ッ ク し 定期的

にリ スク 量の測定を行い経営層に報告し ていま す。  

 ③系統出資については、 会員と し ての総会等への参画を通じ た経営概況の監督に加え、 日常的な協議を

通じ た連合会等の財務健全化を求めており 、 系統外出資についても 同様の対応を行っていま す。  

 なお、こ れら の出資等または株式等エク ス ポ－ジャ －の評価等については、①子会社及び関連会社につい

ては、 取得原価を 記載し 、 毀損の状況に応じ て子会社等損失引当金を、 ②その他有価証券については時価

評価を行った上で、 取得原価と の評価差額については、 「 その他有価証券評価差額金」 と し て純資産の部

に計上し ています。 ③系統及び系統外出資については、 取得原価を記載し 、 毀損の状況に応じ て外部出資

等損失引当金を設定し ていま す。 ま た、 評価等重要な会計方針の変更等があれば、 注記表にその旨記載す

る こ と と し ていま す。  

 

２ ． 出資等または株式等エク ス ポ－ジャ －の貸借対照表計上額及び時価 

（ 単位： 千円）  

 
７     年    度 ６     年    度 

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額 

上  場 16, 737 16, 737 14, 236 14, 236 

非 上 場 34, 963, 958 34, 963, 958 34, 987, 507 34, 987, 507 

合  計 34, 980, 695 34, 980, 695 35, 001, 743 35, 001, 743 

( 注)  「 時価評価額」 は、 時価のある も のは時価、 時価の無いも のは貸借対照表上額の合計額です。  

 

３ ． 出資等または株式等エク ス ポ－ジャ －の売却及び償却に伴う 損益 

（ 単位： 千円）  

７     年    度 ６     年    度 

売 却 益 売 却 損 償 却 額 売 却 益 売 却 損 償 却 額 

－ － － － － － 
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４ ． 貸借対照表で認識さ れ、 損益計算書で認識さ れない評価損益の額（ 保有 

目的区分をその他有価証券と し ている 株式・ 出資の評価損益等）  

（ 単位： 千円）  

７     年    度 ６     年    度 

評 価 益 評 価 損 評 価 益 評 価 損 

－ － － － 

 

 

５ ． 貸借対照表及び損益計算書で認識さ れない評価損益の額（ 子会社・ 関連 

会社株式の評価損益等）  

（ 単位： 千円）  

７     年    度 ６     年    度 

評 価 益 評 価 損 評 価 益 評 価 損 

－ － － － 

 

 

６ ． リ ス ク ・ ウ ェ イ ト のみなし 計算が適用さ れる エク ス ポ－ジャ －に関する  

事項 

（ 単位： 千円）  

 ７ 年度 ６ 年度 

ルッ ク ス ル－方式を適用する エク ス ポ－ジャ － 3, 116, 483 5, 810, 205 

マンデ－ト 方式を適用する エク ス ポ－ジャ － － － 

蓋然性方式（ 250％） を適用する エク ス ポ－ジャ － － － 

蓋然性方式（ 400％） を適用する エク ス ポ－ジャ － － － 

フ ォ －ルバッ ク 方式（ 1250％） を適用する エク ス ポ－ジャ － － － 
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金利リ ス ク に関する 事項 
 

１ ． 金利リ ス ク の算定方法の概要 

 金利リ ス ク と は、 金利変動に伴い損失を被る リ ス ク で、 資産と 負債の金利又は期間のミ ス マッ チが存在

する 中で金利が変動する こ と によ り 、 利益が減少ないし 損失を被る リ ス ク をいいま す。  

当Ｊ Ａ では、 金利リ ス ク 量を計算する 際の基本的な事項を「 金利リ ス ク 量計算要領」 に、 ま たリ ス ク 情

報の管理・ 報告にかかる 事項を「 余裕金運用等にかかる リ ス ク 管理手続」 に定め、 適切なリ ス ク コ ント ロ

－ルにつと めていま す。 具体的な金利リ ス ク 管理方針及び手続については以下のと おり です。  

 

◇リ スク 管理の方針及び手続の概要 

・ リ スク 管理及び計測の対象と する 金利リ ス ク の考え方及び範囲に関する 説明 

当Ｊ Ａ では、 金利リ ス ク を重要なリ ス ク の一つと し て認識し 、 適切な管理体制のも と で他の市場リ ス

ク と 一体的に管理をし ています。金利リ ス ク のう ち銀行勘定の金利リ ス ク ( I RRBB) については、個別の管

理指標の設定やモニタ リ ング体制の整備などによ り 厳正な管理につと めていま す。  

・ リ スク 管理及びリ ス ク の削減の方針に関する 説明 

当Ｊ Ａ は、リ ス ク 管理委員会のも と 、自己資本に対する I RRBBの比率の管理や収支シミ ュ レ－ショ ンの

分析などを行いリ ス ク 削減につと めていま す。  

・ 金利リ ス ク 計測の頻度 

毎月末を基準日と し て、 月次でI RRBBを計測し ていま す。  

◇金利リ ス ク の算定手法の概要 

当Ｊ Ａ では、 経済価値ベ－ス の金利リ ス ク 量（ ⊿Ｅ Ｖ Ｅ ） については、 金利感応ポジショ ンにかかる 基

準日時点のイ －ルド カ－ブに基づき 計算さ れたネッ ト 現在価値と 、 標準的な金利ショ ッ ク を与えたイ －ル

ド カ－ブに基づき 計算さ れたネッ ト 現在価値の差によ り 算出し ており 、 金利ショ ッ ク の幅は、 上方パラ レ

ルシフト 、 下方パラ レルシフ ト 、 ス ティ －プ化の3シナリ オによ る 金利ショ ッ ク（ 通貨ごと に異なる ショ ッ

ク 幅） を適用し ていま す。  

・ 流動性貯金に割り 当てら れた金利改定の平均満期 

流動性貯金に割り 当てら れた金利改定の平均満期は2. 5年です。  

・ 流動性貯金に割り 当てら れた最長の金利改定満期 

流動性に割り 当てら れた最長の金利改定満期は5年です。  

・ 流動性貯金への満期の割り 当て方法( コ ア貯金モデル等) 及びその前提 

流動性貯金への満期の割り 当て方法については、 金融庁が定める 保守的な前提を採用し ていま す。  

・ 固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する 前提 

固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮し ていま せん。  

・ 複数の通貨の集計方法及びその前提 

通貨別に算出し た金利リ ス ク の正値を合算し ていま す。 通貨間の相関等は考慮し ていま せん。  

・ ス プレ ッ ド に関する 前提( 計算にあたって割引金利やキャ ッ シュ ・ フロ ーに含める かどう か)  

一定の前提を置いたス プレ ッ ド を考慮し てキャ ッ シュ ・ フロ ーを展開し ていま す。 なお、 当該ス プレ

ッ ド は金利変動ショ ッ ク の設定上は不変と し ていま す。  
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・ 内部モデルの使用等、 ⊿Ｅ Ｖ Ｅ 及び⊿Ｎ Ｉ Ｉ に重大な影響を及ぼすその他の前提 

内部モデルは使用し ており ません。  

・ 計測値の解釈や重要性に関する その他の説明 

該当あり ま せん。  

 

◇⊿Ｅ Ｖ Ｅ 及び⊿Ｎ Ｉ Ｉ 以外の金利リ ス ク を計測し ている 場合における 、 当該金利リ ス ク に関する 事項 

・ 金利ショ ッ ク に関する 説明 

リ ス ク 資本配賦管理と し てＶ ａ Ｒ で計測する 市場リ ス ク 量を算定し ていま す。  

・ 金利リ ス ク 計測の前提及びその意味( 特に、農協法自己資本開示告示に基づく 定量的開示の対象と なる ⊿

Ｅ Ｖ Ｅ 及び⊿Ｎ Ｉ Ｉ と 大き く 異なる 点 

  特段あり ま せん。  

 

 

２ ． 金利リ ス ク に関する 事項 

（ 単位： 百万円）  

I RRBB１ ： 金利リ ス ク  

項番 
 ⊿EVE ⊿NI I  

当期末 前期末 当期末 前期末 

１  上方パラ レ ルシフト  2, 585 3, 658 74 － 

２  下方パラ レ ルシフト  － － 182 331 

３  ス ティ －プ化 2, 707 3, 453   

４  フラ ッ ト 化 205 279   

５  短期金利上昇 273 279   

６  短期金利低下 526 751   

７  最大値 2, 707 3, 658 182 331 

  当期末 前期末 

８  自己資本の額 66, 586 64, 573 
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金融事業取扱実績 
 

貯  金 

科 目 別 貯 金 残 高 
（ 単位： 千円、 ％）  

種     類 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

流
動
性
貯
金 

当 座 貯 金 1, 251, 750（ 0. 2）  1, 234, 451（  0. 2）  17, 299 

普 通 貯 金 304, 297, 919（ 47. 2）  305, 334, 097（  46. 3）  △1, 036, 178 

貯 蓄 貯 金 1, 519, 045（ 0. 2）  1, 513, 647（  0. 2）  5, 398 

通 知 貯 金 0（ 0. 0）  0（  0. 0）  0 

別 段 貯 金 687, 741（ 0. 1）  423, 399（  0. 1）  264, 342 

計 307, 756, 457（ 47. 8）  308, 505, 595（  46. 8）  △749, 138 

定
期
性
貯
金 

定  期  貯  金 331, 255, 775（ 51. 4）  344, 002, 098（  52. 2）  △12, 746, 323 

（ う ち固定金利定期）  331, 159, 383（ 51. 4）  343, 910, 121（  52. 2）  △12, 750, 738 

（ う ち変動金利定期）  96, 391（ 0. 0）  91, 977（  0. 0）  4, 414 

定  期  積  金 5, 207, 071（ 0. 8）  6, 359, 440（  1. 0）  △1, 152, 369 

計 336, 462, 846（ 52. 2）  350, 361, 538（  53. 2）  △13, 898, 692 

譲  渡  性  貯  金 0（ 0. 0）  0（  0. 0）  0 

合     計 644, 219, 304（ 100. 0）  658, 867, 134（ 100. 0）  △14, 647, 830 

( 注)  １ ． 流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金＋別段貯金  定期性貯金＝定期貯金＋定期積金  

２ ． 固定金利定期： 預入時に満期ま での利率が確定する 定期貯金 

３ ． 変動金利定期： 預入期間中の市場金利の変化に応じ て金利が変動する 定期貯金 

４ ． （   ） 内は構成比です。  

 

 

科 目 別 貯 金 平 均 残 高  
（ 単位： 千円、 ％）  

種     類 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

流 動 性 貯 金 304, 575, 962（ 46. 2）  303, 179, 185（  44. 9）  1, 396, 777 

定 期 性 貯 金 354, 814, 714（ 53. 8）  371, 493, 519（  55. 1）  △16, 678, 805 

そ の 他 の 貯 金 216, 098（ 0. 0）  153, 476（   0. 0）  62, 622 

計 659, 606, 775（ 100. 0）  674, 826, 180（ 100. 0）  △15, 219, 405 

譲 渡 性 貯 金 0（ 0. 0）  37（   0. 0）  △37 

合     計 659, 606, 775（ 100. 0）  674, 826, 217（ 100. 0）  △15, 219, 442 

( 注)  １ ． 流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金 

２ ． 定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 

３ ． （   ） 内は構成比です。  

  



- 93 - 

貸 出 金 

科 目 別 貸 出 金 残 高  
（ 単位： 千円、 ％）  

種     類 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

短 
 

期 

手 形 貸 付 金 64, 449（  0. 1）  255, 150（  0. 2）  △190, 701 

当 座 貸 越 788, 982（  0. 4）  808, 271（  0. 5）  △19, 289 

割 引 手 形 0（  0. 0）  0（  0. 0）  0 

計 853, 432（  0. 5）  1, 063, 421（  0. 7）  △209, 989 

長 
 

期 

証 書 貸 付 金 170, 239, 714（  99. 5）  160, 287, 819（  99. 3）  9, 951, 895 

金 融 機 関 貸 付 0（  0. 0）  0（  0. 0）  0 

（ う ち 農業近代化資金）  296, 823（    ）  283, 414（    ）  13, 409 

（ う ち 日 本 政 策 金 融 公 庫 ）  10, 478（    ）  16, 062（    ）  △5, 584 

計 170, 239, 714（  99. 5）  160, 287, 819（  99. 3）  9, 951, 895 

合     計 171, 093, 146（ 100. 0）  161, 351, 241（ 100. 0）  9, 741, 905 

( 注)  （   ） 内は構成比です。  

 

 

科 目 別 貸 出 金 平 均 残 高  
（ 単位： 千円、 ％）  

種     類 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

手 形 貸 付 金 132, 476（  0. 1）  181, 669（  0. 1）  △49, 193 

証 書 貸 付 金 165, 496, 150（  99. 4）  154, 806, 961（  99. 3）  10, 689, 189 

当  座  貸  越 874, 070（  0. 5）  878, 224（  0. 6）  △4, 154 

割  引  手  形 0（  0. 0）  0（  0. 0）  0 

金 融 機 関 貸 付 0（  0. 0）  0（  0. 0）  0 

合     計 166, 502, 697（ 100. 0）  155, 866, 855（ 100. 0）  10, 635, 842 

( 注)  （   ） 内は構成比です。  

 

 

貸出金の金利条件別内訳残高 
（ 単位： 百万円、 ％）  

種     類 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

固 定 金 利 貸 出 69, 628（  40. 7）  71, 325（  44. 2）  △1, 697 

変 動 金 利 貸 出 100, 537（  58. 8）  88, 935（  55. 1）  11, 602 

そ の 他 926（  0. 5）  1, 090（  0. 7）  △164 

合     計 171, 093（ 100. 0）  161, 351（ 100. 0）  9, 742 

( 注)  （   ） 内は構成比です。  
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貸 出 金 の 業 種 別 残 高  
（ 単位： 百万円、 ％）  

種     類 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

農    業 117（  0. 1）  153（  0. 1）  △36 

林    業 0（  - ）  0（  - ）  0 

水  産  業 0（  - ）  0（  - ）  0 

製  造  業 34（  0. 0）  43（  0. 0）  △9 

鉱    業 0（  - ）  0（  - ）  0 

建  設  業 42（  0. 0）  58（  0. 1）  △16 

不 動 産 業 673（  0. 4）  795（  0. 5）  △122 

電気・ ガス ・ 熱供給水道業 17（  0. 0）  22（  0. 0）  △5 

運 輸 ・ 通 信 業 39（  0. 0）  45（  0. 0）  △6 

卸 売 ・ 小 売 業 ・ 飲 食 店 150（  0. 1）  165（  0. 1）  △15 

サ ー ビ ス 業 184（  0. 1）  329（  0. 2）  △145 

金 融 ・ 保 険 業 0（  0. 0）  0（  0. 0）  0 

地 方 公 共 団 体 100（  0. 1）  136（  0. 1）  △36 

そ  の  他 169, 731（  99. 2）  159, 601（  98. 9）  10, 130 

合     計 171, 093（ 100. 0）  161, 351（ 100. 0）  9, 742 

( 注)  （   ） 内は構成比です。  

 

 

主要な農業関係の貸出金残高 
１ ． 営農類型別                     （ 単位： 百万円）  

種     類 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

穀 作 235 337 △102 

野 菜 ・ 園 芸 365 452 △87 

果 樹 ・ 樹 園 農 業 1, 197 1, 227 △30 

工 芸 作 物 0 0 0 

養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 農 19 28 △9 

養 鶏 ・ 養 卵 0 0 0 

養 蚕 0 0 0 

そ の 他 農 業 239 311 △72 

農 業 関 連 団 体 等 0 55 △55 

合     計 2, 056 2, 413 △357 

 ( 注)  １  農業関係の貸出金と は、 農業者、 農業法人及び農業関連団体等に対する 農業生産・ 農業経営に必要な資金や、 農産物の 

生産・ 加工・ 流通に関係する 事業に必要な資金等が該当し ます。  

なお、 前記「 貸出金の種類別残高」 の「 農業」 は農業者や農業法人等に対する 貸出金の残高です。  

２  「 その他農業」 には、 複合経営で主たる 業種が明確に位置付けら れない者、 農業サービス業、 農業所得が従と なる 農業 

者等が含まれています。  

３  「 農業関連団体等」 には、 Ｊ Ａ や全農と その子会社等が含まれています。  
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２ ． 資金種類別 

 ＜貸出金＞                           （ 単位： 百万円）  

種     類 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

プ ロ パ ー 資 金 1, 729 2, 095 △366 

農 業 制 度 資 金 327 318 9 

 農 業 近 代 化 資 金 296 283 13 

 そ の 他 制 度 資 金 30 34 △4 

合     計 2, 056 2, 413 △357 

( 注)  １  プロ パー資金と は、 当組合原資の資金を融資し ている も ののう ち、 制度資金以外のも のをいいます。  

２  農業制度資金には、 ①地方公共団体が直接的又は間接的に融資する も の、 ②地方公共団体が利子補給等を行う こ と でＪ Ａ が

低利で融資する も の、 ③日本政策金融公庫が直接融資する も のがあり 、 こ こ では①の転貸資金と ②を対象と し ています。  

３  その他制度資金には、 農業経営改善促進資金や農業経営負担軽減支援資金などが該当し ます。  

 

 

 ＜受託貸付金＞                     （ 単位： 百万円）  

種     類 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

日 本 政 策 金 融 公 庫 資 金 － － － 

そ の 他 － － － 

合     計 － － － 

( 注)  日本政策金融公庫資金は、 農業（ 旧農林漁業金融公庫） にかかる 資金をいいます。  

 

 

貯 貸 率 ・ 貯 証 率  
（ 単位： ％）  

種     類 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

貯
貸
率 

期     末 26. 55 24. 49 2. 06 

期  中  平  均 25. 24 23. 10 2. 14 

貯
証
率 

期     末 5. 66 5. 28 0. 37 

期  中  平  均 5. 87 5. 54 0. 32 

( 注)  １ ． 貯貸率（ 期末） ＝貸出金残高／貯金残高×100  

  ２ ． 貯貸率（ 期中平均） ＝貸出金平均残高／貯金平均残高×100  

  ３ ． 貯証率（ 期末） ＝有価証券残高／貯金残高×100  

  ４ ． 貯証率（ 期中平均） ＝有価証券平均残高／貯金平均残高×100  

 

 

貸 出 金 の 使 途 別 内 訳 残 高  
（ 単位： 百万円、 ％）  

種     類 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

設  備  資  金 42, 864（  81. 6）  42, 895（  81. 9）  △31 

運  転  資  金 9, 656（  18. 4）  9, 510（  18. 1）  146 

合     計 52, 520（ 100. 0）  52, 405（ 100. 0）  115 

( 注)  （   ） 内は構成比です。  
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貸出金の担保別内訳残高 
（ 単位： 百万円）  

種     類 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

貯    金    等 2, 158 2, 476 △318 

有   価   証   券 0 0 0 

不    動    産 31, 600 31, 101 498 

そ の 他 担 保 物 187 232 △45 

計 33, 945 33, 810 134 

農 業 信 用 基 金 協 会 保 証 85, 889 79, 074 6, 814 

そ  の  他  保  証 34, 572 31, 976 2, 595 

計 120, 462 111, 051 9, 410 

信       用 16, 685 16, 488 196 

合     計 171, 093 161, 351 9, 741 

 

 

債務保証見返額の担保別内訳残高 
 

  令和７ 年度、 令和６ 年度該当あり ま せん。  

 

 

 

農協法に基づく 開示債権の状況及び 

金融再生法開示債権区分に基づく 債権の保全状況 
（ 単位： 百万円、 ％）  

債 権 区 分 債 権 額 
保      全      額 

担   保 保   証 引   当 合   計 

破 産 更 生 債 権 及 び 

こ れ ら に 準 ず る 債 権 

７ 年度 212 39 54 118 212 

６ 年度 184 46 2 135 184 

危 険 債 権 
７ 年度 1, 715 281 302 1, 097 1, 680 

６ 年度 1, 722 329 344 1, 011 1, 685 

要 管 理 債 権 
７ 年度 17 4 0 0 4 

６ 年度 20 4 0 0 4 

 三 月 以 上 

延 滞 債 権 

７ 年度 － － － － － 

 ６ 年度 － － － － － 

 貸 出 条 件 

緩 和 債 権 

７ 年度 17 4 － 0 4 

 ６ 年度 20 4 － 0 4 

小 計 
７ 年度 1, 944 325 356 1, 216 1, 897 

６ 年度 1, 927 380 347 1, 147 1, 874 

正 常 債 権 
７ 年度 169, 255     
６ 年度 159, 498     

合      計 
７ 年度 171, 200     
６ 年度 161, 426     

 ( 注)  １ ． 破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権 

破産手続開始、 更生手続開始、 再生手続開始の申立て等の事由によ り 経営破綻に陥っている 債務者に対する 債権及びこ れら

に準ずる 債権をいいます。  
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２ ． 危険債権 

債務者が経営破綻の状態には陥っていないが、 財政状態及び経営成績が悪化し 、 契約に従った債権の元本の回収及び利息の

受取ができ ない可能性の高い債権をいいます。  

３ ． 要管理債権 

  ４ ． 「 三月以上延滞債権」 と ５ ． 「 貸出条件緩和債権」 の合計額をいいます。  

４ ． 三月以上延滞債権 

  元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から 三月以上延滞し ている 貸出金で、 破産更生債権およ びこ れら に準ずる 債権

およ び危険債権に該当し ないも のをいいます。  

５ ． 貸出条件緩和債権 

  債務者の経営再建又は支援を図る こ と を目的と し て、 金利の減免、 利息の支払猶予、 元本の返済猶予、 債権放棄その他の債

務者に有利と なる 取り 決めを行った貸出金で、 破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権、 危険債権及び三月以上延滞債権に該当

し ないも のをいいます。  

６ ． 正常債権 

債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないも のと し て、 上記に掲げる 債権以外のも のに区分さ れる 債権をいいま す。  

 

 

 

元本補てん契約のある 信託に係る 農協法に基づく 開示債権の状況 
  令和７ 年度、 令和６ 年度該当あり ま せん。  

 

 

 

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 
（ 単位： 百万円、 ％）  

区   分 

 ７    年   度 ６    年   度 

期 首 

残 高 

期 中 

増加額 

期中減少額 
期 末 

残 高 

期 首 

残 高 

期 中 

増加額 

期中減少額 
期 末 

残 高 
目的 

使用 
その他 

目的 

使用 
その他 

一般貸倒引当金 246 274 － 246 274 241 246 － 241 246 

個別貸倒引当金 1, 147 1, 215 － 1, 146 1, 215 1, 253 1, 147 － 1, 253 1, 147 

合   計 1, 393 1, 489 － 1, 392 1, 489 1, 494 1, 393 － 1, 494 1, 393 

 

 

貸 出 金 償 却 の 額  
（ 単位： 千円）  

 ７    年   度 ６    年   度 

貸 出 金 償 却 額 493 486 
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有価証券等 

種 類 別 有 価 証 券 平 均 残 高  
（ 単位： 千円）  

 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

国 債 12, 745, 884 13, 635, 057 △889, 172 

地 方 債 3, 462, 616 2, 078, 956 1, 383, 659 

政 府 保 証 債 399, 970 399, 968 2 

社 債 15, 361, 202 14, 601, 293 759, 908 

受 益 証 券 6, 783, 917 6, 713, 305 70, 611 

合     計 38, 753, 592 37, 428, 581 1, 325, 010 

 

 

商品有価証券種類別平均残高 
   

令和７ 年度、 令和６ 年度該当あり ま せん。  

 

 

 

有 価 証 券 残 存 期 間 別 残 高  
（ 単位： 百万円）  

 １ 年以下 
１ 年 超 

３ 年以下 

３ 年 超 

５ 年以下 

５ 年 超 

７ 年以下 

７ 年 超 

10年以下 
10年超 

期間を 定め 

ないも の 
合計 

令和７ 年度 

国 債   98  1, 442 8, 100  9, 641 

地 方 債 100  294 90 2, 923   3, 409 

政 府 保 証 債     384   384 

公 社 公 団 債  99  300 182   583 

一 般 社 債  695 2, 105 2, 581 2, 623 5, 741  13, 746 

株 式 － － － － － － － － 

そ の 他 の 証 券 100 1, 267 812 87 101 2, 402 3, 929 8, 700 

貸 付 有 価 証 券 － － － － － － － － 

令和６ 年度 

国 債 － － － － 709 11, 146 － 11, 855 

地 方 債 － 101 100 － 1, 831 647 － 2, 679 

政 府 保 証 債 － － － － 97 293 － 390 

公 社 公 団 債 － － 100 － 313 192 － 606 

一 般 社 債 100 199 396 2, 462 4, 430 5, 912 － 13, 501 

株 式 － － － － － － － － 

そ の 他 の 証 券 － 180 1, 603 186 100 886 2, 771 5, 729 

貸 付 有 価 証 券 － － － － － － － － 
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取得価額又は契約価額、 時価及び評価損益 
１ ． 有価証券 

 ⑴ 有価証券の時価情報 

  ・ 売買目的有価証券 …… 該当あり ま せん。  

   ・ 満期保有目的の債券で時価がある も の                    （ 単位： 千円）  

 種  類 

７    年   度 ６    年   度 

貸借対照表 

計 上 額 
時  価 評価差額 

貸借対照表 

計 上 額 
時  価 評価差額 

時価が 貸借

対照表計上

額を 超え る

も の 

国 債 － － － 598, 628 607, 200 8, 571 

政 府 保 証 債 － － － － － － 

社 債 － － － 100, 000  100, 240 240 

小   計 － － － 698, 628 707, 440 8, 811 

時価が 貸借

対照表計上

額を 超え な

い も の 

国 債 1, 191, 217 1, 104, 030 △87, 187 493, 460 479, 460 △14, 000 

政 府 保 証 債 200, 000 184, 720 △15, 280 200, 000 195, 420 △4, 580 

社 債 1, 000, 000 883, 986 △116, 014 900, 000 825, 635 △74, 365 

小   計 2, 391, 217 2, 172, 736 △218, 481 1, 593, 460 1, 500, 515 △92, 945 

合     計 2, 391, 217 2, 172, 736 △218, 481 2, 292, 089 2, 207, 955 △84, 134 

 

  ・ その他有価証券で時価がある も の                      （ 単位： 千円）  

 種  類 

７    年   度 ６    年   度 

貸借対照表

計 上 額 

取得原価又

は償却原価 
評価差額 

貸借対照表

計 上 額 

取得原価又

は償却原価 
評価差額 

貸借対照表

計上額が 取

得原価又は

償却原価を

超え る も の 

国 債 － － － 101, 810 99, 805 2, 004 

地 方 債 99, 998 100, 290 291 201, 260 199, 996 1, 263 

政 府 保 証 債 － － － － － － 

社 債 500, 280 547, 920 47, 640 856, 490 800, 269 56, 220 

そ の 他 の 証 券 4, 607, 306 6, 310, 773 1, 703, 466 2, 052, 511 1, 705, 032 347, 478 

小   計 5, 207, 585 6, 958, 983 1, 751, 397 3, 212, 071 2, 805, 103 406, 967 

貸借対照表

計上額が 取

得原価又は

償却原価を

超 え な い 

も の 

国 債 10, 845, 754 8, 450, 240 △2, 395, 514 10, 667, 130 12, 518, 633 △1, 851, 503 

地 方 債 3, 563, 319 3, 309, 617 △253, 702 2, 478, 719 2, 567, 487 △88, 768 

政 府 保 証 債 200, 000 184, 390 △15, 610 194, 990 200, 000 △5, 010 

社 債 14, 211, 619 12, 781, 890 △1, 429, 729 12, 325, 640 13, 312, 504 △986, 864 

そ の 他 の 証 券 2, 892, 748 2, 389, 715 △503, 032 3, 677, 266 4, 317, 676 △640, 409 

小   計 31, 713, 442 27, 115, 852 △4, 597, 589 29, 343, 745 32, 916, 301 △3, 572, 555 

合     計 36, 921, 027 34, 074, 835 △2, 846, 191 32, 555, 816 35, 721, 404 △3, 165, 588 

その他有価証券のう ち時価のある も のについては時価評価を行っており ます。  

 

 ⑵ 当期中に売却し たその他有価証券                      （ 単位： 千円）  

 
７    年   度 ６    年   度 

売 却 額 売 却 益 売 却 損 売 却 額 売 却 益 売 却 損 

国 債 1, 415, 747 － 559, 483 436, 456 － 19, 627 

社 債 － － － 95, 841 － 4, 159 

受 益 証 券 385, 935 205, 320 － 322, 197 87, 991 － 

合   計 1, 801, 682 205, 320 559, 483 854, 494 87, 991 23, 786 

 

 ⑶ 時価のない有価証券の主な内容と 貸借対照表計上額 

   令和７ 年度、 令和６ 年度該当あり ま せん。   
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２ ． 金銭の信託 

  令和７ 年度、 令和６ 年度該当あり ま せん。  

 

３ ． デリ バティ ブ取引 

  令和７ 年度、 令和６ 年度該当あり ま せん。  

 

４ ． 金融等デリ バティ ブ取引 

  令和７ 年度、 令和６ 年度該当あり ま せん。  

 

５ ． 有価証券関連店頭デリ バティ ブ取引 

  令和７ 年度、 令和６ 年度該当あり ま せん。  

 

 

金融派生商品及び先物外国為替取引の契約金額・ 想定元本額 
  令和７ 年度、 令和６ 年度該当あり ま せん。  

 

 

上場先物取引所に係る 未決済の先物取引契約の約定金額及びその時価 
  令和７ 年度、 令和６ 年度該当あり ま せん。  

 

 

為替業務等 

内 国 為 替 取 扱 実 績 
（ 単位： 千円）  

 
７    年   度 ６    年   度 

件  数 金   額 件  数 金   額 

送 金 ・ 振 込 
仕  向 242, 539 200, 294, 687 232, 346 226, 764, 112 

被 仕 向 829, 479 257, 551, 843 818, 180 272, 201, 524 

代 金 取 立 
仕  向 0 0 2 4, 597 

被 仕 向 2 2, 484 1 4 

雑  為  替 
仕  向 12, 668 4, 213, 386 12, 918 5, 109, 940 

被 仕 向 8, 739 2, 764, 760 9, 365 2, 848, 277 

合   計 
仕  向 256, 284 204, 508, 073 245, 266 231, 878, 650 

被 仕 向 838, 220 260, 319, 089 827, 546 275, 049, 806 

 

 

外 国 為 替 取 扱 実 績 
  令和７ 年度、 令和６ 年度該当あり ま せん。  

 

 

外 貨 建 資 産 残 高 
  令和７ 年度、 令和６ 年度該当あり ま せん。   
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平残・ 利回り 等 
 

利 益 総 括 表 
（ 単位： 千円、 ％）  

 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

資 金 運 用 収 支 

役 務 取 引 等 収 支 

そ の 他 信 用 事 業 収 支 

5, 424, 420 

185, 862 

△716, 616 

4, 964, 080 

169, 968 

△101, 944 

460, 340 

15, 894 

△614, 672 

信 用 事 業 粗 利 益 

（ 信 用 事 業 粗 利 益 率 ）  

5, 050, 799 

0. 75 

5, 110, 262 

0. 74 

△59, 463 

0. 01 

事 業 粗 利 益 

（ 事 業 粗 利 益 率 ）  

11, 611, 326 

1, 58 

11, 847, 631 

1, 58 

△236, 305 

0 

事 業 純 益 1, 925, 080 2, 266, 434 △341, 354 

実 質 事 業 純 益 1, 953, 183 2, 271, 392 △318, 209 

コ ア 事 業 純 益 2, 512, 667 2, 295, 178 217, 489 

コ ア 事 業 純 益 

（ 投資信託解約損益を 除く ）  
2, 307, 347 1, 905, 583 401, 764 

 

資 金 運 用 収 支 の 内 訳 
（ 単位： 千円、 ％）  

区   分 
７    年   度 ６    年   度 

平均残高 利  息 利回り  平均残高 利  息 利回り  

資 金 運 用 勘 定 676, 728, 640 6, 786, 630 1. 00 690, 212, 459 5, 358, 800 0. 77 

う ち 預 金 471, 472, 351 4, 316, 981 0. 91 496, 917, 022 3, 744, 642 0. 75 

う ち 有 価 証 券 38, 753, 592 574, 393 1. 48 37, 428, 581 59, 612 0. 15 

う ち 貸 出 金 166, 502, 697 1, 895, 255 1. 13 155, 866, 855 1, 554, 545 0. 99 

資 金 調 達 勘 定 659, 622, 552 1, 362, 212 0. 20 674, 855, 490 394, 724 0. 05 

う ち 貯金・ 定積 659, 606, 775 1, 361, 491 0. 20 674, 826, 219 394, 425 0. 05 

う ち 譲渡性貯金 0 0 0 0 0 0 

う ち 借 入 金 44, 995 716 1. 59 29, 270 299 1. 02 

総 資 金 利 ざ や － － 0. 28 － － 0. 20 

 ( 注)  １ ． 総資金利ざや＝資金運用利回り －資金調達原価率（ 資金調達利回り ＋経費率）  

２ ． 資金運用勘定の利息欄の預金には、 信連から の事業利用分量配当金、 奨励金が含まれています。  
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受 取 ・ 支 払 利 息 の 増 減 額  
（ 単位： 千円）  

 ７  年 度 増 減 額 ６  年 度 増 減 額 

受 取 利 息 1, 427, 830 △106, 985 

う ち 預 金 572, 339 119, 879 

う ち 有 価 証 券 514, 780 △292, 110 

う ち 貸 出 金 340, 710 65, 245 

支 払 利 息 967, 489 231, 500 

う ち 貯 金 ・ 定 期 積 金 967, 067 231, 637 

う ち 譲 渡 性 貯 金 0 0 

う ち 借 入 金 421 △136 

差 引 460, 341 △338, 486 

 ( 注)  １ ． 増減額は前年度対比です。  

   ２ ． 受取利息の預金には、 信連から の事業利用分量配当金、 奨励金が含まれています。  

 

 

 

利     益     率 
（ 単位： 千円、 ％）  

 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

総 資 産 経 常 利 益 率 0. 409 0. 457 -0. 048 

資 本 経 常 利 益 率 4. 685 5. 668 -0. 982 

総 資 産 当 期 純 利 益 率 0. 302 0. 335 -0. 033 

資 本 当 期 純 利 益 率 3. 463 4. 151 -0. 688 

 ( 注)  算出方法は以下のと おり です。  

  １ ． 総資産経常利益率＝経常利益／総資産（ 債務保証見返を除く ） 平均残高×100 

  ２ ． 資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×100 

  ３ ． 総資産当期純利益率＝当期剰余金（ 税引後） ／総資産（ 債務保証見返を除く ） 平均残高×100 

  ４ ． 資本当期純利益率＝当期剰余金（ 税引後） ／純資産勘定平均残高×100 

 

 

預かり 資産の状況 
 

１ ． 投資信託残高（ ファ ンド ラ ッ プ含む）  

（ 単位： 千円）  

 ７    年   度 ６    年   度 

投 資 信 託 残 高 

（ フ ァ ン ド ラ ッ プ含む）  
3, 149, 046 2, 566, 348 

( 注)  投資信託残高（ ファ ンド ラ ッ プ含む） は「 約定日基準」 に基づく 算出です。  

 

２ ． 残高有り 投資信託口座数 

（ 単位： 口座）  

 ７    年   度 ６    年   度 

残 高 有 り 投 資 信 託 

口 座 数 
2, 430 2, 377 
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最近５ 年間の主要な経営指標 
（ 単位： 千円、 人、 ％）  

 ７  年 度 ６  年 度 ５  年 度 ４  年 度 ３  年 度 

経常収益 29, 933, 423 28, 929, 835 28, 477, 559 29, 719, 334 31, 819, 046  

信用事業収益 7, 488, 028 5, 890, 620 5, 977, 033 5, 870, 820 6, 055, 318  

共済事業収益 2, 774, 036 2, 735, 267 2, 726, 034 2, 957, 383 3, 191, 640  

農業関連事業収益 11, 872, 233 11, 788, 041 11, 492, 733 11, 811, 455 11, 877, 651  

生活その他事業収益 7, 697, 251 8, 380, 575 8, 129, 844 8, 945, 417 10, 595, 676  

営農指導事業収益 101, 873 135, 332 151, 914 134, 257 98, 762  

経常利益 3, 009, 950 3, 437, 024 3, 516, 685 3, 557, 536 3, 276, 291  

当期剰余金 2, 225, 013 2, 517, 469 2, 831, 320 2, 430, 027 2, 376, 025  

出資金 12, 879, 679 13, 070, 131 13, 173, 146 13, 160, 004 12, 995, 439  

（ 出資口数）  （ 12, 879, 679口）  （ 13, 070, 131口）  （ 13, 173, 146口）  （ 13, 160, 004口）  （ 12, 955, 439口）  

純資産額 63, 858, 968 61, 895, 452 61, 147, 309 58, 421, 479 58, 196, 457  

総資産額 727, 075, 509 738, 238, 431 755, 104, 447 754, 612, 996 753, 696, 279  

貯金等残高 644, 219, 304 658, 867, 134 677, 936, 518 678, 907, 644 677, 353, 286  

貸出金残高 171, 093, 146 161, 351, 241 148, 171, 681 137, 092, 024 126, 010, 394  

有価証券残高 36, 466, 053 34, 847, 906 33, 821, 186 30, 305, 741 23, 356, 902  

剰余金配当金額 361, 371 366, 062 361, 532 356, 814 340, 511  

・ 出資配当の額 192, 070 220, 755 222, 054 220, 250 257, 406  

・ 事業分量配当の額 169, 301 145, 307 139, 478 136, 563 83, 104  

職員数 1, 102 1, 122 1, 175 1, 227 1, 300  

単体自己資本比率 23. 63 22. 95 21. 97 20. 80 20. 03  

 ( 注)  １ ． 経常収益は各事業収益の合計額を表し ています。  

２ ． 当期剰余金は、 銀行等の当期利益に相当する も のです。  

３ ． 信託業務の取り 扱いは行っていません。  

４ ． 「 単体自己資本比率」 は、 「 農業協同組合等がその経営の健全性を判断する ための基準」 （ 平成18年金融庁・ 農水省告 

示第２ 号） に基づき 算出し ており ま す。  

 

 

 

そ の 他 経 営 諸 指 標 
（ 単位： 千円）  

 ７    年   度 ６    年   度 

信用事業関係   
一 職 員 当 り 貯 金 残 高 ２ ， ２ ０ ５ ， ４ ０ ０   ２ ， ２ ８ ０ ， ７ ６ ４  

一 店 舗 当 り 貯 金 残 高 ２ ２ ， ２ １ ４ ， ４ ５ ９   ２ ２ ， ７ １ ９ ， ５ ５ ６  

一 職 員 当 り 貸 付 金 残 高 ５ ８ ５ ， ７ １ ５   ５ ５ ８ ， ５ ４ １  

一 店 舗 当 り 貸 付 金 残 高 ５ ， ８ ９ ９ ， ７ ６ ４   ５ ， ５ ６ ３ ， ８ ３ ６  

共済事業関係   
一 職 員 当 り 長 期 共 済 保 有 高 ８ ， ２ ０ ３ ， ８ ０ ６   ７ ， ９ ８ ６ ， ０ ５ ４  

一 店 舗 当 り 長 期 共 済 保 有 高 ６ ２ ， ４ ７ １ ， ９ ８ ３   ６ ４ ， ６ ７ ３ ， ７ ２ ４  

経済事業関係   
一 職 員 当 り 購 買 品 供 給 高 ５ ６ ， ８ １ ３   ５ ９ ， ４ ５ ６  

一 職 員 当 り 販 売 品 販 売 高 ３ ３ １ ， ９ ２ ０   ３ ２ ８ ， ９ ６ ８  

一 店 舗 当 り 購 買 品 供 給 高 ２ ８ ５ ， ３ ７ ２   ３ ０ ６ ， １ ８ ８  
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 ( 注)  １ ． 従業員当り の表示は、 期末の各事業の専任担当者である 常用雇用者数によ り 計算し たも のです。  

２ ． 共済事業関係における 店舗数は 

７ 年度は24支所・ 出張所、 ６ 年度は24支所・ 出張所で計算し ています。  

３ ． 経済事業関係における 店舗数は、  

７ 年度  経済センタ ー  全センタ ー、 食材センタ ー、 ホール・ ・ ・ 計16 

             給油所・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 計26 

             農機センタ ー・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 計11   合計53か所で計算し ています。  

 

６ 年度  経済センタ ー  全センタ ー、 食材センタ ー、 ホール・ ・ ・ 計16 

             給油所・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 計26 

             農機センタ ー・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 計11   合計53か所で計算し ています。  

 

 

共済事業取扱実績 
 

★長期共済保有高                         （ 単位： 件、 千円） 

種      類 
７    年   度 ６    年   度 

件 数 金 額 件 数 金 額 

生 

命 

系 

終 身 共 済 59, 103 403, 693, 308 59, 563 428, 370, 436 

定 期 生 命 共 済 2, 136 21, 993, 180 1, 940 19, 647, 300 

養 老 生 命 共 済 18, 544 84, 860, 574 20, 468 99, 014, 243 

 う ち こ ど も 共 済 14, 063 45, 559, 659 14, 512 50, 715, 859 

医 療 共 済 38, 007 9, 999, 150 38, 298 11, 312, 550 

が ん 共 済 10, 471 1, 720, 000 9, 145 1, 902, 000 

定 期 医 療 共 済  1, 300 1, 744, 800 1, 432 1, 888, 300 

介 護 共 済 8, 242 12, 907, 492 7, 821 11, 731, 741 

認 知 症 共 済 616  583  

生 活 障 害 共 済 2, 594  2, 520  

特 定 重 度 疾 病 共 済 3, 444  3, 263  

年 金 共 済 34, 658 103, 500 35, 327 111, 500 

建 物 更 生 共 済 62, 480 962, 305, 699 63, 649 978, 191, 300 

合      計 241, 595 1, 499, 327, 706 244, 009 1, 552, 169, 372 

 ( 注)  １ ． 「 種類」 欄は主たる 共済種類ごと に記載し 、 金額は当該共済種類ごと に保障金額（ 生命系共済は死亡保障の金額（ 付加さ れ

た定期特約金額等を含む） を記載し ています。  

  ２ ． こ ども 共済は、 養老生命共済の内書と し て表示し ています。  

 

★医療系共済の共済金額保有高                  （ 単位： 件、 千円）  

種      類 
７    年   度 ６    年   度 

件 数 金 額 件 数 金 額 

医 療 共 済 38, 007 
130, 017 

2, 351, 695 
38, 298 

148, 736 

 

が ん 共 済 10, 471 
46, 899 

262, 420 
9, 145 

53, 304 

 

定 期 医 療 共 済 1, 300 6, 218 1, 432 6, 850 

合      計 49, 778 
183, 134 

2, 614, 115 
48, 875 

208, 891 

 

 ( 注)  「 種類」 欄は主たる 共済種類ごと に記載し 、 金額は当該共済種類ごと に共済金額を記載し ていま す。 なお、 同一の共済種類に主

たる 共済金額が複数ある 場合は、 新たに欄を追加し て記載する と と も に、 共済種類ごと の合計欄を記載し ていま す。  
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★年金共済の年金保有高                      ( 単位： 件、 千円)  

種      類 
７    年   度 ６    年   度 

件 数 金 額 件 数 金 額 

年 金 開 始 前 23, 121 12, 464, 220 23, 945 13, 046, 856 

年 金 開 始 後 11, 537 6, 166, 829 11, 382 6, 026, 515 

合      計 34, 658 18, 631, 050 35, 327 19, 073, 372 

( 注)  金額は、 年金年額を記載し ています。  

 

★介護系その他の共済の共済金額保有高               （ 単位： 件、 千円） 

種      類 
７    年   度 ６    年   度 

件 数 金 額 件 数 金 額 

介 護 共 済 8, 242 17, 399, 796 7, 821 15, 481, 954 

認 知 症 共 済 616 895, 000 583 863, 800 

生 活 障 害 共 済 

（ 一 時 金 型 ）  
1, 911 6, 619, 800 1, 926 6, 343, 200 

生 活 障 害 共 済 

（ 定 期 年 金 型 ）  
683 561, 040 594 469, 200 

特 定 重 度 疾 病 共 済 3, 444 3, 874, 300 3, 263 3, 733, 000 

合      計 14, 896 29, 349, 936 14, 187 26, 891, 154 

( 注)  「 種類」 欄は主たる 共済種類ごと に記載し 、 金額は当該共済種類ごと に共済金額を記載し ています。  

 

★短期共済新契約高                        （ 単位： 件、 千円） 

種      類 
 ７    年   度 ６    年   度 

件数 金額 掛金 件数 金額 掛金 

火 災 共 済 12, 129 161, 626, 070 137, 652 12, 212 160, 804, 240 136, 116 

自 動 車 共 済 63, 759  2, 410, 203 63, 726  2, 346, 933 

傷 害 共 済 53, 543 180, 405, 500  106, 097 54, 799 166, 001, 500 111, 854 

団 体 定 期 生 命 共 済 235 608, 000 1, 405 215 55, 400 1, 247 

定 額 定 期 生 命 共 済       

賠 償 責 任 共 済 2, 151  5, 559 2, 292  5, 563 

自 賠 責 共 済 20, 002  334, 965 18, 459  308, 602 

合      計 151, 819  2, 995, 884 151, 703  2, 910, 317 

( 注)  「 種類」 欄は主たる 共済種類ごと に記載し 、 金額は当該共済種類ごと に保障金額（ 死亡保障又は火災保障を伴わない共済の金額

欄は斜線。 ） を記載し ています。  
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経済事業取扱実績等 
 

販 売 取 扱 実 績 （ 品 目 別 ）  
（ 単位： 千円）  

 
７    年   度 ６    年   度 

取 扱 高 手 数 料 取 扱 高 手 数 料 

果 実 16, 281, 073 335, 032 18, 176, 808 372, 862 

畜 産 1, 600, 805 18, 355 1, 593, 941 19, 765 

米 穀 2, 656, 848 117, 389 2, 158, 117 93, 877 

菌 茸 5, 706, 601 122, 660 5, 979, 311 127, 909 

野 菜 1, 056, 127 22, 546 1, 260, 580 26, 940 

特 産 ・ た ば こ ・ 花 き  483, 435 9, 774 583, 194 11, 730 

直 売 2, 386, 639 359, 668 2, 381, 630 326, 577 

合 計 30, 171, 528 985, 424 32, 133, 581 979, 660 

( 注)  １ ． 直売の手数料は、 委託手数料・ 買取分が含まれます。  

 

 

購買品取扱実績（ 品目別）  
（ 単位： 千円）  

 
供      給      高 

７  年 度 ６  年 度 ５  年 度 ４  年 度 

生 

産 
購 
買 

品 

肥 料 1, 075, 637 1, 043, 746 1, 120, 031 1, 057, 747 

農 薬 1, 542, 886 1, 494, 234 1, 515, 107 1, 447, 642 

施 設 資 材 272, 869 306, 331 351, 355 403, 804 

飼 料 693, 175 724, 672 737, 036 757, 036 

出 荷 包 装 資 材 1, 475, 721 1, 495, 620 1, 387, 503 1, 393, 915 

園 芸 資 材 1, 052, 582 1, 080, 172 1, 064, 858 1, 121, 738 

種 苗 素 畜 そ の 他 564, 273 546, 493 552, 370 603, 903 

合   計 6, 677, 143 6, 691, 268 6, 728, 260 6, 785, 785 

農
機
燃
料
購
買
品 

農 業 機 械 2, 098, 338 1, 923, 047 1, 889, 388 1, 985, 283 

石 油 類 5, 939, 002 6, 515, 898 6, 319, 904 6, 633, 006 

Ｌ Ｐ ガ ス  1, 429, 104 1, 447, 244 1, 388, 227 1, 487, 943 

合   計 9, 466, 444 9, 886, 189 9, 597, 519 10, 106, 232 

生
活
購
買
品 

宅 配 8, 774 96, 701 387, 617 392, 660 

生 活 資 材 436, 849 455, 978 461, 891 489, 462 

葬 祭 1, 734, 827 1, 726, 231 1, 633, 712 1, 641, 108 

合  計 2, 180, 450 2, 278, 910 2, 483, 220 2, 523, 230 

（ 注） 購買品供給高は取扱高総額で記載し ており 、 収益認識に関する 会計基準を適用し ている 損益計算書と は金額が相違し ていま す。  
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指 導 事 業 収 支 の 状 況  
 

営農技術員及び  

生活指導員の状況 

 

区  分 人  員 

営 
 

農 
 

技 
 

術 
 

員 

果樹 ２ ９ 名 

稲作 １ １ 名 

野菜 １ ７ 名 

き のこ  ４ 名 

花き  ６ 名 

畜産 ４ 名 

く ら し の 

活動担当者 
１ １ 名 

計 ８ ２ 名 

 

 

保管事業、 加工利用事業、 その他事業収支の状況 
 

 

１ ． 保 管 事 業                           （ 単位： 千円）  

 
支     出 

 
収     入 

７  年 度 ６  年 度 ７  年 度 ６  年 度 

保 管 費 用 23, 775 22, 711 保 管 収 益 41, 714 40, 443 

計 23, 775 22, 711 計 41, 714 40, 443 

 

 

２ ． 加 工 事 業                           （ 単位： 千円）  

 
支     出 

 
収     入 

７  年 度 ６  年 度 ７  年 度 ６  年 度 

精 米 費 用 2, 148 2, 348 精 米 収 益 1, 972 2, 414 

農 産 加 工 費 用   農 産 加 工 収 益   

堆肥セ ン タ ー費用 33, 744 32, 190 堆肥セ ン タ ー収益 33, 178 32, 163 

そ の 他加工費用   そ の 他加工収益   

計 35, 892 34, 538 計 35, 150 34, 577 

指 導 事 業 収 支 の 状 況 

（ 単位： 千円）  

支       出 収       入 

科  目 ７ 年度金額 ６ 年度金額 科   目 ７ 年度金額 ６ 年度金額 

営 農 改 善 費 

（ 内農業振興助成） 

生 活 改 善 費 

農 政 活 動 費 

そ の 他 指 導 

 

（ 指導支出）  

事 業 管 理 費 

102, 612 

( 57, 602)  

8, 362 

5, 649 

12, 869 

 

（ 129, 494）

488, 948 

113, 578 

（ 67, 746）

13, 598 

6, 346 

9, 683 

 

（ 143, 206）

488, 009 

賦 課 金 

指 導 補 助 金 

実 費 収 入 

 

 

 

（ 指導収入）  

繰 入 金 

 

 

 

46, 974 

15, 010 

46, 678 

 

 

 

( 108, 662）

509, 780 

48, 228 

12, 611 

87, 276 

 

 

 

( 148, 116）

483, 099 

計 618, 442 631, 215 計 618, 442 631, 215 

 

営農技術員及び 

生活指導員の状況 指導事業収支の状況 
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３ ． 利 用 事 業                           （ 単位： 千円）  

 
支     出 

 
収     入 

７  年 度 ６  年 度 ７  年 度 ６  年 度 

ラ イ ス・ カント リ ー 176, 762 167, 137 ラ イ ス・ カント リ ー 273, 986 266, 345 

育 苗 ・ 水 稲 種 

子 セ ン タ ー 
91, 943 87, 340 

育 苗 ・ 水 稲 種 

子 セ ン タ ー 
115, 871 102, 124 

コ イ ン 精 米 機 15, 386 16, 316 コ イ ン 精 米 機 73, 774 72, 355 

種菌・ 培養センタ ー 99, 048 95, 481 種菌・ 培養センタ ー 119, 837 125, 008 

予 冷 ・ 冷 蔵   予 冷 ・ 冷 蔵   

機 械 利 用 1, 941 858 機 械 利 用 3, 165 3, 014 

共 同 防 除 157, 593 146, 699 共 同 防 除 157, 930 146, 982 

共 選 所 

（ 集荷所・ き のこ ）  
1, 236, 454 1, 254, 695 

共 選 所 

（ 集荷所・ き のこ ）  
1, 335, 169 1, 398, 609 

生 産 施 設 利 用 1, 808 1, 418 生 産 施 設 利 用 1, 269 2, 360 

受託農業経営・ 園

地 リ ー ス  
23, 947 23, 037 

受託農業経営・  

園 地 リ ー ス  
33, 114 31, 991 

そ の 他 利 用 13, 492 18, 683 そ の 他 利 用 88, 810 108, 163 

計 1, 818, 380 1, 811, 663 計 2, 202, 930 2, 256, 951 

 

 

４ ． その他事業                           （ 単位： 千円）  

 
支     出 

 
収     入 

７  年 度 ６  年 度 ７  年 度 ６  年 度 

郵便切手類販売 12, 763 11, 423 郵便切手類販売 13, 871 12, 408 

農 用 地 利 用 1, 540 2, 392 農 用 地 利 用 4, 159 7, 808 

計 14, 303 13, 815 計 18, 031 20, 216 
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 連 結 情 報 
 

Ⅰ． 組合及びその子会社等の概況に関する 事項 
１ ． 子会社等数 

 当 期 末 

子 会 社 合 計 ２  

 

２ ． 子会社等の概況 

会 社 名 ジェ イ エイ ながのサービス 株式会社 

代 表 者 名 
小林 武郎  
若林 武雄（ 常勤）  

設 立 年 月 日 平成９ 年５ 月27日 

所 在 地 長野市三輪一丁目１ 番16号 

事 業 内 容 
① 宅地建物取引業 
② 総合リ ース 事業 

資本金総額（ 発行済株式）  30, 050千円（ 601株）  

議 決 権 保 有 割 合 99. 8％ 

役 員 数 7人 

社 員 数 15人 

 

会 社 名 株式会社オート パル飯山 

代 表 者 名 佐藤 博明（ 常勤）  

設 立 年 月 日 昭和63年５ 月18日 

所 在 地 飯山市大字常盤1533番地２  

事 業 内 容 

① 自動車販売（ 新車・ 中古車）  
② 自動車整備（ 車検・ 点検・ 板金・

その他整備）  
③ 損害保険代理店 

資本金総額（ 発行済株式）  10, 000千円（ 200株）  

議 決 権 保 有 割 合 99. 0％ 

役 員 数 7人 

社 員 数 25人 

 
 
Ⅱ． 組合及びその子会社等の主要な事業に関する 事項を 連結し たも の 

 

   
ジェ イ エイ ながのサービス 株式会社 

   
   

Ｊ Ａ ながの 

 

 

   
   

株式会社オート パル飯山 
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１ ． ジェ イ エイ ながのサービ ス ㈱の事業の概要 
⑴ 社員体制（ 令和７ 年２ 月２ ８ 日現在）  

 ・ 管理職社員  ７ 人 

 ・ 一般社員   15人 

 

⑵ 主な営業種目 

① 宅地建物取引業の免許事業 （ 令和４ 年７ 月２ ６ 日許可）  

② 総合リ ース 事業   

  以上の事業を核と し て複合的に仕事を組み立て、 Ｊ Ａ ながのと 連携・ 協調を 図り ながら 子会社の使

命に努めてま いり ま す。  

 

⑶ 対処すべき 課題 

① 相続税等の対策や土地有効活用などの相談業務強化 

② 空屋・ 空地などの情報収集に関わる 仕組みの確立と 実践 

③ 開発分譲用地の仕入れと 販売の強化及び媒介業務の充実 

④ 賃貸住宅の仲介取扱件数の拡大と 空室対策の強化 

⑤ 貸家オーナーへの積極的な情報発信によ る 繋がり 強化 

⑥ 安定収入確保のための不動産投資の検討 

⑦ 本・ 支店間での情報共有によ る 事業収益の向上 

 

⑷ 事業概況 

令和７ 年度は、 こ こ 数年の物価高や所得環境の改善の遅れによ り 、 景気の横ばい状態が続き ま し た。 当

社の事業においても 、 部材や工事費用の高止ま り に加えて、 新築戸建住宅への省エネ基準適合の義務化に

よ る 建築コ ス ト の上昇も あり 、 厳し さ の続いた１ 年であり ま し た。  

そのよ う な状況の中でも 、 主力の開発分譲事業につき ま し て、 本店の大型分譲地案件を無事収益計上出

来たため、 年間計画を大き く 上回る こ と が出来ま し た。  

ま た、 ちく ま 支店・ 賃貸住宅事業につき ま し ても 年間計画を上回る 収益を上げる こ と が出来たこ と によ

って、 ト ータ ルでは前年度の純利益を10, 586千円ほど上回り 、 年間計画も 達成する こ と が出来ま し た。  

全体の事業成果と し ては、 売上総利益202, 856千円で年間計画172, 950千円に対し 117. 3％、 当期純利益

44, 572千円と なり ま し た。  

売 上 高：  419, 902千円  売 上 総 利 益：  202, 856千円 

 経  常  利  益：   65, 676千円  税引前当期純利益：   65, 203千円  当期純利益：  44, 572千円 

 

 

２ ． ㈱オート パル飯山の事業の概要 
⑴ 社員体制（ 令和７ 年２ 月28日現在）  

 ・ 管理職社員  ７ 名 

 ・ 一般社員   24名 

 

⑵ 主な営業種目 

 ① 自動車販売（ 新車・ 中古車）  

 ② 自動車整備（ 車検・ 点検・ 板金・ ボディ ーコ ーティ ング）  

 ③ 損害保険代理店 

 

⑶ 対処すべき 課題 

① 部署の担当長によ る 会議を定期的に開催し 、 事業進捗と 改善策等を確認する 。  

② Ｐ Ｄ Ｃ Ａ： 月初に事業課題の具体策と 目標を明確化し 、全員で共有。中間検討で進捗状況の把握と 対

策 又次月の課題等を提案。 実績数値を把握し 、 課題の改善策を検討。  

③ 風通し の良い職場作り を基本に、 ミ ーティ ング、 報連相を確実に、 物事の共有を大切に。  
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⑷ 事業概況 

令和7年度の自動車販売事業は、 総販売台数360台（ 前年388台） う ち貨物自動車・ 新車59台、 中古車105

台と なり 、 乗用車は、 新車52台、 中古車144台でし た。  

車両価格の高額化の影響や納期遅延などの影響によ り 、貨物車、乗用車と も に中古車ニーズが依然高く 、

走行距離の少ない年式の新し い中古車に割安感がある ため人気が集中し てし ま い、優良な中古車が不足し 、

販売に苦戦し ま し た。  

整備事業は、車検制度の事前受検期間が1か月前から 2か月前に制度変更が行われたこ と から 、1年間で最

大14ヶ 月分の車検整備を行う こ と が出来る よ う になり 、 積極的に取り 組んだ結果、 過去最高の1880台の実

績を達成し ま し た。  

売 上 高：  809, 539千円  売 上 総 利 益：  253, 926千円 

 経  常  利  益：  24, 632千円  税引前当期純利益：   25, 755千円  当期純利益：  17, 843千円 

 

 

３ ． 連結事業の概要 
令和７ 年度の当Ｊ Ａ の連結決算は、 子会社２ 社と 連結し ており ます。  

 連結決算の内容は、連結経常利益3, 104, 958千円、連結当期剰余金2, 291, 635千円、連結純資産65, 862, 159

千円、 連結総資産727, 240, 764千円、 連結自己資本比率24. 08%と なり ま し た。  

 

 

４ ． 最近５ 年間の連結事業年度の主要な経営指標 
（ 単位： 千円・ ％）  

 ７  年 度 ６  年 度 ５  年 度 ４  年 度 ３  年 度 

連 結 経 常 収 益 

（ う ち 信用事業）  

（ う ち 共済事業）  

（ う ち農業関連事業）  

（ う ち生活その他事業）  

（ う ち営農指導事業）  

32, 038, 586 

（ 7, 907, 925)  

（ 2, 904, 562)  

（ 12, 134, 679)  

（ 8, 968, 772)  

（ 122, 643)  

30, 005, 221 

（ 5, 890, 324)  

（ 2, 737, 642)  

（ 11, 801, 483)  

（ 9, 435, 575)  

（ 135, 331)  

29, 629, 198 

( 5, 976, 741)  

( 2, 727, 053)  

( 11, 503, 877)  

( 9, 269, 612)  

( 151, 913)  

30, 749, 925 

( 5, 870, 539)  

( 2, 959, 763)  

( 11, 827, 823)  

( 9, 957, 536)  

( 134, 257)  

32, 978, 702 

( 6, 055, 042)  

( 3, 193, 535)  

( 11, 891, 744)  

( 11, 739, 619)  

( 98, 761)  

連 結 経 常 利 益 3, 104, 958 3, 487, 676 3, 573, 333 3, 615, 753 3, 353, 686 

連 結 当 期 剰 余 金 2, 291, 635 2, 560, 184 2, 869, 721 2, 474, 188 2, 433, 934 

連 結 総 資 産 額 727, 240, 764 738, 308, 737 755, 258, 109 754, 731, 719 753, 889, 629 

連 結 純 資 産 額 65, 862, 159 63, 824, 881 62, 863, 143 60, 178, 047 59, 771, 953 

連 結 自 己 資 本 比 率 24. 08 23. 59 22. 44 21. 22 20. 41 

 ( 注)  「 連結自己資本比率」 は、「 農業協同組合等がその経営の健全性を判断する ための基準」（ 平成18年金融庁・ 農水省告示第２ 号）

に基づき 算出し ています。  
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Ⅲ 直近の２ 連結会計年度における 財産の状況に関する 事項及び連結し たも の 
 

１ ． 連結貸借対照表 
（ 単位： 千円）  

資         産  負 債 及 び 純 資 産 

科     目 
令和７ 年度 

（ 令和８ 年２ 月28日現在）  

令和６ 年度 

（ 令和７ 年２ 月29日現在）  
 科     目 

令和７ 年度 

（ 令和８ 年２ 月28日現在）  

令和６ 年度 

（ 令和７ 年２ 月28日現在）  

１  信用事業資産 666, 673, 868 677, 746, 691  １  信用事業負債 649, 410, 788 662, 728, 080 

⑴ 現金及び預金 458, 891, 143 481, 506, 982  ⑴ 貯金 643, 093, 872 657, 789, 891 

⑵ 有価証券 36, 466, 053 34, 847, 906  ⑵ 借入金 10, 478 16, 062 

⑶ 貸出金 17, 093, 146 161, 351, 241  ⑶ その他の信用事業負債 6, 306, 437 4, 922, 125 

⑷ その他の信用事業資産 1, 713, 613 1, 434, 496  ２  共済事業負債 2, 807, 292 2, 635, 204 

⑸ 貸倒引当金  △1, 490, 088 △ 1, 393, 934  ⑴ 共済資金 1, 651, 000 1, 487, 729 

２  共済事業資産 226, 595 198, 509  ⑵ その他の共済事業負債 1, 156, 292 1, 147, 475 

⑴ その他の共済事業資産 226, 595 198, 509  ３  経済事業負債 4, 123, 117 3, 906, 533 

３  経済事業資産 6, 577, 380 6, 095, 777  ⑴ 支払手形及び経済事業未払金 3, 867, 023 3, 502, 068 

⑴ 受取手形及び経済事業未収金 1, 968, 227 2, 110, 536  ⑵ その他の経済事業負債 256, 093 404, 465 

⑵ 棚卸資産 2, 039, 218 2, 047, 544  ４  雑負債 2, 655, 643 2, 549, 511 

⑶ その他の経済事業資産 2, 657, 290 2, 038, 226  ５  諸引当金 2, 381, 761 2, 664, 526 

⑷ 貸倒引当金 △87, 355 △ 100, 529  ⑴ 賞与引当金 447, 973 441, 820 

４  雑資産 2, 301, 989 2, 415, 647  ⑵ 退職給付に係る 負債 1, 768, 783 2, 082, 480 

５  固定資産 15, 793, 917 16, 139, 090  ⑶ 役員退職慰労引当金 165, 005 140, 225 

⑴ 有形固定資産 15, 777, 119 16, 116, 656  負債の部合計 661, 378, 605 674, 483, 856 

  建物 30, 189, 660 29, 820, 817  １  組合員資本 68, 029, 283 66, 321, 821 

   機械装置 7, 131, 001 7, 178, 799  ⑴ 出資金 12, 879, 679 13, 070, 131 

  土地 8, 004, 358 8, 180, 972  ⑵ 資本剰余金 6, 806 6, 806 

建設仮勘定 83, 258 83, 258  ⑶ 利益剰余金 55, 289, 322 53, 364, 551 

その他の有形固定資産 8, 587, 233 8, 555, 771  ⑷ 処分未済持分 △146, 495 △ 119, 616 

減価償却累計額 △38, 218, 392 △37, 702, 962  ⑸ 子会社の所有する 親組合出資金 △29 △ 51 

⑵ 無形固定資産 16, 797 22, 433  ２  評価・ 換算差額等 △2, 173, 190 △ 2, 502, 753 

６  外部出資 34, 940, 815 34, 941, 863  ⑴ その他有価証券評価差額金 △2, 830, 103 △ 3, 152, 001 

７  繰延税金資産 707, 049 770, 688  ⑵ 退職給付に係る 調整累計額 656, 913 649, 248 

８  繰延資産 19, 146   ３  非支配株主持分 6, 065 5, 812 

    純 資 産 の 部 合 計 65, 862, 159 63, 824, 881 

資 産 の 部 合 計 727, 240, 764 738, 308, 737  負債及び純資産の部合計 727, 240, 764 738, 308, 737 
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２ ． 連結損益計算書 
 

（ 単位： 千円）  

科     目 
令和７ 年度 

令和７ 年３ 月１ 日から  

令和８ 年２ 月28日ま で 

令和６ 年度 
令和６ 年３ 月１ 日から  

令和７ 年２ 月28日ま で 
 科     目 

令和７ 年度 
令和７ 年３ 月１ 日から  

令和８ 年２ 月28日まで 

令和６ 年度 
令和６ 年３ 月１ 日から  

令和７ 年２ 月28日ま で 
１  事業総利益 12, 197, 981 12, 457, 222  ⑼ その他事業収益 3, 671, 446 3, 735, 966 

⑴ 信用事業収益 7, 487, 779 5, 890, 324  ⑽ その他事業費用 2, 806, 589 2, 819, 793 

資金運用収益 6, 786, 633 5, 358, 804  その他事業総利益 864, 856 916, 173 

   （ う ち預金利息）  ( 3, 597, 309)  （ 2, 992, 314)   ２  事業管理費 9, 963, 613 9, 892, 615 

（ う ち有価証券利息）  ( 574, 393)  （ 59, 612)   ⑴ 人件費 6, 814, 310 6, 849, 795 

（ う ち貸出金利息）  ( 1, 895, 255)  （ 1, 554, 545)   ⑵ その他事業管理費 3, 149, 303 3, 042, 820 

（ う ちその他受入利息）  ( 719, 675)  （ 752, 332)   事業利益 2, 234, 367 2, 564, 606 

役務取引等収益 249, 332 229, 492  ３  事業外収益 1, 005, 780 1, 057, 339 

その他事業直接収益 0 0  ⑴ 受取雑利息 8, 682 6, 119 

その他経常収益 451, 813 302, 027  ⑵ 受取出資配当金 401, 620 403, 000 

⑵ 信用事業費用 2, 593, 456 858, 329  ⑶ その他の事業外収益 595, 476 648, 219 

資金調達費用 1, 361, 307 394, 538  ４  事業外費用 135, 189 134, 270 

（ 内貯金利息）  ( 1, 358, 465)  ( 393, 181)   ⑴ その他の事業外費用 135, 189 134, 270 

（ う ち給付補填備金繰入）  ( 2, 121)  ( 1, 056)   経常利益 3, 104, 958 3, 487, 676 

（ う ち借入金利息）  ( 716)  ( 295)   ５  特別利益 297, 257 38, 499 

（ う ちその他支払利息）  ( 3)  ( 4)   ⑴ 固定資産処分益 61, 749 25, 731 

役務取引等費用 63, 718 59, 819  ⑵ その他の特別利益 235, 507 12, 768 

その他事業直接費用 559, 483 23, 786  ６  特別損失 423, 325 229, 344 

その他経常費用 608, 946 380, 185  ⑴ 固定資産処分損 5, 048 5, 086 

（ う ち貸倒引当金戻入益）  ( 96, 646)  ( △ 101, 205)   ⑵ 減損損失 230, 481 172, 055 

信用事業総利益 4, 894, 323 5, 031, 995  ⑶ その他の特別損失 187, 796 52, 202 

  ⑶ 共済事業収益 2, 776, 034 2, 737, 642  税金等調整前当期利益 2, 978, 889 3, 296, 831 

     共済付加収入 2, 531, 808 2, 522, 339  ７  法人税、 住民税及び事業税 626, 293 656, 045 

その他の収益 224, 226 215, 302  ８  法人税等調整額 60, 707 80, 318 

⑷ 共済事業費用 128, 188 115, 471  ９  法人税等合計 687, 001 736, 364 

    共済推進費及び共済保全費 42, 125 42, 170  10 当期利益 2, 291, 888 2, 560, 467 

その他の費用 86, 063 73, 300  11 非支配株主に帰属する 当期利益 △252 △ 283 

共済事業総利益 2, 647, 846 2, 622, 170  当期剰余金 2, 291, 635 2, 560, 184 

⑸ 購買事業収益 16, 373, 722 16, 855, 176     

購買品供給高 15, 805, 638 16, 273, 070     
購買品手数料 275, 020      
その他の収益 293, 062 582, 106     

⑹ 購買事業費用 13, 273, 324 13, 687, 403     
購買品供給原価 12, 292, 884 12, 672, 945     
購買品供給費 931, 667 950, 957     
その他の費用 48, 772 63, 500     

（ う ち貸倒引当金戻入益）  0 0     
購買事業総利益 3, 100, 397 3, 167, 772     

⑺ 販売事業収益 723, 823 786, 111     
販売品販売高 0 17, 223     
販売手数料 625, 757 653, 083     
その他の収益 98, 066 115, 804     

⑻ 販売事業費用 33, 266 67, 001     
販売品販売原価 18 17, 243     
販売費 26, 980 18, 660     
その他の費用 6, 267 31, 096     
（ う ち貸倒引当金繰入額）  0 0     

販売事業総利益 690, 557 719, 110     
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 連 結 注 記 表  
 

（７年度） 

Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社・子法人等 2 社  （ジェイエイながのサービス株式会社、株式会社オートパル飯山） 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３ 連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事項 

連結されるすべての子会社・子法人等の事業年度末は、連結決算日と一致しております。 

 

４ のれんの償却方法及び償却期間 

該当事項はありません。 

 

５ 剰余金処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した剰余金処分に基づいて作成しております。 

 
Ⅱ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券（株式形態の外部出資を含む。）の評価基準及び評価方法は、有価証券の保有区分毎に次により行って

います。 

・満期保有目的の債券……償却原価法（定額法） 

・その他有価証券…………①市場価格のない株式等以外のもの：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

②市場価格のない株式等：移動平均法による原価法 

 

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  棚卸資産の評価基準及び評価方法は、次により行っています。 

・購買品（生産資材・燃料等）………主に総平均法による原価法（※） 

・ 〃 （宅地・自動車等）…………個別法による原価法（※） 

・ 〃 （生活用品・部品等）………売価還元法による低価法 

・その他の棚卸資産……………………主として総平均法による原価法（※） 

   （※）貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

建物 

ａ）平成 10 年３月 31 日以前に取得したもの 

     旧定率法によっています。 

ｂ）平成 10 年４月１日から平成 19 年３月 31 日までに取得したもの 

     旧定額法によっています。 

ｃ）平成 19 年４月１日以後に取得したもの 

     定額法によっています。 

建物以外 

ａ）平成 19 年３月 31 日以前に取得したもの 

     旧定率法によっています。 

ｂ）平成 19 年４月１日以降に取得したもの 

     定率法によっています。ただし、平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法によっています。 

⑵ 無形固定資産 

    定額法によっています。 
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    また、自組合利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却

しています。 

  

４ 引当金の計上基準 

⑴ 貸倒引当金 

貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定規程、経理規程及び資産の償却・引当処理規程に則り、次のとお

り計上しています。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれ

と同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されて

いる直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上

しています。 

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻 懸

念先」という）に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上しています。破綻懸念先に対す

る債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キ

ャッシュ・フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額と

の差額を引き当てています。 

上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額または今後３年間の予想損失額を見込んで計上

しており、予想損失額は、１年間または３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率等の過去の一定期間における 

平均値に基づき損失率を求め、算定しております。また、長野県中小企業活性化協議会の関与を得て策定した支援

計画に基づくＤＤＳ（デット・デット・スワップ）を実施している債権に係る金額（224,860 千円）もあわせて計

上しています。 

すべての債権は、資産査定規程に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した内部監査室

が査定結果を監査しております。  

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による

回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は

2,858,121 千円です。 

⑵ 賞与引当金 

   職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担分を計上しています。 

⑶ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金積立規程に基づく期末要支給額を計上しています。 

 
５ 退職給付に係る会計処理の方法 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び特定退職共済制度の見込額に基づき、当

連結会計年度末に発生していると認められる額を計上しています。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっています。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（９年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生した事業年度から費用処理することとしています。 

③ 過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法により費用処

理しています。 

④ 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における退職給

付に係る調整累計額に計上しております。 

⑤ 小規模企業等における簡便法の採用 

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。 

 

６ 収益及び費用の計上基準 

当組合の利用者等との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する

通常の時点は以下のとおりであります。 

  購買事業 
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農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組合員に供給する事業であり、当組合は利用者等との

契約に基づき、購買品を引き渡す義務を負っております。この利用者等に対する履行義務は、購買品の引き渡し時

点で充足することから、当該時点で収益を認識しております。 

 

７ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は 

雑資産に計上し、５年間で均等償却を行っています。 

 

８ 記載金額の端数処理 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満の科目については「０」で表示し、該当数値の

無い場合は「－」で表示しております。 

  

９ その他決算書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴ 事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法について 

当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引の相殺表示を行っておりません。よって、事業別の

収益及び費用については、事業間の内部取引も含めて表示しております。 

ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則にしたがい、各事業間の内

部損益を除去した額を記載しております。  

⑵ 当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示について 

購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与している場合には、純額で収益を認識し

て、購買手数料として表示しております。また、販売事業収益及び直売事業収益のうち、当組合が代理人とし

て販売品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して表示しております。 

 

 

Ⅲ 連結貸借対照表に関する注記 
１ 有形固定資産に係る圧縮記帳額 

土地収用法を受けて、また、国庫補助金等の受入により、有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額

は 4,605,089 千円であり、その内訳は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

種   類 圧 縮 記 帳 額 

建        物 1,750,827 

機  械  装  置 1,762,160 

土        地 732,789 

その他の有形固定資産 359,311 

合        計 4,605,089 

 

２ 担保に供している資産 

   定期預金 15,000,000 千円を為替決済等の担保に、定期預金 17,800 千円を指定金融機関等の事務取扱に係る担保

にそれぞれ供しています。 

 

３ 債権のうち農業協同組合法施行規則第 204 条第１項第１号ホ⑵ⅰからⅳまでに掲げるものの額及びその合計額 

債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は 212,233 千円、危険債権額は 1,715,018 千円です。 

なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事

由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 

また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないものの、財政状態及び経営成績が悪化し、契約

に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（破産更生債権及びこれらに準ずる債権

を除く。）です。 

債権のうち、貸出条件緩和債権額は 17,723 千円、三月以上延滞債権額はありません。 

なお、三月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破

産更生債権及びこれらに準ずる債権及び危険債権に該当しないものです。 

また、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれら

に準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞債権に該当しないものです。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の合計額は 1,944,974

千円です。 
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なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。 

 
 
Ⅳ 連結損益計算書に関する注記 

１ 減損会計に関する事項 

⑴ 資産をグループ化した方法の概要及び減損損失を認識した資産または資産グループの概要 

当組合では、事業用資産については管理会計の単位を基本にグルーピングし、事業用店舗（支所、給油所、ガ

スセンター、葬祭、直売所、ファーム店）については施設単位で、また、業務外固定資産（賃貸資産と遊休資産）

については、各固定資産をグルーピングの最小単位としています。 

本所、ブロック統括支所及び上記以外の営農・経済関連施設については、独立したキャッシュ・フローを生み

出さないものの、他の資産グループのキャッシュ・フローの生成に寄与していることから、共用資産と認識して

います。 

当連結会計年度に減損損失を計上した固定資産は以下のとおりです。 

場     所 用   途 種   類 そ の 他 

アンズロードＳＳ 事業用店舗 その他  

パリオＳＳ 事業用店舗 建物、機械装置、その他  

高山ＳＳ 事業用店舗 建物、機械装置、その他  

若槻ＳＳ 事業用店舗 土地、建物、機械装置、その他  

うえまつ直売所 事業用店舗 土地、建物、その他  

野沢温泉支所 事業用店舗 土地  

野沢温泉ＳＳ 事業用店舗 土地、機械装置、その他  

Ａコープあんず店 賃貸資産 建物、その他 業務外固定資産 

旧パリオ店 賃貸資産 建物、その他 業務外固定資産 

旧小田切支所 賃貸資産 土地、建物 業務外固定資産 

替佐共撰所跡地 賃貸資産 土地 業務外固定資産 

旧ちくま西部農機センター 遊休資産 建物 業務外固定資産 

旧桑原支所 遊休資産 土地、建物 業務外固定資産 

旧村上経済店舗 遊休資産 土地、建物 業務外固定資産 

旧須高ぶどうターミナルセンター 遊休資産 土地、建物 業務外固定資産 

旧豊洲農産物加工所 遊休資産 建物 業務外固定資産 

旧平穏共選所 遊休資産 土地、建物 業務外固定資産 

特養りんごの郷賃貸部分 遊休資産 土地 業務外固定資産 

旧南部ひだまり 遊休資産 土地 業務外固定資産 

旧大町支所 遊休資産 土地 業務外固定資産 

⑵ 減損損失の認識に至った経緯 

事業用店舗については、当該店舗の営業収支が２期連続赤字であり、かつ、短期的に業績の回復が見込まれな

いことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し（３か所）、あるいは備忘価額まで減額し（４か所）、当該減少

額を減損損失として認識しました。 

  賃貸資産は、使用価値が帳簿価額まで達していないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し（１か所）、

あるいは備忘価額まで減額し（３か所）、当該減少額を減損損失として認識しました。 

  遊休資産については、処分費用見込後の正味売却価額が帳簿価額より低いため、正味売却価額まで帳簿価額を

減額し（４か所）、あるいは備忘価額まで減額し（５か所）、当該減少額を減損損失として認識しました。 

⑶ 減損損失の金額について、特別損失に計上した金額と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳 

   （単位：千円） 

用  途 施     設 減 損 損 失 金 額 

土 地 建 物 機械装置 その他 計 

事業用店舗 アンズロード給油所  他６か所 184,531 4,679 9,232 1,819 200,262 

賃貸資産 旧パリオ店      他３か所 4,066 9,672 － 840 14,580 
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遊休資産 旧ちくま西部機械Ｃ  他８か所 7,770 7,868 － － 15,638 

合 計 196,368 22,220 9,232 2,660 230,481 

⑷ 回収可能価額の算定方法 

賃貸資産の回収可能価額については使用価値を採用しており、適用した割引率は 4.1％です。 

その他の事業用店舗、賃貸資産、遊休資産の回収可能価額は正味売却価額を採用しており、その時価は固定資

産税評価額に基づく公示価格により算定しています。 

 
 
Ⅴ 金融商品に関する注記 

１ 金融商品の状況に関する事項 

⑴ 金融商品に対する取組方針 

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、残っ

た余裕金を長野県信用農業協同組合連合会等へ預けているほか、国債や地方債などの債券、投資信託等の有価証

券による運用を行っています。 

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク 

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、

組合員・利用者の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。 

また、有価証券は、主に債券、投資信託であり、満期保有目的及び純投資目的（その他有価証券）で保有して

います。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されています。 

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通

常の貸出取引については、本所に審査課を設置し各支所・出張所との連携を図りながら、与信審査を行ってい

ます。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価

基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を

図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産

の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当処理規

程」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。    

② 市場リスクの管理 

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、収益

化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬ

Ｍを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造

の構築に努めています。 

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有有価証券

ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成する

ＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決

定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行ってい

ます。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的

にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。 

（市場リスクに係る定量的情報） 

当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要な

リスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうちその他有価証券及び満

期保有目的に分類している債券、貸出金、貯金及び借入金です。 

当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予 想変動幅を用

いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。 

金利以外の全てのリスク変数が一定であると仮定し、当連結会計年度末現在、指標となる金利が 0.49％上

昇したものと想定した場合には、経済価値が 1,022,495 千円減少するものと把握しています。 

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を

考慮していません。 

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があ

ります。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性

の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置付
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け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っていま

す。 

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

    金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

２ 金融商品の時価等に関する事項 

⑴ 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等 

    当連結会計年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、市場価格のな

い株式等は、次表には含めておりません。 

（単位：千円）  
連結貸借対照表計上額 時価 差額 

預金 456,217,808 453,583,805 △2,634,004 

  系統預金 449,704,918 448,152,546 △1,552,373 

  系統外預金 6,512,890 5,431,259 △1,081,632 

有価証券 36,466,053 36,247,571  

  満期保有目的の債券 2,391,217 2,172,736 △ 218,481 

  その他の有価証券 34,074,835 34,074,835 － 

貸出金 171,093,146   

  貸倒引当金（※１） △1,490,088   

  貸倒引当金控除後 169,603,058 167,841,788 △ 1,761,270 

外部出資 16,737 16,737 － 

資産 計 662,303,656 657,689,901 △ 4,613,754 

貯金 643,093,872 640,243,320 △ 2,850,552 

負債 計 643,093,872 640,243,320 △ 2,850,552 

（※１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。 

⑵ 金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明 

【資産】 

① 預金   

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期

のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートであるＯＩＳのレートで割り引いた現

在価値を時価に代わる金額として算定しています。 

なお、期日前解約特約付預金は、取引金融機関から提示された時価等により算定しております。 

② 有価証券及び外部出資 

     有価証券について、主に上場株式や国債については、活発な市場における無調整の相場価格を利用していま

す。地方債や社債については、公表された相場価格を用いています。市場における取引価格が存在しない投資

信託については、解約または買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限が

ない場合には基準価額によっています。相場価格が入手できない場合には、取引金融機関等から提示された価

格によっています。 

② 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大き

く異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。 

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリー

レートであるＯＩＳのレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定していま

す。 

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除し

た額を時価に代わる金額としています。 

【負債】 

① 貯金 

     要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価格）を時価とみなしています。また、定

期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートであるＯＩ

Ｓのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。 

⑶ 市場価格のない株式等は次のとおりであり、これらは⑴の金融商品の時価情報には含まれていません。 

貸借対照表計上額 
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外部出資（＊） 34,963,957 千円 

（＊）外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難で

あると認められるため、時価開示の対象とはしていません。 

⑷ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

（単位：千円） 

 1 年以内 
1 年超 

2 年以内 

2 年超 

3 年以内 

3 年超 

4 年以内 

4 年超 

5 年以内 
5 年 超 

預    金 436,717,808 13,000,000    6,500,000 

有価証券       

満期保有目的の債権 - - - - - 2,400,000 

 その他有価証券のうち 

満期があるもの 
200,040 687,703 1,379,321 1,412,574 2,000,000 28,661,645 

貸出金（＊1、2） 10,804,827 9,273,245 8,645,760 7,976,883 7,536,370 126,799,441 

合   計 447,722,675 22,960,948 10,025,081 9,389,457 9,536,370 164,361,086 

（＊１）貸出金のうち、当座貸越 788,982 千円については「１年以内」に含めています。 

（＊２）貸出金のうち、三月以上延滞が生じている債権・期限の利益を喪失した債権 56,618 千円は償還の予定が

見込まれないため、含めていません。 

⑸ 有利子負債の決算日後の返済予定額 

（単位：千円） 

 1 年以内 
1 年超 

2 年以内 

2 年超 

3 年以内 

3 年超 

4 年以内 

4 年超 

5 年以内 
5 年 超 

貯  金(＊1) 558,324,995 38,237,778 31,785,447 7,276,197 5,693,237 1,776,215 

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めて開示しています。 

 
 
Ⅵ 有価証券に関する事項 

１ 有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。 

① 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 満期保有目的の債券において、種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りです。 

（単位：千円） 

 連結貸借対照表計上額 時  価 差 額 

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えるもの 

国債 － － － 

社債 － － － 

小計 － － － 

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えないもの 

国債 1,191,217 1,104,030 △87,187 

社債 200,000 184,720 △15,280 

政府保証債 1,000,000 883,986 △116,014 

小計 2,391,217 2,172,736 △218,481 

合      計 2,391,217 2,172,736 △218,481 

② その他有価証券で時価のあるもの 

  その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額について 

は、次のとおりです。 

（単位：千円）  
  連結貸借対照表計上額 取得原価又は償却原価 評価差額 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価又は償却原価

を超えるもの 

有価証券  6,958,983 5,207,585 1,751,397 

国 債  － － － 

地方債  100,290 99,998 291 

政府保証債 － － － 

社 債  547,920 500,280 47,640 

受益証券  6,310,773 4,607,306 1,703,466 

外部出資  16,737 650 16,087 

小 計  6,975,721 5,208,235 1,767,485 
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連結貸借対照表

計上額が取得原

価又は償却原価

を超えないもの 

有価証券  27,115,852 31,713,442 △4,597,589 

国 債  8,450,240 10,845,754 △2,395,514 

地方債  3,309,617 3,563,319 △253,702 

政府保証債 184,390 200,000 △15,610 

社 債  12,781,890 14,211,619 △1,429,729 

受益証券  2,389,715 2,892,748 △503,032 

外部出資  － － － 

小 計  27,115,852 31,713,442 △4,597,589 

合     計 34,091,573 36,921,677 △2,830,103 

  

２ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

 

 ３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。 

（単位：千円） 

 売 却 額 売 却 益 売 却 損 

国     債 1,415,747 － 559,483 
地  方  債 －  －  － 

社     債 －  － － 

受 益 証 券 385,935 205,320 － 

合     計 1,801,682 205,320 559,483 
 

 ４ 当連結会計年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありません。 

 

 ５ 当連結会計年度中において、減損処理を行った有価証券はありません。 

 
 
Ⅶ 退職給付に関する注記 

１ 退職給付に関する事項 

① 採用している退職給付制度の概要  

  職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。また、この制度に加

え、同規程に基づき退職給付の一部にあてるため一般社団法人長野県農林漁業団体共済会との契約による退職金共

済制度を採用しています。 

② 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務           5,870,525 千円 

勤務費用                    254,873 千円 

利息費用                    69,860 千円 

その他（子会社分）               6,831 千円 

数理計算上の差異の発生額         △ 269,516 千円 

退職給付の支払額              △ 373,625 千円 

期末における退職給付債務           5,558,950 千円 

③ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産              3,788,045 千円 

期待運用収益                    28,031 千円 

数理計算上の差異の発生額             4,939 千円 

特定退職共済金制度への拠出金           210,988 千円 

退職給付の支払額               △ 241,836 千円 

期末における年金資産              3,790,167 千円 

④ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表 

退職給付債務                  5,558,950 千円 

特定退職金共済制度            △ 3,790,167 千円 

退職給付に係る負債              1,768,783 千円 

⑤ 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

勤務費用                     261,705 千円 

利息費用                     69,860 千円 

期待運用収益                 △ 28,031 千円 
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数理計算上の差異の費用処理額         △ 163,083 千円 

過去勤務費用の費用処理額          △ 100,776 千円 

合計                     39,675 千円 

⑥ 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。 

現金及び預金                    39.5% 

      共済預け金                     60.5% 

      合 計                      100.0％ 

⑦ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を構成する資

産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しています。 

⑧ 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項 

割引率（ポイント）                1.975％ 

割引率（倍率）                                    1.023% 

長期期待運用収益率                0.740％ 

 

２ 特例業務負担金の将来見込額 

人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林

漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第 57 条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年

金等の業務に要する費用にあてるため拠出した特例業務負担金 76,777 千円を含めて計上しています。 

   なお、同組合より示された令和８年３月現在における令和 14 年３月までの特例業務負担金の将来見込額は、

481,650 千円となっています。 

 
Ⅷ 税効果会計に関する注記 

 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等 

   繰延税金資産 

     貸倒引当金超過額              311,579 千円 

     退職給付に係る負債             509,255 千円 

     賞与引当金                 148,447 千円 

     役員退職慰労引当金              46,026 千円 

繰越宅地代物弁済評価損            21,334 千円 

     減損損失                  801,161 千円 

          資産除去債務                294,560 千円 

     部分直接償却                 689,752 千円 

     有価証券評価差額金             802,900 千円 

     その他                    138,949 千円   

     繰延税金資産 小計              3,763,967 千円 

     評価性引当額               △ 2,932,024 千円   

     繰延税金資産 合計（Ａ）           831,942 千円 

   繰延税金負債 

     未収預金利息                  57,491 千円 

     資産除去費用                               67,402 千円   

     繰延税金負債 合計（Ｂ）                    124,893 千円 

 

   繰延税金資産の純額 （Ａ）－（Ｂ）         707,049 千円 

 

 ２ 法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因 

   法定実効税率                      27.66％ 

   （調整） 

     交際費等永久に損金に算入されない項目         0.25 

     受取配当金等永久に益金に算入されない項目     △ 1.90 

     事業利用分量配当金の損金に算入された項目     △ 1.57 

     収容特別控除等                  △ 0.54 

法人税額の特別控除                △ 0.44 

住民税均等割等                    0.72 

     評価性引当額の増減                     △ 0.42 
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     税率変更による期末繰延税金資産の修正       △ 0.65 

その他                      △ 0.05 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率               23.06％ 

３ 当連結会計年度の末日以降にあった税率変更の内容及び影響 

「所得税法等の一部を改正する法律」が令和７年３月 31 日に国会で成立したことに伴い、令和９年３月１日以

降の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率が、当事業年度の 27.66％から 28.37％に変

更されます。 

   なお、この税率変更による影響は軽微であります。 

 

 

Ⅸ 重要な後発事象に関する注記 

  該当する事項はありません。 

 

 

Ⅹ 収益認識に関する注記 

（収益を理解するための基礎となる情報） 

  「重要な会計方針に係る事項に関する注記５ 収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記

を省略しております。 

 

ⅩⅠ その他の注記 

１ 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

⑴ 当該資産除去債務の概要 

当組合の一部の施設等に使用されている有害物質を除去する義務に関して、資産除去債務を計上していま

す。 

⑵ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の見積もりにあたり、支出までの見込期間と割引率は資産ごと、11 年～30 年（割引率 0.0084％

～ 2.1％）となっています。 

⑶ 当連結会計年度末における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高         1,035,759 千円  

時の経過による調整額     533 千円 

期末残高         1,036,293 千円 

 

２ 貸借対照表に計上している以外の資産除去債務 

当組合は、農業関連施設等に関して、不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復にかかる義務を有して

いますが、当該農業関連施設等は当組合が事業を継続する上で必須の施設であり、現時点で除去は想定していませ

ん。また、移転が行われる予定もないことから、資産除去債務の履行時期を合理的に見積もることができません。

そのため、当該義務に見合う資産除去債務を計上していません。 

 

 

 

（６年度） 

Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社・子法人等 3 社 

ジェイエイながのサービス株式会社、ながの農花株式会社、株式会社オートパル飯山 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３ 連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事項 

連結されるすべての子会社・子法人等の事業年度末は、連結決算日と一致しております。 

 

４ のれんの償却方法及び償却期間 

該当事項はありません。 

 

５ 剰余金処分項目等の取扱いに関する事項 
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連結剰余金計算書は、 連結会計期間において確定し た剰余金処分に基づいて作成し ており ま す。  

 

 

Ⅱ 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記 

１  有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券（ 株式形態の外部出資を含む。 ） の評価基準及び評価方法は、 有価証券の保有区分毎に次によ り 行って

いま す。  

・ 満期保有目的の債券……償却原価法（ 定額法）  

・ その他有価証券…………①時価のある も の： 時価法（ 評価差額は全部純資産直入法によ り 処理 

し 、 売却原価は移動平均法によ り 算定）  

②市場価格のない株式： 移動平均法によ る 原価法 

 

２  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  棚卸資産の評価基準及び評価方法は、 次によ り 行っていま す。  

・ 購買品（ 生産資材・ 燃料等） ………主に総平均法によ る 原価法（ ※）  

・  〃 （ 宅地・ 自動車等） …………個別法によ る 原価法（ ※）  

・  〃 （ 生活用品・ 部品等） ………売価還元法によ る 低価法 

・ その他の棚卸資産……………………主と し て総平均法によ る 原価法（ ※）  

   （ ※） 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法 

 

３  固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

建物 

ａ ） 平成 10 年３ 月 31 日以前に取得し たも の 

     旧定率法によ っていま す。  

ｂ ） 平成 10 年４ 月１ 日から 平成 19 年３ 月 31 日ま でに取得し たも の 

     旧定額法によ っていま す。  

ｃ ） 平成 19 年４ 月１ 日以後に取得し たも の 

     定額法によ っています。  

建物以外 

ａ ） 平成 19 年３ 月 31 日以前に取得し たも の 

     旧定率法によ っていま す。  

ｂ ） 平成 19 年４ 月１ 日以降に取得し たも の 

     定率法によ っています。 ただし 、 平成 28 年４ 月１ 日以降に取得し た建物附属設備及び構築物については、 定

額法によ っています。  

⑵ 無形固定資産 

    定額法によ っていま す。  

    ま た、 自組合利用ソ フト ウ ェ アについては、 当組合における 利用可能期間（ ５ 年） に基づく 定額法によ り 償却

し ています。  

  

４  引当金の計上基準 

⑴ 貸倒引当金 

貸倒引当金は、あら かじ め定めている 資産査定規程、経理規程及び資産の償却・ 引当処理規程に則り 、次のと  お

り 計上し ていま す。  

破産、 特別清算等法的に経営破綻の事実が発生し ている 債務者（ 以下「 破綻先」 と いう 。） に係る 債権及びそれ

と 同等の状況にある 債務者（ 以下「 実質破綻先」 と いう 。） に係る 債権については、 以下のなお書き に記載さ れて

いる 直接減額後の帳簿価額から 、担保の処分可能見込額及び保証によ る 回収可能見込額を控除し 、その残額を計上

し ていま す。  

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る 可能性が大き いと 認めら れる 債務者（ 以下「 破綻 懸

念先」と いう ）に係る 債権については、債権額から 担保の処分可能見込額及び保証によ る 回収可能見込額を控除し 、

その残額のう ち、債務者の支払能力を総合的に判断し て必要と 認めら れる 額を計上し ていま す。破綻懸念先に対す

る 債権のう ち債権の元本の回収に係る キャ ッ シュ・ フロ ーを合理的に見積る こ と ができ る 債権については、当該キ

ャ ッ シュ ・ フ ロ ーと 債権の帳簿価額から 担保の処分可能見込額及び保証によ る 回収可能見込額を控除し た残額と

の差額を引き 当てていま す。  

上記以外の債権については、 主と し て今後１ 年間の予想損失額ま たは今後３ 年間の予想損失額を見込んで計上

し ており 、 予想損失額は、 １ 年間ま たは３ 年間の貸倒実績を基礎と し た貸倒実績率等の過去の一定期間における  



- 125 - 

平均値に基づき 損失率を求め、 算定し ており ます。 ま た、 長野県中小企業活性化協議会の関与を得て策定し た支援

計画に基づく Ｄ Ｄ Ｓ （ デッ ト ・ デッ ト ・ ス ワ ッ プ） を実施し ている 債権に係る 金額（ 224, 860 千円） も あわせて計

上し ています。  

すべての債権は、 資産査定規程に基づき 、 資産査定部署が資産査定を実施し 、 当該部署から 独立し た内部監査室

が査定結果を監査し ており ま す。   

なお、 破綻先及び実質破綻先に対する 担保・ 保証付債権等については、 債権額から 担保の評価額及び保証によ る

回収が可能と 認めら れる 額を 控除し た残額を 取立不能見込額と し て債権額から 直接減額し ており 、 その金額は

3, 116, 775 千円です。  

⑵ 賞与引当金 

   職員に対し て支給する 賞与の支出に充てる ため、 支給見込額のう ち当事業年度負担分を計上し ていま す。  

⑶ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える ため、 役員退職慰労金積立規程に基づく 期末要支給額を計上し ています。  

 

５  退職給付に係る 会計処理の方法 

職員の退職給付に備える ため、 当事業年度末における 退職給付債務及び特定退職共済制度の見込額に基づき 、 当

事業年度末に発生し ている と 認めら れる 額を計上し ていま す。  

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり 、 退職給付見込額を当事業年度ま での期間に帰属さ せる 方法については、 給付算

定式基準によ っていま す。  

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、 各事業年度の発生時における 職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ ９

年） によ る 定額法によ り 按分し た額を、 それぞれ発生し た事業年度から 費用処理する こ と と し ていま す。  

③ 過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、 その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ ７ 年） によ る 定額法によ り 費用処

理し ています。  

④ 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、 税効果を調整の上、 純資産の部における 退職給

付に係る 調整累計額に計上し ており ま す。  

⑤ 小規模企業等における 簡便法の採用 

連結子会社は、 退職給付に係る 負債及び退職給付費用の計算に、 退職給付に係る 期末自己都合要支給額を退職

給付債務と する 方法を用いた簡便法を採用し ており ます。  

 

６  収益及び費用の計上基準 

当組合の利用者等と の契約から 生じ る 収益に関する 主要な事業における 主な履行義務の内容及び収益を認識する

通常の時点は以下のと おり であり ます。  

  購買事業 

農業生産に必要な資材と 生活に必要な物資を共同購入し 、 組合員に供給する 事業であり 、 当組合は利用者等と の

契約に基づき 、 購買品を引き 渡す義務を負っており ます。 こ の利用者等に対する 履行義務は、 購買品の引き 渡し 時

点で充足する こ と から 、 当該時点で収益を認識し ており ま す。  

 

７  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によ っていま す。 ただし 、 固定資産に係る 控除対象外消費税等は 

雑資産に計上し 、 ５ 年間で均等償却を行っていま す。  

 

８  記載金額の端数処理 

記載金額は、 千円未満を切り 捨てて表示し ており 、 金額千円未満の科目については「 ０ 」 で表示し 、 該当数値の

無い場合は「 －」 で表示し ており ます。  

  

９  その他決算書類の作成のための基本と なる 重要な事項 

⑴ 事業別収益・ 事業別費用の内部取引の処理方法について 

当組合は、 事業別の収益及び費用について、 事業間取引の相殺表示を行っており ません。 よ って、 事業別の

収益及び費用については、 事業間の内部取引も 含めて表示し ており ます。  

ただし 、 損益計算書の事業収益、 事業費用については、 農業協同組合法施行規則にし たがい、 各事業間の内

部損益を除去し た額を記載し ており ま す。   

⑵ 当組合が代理人と し て関与する 取引の損益計算書の表示について 
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購買事業収益のう ち、 当組合が代理人と し て購買品の供給に関与し ている 場合には、 純額で収益を認識し

て、 購買手数料と し て表示し ており ま す。 ま た、 販売事業収益及び直売事業収益のう ち、 当組合が代理人と し

て販売品の販売に関与し ている 場合には、 純額で収益を認識し て表示し ており ま す。  

 

 

Ⅲ 連結貸借対照表に関する 注記 
１  有形固定資産に係る 圧縮記帳額 

土地収用法を受けて、 ま た、 国庫補助金等の受入によ り 、 有形固定資産の取得価額から 控除し ている 圧縮記帳額

は 4, 492, 737 千円であり 、 その内訳は、 次のと おり です。  

（ 単位： 千円）  

種   類 圧 縮 記 帳 額 

建        物 1, 628, 751 

機  械  装  置 1, 769, 588 

土        地 732, 789 

その他の有形固定資産 361, 607 

合        計 4, 492, 737 

 

２  担保に供し ている 資産 

   定期預金 15, 000, 000 千円を為替決済等の担保に、 定期預金 18, 800 千円を指定金融機関等の事務取扱に係る 担保

にそれぞれ供し ていま す。  

 

３  債権のう ち農業協同組合法施行規則第 204 条第１ 項第１ 号ホ⑵ⅰから ⅳま でに掲げる も のの額及びその合計額 

債権のう ち、 破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権額は 184, 641 千円、 危険債権額は 1, 722, 721 千円です。  

なお、 破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権と は、 破産手続開始、 更生手続開始、 再生手続開始の申立て等の事

由によ り 経営破綻に陥っている 債務者に対する 債権及びこ れら に準ずる 債権です。  

ま た、 危険債権と は、 債務者が経営破綻の状態には至っていないも のの、 財政状態及び経営成績が悪化し 、 契約

に従った債権の元本の回収及び利息の受取り ができ ない可能性の高い債権（ 破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権

を除く 。 ） です。  

債権のう ち、 貸出条件緩和債権額は 20, 267 千円、 三月以上延滞債権額はあり ま せん。  

なお、 三月以上延滞債権と は、 元本ま たは利息の支払が約定支払日の翌日から 三月以上遅延し ている 貸出金で破

産更生債権及びこ れら に準ずる 債権及び危険債権に該当し ないも のです。  

ま た、 貸出条件緩和債権と は、 債務者の経営再建ま たは支援を図る こ と を目的と し て、 金利の減免、 利息の支払

い猶予、 元本の返済猶予、 債権放棄その他の債務者に有利と なる 取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこ れら

に準ずる 債権、 危険債権及び三月以上延滞債権に該当し ないも のです。  

破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権、危険債権、三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の合計額は 1, 927, 630

千円です。  

なお、 上記に掲げた債権額は、 貸倒引当金控除前の金額です。  

 

 

Ⅳ 連結損益計算書に関する 注記 

１  減損会計に関する 事項 

⑴ 資産をグループ化し た方法の概要及び減損損失を認識し た資産または資産グループの概要 

当組合では、 事業用資産については管理会計の単位を基本にグルーピングし 、 事業用店舗（ 支所、 給油所、 ガ

ス センタ ー、 葬祭、 直売所、 ファ ーム店） については施設単位で、 また、 業務外固定資産（ 賃貸資産と 遊休資産）

については、 各固定資産をグルーピングの最小単位と し ていま す。  

本所、 ブロ ッ ク 統括支所及び上記以外の営農・ 経済関連施設については、 独立し たキャ ッ シュ ・ フロ ーを生み

出さ ないも のの、 他の資産グループのキャ ッ シュ ・ フロ ーの生成に寄与し ている こ と から 、 共用資産と 認識し て

います。  

当事業年度に減損損失を計上し た固定資産は以下のと おり です。  

場    所 用   途 種   類 そ の 他 

アンズロ ード 給油所  事業用店舗  その他  

パリ オ給油所 事業用店舗  機械装置  

七二会Ｓ Ｓ  事業用店舗 土地、 建物、 機械装置、 その他  

若槻Ｓ Ｓ   事業用店舗  土地、 建物、 機械装置、 その他  
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場    所 用   途 種   類 そ の 他 

う えま つ直売所  事業用店舗  土地、 建物、 その他  

Ｊ Ａ ファ ームみゆき 店  事業用店舗  その他  

太田給油所  事業用店舗  その他  

柳原給油所  事業用店舗 土地、 建物、 機械装置、 その他  

旧パリ オ店  賃貸資産  建物、 その他  業務外固定資産 

旧仁礼倉庫ブリ ジス ト ン 賃貸資産  建物  業務外固定資産 

旧搗精工場  賃貸資産  建物  業務外固定資産 

旧西部ラ イ ス センタ ー 遊休資産  土地、 建物  業務外固定資産 

旧須高ぶどう タ ーミ ナルセンタ ー 遊休資産  土地、 建物  業務外固定資産 

旧仁礼なめこ 集荷所 遊休資産  土地  業務外固定資産 

旧平穏共選所  遊休資産  土地、 建物、 その他  業務外固定資産 

旧西山中央店  遊休資産  土地、 建物  業務外固定資産 

信濃町荒瀬原土地  遊休資産  土地  業務外固定資産 

特養り んごの郷賃貸部分  遊休資産 土地  業務外固定資産 

旧小境米倉庫  遊休資産  土地  業務外固定資産 

富倉支所  遊休資産 土地、 建物  業務外固定資産 

ジェ イ エー長野会  遊休資産  建物  業務外固定資産 

旧外様資材倉庫  遊休資産  土地 業務外固定資産 

⑵ 減損損失の認識に至った経緯 

事業用店舗については、 当該店舗の営業収支が２ 期連続赤字であり 、 かつ、 短期的に業績の回復が見込まれな

いこ と から 、 帳簿価額を回収可能価額ま で減額し （ ３ か所） 、 ある いは備忘価額ま で減額し （ ５ か所） 、 当該減

少額を減損損失と し て認識し ま し た。  

賃貸資産は、 使用範囲ま たは方法の変化が認めら れたも の（ ３ か所） について減損の兆候に該当し 、 使用価値

が帳簿価額ま で達し ていないこ と から 、 帳簿価額を回収可能価額まで減額し （ １ か所） 、 ある いは備忘価額ま で

減額し （ ２ か所） 、 当該減少額を減損損失と し て認識し ま し た。  

遊休資産については、 処分費用見込後の正味売却価額が帳簿価額よ り 低いため、 正味売却価額まで帳簿価額を

減額し （ ８ か所） 、 ある いは備忘価額ま で減額し （ ３ か所） 、 当該減少額を減損損失と し て認識し ま し た。  

⑶ 減損損失の金額について、 特別損失に計上し た金額と 主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳 

   （ 単位： 千円）  

用  途 施     設 減 損 損 失 金 額 

土 地 建 物 機械装置 その他 計 

事業用店舗 アンズロ ード 給油所  他７ か所 2, 652  1, 233  2, 582  6, 564  13, 032 

賃貸資産 旧パリ オ店      他２ か所 －  6, 993  －  796  7, 790 

遊休資産 旧仁礼なめこ 集荷所  他10か所 142, 115  9, 093  － 23  151, 232 

合 計 144, 767  17, 321  2, 582  7, 384  172, 055 

⑷ 回収可能価額の算定方法 

賃貸資産の回収可能価額については使用価値を採用し ており 、 適用し た割引率は 4. 064％です。  

その他の事業用店舗、 遊休資産の回収可能価額は正味売却価額を採用し ており 、 その時価は固定資産税評価額

に基づく 公示価格によ り 算定し ていま す。  

 

 

Ⅴ 金融商品に関する 注記 

１  金融商品の状況に関する 事項 

⑴ 金融商品に対する 取組方針 

当組合は農家組合員や地域から 預かった貯金を原資に、 農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、 残っ

た余裕金を長野県信用農業協同組合連合会等へ預けている ほか、 国債や地方債などの債券、 投資信託等の有価証

券によ る 運用を行っています。  

⑵ 金融商品の内容及びそのリ スク  
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当組合が保有する 金融資産は、主と し て当組合管内の組合員等に対する 貸出金及び有価証券であり 、貸出金は、

組合員・ 利用者の契約不履行によ っても たら さ れる 信用リ スク に晒さ れていま す。  

また、 有価証券は、 主に債券、 投資信託であり 、 満期保有目的及び純投資目的（ その他有価証券） で保有し て

います。 こ れら は発行体の信用リ スク 、 金利の変動リ ス ク 及び市場価格の変動リ ス ク に晒さ れていま す。  

⑶ 金融商品に係る リ ス ク 管理体制 

① 信用リ ス ク の管理 

当組合は、 個別の重要案件または大口案件については理事会において対応方針を決定し ていま す。 ま た、 通

常の貸出取引については、 本所に審査課を設置し 各支所・ 出張所と の連携を図り ながら 、 与信審査を行ってい

ま す。 審査にあたっては、 取引先のキャ ッ シュ・ フロ ーなどによ り 償還能力の評価を行う と と も に、 担保評価

基準など厳格な審査基準を設けて、 与信判定を行っていま す。 貸出取引において資産の健全性の維持・ 向上を

図る ため、 資産の自己査定を厳正に行っていま す。 不良債権については管理・ 回収方針を作成・ 実践し 、 資産

の健全化に取り 組んでいます。 ま た、 資産自己査定の結果、 貸倒引当金については「 資産の償却・ 引当処理規

程」 に基づき 必要額を計上し 、 資産及び財務の健全化に努めていま す。     

② 市場リ ス ク の管理 

当組合では、 金利リ ス ク 、 価格変動リ ス ク などの市場性リ ス ク を的確にコ ント ロ ールする こ  と によ り 、 収

益化及び財務の安定化を図っています。こ のため、 財務の健全性維持と 収益力強化と のバラ ンスを重視し たＡ

Ｌ Ｍを基本に、 資産・ 負債の金利感応度分析などを実施し 、 金融情勢の変化に機敏に対応でき る 柔軟な財務構

造の構築に努めていま す。  

と り わけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し などの投資環境分析及び当組合の保有有価証券

ポート フォ リ オの状況やＡ Ｌ Ｍなどを考慮し 、理事会において運用方針を定める と と も に、経営層で構成する

Ａ Ｌ Ｍ委員会を定期的に開催し て、 日常的な情報交換及び意思決定を行っていま す。 運用部門は、 理事会で決

定し た運用方針及びＡ Ｌ Ｍ委員会で決定さ れた方針などに基づき 、有価証券の売買やリ ス ク ヘッ ジを行ってい

ま す。運用部門が行った取引についてはリ スク 管理部門が適切な執行を行っている かどう かチェ ッ ク し 定期的

にリ ス ク 量の測定を行い経営層に報告し ていま す。  

（ 市場リ スク に係る 定量的情報）  

当組合で保有し ている 金融商品はすべてト レ ーディ ング目的以外の金融商品です。当組合において、主要な

リ スク 変数である 金利リ スク の影響を受ける 主たる 金融商品は、預金、 有価証券のう ちその他有価証券及び満

期保有目的に分類し ている 債券、 貸出金、 貯金及び借入金です。  

当組合では、 こ れら の金融資産及び金融負債について、 期末後１ 年程度の金利の合理的な予 想変動幅を用

いた経済価値の変動額を、 金利の変動リ ス ク の管理にあたっての定量的分析に利用し ていま す。  

金利以外の全てのリ ス ク 変数が一定である と 仮定し 、 当事業年度末現在、 指標と なる 金利が 0. 39％上昇し

たも のと 想定し た場合には、 経済価値が 1, 233, 913 千円減少する も のと 把握し ていま す。  

当該変動額は、金利を除く リ スク 変数が一定の場合を前提と し ており 、金利と その他のリ ス ク 変数の相関を

考慮し ていま せん。  

また、 金利の合理的な予想変動幅を超える 変動が生じ た場合には、算定額を超える 影響が生じ る 可能性があ

り ます。  

③  資金調達に係る 流動性リ ス ク の管理 

当組合では、 資金繰り リ スク については、 運用・ 調達について月次の資金計画を作成し 、 安定的な流動性

の確保に努めていま す。 また、 市場流動性リ ス ク については、 投資判断を行う 上での重要な要素と 位置付

け、 商品ごと に異なる 流動性（ 換金性） を把握し た上で、 運用方針などの策定の際に検討を行っています。  

⑷ 金融商品の時価等に関する 事項についての補足説明 

    金融商品の時価（ 時価に代わる も のを含む） には、 市場価格に基づく 価額のほか、 市場価格がない場合には合

理的に算定さ れた価額（ こ れに準ずる 価額を含む） が含ま れていま す。 当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用し ている ため、 異なる 前提条件等によ った場合、 当該価額が異なる こ と も あり ま す。  

 

２  金融商品の時価等に関する 事項 

⑴ 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等 

    当事業年度末における 貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額は、 次のと おり です。 なお、 市場価格のない株

式等は、 次表には含めており ま せん。  

（ 単位： 千円）   
貸借対照表計上額 時価 差額 

預金 478, 885, 498 477, 016, 087 △ 1, 869, 410 

有価証券 34, 847, 906 34, 763, 772 △ 84, 134 

  満期保有目的の債券 2, 292, 089 2, 207, 955 △ 84, 134 

  その他の有価証券 32, 555, 817 32, 555, 817 - 
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貸出金 161, 351, 241   

  貸倒引当金（ ※１ ）  △ 1, 393, 934   

  貸倒引当金控除後 159, 957, 306 159, 719, 813 △ 237, 493 

外部出資 14, 236 14, 236 - 

資産 計 673, 704, 946 671, 513, 908 △ 2, 191, 038 

貯金 657, 789, 891 655, 578, 685 △ 2, 211, 205 

負債 計 657, 789, 891 655, 578, 685 △ 2, 211, 205 

（ ※１ ） 貸出金に対応する 一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除し ていま す。  

 

⑵ 金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明 

【 資産】  

① 預金 

     満期のない預金については、 時価は帳簿価額と 近似し ている こ と から 、 当該帳簿価額によ っていま す。 満期

のある 預金については、 期間に基づく 区分ごと に、 リ ス ク フリ ーレート である ＯＩ Ｓ のレート で割り 引いた現

在価値を時価に代わる 金額と し て算定し ていま す。  

なお、 デリ バティ ブを内包し た期日前解約特約付預金は、 取引金融機関から 提示さ れた時価等によ り 算定

し ており ます。  

② 有価証券及び外部出資 

     有価証券について、 主に上場株式や国債については、 活発な市場における 無調整の相場価格を利用し ていま

す。 地方債や社債については、 公表さ れた相場価格を用いていま す。 市場における 取引価格が存在し ない投資

信託については、 解約ま たは買戻請求に関し て市場参加者から リ スク の対価を求めら れる ほどの重要な制限が

ない場合には基準価額によ っていま す。 相場価格が入手でき ない場合には、 取引金融機関等から 提示さ れた価

格によ っていま す。  

③ 貸出金 

     貸出金のう ち、 変動金利によ る も のは、 短期間で市場金利を反映する ため、 貸出先の信用状態が実行後大き

く 異なっていない限り 、 時価は帳簿価額と 近似し ている こ と から 当該帳簿価額によ っていま す。  

   一方、 固定金利によ る も のは、 貸出金の種類及び期間に基づく 区分ごと に、 元利金の合計額 をリ ス ク フリ

ーレート である ＯＩ Ｓ のレート で割り 引いた額から 貸倒引当金を控除し て時価に代わる 金額と し て算定し てい

ます。  

     また、 延滞の生じ ている 債権・ 期限の利益を喪失し た債権等について、 帳簿価額から 貸倒引当金を控除し た

額を時価に代わる 金額と し ています。  

【 負債】  

① 貯金 

     要求払貯金については、 決算日に要求さ れた場合の支払額（ 帳簿価格） を時価と みなし ていま す。 ま た、 定

期性貯金については、 期間に基づく 区分ごと に、 将来のキャ ッ シュ ・ フロ ーをリ ス ク フリ ーレート である Ｏ Ｉ

Ｓ のレート で割り 引いた現在価値を時価に代わる 金額と し て算定し ていま す。  

⑶ 市場価格のない株式等は次のと おり であり 、 こ れら は⑴の金融商品の時価情報には含ま れていま せん。  

貸借対照表計上額 

外部出資（ ＊）  34, 927, 626 千円 

（ ＊） 外部出資のう ち、 市場価格のある 株式以外のも のについては、 時価を把握する こ と が極めて困難で

ある と 認めら れる ため、 時価開示の対象と はし ていません。  

⑷ 金銭債権及び満期のある 有価証券の決算日後の償還予定額 

（ 単位： 千円）  

 1 年以内 
1 年超 

2 年以内 

2 年超 

3 年以内 

3 年超 

4 年以内 

4 年超 

5 年以内 
5 年 超 

預    金 462, 385, 497 10, 000, 000 - - - 6, 500, 000 

有価証券       

満期保有目的の債権 - - - - - 2, 300, 000 

 その他有価証券のう ち 

満期がある も の 
100, 000 100, 000 380, 496 1, 170, 052 1, 033, 853 30, 043, 946 

貸出金（ ＊1、 2）  10, 915, 003 19, 045, 690 8, 647, 121 8, 202, 753 7, 471, 455 116, 885, 171 

合   計 473, 400, 500 19, 145, 690 9, 027, 617 9, 372, 805 8, 505, 308 155, 729, 117 

（ ＊１ ） 貸出金のう ち、 当座貸越 808, 271 千円については「 １ 年以内」 に含めていま す。  
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（ ＊２ ） 貸出金のう ち、 三月以上延滞が生じ ている 債権・ 期限の利益を喪失し た債権 184, 046 千円は償還の予定

が見込ま れないため、 含めていません。  

 

 

⑸ 有利子負債の決算日後の返済予定額 

（ 単位： 千円）  

 1 年以内 
1 年超 

2 年以内 

2 年超 

3 年以内 

3 年超 

4 年以内 

4 年超 

5 年以内 
5 年 超 

貯  金( ＊1)  573, 869, 534 34, 459, 629 32, 171, 164 6, 030, 520 9, 253, 027 2, 006, 014 

（ ＊１ ） 貯金のう ち、 要求払貯金については「 １ 年以内」 に含めて開示し ていま す。  

 

Ⅵ 有価証券に関する 事項 

１  有価証券の時価及び評価差額に関する 事項は次のと おり です。  

① 満期保有目的の債券で時価のある も の 

 満期保有目的の債券において、 種類毎の貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額については、 次の通り です。  

（ 単位： 千円）  

 貸借対照表計上額 時  価 差 額 

時価が貸借対照

表計上額を 超え

る も の 

国債 598, 628 607, 200 8, 571 

社債 100, 000  100, 240  240 

小計 698, 628  707, 440  8, 811 

時価が貸借対照

表計上額を 超え

ないも の 

国債 493, 460  479, 460  △14, 000 

社債 900, 000 825, 635  △74, 365 

政府保証債 200, 000  195, 420  △4, 580 

小計 1, 593, 460  1, 500, 515  △92, 945 

合      計 2, 292, 089  2, 207, 955  △84, 134 

② その他有価証券で時価のある も の 

  その他有価証券において、 種類ごと の取得原価または償却原価、 貸借対照表計上額及びこ れら の差額について 

は、 次のと おり です。  

（ 単位： 千円）   

  貸借対照表計上額 取得原価又は償却原価 評価差額 

貸借対照表計上

額が取得原価又

は償却原価を 超

える も の 

有価証券  3, 212, 071  2, 805, 103  406, 967 

国 債  101, 810 99, 805 2, 004 

地方債  201, 260  199, 996  1, 263 

社 債  856, 490  800, 269  56, 220 

受益証券  2, 052, 511  1, 705, 032 347, 478 

外部出資  14, 236 650  13, 586 

小 計  3, 226, 307  2, 805, 753  420, 554 

貸借対照表計上

額が取得原価又

は償却原価を 超

えないも の 

有価証券  29, 343, 745  32, 916, 301  △3, 572, 555 

国 債  10, 667, 130  12, 518, 633  △1, 851, 503 

地方債  2, 478, 719  2, 567, 487  △88, 768 

社 債  12, 325, 640  13, 312, 504  △986, 864 

受益証券  194, 990  200, 000  △5, 010 

外部出資  3, 677, 266  4, 317, 676  △640, 409 

小 計  29, 343, 745  32, 916, 301  △3, 572, 555 

合     計 32, 570, 053  35, 722, 055  △3, 152, 001 

  

２  当事業年度中に売却し た満期保有目的の債券はあり ま せん。  

 

 ３  当事業年度中に売却し たその他有価証券は次のと おり です。  

（ 単位： 千円）  

 売 却 額 売 却 益 売 却 損 

国     債 436, 456  －  19, 627 

地  方  債 －  －  － 

社     債 95, 841  － 4, 159 
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受 益 証 券 322, 197  87, 991 － 

合     計 854, 494  87, 991  23, 786 

 

 ４  当事業年度中において、 保有目的が変更と なった有価証券はあり ま せん。  

 

 ５  当年度中において、 減損処理を行った有価証券はあり ま せん。  

 

Ⅶ 退職給付に関する 注記 

１  退職給付に関する 事項 

① 採用し ている 退職給付制度の概要 

職員の退職給付にあてる ため、 退職給与規程に基づき 、 退職一時金制度を採用し ていま す。 ま た、 こ の制度に加

え、 同規程に基づき 退職給付の一部にあてる ため一般社団法人長野県農林漁業団体共済会と の契約によ る 退職金

共済制度を採用し ていま す。  

② 退職給付債務の期首残高と 期末残高の調整表 

期首における 退職給付債務           6, 698, 730 千円 

勤務費用                    289, 022 千円 

利息費用                    37, 881 千円 

その他（ 子会社分）                7, 289 千円 

数理計算上の差異の発生額         △ 427, 078 千円 

退職給付の支払額              △ 735, 319 千円 

期末における 退職給付債務           5, 870, 525 千円 

③ 年金資産の期首残高と 期末残高の調整表 

期首における 年金資産              3, 977, 257 千円 

期待運用収益                    29, 312 千円 

数理計算上の差異の発生額           △ 2, 501 千円 

特定退職共済金制度への拠出金           214, 632 千円 

退職給付の支払額               △ 430, 655 千円 

期末における 年金資産              3, 788, 045 千円 

④ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と 貸借対照表に計上さ れた退職給付に係る 債務の調整表 

退職給付債務                  5, 870, 525 千円 

特定退職金共済制度            △ 3, 788, 045 千円 

退職給付に係る 負債              2, 082, 480 千円 

⑤ 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

勤務費用                     296, 889 千円 

利息費用                     37, 881 千円 

期待運用収益                 △ 29, 312 千円 

数理計算上の差異の費用処理額         △ 86, 865 千円 

過去勤務費用の費用処理額          △ 100, 776 千円 

小計                    117, 816 千円 

出向者に係る 出向先負担額            △ 756 千円 

合計                    117, 060 千円 

※出向者に係る 出向先負担額を勤務費用から 控除し ています。  

⑥ 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する 主な分類ごと の比率は、 次のと おり です。  

現金及び預金                    38. 4% 

      共済預け金                     61. 6% 

      合 計                      100. 0％ 

⑦ 長期期待運用収益率の設定方法に関する 記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定する ため、 現在及び予想さ れる 年金資産の配分と 年金資産を構成する 資

産から の現在及び将来期待さ れる 長期の収益率を考慮し ていま す。  

⑧ 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する 事項 

割引率（ ポイ ント ）                 1. 195％ 

割引率（ 倍率）                                     1. 156% 

長期期待運用収益率                0. 737％ 
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２  特例業務負担金の将来見込額 

人件費（ う ち福利厚生費） には、 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図る ための農林

漁業団体職員共済組合法等を廃止する 等の法律附則第 57 条に基づき 、 旧農林共済組合（ 存続組合） が行う 特例年

金等の業務に要する 費用にあてる ため拠出し た特例業務負担金 77, 309 千円を含めて計上し ています。  

   なお、 同組合よ り 示さ れた令和７ 年３ 月現在における 令和 14 年３ 月ま での特例業務負担金の将来見込額は、

555, 891 千円と なっていま す。  

Ⅷ 税効果会計に関する 注記 

 １  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等 

   繰延税金資産 

     貸倒引当金超過額              289, 199 千円 

     退職給付に係る 負債             576, 932 千円 

     賞与引当金                 146, 497 千円 

     役員退職慰労引当金              38, 918 千円 

繰越宅地代物弁済評価損            21, 766 千円 

     減損損失                  736, 375 千円 

          資産除去債務                287, 126 千円 

     部分直接償却                 758, 541 千円 

     有価証券評価差額金             871, 843 千円 

     その他                    139, 350 千円   

     繰延税金資産 小計              3, 866, 551 千円 

     評価性引当額               △ 2, 960, 450 千円   

     繰延税金資産 合計（ Ａ ）            906, 101 千円 

   繰延税金負債 

     未収預金利息                  58, 504 千円 

     資産除去費用                               76, 908 千円   

     繰延税金負債 合計（ Ｂ ）                     135, 413 千円 

 

   繰延税金資産の純額 （ Ａ ） －（ Ｂ ）          770, 688 千円 

 

 ２  法定実効税率と 法人税等負担率と の差異の主な原因 

   法定実効税率                      27. 66％ 

   （ 調整）  

     交際費等永久に損金に算入さ れない項目         0. 35 

     受取配当金等永久に益金に算入さ れない項目     △ 1. 72 

     事業利用分量配当金の損金に算入さ れた項目     △ 1. 22 

法人税額の特別控除                △ 0. 24 

住民税均等割等                    0. 67 

     評価性引当額の増減                     △ 2. 79 

その他                      △ 0. 37 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率               22. 34％ 

 

３  当事業年度の末日以降にあった税率変更の内容及び影響 

「 所得税法等の一部を改正する 法律」 が令和７ 年３ 月 31 日に国会で成立し たこ と に伴い、 令和９ 年３ 月１ 日以

降の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用さ れる 法定実効税率が、 当事業年度の 27. 66％から 28. 37％に変

更さ れま す。  

   なお、 こ の税率変更によ る 影響は軽微であり ます。  

 

Ⅸ 重要な後発事象に関する 注記 

  該当する 事項はあり ま せん。  

 

Ⅹ 収益認識に関する 注記 

（ 収益を理解する ための基礎と なる 情報）  

  「 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記５  収益及び費用の計上基準」 に同一の内容を記載し ている ため、 注記

を省略し ており ま す。  

 

ⅩⅠ その他の注記 
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１  資産除去債務のう ち貸借対照表に計上し ている も の 

⑴ 当該資産除去債務の概要 

当組合の一部の施設等に使用さ れている 有害物質を除去する 義務に関し て、 資産除去債務を計上し ていま す。  

⑵ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の見積も り にあたり 、 支出ま での見込期間と 割引率は資産ごと 、 11 年～30 年（ 割引率 0. 0084％

～ 2. 1％） と なっていま す。  

⑶ 当事業年度末における 当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高         1, 035, 147 千円  

時の経過によ る 調整額     612 千円 

期末残高         1, 035, 759 千円 

２  貸借対照表に計上し ている 以外の資産除去債務 

当組合は、 農業関連施設等に関し て、 不動産賃借契約に基づき 、 退去時における 原状回復にかかる 義務を有し て

いま すが、 当該農業関連施設等は当組合が事業を継続する 上で必須の施設であり 、 現時点で除去は想定し ていませ

ん。 また、 移転が行われる 予定も ないこ と から 、 資産除去債務の履行時期を合理的に見積も る こ と ができ ま せん。

そのため、 当該義務に見合う 資産除去債務を計上し ていま せん。  

 

３ ． 連結剰余金計算書 

（ 単位： 千円）  

科     目 ７   年  度 ６   年  度 

（ 資本剰余金の部）    

１  資本剰余金期首残高 6, 806 6, 806 

２  資本剰余金増加高 － － 

３  資本剰余金減少高 － － 

４  資本剰余金期末残高 6, 806 6, 806 

（ 利益剰余金の部）    

１  利益剰余金期首残高 53, 371, 357 51, 166, 700 

２  利益剰余金増加高 2, 291, 635 2, 560, 184 

当期剰余金 2, 291, 635 2, 560, 184 

３  利益剰余金減少高 366, 864 362, 333 

配当金 366, 864 362, 333 

４  利益剰余金期末残高 55, 296, 128 53, 364, 551 

 

４ ． 連結事業年度の開示債権残高 

（ 単位： 千円）  

 ７    年   度 ６    年   度 増   減 

破 綻 更 生 債 権 及 び 

こ れ ら に 準 ず る 債 権 額 
212, 233 184, 641 27, 592 

危 険 債 権 額 1, 715, 018 1, 722, 721 △7, 703 

要 管 理 債 権 額 17, 723 20, 267 △2, 544 

 
三 月 以 上 延 滞 債 権 額 － － － 

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 17, 723 20, 267 △2, 544 

小     計 1, 944, 974 1, 927, 630 △17, 344 

正 常 債 権 額 169, 255, 131 159, 498, 885 9, 756, 246 

合     計 171, 200, 106 161, 426, 516 9, 773, 590 

 ( 注)  １ ． 破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権 

     破産手続開始、 更生手続開始、 再生手続開始の申立て等の事由によ り 経営破綻に陥っている 債務者に対する 債権及びこ れら

に準ずる 債権をいいます。  

２ ． 危険債権 

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、 財政状態及び経営成績が悪化し 、 契約に従った債権の元本の回収及び利息の
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受取り ができ ない可能性の高い債権をいいま す。  

   ３ . 要管理債権 

     ４ ． 「 三月以上延滞債権」 と 、 ５ ． 「 貸出条件緩和債権」 の合計額をいいます。  

   ４ ． 三月以上延滞債権 

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 三月以上遅延し ている 貸出金で、 破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権及び危

険債権に該当し ないも のをいいます。  

 

５ ． 貸出条件緩和債権 

債務者の経営再建又は支援を図る こ と を目的と し て、 金利の減免、 利息の支払猶予、 元本の返済猶予、 債権放棄その他の債

務者に有利と なる 取決めを行った貸出金で、 破産更生債権及びこ れら に準ずる 債権、 危険債権およ び三月以上延滞債権に該当

し ないも のをいいます。  

   ６ ． 正常債権 

     債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないも のと し て、 上記に掲げる 債権以外のも のに区分さ れる 債権をいいま す。  

 

５ ． 連結事業年度の事業別経営収益等 

（ 単位： 千円）  

 ７   年  度 ６   年  度 

経 

常 

収 

益 

信 用 事 業 7, 907, 925 5, 890, 324 

共 済 事 業 2, 904, 562 2, 737, 642 

農 業 関 連 事 業 12, 134, 679 11, 806, 348 

生 活 そ の 他 事 業 8, 968, 772 9, 435, 575 

営 農 指 導 事 業 122, 643 135, 331 

合 計 32, 038, 586 30, 005, 221 

経 

常 

利 

益 

信 用 事 業 2, 064, 972 2, 561, 038 

共 済 事 業 1, 061, 437 942, 358 

農 業 関 連 事 業 △64, 816 △ 207, 963 

生 活 そ の 他 事 業 478, 601 575, 916 

営 農 指 導 事 業 △435, 237 △ 383, 673 

合 計 3, 104, 958 3, 487, 676 

総 
 

資 
 

産 

信 用 事 業 666, 673, 868 677, 746, 691 

共 済 事 業 226, 595 198, 509 

農 業 関 連 事 業 34, 495, 756 33, 337, 906 

生 活 そ の 他 事 業 25, 495, 901 26, 643, 490 

営 農 指 導 事 業 348, 642 382, 140 

合 計 727, 240, 764 738, 308, 737 

 

６ ． 連結自己資本の充実の状況 

 

連結の範囲に関する 事項 

○連結自己資本比率算出の対象と なる 会社と 連結財務諸表規則における 連結の範囲に含ま れる 会社と の相

違点 

  相違点はあり ま せん 

○連結子会社数並びに主要な連結子会社の名称及び主要な業務の内容 

 ・ 連結子会社    ２ 社 

 ・ 名称及び業務内容別記 

○比例連結が適用さ れる 関連法人 

  該当あり ま せん 
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○控除項目の対象と なる 会社 

  該当あり ま せん 

○従属業務を営む会社であって、 連結グループに属し ていない会社 

  該当あり ま せん 

 

○連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る 制限等 

  該当あり ま せん 

○規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と 所要自己資本を下回った額の総額 

  該当あり ま せん 

 
 

 

連結自己資本比率の状況 

 令和７ 年２ 月末における 連結自己資本比率は、 24. 08％と なり ま し た。  

  

連結自己資本は、 組合員の普通出資によ っていま す。  

 

〇普通出資によ る 資本調達額 

項      目 内        容 

発行主体 ながの農業協同組合 

資本調達手段の種類 普通出資 

コ ア資本に係る 基礎項目に算入し た額 12, 879百万円（ 前年度13, 066百万円）  

 

 当連結グループは、 適正なプロ セス によ り 連結自己資本比率を正確に算出し 、 Ｊ Ａ を中心に信用リ ス ク や

オペレ ーショ ナル・ リ ス ク の管理及びこ れら のリ ス ク に対応し た十分な自己資本の維持をはかる と と も に、

内部留保の積み増し によ り 自己資本の充実につと めていま す。  
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６ ． 連結自己資本の構成に関する 事項              

（ 単位： 千円、 ％）  

項             目 ７ 年度 ６ 年度 
＜コ ア資本に係る 基礎項目＞ ⑴   
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る 組合員資本の額 67, 667, 111 65, 964, 957 

 

う ち、 出資金及び資本準備金の額 12, 886, 485 13, 070, 131 
う ち、 再評価積立金の額   
う ち、 利益剰余金の額 55, 289, 322 53, 384, 551 
う ち、 外部流出予定額（ ▲）  362, 172 366, 864 
う ち、 上記以外に該当する も のの額 △146, 524 △ 119, 667 

コ ア資本に係る 基礎項目の額に算入さ れる 引当金の合計額 275, 772 242, 744 

 う ち、 一般貸倒引当金コ ア資本算入額 275, 772 242, 744 
う ち、 適格引当金コ ア資本算入額 － － 

公的機関によ る 資本の増強に関する 措置を 通じ て発行さ れた資本調達手段の額の
う ち、 コ ア資本に係る 基礎項目の額に含ま れる 額 

－ 
－ 

土地再評価額と 再評価直前の帳簿価格の差額の四十五パ－セン ト に相当する 額の
う ち、 コ ア資本に係る 基礎項目の額に含ま れる 額 

－ 
－ 

コ ア資本に係る 基礎項目の額             （ イ ）  67, 942, 884 66, 207, 701 
＜コ ア資本に係る 調整項目＞ ⑵   
無形固定資産（ モ－ゲ－ジ・ サ－ビ シン グ・ ラ イ ツ に係る も のを 除く 。 ） の額の合計額 16, 797 22, 433 

 う ち、 のれんに係る も のの額  － 
う ち、 のれん及びモ－ゲ－ジ・ サ－ビシング・ ラ イ ツに係る も の以外の額 16, 797 22, 433 

繰延税金資産（ 一時差異に係る も のを除く 。 ） の額 － － 
適格引当金不足額 － － 
証券化取引に伴い増加し た自己資本に相当する 額 － － 
負債の時価評価によ り 生じ た時価評価差額であって自己資本に算入さ れる 額 － － 
前払年金費用の額 － － 
自己保有普通出資等（ 純資産の部に計上さ れる も のを除く 。 ） の額 － － 
意図的に保有し ている 他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － － 
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － － 
特定項目に係る 十パ－セント 基準超過額 － － 

 
う ち、 その他金融機関等の対象普通出資等に該当する も のに関連する も のの額 － － 
う ち、 モ－ゲ－ジ・ サ－ビ シン グ・ ラ イ ツ に係る 無形固定資産に関連する も のの額 － － 

う ち、 繰延税金資産（ 一時差異に係る も のに限る 。 ） に関連する も のの額 － － 
特定項目に係る 十五パ－セント 基準超過額 － － 

 
う ち、 その他金融機関等の対象普通出資等に該当する も のに関連する も のの額 － － 
う ち、 モ－ゲ－ジ・ サ－ビ シン グ・ ラ イ ツ に係る 無形固定資産に関連する も のの額 － － 
う ち、 繰延税金資産（ 一時差異に係る も のに限る 。 ） に関連する も のの額 － － 

コ ア資本に係る 調整項目の額             （ ロ ）  16, 797 22, 433 
＜自己資本＞   
自己資本の額（ （ イ ） －（ ロ ） ）               （ ハ）  67, 926, 086 66, 185, 267 
＜リ ス ク ・ アセッ ト 等＞   
信用リ ス ク ・ アセッ ト の額の合計額 272, 263, 861 258, 157, 097 
資産（ オン・ バラ ンス ） 項目 272, 263, 861  

 

う ち、 他の金融機関等の対象資本調達手段に係る エク スポージャ ーに係る 経過措置を
用いて算出し たリ スク ・ アセッ ト の額から 経過措置を用いずに算出し たリ スク ・ アセ
ッ ト の額を控除し た額( △)  

 
 

う ち、 経過措置によ り リ ス ク ・ アセッ ト の額に算入さ れる も のの額の合計額 － － 
 う ち、 他の金融機関等向けエク ス ポージャ ー   

 う ち、 土地再評価額と 再評価直前の帳簿価額の差額に係る も のの額   
う ち、 上記以外に該当する も のの額   

オフ ・ バラ ンス 項目    
Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク 相当額を8パーセント で除し て得た額   
中央精算機関関連エク ス ポージャ ーに係る 信用リ ス ク ・ アセッ ト の額   

マーケッ ト ・ リ ス ク 相当額の合計額を八パーセン ト で除し て得た額   
勘定間の振替分   
オペレ －ショ ナル・ リ ス ク 相当額の合計額を 八パ－セント で除し て得た額 9, 805, 813 22, 303, 676 
信用リ ス ク ・ アセッ ト 調整額   
フ ロ ア調整額 － － 
オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 相当額調整額 － － 
リ スク ・ アセッ ト 等の額の合計額          （ ニ）  282, 069, 674 280, 460, 773 
〈 連結自己資本比率〉    
連結自己資本比率（ （ ハ） ／（ ニ） ）  24. 08％ 23. 59％ 

（ 注)   

   １ ． 「 農業協同組合等がその経営の健全性を判断する ための基準」 （ 平成18年金融庁・ 農水省告示第２ 号） に基づき 算出し ていま す。  

２ ．  当Ｊ Ａ は、 信用リ スク ・ アセッ ト 額の算出にあっては標準的手法、 適格金融資産担保の適用については信用リ スク 削減手法の簡便手

法を、 オペレ－ショ ナル・ リ ス ク 相当額にあたっては標準的計測手法で算出し ており 、 算出に使用する Ｉ Ｌ Ｍについて、 当年度は告

示第 250条第1項第3号に基づき 「 1」 を使用し ていま す。  

３ ．  当連結グループが有する すべての自己資本と リ スク を対比し て、 自己資本比率を計算し ています。  
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７ ． 連結自己資本の充実度に関する 事項 

１ ．  信用リ ス ク ・ アセッ ト の額およ び信用リ ス ク に対する 所要自己資本の額なら びに区分ごと の内訳 

                                      （ 単位： 千円）  

 ７ 年度（ 当年度）  

 

  

エク ス ポージャ ーの 

期末残高 

リ スク ・ アセッ ト 額 

a 

所要自己資本額 

b=a×4% 

  現金 2, 671, 467 0  

我が国の中央政府及び中央銀行向け 12, 078, 460 0  

外国の中央政府及び中央銀行向け    

国際決済銀行等向け    

我が国の地方公共団体向け 10, 926, 791 0  

外国の中央政府等以外の公共部門向け    

国際開発銀行向け    

地方公共団体金融機構向け    

我が国の政府関係機関向け 801, 699 39, 226 1, 569 

地方三公社向け 356, 766 32 1 

金融機関、 第一種金融商品取引業者及

び保険会社向け 

457, 450, 698 91, 444, 394 3, 657, 775 

 （ う ち第一種金融商品取引業者及

び保険会社向け）  

303, 019 90, 906 3, 636 

カバード ・ ボンド 向け    

法人等向け（ 特定貸付債権向けを 含

む。 ）  

12, 119, 728 5, 098, 809 203, 952 

（ う ち特定貸付債権向け）     

中堅中小企業等向け及び個人向け 11, 278, 558 6, 540, 057 261, 602 

 （ う ちト ラ ンザク タ ー向け）  22, 880 10, 296 412 

不動産関連向け 63, 886, 627 35, 843, 444 1, 433, 738 

   （ う ち自己居住用不動産等向け）  31, 617, 328 8, 480, 073 339, 203 

 （ う ち賃貸用不動産向け）  32, 090, 486 27, 124, 979 1, 084, 999 

（ う ち事業用不動産関連向け）  25, 168 13, 500 540 

（ う ちその他不動産関連向け）     

（ う ち ADC向け）  153, 645 224, 892 8, 996 

劣後債券及びその他資本性証券等 1, 314, 384 1, 314, 384 52, 575 

延滞等向け（ 自己居住用不動産関連向

けを除く 。 ）  

1, 621, 794 425, 050 17, 002 

自己居住用不動産等向けエク ス ポージ

ャ ーに係る 延滞 

116, 311 52, 400 2, 096 

取立未済手形 135, 838 27, 168 1, 087 

信用保証協会等によ る 保証付 86, 455, 165 8, 585, 440 343, 418 

株式会社地域経済活性化支援機構等に

よ る 保証付 

   

株式等 44, 470 44, 470 1, 779 

共済約款貸付    

上記以外 66, 935, 155 122, 167, 616 4, 886, 705 

 （ う ち重要な出資のエク ス ポージ

ャ ー）  

   

（ う ち他の金融機関等の対象資本

等調達手段のう ち対象普通出資等

及びその他外部Ｔ Ｌ Ａ Ｃ 関連調達

手段に該当する も の以外のも のに

係る エク スポージャ ー）  

1, 905, 478 4, 763, 695 190, 548 

（  う ち農林中央金庫の対象資本調

達手段に係る エク ス ポージャ ー）  

32, 992, 586 82, 481, 464 3, 299, 259 

（ う ち特定項目のう ち調整項目に

算入さ れない部分に係る エク ス ポ

ージャ ー）  

1, 943, 640 4, 859, 100 194, 364 

（ う ち総株主等の議決権の百分の

十を 超える 議決権を 保有し ている
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他の金融機関等に係る その他外部

TLAC 関連調達手段に関する エク ス

ポージャ ー）  

（ う ち総株主等の議決権の百分の

十を 超える 議決権を 保有し ていな

い他の金融機関等に係る その他外

部 TLAC関連調達手段に係る エク ス

ポージャ ー）  

   

（ う ち上記以外のエク ス ポージャ

ー）  

30, 093, 451 30, 063, 357 1, 202, 534 

証券化    

 （ う ちＳ Ｔ Ｃ 要件適用分）     

（ 短期Ｓ Ｔ Ｃ 要件適用分）     

（ う ち不良債権証券化適用分）     

（ う ち STC・ 不良債権証券化適用対

象外分）  

   

再証券化    

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト のみなし 計算が適用

さ れる エク ス ポージャ ー 

3, 116, 484 443, 084 17, 723 

 （ う ちルッ ク ス ルー方式）  3, 116, 484 443, 084 17, 723 

（ う ちマンデート 方式）     

（ う ち蓋然性方式 250%）     

 （ う ち蓋然性方式 400%）     

（ う ちフォールバッ ク 方式）     

他の金融機関等の対象資本調達手段に

係る エク ス ポージャ ーに係る 経過措置

によ り リ ス ク ・ アセッ ト の額に算入さ

れなかったも のの額( △)  

   

標準的手法を運用する エク ス ポージャ ー計    

Ｃ Ｖ Ａ リ スク 相当額÷８ ％ （ 簡便法）     

中央清算期間関連エク ス ポージャ ー    

合計（ 信用リ ス ク ・ アセッ ト の額）  734, 426, 879 272, 478, 954 10, 899, 157 

マーケッ ト ・ リ スク  

に対する 所要自己資本の額 

＜簡易方式又は標準的方式＞ 

マーケッ ト ・ リ スク 相当額をの合計額を８ ％

で除し て得た額 

a 

所要自己資本額 

b=a×4% 

－ － 

オペレ ーショ ナル・ リ スク  

に対する 所要自己資本の額 

＜標準的計測手法＞ 

オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 相当額を８ ％で除

し て得た額 

 

所要自己資本額 

b=a×4% 

9, 805, 813 392, 232 

所要自己資本額 

リ ス ク ・ アセッ ト 等 

( 分母) 合計 

a 

所要自己資本額 

b=a×4% 

258, 434, 506 10, 337, 380 

 
２ ．  オペレ ーショ ナル・ リ ス ク に対する 所要自己資本額の概要      
 
                                  （ 単位： 千円）  

 ７ 年度（ 当年度）  

オペレーショ ナル・ リ ス ク 相当額の合計額を８ ％で除し て得た額 9, 805, 813 

オペレーショ ナル・ リ ス ク に対する 所要自己資本の額 392, 232 

Ｂ Ｉ  6, 537, 208 
Ｂ Ｉ Ｃ  784, 465 

（ 注）  

１ ． 「 リ ス ク ・ アセッ ト 額」 の欄には、 信用リ ス ク 削減効果適用後のリ ス ク ・ アセッ ト 額を原エク ス ポージャ ーの種類ごと に記載し ていま す。  

２ ． 「 エク ス ポージャ ー」 と は、 リ ス ク にさ ら さ れている 資産( オフ ・ バラ ン ス を含む) のこ と をいい、 具体的には貸出金や有価証券等が該当し ま す。  

３ ． 「 証券化」 と は、 原資産にかかる 信用リ ス ク を優先劣後構造のある 二以上のエク ス ポージャ ーに階層化し 、 その一部ま たは全部を第三者に移転する

性質を有する 取引のこ と です。  

４ ． 「 上記以外」 には、 未決済取引・ その他の資産（ 固定資産等） ・ 間接清算参加者向け・ 信用リ ス ク 削減手法と し て用いる 保証又はク レジッ ト ・ デリ

バティ ブの免責額が含ま れま す。  

５   オペレーショ ナル・ リ ス ク 相当額は標準的計測手法によ り 算出し ており 、 算出に使用する I LMは告示第 250 条第１ 項第３ 号に基づき 「 １ 」 を使用

し ており ま す。  



- 139 - 

 

 

 

３ ．  信用リ ス ク に対する 所要自己資本の額及び区分ごと の内訳  

    （ 単位： 千円）  

 ６ 年度 

信用リ ス ク ・ アセッ ト  
エクスポージャー

の期末残高 

リスク・アセット額 

a 

所要自己資本額 

b＝a×４％ 

 

 

現金 2,621,484   

我が国の中央政府及び中央銀行向け 13,752,412   

外国の中央政府及び中央銀行向け    

国際決済銀行等向け    
我が国の地方公共団体向け 9,257,422   
外国の中央政府等以外の公共部門向け    
国際開発銀行向け    
地方公共団体金融機構向け    
我が国の政府関係機関向け 801,698 40,118 1,604 
地方三公社向け 365,112 191 7 
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 479,228,801 95,845,760 3,833,830 
法人等向け 14,527,330 6,982,170 279,286 
中小企業等向け及び個人向け 34,877,929 13,697,365 547,894 
抵当権付住宅ローン 26,788,257 8,401,393 336,055 
不動産取得等事業向け 5,494,834 5,316,260 212,650 
三月以上延滞等 243,138 68,021 2,720 
取立未済手形 61,898 12,379 495 
信用保証協会等保証付 79,682,700 7,902,769 316,110 
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付    
共済約款貸付    
出資等 5,400,613 5,400,613 216,024 

 
（うち出資等のエクスポージャー） 5,400,613 5,400,613 216,024 

（うち重要な出資のエクスポージャー）    

上記以外 63,599,640 112,145,637 4,485,824 

 

（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出
資等及びその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に該当するもの以外
のものに係るエクスポージャー） 

1,906,137 4,765,343 190,613 

（うち農林中央金庫又は農業協同組合連合会の対象資本調達
手段に係るエクスポージャー） 

29,601,130 74,002,825 2,960,113 

（うち特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクス
ポージャー） 

994,311 2,485,779 99,431 

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有して
いる他の金融機関等に係るその他外部ＴＬＡＣ関連 
調達手段に関するエクスポージャー） 

   

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有して
いない他の金融機関等に係るその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段
に係る５％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー） 

   

（うち上記以外のエクスポージャー） 31,098,062 30,891,690 1,235,667 

証券化    

 
（うちＳＴＣ要件適用分）    

（うち非ＳＴＣ適用分）    

再証券化    

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 5,810,205 2,889,962 115,598 

 

 

 

（うちルックスルー方式） 5,810,205 2,889,962 115,598 

（うちマンデート方式） － － － 

（うち蓋然性方式250％） － － － 

（うち蓋然性方式400％） － － － 

（うちフォールバック方式） － － － 

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 － － － 

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額（△） 

－ － － 

 標準的手法を適用するエクスポージャー別計 739,412,791 258,157,097 10,326,283 

 ＣＶＡリスク相当額÷８％    

 中央清算機関関連エクスポージャー    

 合計（信用リスク・アセットの額） 739,412,791 258,157,097 10,326,283 
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オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額 
＜基礎的手法＞ 

オペレーショナル・リ スク相当額を８％
で除して得た額 

所要自己資本額 

ａ ｂ＝ａ×４％ 

22,303,676 892,147 
所要自己資本額計 リスク･アセット等(分母)計 所要自己資本額 

a ｂ＝a×４％ 

280,460,773 11,218,430 

( 注)  １ ． 「 リ スク ・ アセッ ト 額」 の欄には、 信用リ スク 削減効果適用後のリ スク ・ アセッ ト 額を原エク スポージャ ーの種類ごと に記
載し ています。  

２ ．「 エク ス ポージャ ー」 と は、 リ ス ク にさ ら さ れている 資産（ オフ・ バラ ンスを含む） のこ と をいい、 具体的には貸出金や有価 

証券等が該当し ます。  
３ ． 「 三月以上延滞等」 と は、 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から ３ カ月以上延滞し ている 債務者に係る エク ス ポージ 

ャ ー及び「 金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」 、 「 法人等向け」 等においてリ スク ・ ウ ェ イ ト が150％になったエ 

ク ス ポージャ ーのこ と です。  
４ ． 「 出資等」 と は、 出資等エク ス ポージャ ー、 重要な出資のエク スポージャ ーが該当し ま す。  

５ ．「 証券化（ 証券化エク スポージャ ー） 」 と は、 原資産にかかる 信用リ スク を優先劣後構造のある 二以上のエク スポージャ ーに 

階層化し 、 その一部又は全部を第三者に移転する 性質を有する 取引にかかる エク スポージャ ーのこ と です。  
６ ．「 経過措置によ り リ スク ・ アセッ ト の額に算入さ れる も の」 と は、 土地再評価差額金に係る 経過措置によ る リ スク ・ アセッ ト  

の額およ び調整項目にかかる 経過措置によ り なお従前の例によ る も のと し てリ スク ・ アセッ ト の額に算入し たも のが該当し ま 

す。   
７ ．「 上記以外」 には、 未決済取引・ その他の資産（ 固定資産等） ・ 間接清算参加者向け・ 信用リ スク 削減手法と し て用いる 保証 

又はク レジッ ト ・ デリ バティ ブの免責額が含まれます。  
８ ． 当連結グループでは、 オペレーショ ナル・ リ スク 相当額の算出にあたって、 基礎的手法を採用し ています。  

  ＜オペレーショ ナル・ リ スク 相当額を８ ％で除し て得た額の算出方法（ 基礎的手法） ＞ 

      （ 粗利益（ 正の値の場合に限る ） ×15％） の直近３ 年間の合計額  

         直近３ 年間のう ち粗利益が正の値であった年数 
 

８ ． 信用リ ス ク に関する 事項 

 １ ． リ ス ク 管理の方法及び手続の概要 

  当連結グループでは、 Ｊ Ａ 以外で与信を行っていないため、 連結グループにおける 信用リ スク 管理の

方針及び手続等は定めていま せん。 Ｊ Ａ の信用リ ス ク 管理の方針及び手続等の具体的内容は、 単体の開

示内容（ Ｐ ． 11） をご参照く ださ い。  

  注 単体の｢リ ス ク 管理の状況」 の項目に記載。  

 

 ２ ． 標準的手法に関する 事項 

  連結自己資本比率算出にかかる 信用リ ス ク ・ アセッ ト 額は告示に定める 標準的手法によ り 算出し てい

ま す。 ま た、 信用リ ス ク ・ アセッ ト の算出にあたって、 リ ス ク ・ ウ ェ イ ト の判定に当たり 使用する 格付

等は次のと おり です。  

 

（ ア） リ ス ク ・ ウ ェ イ ト の判定に当たり 使用する 格付けは、 以下の適格格付機関によ る 依頼格付けのみ

使用し 、 非依頼格付は使用し ないこ と と し ていま す。  

適 格 格 付 機 関 

株式会社格付投資情報センタ ー（ Ｒ ＆Ⅰ）  

株式会社日本格付研究所（ Ｊ Ｃ Ｒ ）  

ムーディ ーズ・ イ ンベス タ ーズ・ サービス ・ イ ンク （ Moody' s）  

Ｓ ＆Ｐ グロ ーバル・ レ ーティ ング（ Ｓ ＆Ｐ ）  

フィ ッ チレ ーティ ングス リ ミ テッ ド （ Fi t ch）  

注）  「 リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 」 と は、 当該資産を保有する ために必要な自己資本額を算出する ための掛目のこ と です。 

 

（ イ ） リ ス ク ・ ウ ェ イ ト の判定に当たり 使用する 適格格付機関の格付又はカント リ ー・ リ ス ク ・ ス コ ア

は、 主に以下のと おり です。  

÷８ ％ 
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エク スポージャ ー 適 格 格 付 機 関 カント リ ー・ リ ス ク ・ ス コ ア 

金融機関向けエク ス ポージャ ー  日本貿易保険 

法人等向けエク ス ポージャ ー 

（ 長期）  

Ｒ ＆Ｉ ， Moody' s， Ｊ Ｃ Ｒ ，  

Ｓ ＆Ｐ ， Fi t ch 
 

法人等向けエク ス ポージャ ー 

（ 短期）  

Ｒ ＆Ｉ ， Moody' s， Ｊ Ｃ Ｒ ，  

Ｓ ＆Ｐ ， Fi t ch 
 

 

３ ． 信用リ ス ク に関する エク ス ポージャ ー（ 地域別、 業種別、 残存期間別） 及び延滞エク ス ポー

ジャ ーの期末残高 

  （ 単位： 千円）  

 

７  年 度 ６  年 度 

信 用 リ ス ク に 

関 す る エ ク ス  

ポ ー ジ ャ ー の 

残 高 

 

延 滞 エ ク ス  

ポ ー ジ ャ ー 

信 用 リ ス ク に 

関 す る エ ク ス  

ポ ー ジ ャ ー の 

残 高 

 
三 月 以 上 

延 滞 エ ク ス  

ポ ー ジ ャ ー 

う ち 

貸出金等 

う ち 

債 券 

う ち 店 頭 

デ リ バ 

テ ィ ブ 

う ち 

貸出金等 

う ち 

債 券 

う ち 店頭 

デ リ バ テ

ィ ブ 

 
国 内 727, 821, 148 171, 305, 731 31, 909, 170 － 1, 738, 105 736, 666, 881 161, 444, 251 32, 081, 555 ― 243, 138 

国 外 ― ― ― － ― ― ― ― ― ― 

地 域 別 残 高 計 727, 821, 148 171, 305, 731 31, 909, 170 － 1, 738, 105 736, 666, 881 161, 444, 251 32, 081, 555 ― 243, 138 

 

法 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

人 

農 業 398, 567 381, 932 ― － 15, 815 480, 780 446, 309 ― ― 15, 661 

林 業 460 ― ― － ― 460 ― ― ― ― 

水 産 業 ― ― ― － ― ― ― ― ― ― 

製 造 業 1, 956, 341 65, 769 1, 812, 883 － 278 1, 848, 259 58, 318 1, 712, 303 ― 264 

鉱 業 ― ― ― － ― ― ― ― ― ― 

建 設 ・  

不 動 産 業 
3, 515, 416 2, 683, 158 801, 908 － 50, 502 3, 550, 852 2, 718, 593 801, 908 ― 47, 511 

電気・ ガス・ 熱供

給 ・ 水 道 業 
6, 518, 946 ― 6, 518, 946 － ― 6, 518, 916 ― 6, 518, 916 ― ― 

運 輸 ・  

通信業 
21, 552, 238 70, 745 1, 804, 101 － ― 2, 184, 097 99, 729 1, 803, 976 ― ― 

金 融 ・  

保険業 
491, 716, 832 ― 3, 412, 072 － 32, 310 513, 420, 177 ― 3, 010, 767 ― 15, 089 

卸売・ 小売・ 飲食・

サ ー ビ ス 業 
7, 738, 112 2, 445, 524 1, 807, 232 － 750, 967 8, 047, 145 2, 850, 023 1, 706, 843 ― 12, 458 

日本国政府・ 地

方 公 共 団 体 
23, 407, 548 7, 655, 523 15, 752, 025 － ― 23, 661, 368 7, 124, 689 16, 526, 840 ― 9, 838 

上 記 以 外 275, 299 263, 213 ― － ― 44, 997 41, 910 ― ― ― 

個  人 157, 783, 117 157, 722, 804 ― － 876, 143 145, 625, 097 145, 568, 377 ― ― 139, 228 

そ の 他 32, 355, 267 17, 060 ― － ― 28, 764, 157 16, 623 ― ― ― 

業 種 別 残 高 計 727, 821, 148 171, 305, 731 31, 909, 170 － 1, 738, 105 736, 666, 881 161, 444, 251 32, 081, 555 ― 243, 138 

 

１ 年 以 下 439, 774, 825 2, 166, 136 100, 135 －  465, 235, 603 2, 428, 503 100, 240 ―  

１ 年 超 ３ 年 以 下 17, 061, 439 3, 253, 315 803, 128 －  13, 759, 445 3, 456, 483 300, 393 ―  

３ 年 超 ５ 年 以 下 6, 675, 343 4, 065, 518 2, 609, 825 －  4, 919, 295 4, 316, 381 602, 913 ―  

５ 年 超 ７ 年 以 下 8, 257, 448 5, 050, 161 3, 207, 286 －  7, 476, 932 4, 868, 197 2, 608, 734 ―  

７ 年 超 1 0 年 以 下 17, 724, 654 9, 640, 023 8, 084, 630 －  16, 726, 854 9, 205, 642 7, 521, 211 ―  

1 0  年  超 169, 593, 274 145, 969, 667 17, 104, 163 －  163, 213, 993 135, 746, 559 20, 948, 061 ―  

期 限 の 定 め の な い も の 68, 734, 162 1, 160, 907 ― －  65, 334, 756 1, 422, 484 ― ―  

残存期間別残高計 727, 821, 148 171, 305, 731 31, 909, 170   736, 666, 881 161, 444, 251 32, 081, 555 ―  
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( 注)  １ ． 信用リ スク に関する エク ス ポージャ ーの残高には、 資産（ 自己資本控除と なる も の、 リ スク ・ ウ ェ イ ト のみなし 計算が適用

さ れる エク ス ポージャ ーに該当する も の、 証券化エク スポージャ ーに該当する も のを除く ） 並びにオフ・ バラ ンス 取引及び派

生商品取引の与信相当額を含みます。  

２ ．「 貸出金等」 と は、 貸出金のほか、 コ ミ ッ ト メ ント 及びその他のデリ バティ ブ以外のオフ・ バラ ンスシート ・ エク スポージャ  

ーを含んでいます。 「 コ ミ ッ ト メ ント 」 と は、 契約し た期間およ び融資枠の範囲でお客様のご請求に基づき 、 金融機関が融資 

を実行する 契約のこ と をいいます。 「 貸出金等」 にはコ ミ ッ ト メ ント の融資可能残高も 含めていま す。  

３ ． 「 店頭デリ バティ ブ」 と は、 ス ワ ッ プ等の金融派生商品のう ち相対で行われる 取引のも のをいいます。  

４ ． 「 三月以上延滞エク スポージャ ー」 と は、 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から ３ カ月以上延滞し ている エク スポー 

ジャ ーをいいます。  

５ ．「 延滞エク ス ポージャ ー」 と は、 次の事由が生じ たエク スポージャ ーのこ と をいいます。  

     ①金融機能の再生のための緊急措置に関する 法律施行規則に規定する「 破産更生債権およ びこ れら に準ずる 債権」、「 危険債権」、

「 要管理債権」 に該当する こ と 。  

     ②重大な経済的損失を伴う 売却を行う こ と 。  

     ③３ か月以上限度額を超過し た当座貸越である こ と 。  

 

４ ． 貸倒引当金の期末残高及び期中増減額                 （ 単位： 千円）  

区   分 

７   年  度 ６   年  度 

期首 

残高 

期中 

増加額 

期中減少額 
期末 

残高 

期首 

残高 

期中 

増加額 

期中減少額 
期末 

残高 
目的 

使用 
その他 

目的 

使用 
その他 

一般貸倒引当金 247, 092 275, 189  247, 092 275, 189 242, 130 247, 092 － 242, 130 247, 092 

個別貸倒引当金 1, 366, 755 1, 305, 457 893 1, 250, 638 1, 305, 457 1, 366, 755 1, 251, 532 1, 859 1, 364, 896 1, 251, 532 

 

５ ． 業種別の個別貸倒引当金の期末残高・ 期中増減額及び貸出金償却の額 

（ 単位： 千円）  

区 分 

７    年   度 ６    年   度 

期 首 

残 高 

期 中 

増加額 

期中減少額 
期 末 

残 高 

貸出金 

償 却 

期 首 

残 高 

期 中 

増加額 

期中減少額 
期 末 

残 高 

貸出金 

償 却 
目的

使用 
そ の他 

目 的

使 用 
そ の 他 

 
国 内 1, 251, 531 1, 305, 457 893 1, 497, 731 1, 305, 518  1, 366, 393 1, 252, 642 1, 859 1, 364, 534 1, 252, 642  

国 外 － － － － －  － － － － －  

地 域 別 計 1, 251, 531 1, 305, 457 893 1, 497, 731 1, 305, 457  1, 366, 393 1, 252, 642 1, 859 1, 364, 534 1, 252, 642  

 

法 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

人 
農 業 13, 897 15, 015 ― 13, 897 15, 015 － 20, 555 13, 897 － 20, 555 13, 897 － 

林 業 － － － － － － － － － － － － 

水産業 － － － － － － － － － － － － 

製造業 － － － － － － － － － － － － 

鉱 業 － － － － － － － － － － － － 

建 設 ・  

不動産業 
51, 748 48, 156 ― 51, 748 48, 156 － 57, 917 51, 748 － 57, 917 51, 748 － 

電気・ ガス・ 熱

供給・ 水道業 
－ － － － － － － － － － － － 

運輸・

通信業 
－ － － － － － － － － － － － 

金融・

保険業 
－ － － － － － － － － － － － 

卸売・ 小売・ 飲

食・ サービ ス 業 
645, 245 599, 864 ― 645, 245 599, 864 － 695, 099 645, 245 － 695, 099 645, 245 － 

上記以外 － － － － － － 3  － 3  － 

個 人 506, 021 615, 671 ― 506, 021 615, 671 － 560, 781 506, 021 1, 859  506, 021 － 

業 種 別 計 1, 251, 532 1, 278, 706 893 1, 497, 731 1, 305, 518 － 1, 366, 393 1, 251, 532 1, 859 1, 364, 534 1, 251, 532 － 



- 143 - 

６ ． 信用リ ス ク ・ アセッ ト 残高内訳表 

［ ７ 年 度 ］ （ 当 年 度 ）                               （ 単位： 千円）       

 

 

項目 

 

リ ス ク ・

ウ ェ イ ト

（ ％）  

CCF･信用リ ス ク 削減 

効果適用前 

CCF･信用リ ス ク 削減 

効果適用後 

 

リ ス ク ･ウ ェ

イ ト の加重

平均値 

オン･バラ

ンス資産

項目 

オフ･バラ

ンス 資産

項目 

オン･バラ

ンス 資産

項目 

オフ･バラ

ンス資産

項目 

信用リ スク ･

アセッ ト の

額 

  A B C D E F( =E/( C+D) )  

現金 0 2, 670, 137   2, 670, 137 0 0 

我が国の中央政府及び中央銀行向

け 
0 

12, 078, 460   12, 078, 460 0 0 

外国の中央政府及び中央銀行向け 
0～150 

      

国際決済銀行等向け 0       

我が国の地方公共団体向け 0 
10, 926, 791

  

510, 000 10, 926, 791 51, 000 0 0 

外国の中央政府等以外の公共部門

向け 
20～150 

      

国際開発銀行向け 0～150       

地方公共団体金融機構向け 10～20       

我が国の政府関係機関向け 10～20 801, 698  801, 698  40, 118 5 

地方三公社向け 20 356, 765  356, 765  294 0 

金融機関、 第一種金融商品取引業者

及び保険会社向け 

20～150 457, 436, 586  457, 436, 586  91, 538, 404 20 

 （ う ち第一種金融商

品取引業者及び保険

会社向け）  

20～150 303, 018  303, 018  90, 905 30 

カバード ・ ボンド 向け 10～100       

法人等向け（ 特定貸付債権向けを含

む。 ）  

20～150 12, 119, 727  12, 119, 727  5, 259, 985 43 

 （ う ち特定貸付債権

向け）  

20～150       

中堅中小企業等向け及び個人向け 45～100 11, 241, 310 372, 472 10, 472, 786 37, 247 6, 540, 057 62 

 （ う ちト ラ ン ザク タ

ー向け）  

45  228, 800  22, 880 10, 296 45 

不動産関連向け 20～150 63, 886, 626  62, 643, 963  35, 843, 444 57 

 （ う ち自己居住用不

動産等向け）  

20～75 31, 617, 327  31, 005, 640  8, 480, 072 27 

 （ う ち賃貸用不動産

向け）  

30～150 32, 090, 486  31, 460, 627  27, 124, 979 86 

（ う ち事業用不動産

関連向け）  

70～150 25, 167  25, 167  13, 500 54 

（ う ちその他不動産

関連向け）  

60       

（ う ち ADC向け）  100～15

0 

153, 645  152, 527  224, 892 147 

劣後債券及びその他資本性証券等 150 1, 314, 384  1, 314, 384  1, 314, 384 100 

延滞等向け（ 自己居住用不動産関連

向けを除く 。 ）  

50～150 390, 932 1, 954 383, 711 195 425, 049 111 

自己居住用不動産等向けエク ス ポ

ージャ ーに係る 延滞 

100 68, 270  67, 664  52, 400 77 

取立未済手形 20 135, 838  135, 838  27, 167 20 

信用保証協会等によ る 保証付 0～10 86, 455, 164  85, 854, 372  8, 585, 440 10 

株式会社地域経済活性化支援機構

等によ る 保証付 

10       

株式等 250～ 

400 

44, 470  44, 470  44, 470 100 

共済約款貸付 0       
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上記以外 100～ 

1250 

66, 500, 021 0 66, 500, 021 0 121, 762, 576 183 

 （ う ち重要な 出資の

エク ス ポージャ ー）  
1250 

      

（ う ち他の金融機関

等の対象資本等調達

手段のう ち 対象普通

出資等及びその他外

部 TLAC関連調達手段

に該当する も の以外

のも のに係る エク ス

ポージャ ー）  

250～ 

400 

1, 905, 477  1, 905, 477  4, 763, 694 250 

（ う ち農林中央金庫

の対象資本調達手段

に係る エク ス ポージ

ャ ー）  

250 

32, 992, 585  32, 992, 585  82, 481, 463 250 

（ う ち特定項目のう

ち 調整項目に算入さ

れな い部分に係る エ

ク ス ポージャ ー）  

250 

1, 943, 640  1, 943, 640  4, 859, 100 250 

（ う ち総株主等の議

決権の百分の十を 超

え る 議決権を 保有し

て いる 他の金融機関

等に係る その他外部 T

LAC関連調達手段に係

る エク スポージャ ー）  

250 

      

 （ う ち総株主等の議

決権の百分の十を 超

え る 議決権を 保有し

て いない他の金融機

関等に係る その他外

部 TLAC関連調達手段

に係る エク ス ポージ

ャ ー）  

150 

 

      

（ う ち右記以外のエ

ク ス ポージャ ー）  

100 

 

29, 658, 317 0 29, 658, 317 0 29, 658, 317 100 

証券化 －       

 （ う ちＳ Ｔ Ｃ 要件適

用分）  

－       

（ 短期Ｓ Ｔ Ｃ 要件適

用分）  

－       

（ う ち不良債権証券

化適用分）  

－       

（ う ち STC・ 不良債権

証券化適用対象外分）  

－       

再証券化 －       

リ スク ・ ウ ェ イ ト のみなし 計算が適

用さ れる エク スポージャ ー 

－ 3, 116, 483  3, 116, 483  443, 083 14 

未決済取引 －       

他の金融機関等の対象資本調達手段

に係る エク ス ポージャ ーに係る 経過

措置によ り リ スク ・ アセッ ト の額に算

入さ れなかったも のの額（ △）  

－       

合計（ 信用リ スク ・ アセッ ト の額）  －     271, 876, 875  

（ 注） 最終化さ れたバーゼルⅢの適用に伴い新設さ れた内容である ため、 ６ 年度（ 前年度） については、 記載し ており

ま せん。  
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７ ． ポート フ ォ リ オの区分ごと のＣ Ｃ Ｆ 適用後およ び信用リ ス ク 削減手法の効果を 勘案し た後

のエク ス ポージャ ーの額 

［ ７ 年度］ （ 当年度）                         （ 単位： 千円）  

項目

我が 国の中央政府及び中央銀行向け

外 国 の 中 央 政府 及 び 中 央 銀 行 向け

国 際 決 済 銀 行 等 向 け

我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け

我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

地 方 三 公 社 向 け

国 際 開 発 銀 行 向 け

金融機関、 第一種金融商品取引業者及
び 保 険 会 社 向 け
（ う ち、 第一種金融商品取引業者及び
保 険 会 社 向 け ）

カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け

法 人 等 向 け
（ 特 定 貸 付 債 権 向 け を 含 む 。 ）

（ う ち 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

劣 後 債 権 及 びそ の 他 資 本 性 証 券等

株 式 等

中 堅 中 小 企 業等 向 け 及 び 個 人 向け

（ う ち ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ）

不 動 産 関 連 向 け
う ち 自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け

不 動 産 関 連 向 け
う ち 賃 貸 用 不 動 産 向 け

不 動 産 関 連 向 け
う ち 事 業 用 不 動 産 関 連 向 け

不 動 産 関 連 向 け
う ち そ の 他 不 動 産 関 連 向 け

不 動 産 関 連 向 け
う ち Ａ Ｄ Ｃ 向 け

延滞等向け（ 自己居住用不動産等向け
を 除 く 。 ）
自己居住用不動産等向け エ ク ス ポー
ジ ャ ー に 係 る 延 滞

現 金

取 立 未 済 手 形

信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付

株式会社地域経済活性化支援機構等に
よ る 保 証 付

共 済 約 款 貸 付

信用リ ス ク ・ エク ス ポージ ャ ーの額（ Ｃ Ｃ Ｆ ・ 信用リ ス ク 削減手法適用後)

0% 20% 50% 100% 150% その他 合計

12, 078, 460

0 0 0 0

12, 078, 460 0 0

0

0% 0% 0% 0% 0% 0% その他 合計

0 0 0

0 0 0 0 0 0

10, 926, 791 0 0 0 0 0

400, 513 401, 185 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0% 0% 0% 0% 0% 0% その他 合計

201, 094 0 0 0 0 0

0% 0% 0% 0% 0% 0% 150% その他

0 0 0 0 0 0

合計

456, 925, 718 510, 867 0 0 0 0 457, 436, 586

303, 018

0% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

0 303, 018 0 0 0 0

その他 合計

0 0 0 0 0 0 0

合計

3, 610, 248 7, 920, 646 0 0 0 577, 612 0

0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 150% その他

0

0% 0% 0% 0% その他 合計

12, 119, 360

0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 1, 314, 384

0% 0% 0% その他 合計

0 1, 473, 866 2, 580, 263 10, 472, 786

0 0 0 0

0% 0% 0% 0. 03% 0% その他 合計0. 06% 70% 75%

合計0% 0% 0. 09% 105% 150% そ の他

303, 475

0. 04% 0% 0%

0 0 660, 977 31, 005, 6402, 204, 027 0 0 0 4, 627, 341 0 0

1, 301, 261

0% 0% 0. 04% 0% 0. 06%

31, 460, 627

0% 0% 0% 0. 11% 0% その他 合計

0 0 0 0 0 14, 232, 324 0 0 0

0% 0% その他 合計

4, 798 146, 729

0% その他 合計

0 0

0 0 0

0% 0% 0% その他 合計

130, 079 38, 336 213, 913 383, 711

30, 527 37, 136 0 67, 664

0% 0% 0% 0% その他

0 0

合計

2, 670, 137 0

0 0

0 85, 848, 482

0 0

 
（ 注） 最終化さ れたバーゼルⅢの適用に伴い新設さ れた内容である ため、 ６ 年度（ 前年度） については、 記載し ており

ま せん。  
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8． 資産（ オフ ・ バラ ンス 取引等含む） 残高等リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 区分内訳表 
 

 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト

区分 

 

７ 年度（ 当年度）  

CCF・ 信用リ ス ク 削減効果適用前 

エク スポージャ ー 

 

CCF の 

加重平均値（ ％）  

資産の額およ び与信相当額

の合計額 

（ CCF・ 信用リ ス ク 削減効

果適用後）  
オン・ バラ ンス  

資産項目 

オフ・ バラ ンス  

資産項目 

40％未満 604, 756, 798 510, 000 10% 602, 913, 323 

40％～70％ 28, 933, 318 229, 438 10% 28, 710, 247 

75％ 2, 187, 360 126, 024 10% 2, 147, 446 

80％     

85％ 1, 482, 470   1, 473, 349 

90％～100％ 3, 336, 836 1, 369 10% 3, 276, 192 

105％～130％ 16, 163, 667   15, 841, 507 

150％ 3, 014, 747 1, 300 10% 2, 985, 418 

250％ 44, 470   44, 470 

400％     

1250％     

その他 7, 496 16, 294 10% 3, 479 

合計 659, 927, 165 884, 427 10% 657, 395, 435 

（ 注） 最終化さ れたバーゼルⅢの適用に伴い、 「 リ スク ・ ウ ェ イ ト 区分」 の変更や「 Ｃ Ｃ Ｆ の加重平均値」 の追加等を

行っており ま す。  

 

９ ． 信用リ ス ク 削減効果勘案後の残高及びリ ス ク ・ ウ ェ イ ト 1250％を 適用する 残高 

                                                       （ 単位： 千円）  

 

６   年  度 （ 前年度）  

格 付 

あ り  

格 付 

な し  
計 

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト ０ ％ － 30, 139, 515 30, 139, 515 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト ２ ％ － － － 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト ４ ％ － － － 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 10％ － 79, 440, 710 79, 440, 710 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 20％ 2, 807, 192 501, 764, 141 504, 571, 333 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 35％ － 20, 824, 322 20, 824, 322 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 50％ 9, 535, 757 4, 985, 577 14, 521, 334 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 75％ － 11, 170, 388 11, 170, 388 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 100％ － 43, 459, 879 43, 459, 879 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 150％ － 37, 817 37, 817 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 250％ － 32, 501, 579 32, 501, 579 

そ の 他 － － － 

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 1 25 0 ％ － － － 

計 12, 342, 949 724, 323, 932 736, 666, 881 

( 注)  １ ． 信用リ スク に関する エク ス ポージャ ーの残高には、 資産（ 自己資本控除と なる も の、 証券化エク ス ポージャ ーに該当する も

のを除く ） 並びにオフ･バラ ンス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みま す。  

２ ． ｢格付あり ｣にはエク スポージャ ーのリ スク ・ ウ ェ イ ト 判定において格付を使用し ている も の、 ｢格付なし ｣にはエク ス ポージ 

ャ ーのリ スク ・ ウ ェ イ ト 判定において格付を使用し ていないも のを記載し ています。 なお、 格付は適格格付機関によ る 依頼格 

付のみ使用し ています。  

３ ． 経過措置によ ってリ スク ・ ウ ェ イ ト を変更し たエク スポージャ ーについては、 経過措置適用後のリ ス ク ・ ウ ェ イ ト によ って 

集計し ています。 また、 経過措置によ ってリ スク ・ アセッ ト を算入し たも のについても 集計の対象と し ています。  

４ ． 1250％は、 非同時決済取引に係る も の、 信用リ スク 削減手法と し て用いる 保証又はク レ ジッ ト ・ デリ バティ ブの免責額に係 

る も の、 重要な出資に係る エク スポージャ ーなどリ スク ・ ウ ェ イ ト 1250％を適用する エク ス ポージャ ーをいいます。  
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９ ． 信用リ ス ク 削減手法に関する 事項 

１ ． 信用リ ス ク 削減手法に関する リ ス ク 管理の方針及び手続の概要 

連結自己資本比率の算出にあたって、 信用リ ス ク 削減手法を「 自己資本比率算出要領」 において定め

ていま す。 信用リ ス ク 削減手法の適用及び管理方針、 手続は、 Ｊ Ａ のリ ス ク 管理の方針及び手続に準じ

て行っていま す。  

Ｊ Ａ のリ ス ク 管理の方針及び手続等の具体的内容は、 単体の開示内容（ P. 85） をご参照く ださ い。  

 

２ ． 信用リ ス ク 削減手法が適用さ れたエク ス ポージャ ーの額 

（ 単位： 千円）  

  

７ 年度（ 当年度）  

適格金融 

資産担保 
保証 

ク レジッ ト ・  

デリ バティ ブ 

地方公共団体金融機構向け － － － 

我が国の政府関係機関向け － ４ ０ ０ ， ５ １ ３  － 

地方三公社向け － ３ ５ ５ ， ２ ９ ４  － 

金融機関、 第一種金融商品取引業者及び保険会

社向け 
－ － － 

法人等向け（ 特定貸付債権向けを含む。 ）  １ ０ ， ８ ５ ３  － － 

中堅中小企業等向け及び個人向け ４ ５ ６ ， ８ ７ ２  4, 438, 734 － 

自己居住用不動産等向け ２ ２ ６ ， ６ ６ ９  25, 479, 586 － 

賃貸用不動産向け ８ ５ ， ３ ５ ３  － － 

事業用不動産関連向け １ ６ ， １ ６ ７  － － 

延滞等向け（ 自己居住用不動産等向けを除。 ）  ９ ９ ９  １ ０ １  － 

自己居住用不動産等向けエク ス ポージャ ーに係

る 延滞 
－ ３ ０ ， ５ ２ ７  － 

証券化 － － － 

中央清算機関関連 － － － 

上記以外 １ ， ０ ０ ０  － － 

合計 ７ ９ ７ ， ９ １ ５  30, 704, 759 － 

（ 単位： 千円）  

区     分 

６   年  度 （ 前年度）  

適格金融 

資産担保 
保証 

ク レ ジッ ト ・  

デリ バティ ブ 

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構向 け － － － 

我 が 国 の 政 府 関 係 機 関向 け － 400, 513 － 

地 方 三 公 社 向 け 10, 000 354, 154 － 

金 融 機 関 向 け 及 び 第 一 種 

金 融 商 品 取 引 業 者 向 け 
－ － － 

法 人 等 向 け 104, 025 － － 

中小企業等向け 及び個人向け 845, 401 21, 361, 948 － 

抵 当 権 住 宅 ロ ー ン － 5, 606, 270 － 

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 50, 377 － － 

三 月 以 上 延 滞 等 － 19, 758 － 

証 券 化 － － － 

中 央 清 算 機 関 関 連 － － － 

上 記 以 外 12, 304 － － 

合     計 1, 022, 109 27, 742, 645 － 
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 ( 注)  １ ． 「 エク スポージャ ー」 と は、 リ スク にさ ら さ れている 資産（ オフ・ バラ ンス を含む） のこ と をいい、 主なも のと し ては貸出

金や有価証券等が該当し ます。  

２ ． 「 三月以上延滞等」 と は、 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から ３ カ月以上延滞し ている 債務者に係る エク ス ポージ 

ャ ー及び「 金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」 、 「 法人等向け」 等においてリ スク ・ ウ ェ イ ト が150％になったエ 

ク ス ポージャ ーのこ と です。  

３ ．「 証券化（ 証券化エク スポージャ ー） 」 と は、 原資産にかかる 信用リ スク を優先劣後構造のある 二以上のエク スポージャ ーに 

階層化し 、 その一部又は全部を第三者に移転する 性質を有する 取引にかかる エク スポージャ ーのこ と です。  

４ ． 「 上記以外」 には、 現金・ 外国の中央政府及び中央銀行向け・ 国際決済銀行等向け・ 外国の中央政府等以外の公共部門向け・  

国際開発銀行向け・ 取立未済手形・ 未決済取引・ その他の資産（ 固定資産等） 等が含まれま す。  

５ ．「 ク レジッ ト ・ デリ バティ ブ」 と は、 第三者（ 参照組織） の信用リ ス ク を対象に、 信用リ スク を回避し たい者（ プロ テク ショ  

ンの買い手） と 信用リ ス ク を取得し たい者（ プロ テク ショ ンの売り 手） と の間で契約を結び、 参照組織に信用事由（ 延滞・ 破産 

など） が発生し た場合にプロ テク ショ ンの買い手が売り 手から 契約に基づく 一定金額を受領する 取引をいいます。  

 
３ ． 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリ ス ク に関する 事項 

 該当する 取引はあり ま せん。  

 
４ ． 証券化エク ス ポージャ ーに関する 事項 

 該当する 取引はあり ま せん。  

 
５ ． Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク に関する 事項 

   該当する 取引はあり ません。  

  

６ ． マーケッ ト ・ リ ス ク に関する 事項 

当Ｊ Ａ は、 自己資本比率算出上、 マーケッ ト ・ リ ス ク 相当額に係る 額を不算入と し ており ま す。  

 
７ ． オペレ ーショ ナル・ リ ス ク に関する 事項 

オペレーショ ナル・ リ ス ク に関する リ ス ク 管理の方針及び手続の概要 

連結グループにかかる オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 管理は、 子会社においてはＪ Ａ のリ ス ク 管理及びそ

の手続に準じ たリ ス ク 管理を行っていま す。 また、 関連会社については、 こ れら に準じ たリ ス ク 管理態

勢を構築し ていま す。  

Ｊ Ａ の信用リ ス ク 管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ P. 11） をご参照く ださ い。  
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10． 出資その他こ れに類する エク ス ポージャ ーに関する 事項 
 

１ ． 出資その他こ れに類する エク ス ポージャ ーに関する リ ス ク 管理の方針及び手続の概要 

 連結グループにかかる 出資等ま たは株式等エク ス ポージャ ーに関する リ ス ク 管理は、 子会社において

はＪ Ａ のリ ス ク 管理及びその手続に準じ たリ ス ク 管理を行っていま す。 ま た、 関連会社についても 、 子

会社に準じ たリ ス ク 管理態勢を構築し ていま す。  

Ｊ Ａ のリ ス ク 管理の方針及び手続等の具体的内容は、 単体の開示内容（ P. 88） をご参照く ださ い。  

 
２ ． 出資その他こ れに類する エク ス ポージャ ーの連結貸借対照表計上額及び時価 

（ 単位： 千円）  

 
７    年   度 ６    年   度 

連結貸借対照表計上額 時価評価額 連結貸借対照表計上額 時価評価額 

上 場 － － － － 

非 上 場 34, 980, 695 34, 980, 695 35, 001, 743 35, 001, 743 

合 計 34, 980, 695 34, 980, 695 35, 001, 743 35, 001, 743 

( 注)  「 時価評価額」 は、 時価のある も のは時価、 時価のないも のは貸借対照表計上額の合計額です。  

 

３ ． 出資その他こ れに類する エク ス ポージャ ーの売却及び償却に伴う 損益 

（ 単位： 千円）  

７      年     度 ６      年     度 

売 却 益 売 却 損 償 却 額 売 却 益 売 却 損 償 却 額 

－ － － － － － 

 

４ ． 連結貸借対照表で認識さ れ、 連結損益計算書で認識さ れない評価損益の額（ 保有目的区分を

その他有価証券と し ている 株式・ 出資の評価損益等）  

（ 単位： 千円）  

７      年     度 ６      年     度 

評 価 益 評 価 損 評 価 益 評 価 損 

－ － － －

 

５ ． 連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識さ れない評価損益の額（ 子会社・ 関連会社株式

の評価損益等）  

（ 単位： 千円）  

７      年     度 ６      年     度 

評 価 益 評 価 損 評 価 益 評 価 損 

－ － － －

 

６ ． リ ス ク ・ ウ ェ イ ト のみなし 計算が適用さ れる エク ス ポージャ ーに関する 事項 

（ 単位： 千円）  

 ７ 年度 ６ 年度 

ルッ ク ス ルー方式を適用する エク ス ポージャ ー 3, 116, 483 5, 810, 205 

マンデート 方式を適用する エク ス ポージャ ー － － 

蓋然性方式（ 250％） を適用する エク ス ポージャ ー － － 

蓋然性方式（ 400％） を適用する エク ス ポージャ ー － － 

フォ ールバッ ク 方式（ 1250％） を適用する エク ス ポージャ ー － － 

 

 



- 150 - 

 

11． 金利リ ス ク に関する 事項 
１ ． 金利リ ス ク の算定方法の概要 

 連結グループの金利リ ス ク の算定方法は、 Ｊ Ａ の金利リ ス ク の算定方法に準じ た方法によ り 行ってい

ま す。  

Ｊ Ａ の金利リ ス ク の算定方法は、 単体の開示内容（ P. 90） をご参照く ださ い。  

 

２ ． 金利リ ス ク に関する 事項 

（ 単位： 百万円）  

I RRBB１ ： 金利リ ス ク  

項番 
 ⊿EVE ⊿NI I  

当期末 前期末 当期末 前期末 

１  上方パラ レ ルシフト  2, 585 3, 658 74 － 

２  下方パラ レ ルシフト  － － 182 331 

３  ス ティ ープ化 2, 707 3, 453   

４  フラ ッ ト 化 205 279   

５  短期金利上昇 273 279   

６  短期金利低下 526 751   

７  最大値 2, 707 3, 658 182 331 

  当期末 前期末 

８  自己資本の額 67, 926 66, 185 

  



◇財務諸表の正確性等にかかる確認

確 認 書

令和 7年 3月 1日 から令和 8年 2月 28日 までの事業年度における財務諸表の正確性、および財務諸

表作成にかかわる内部監査の有効性を確認しております。

令和 8年 6月 24日

ながの農業協同組合

タカヽ潮／■ＥＷ代表理事組合長

専務理事 (財務担当)

F④
貌縁多「♭佐 ひ
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 Ｊ Ａ 綱領よ り   

  

 

●地域の農業を振興し 、 わが国の食と 緑と 水を 守ろう 。  
農業は、 自然の営みと 地域で農業に従事する 人びと をつなぐ 「 生命産業」 です。 食

料など の生産を通じ 地域の経済や社会を豊かにする と と も に、 地域の環境や景観の保

全に寄与する など 、 食と 緑と 水を守る 多面的な役割を発揮し ていま す。  

わが国の食料自給率は、 先進国のなかでも 最も 低い水準になっ ており 、 多く の国民

に不安を与える も のと なっていま す。 こ のため、『 外国産よ り 高く ても 食料は生産コ ス

ト を引き 下げながら 、 でき る かぎり 国内でつく る 方がよ い』（ 総理府世論調査） と いう

国民の声が高ま っていま す。  

こ う し た国民の期待にこ たえていき ま す。  

 

●環境・ 文化・ 福祉への貢献を通じ て、 安心し て暮ら せる 豊かな地域 

社会を 築こ う 。  
多く の人びと は、 政治、 経済、 社会が地球的な規模で変化する なかで、 生活の基盤

である 地域社会の崩壊を懸念し ていま す。  

わたし たちの築いた地域社会を、 次世代に確実に引き 継ぐ と と も に、 全国各地のそ

れぞれの地域社会の発展を積み重ね、 国民全体の豊かな暮ら し づく り に貢献し ま す。  

 

●Ｊ Ａ への積極的な参加と 連帯によ って、 協同の成果を実現し よ う 。  
Ｊ Ａ が行う さ ま ざま な事業を 通じ て提供する 商品サービス について、 組合員を中心

に考えて行動し ま す。 Ｊ Ａ の事業・ 活動に積極的に参加・ 結集する と と も に、 他の組

合と の連帯やＪ Ａ グループと し ての結束を強め、 協同の成果を実現する こ と を通じ 、

地域のなかで信頼さ れ、 多く の利用者と 安定し た関係を保つよ う に努めま す。  

 

●自主・ 自立と 民主的運営の基本に立ち、 Ｊ Ａ を健全に経営し 信頼を 

高めよ う 。  
わたし たちＪ Ａ の組合員・ 役職員は、 Ｊ Ａ の経営が効率的で安定し ている こ と が、

Ｊ Ａ の事業・ 活動の基本である こ と を 認識し 、 経営を委ねた組合員に対し 責任を 果た

し 、 社会の信頼が得ら れる よ う Ｊ Ａ を 健全に経営し ま す。  

 

●協同の理念を学び実践を通じ て、 共に生き がいを追求し よ う 。  
わたし たちＪ Ａ の組合員・ 役職員は、 協同組合の理念に賛同する 組合員、 役職員、

地域住民など の仲間と 共に、 広く 情報を収集し 、 共に学び、 Ｊ Ａ の事業や協同活動に

積極的に参加する こ と 通じ て、 ま た組合員や役職員が集ま り 働く 場の環境条件を 適切

に保つこ と によ って、 一人ひと り の自己実現の欲求を充足し 、 生き がいと 働き がいを

追求し ま す。  

 
※Ｊ Ａ 綱領「 わたし たちのＪ Ａ のめざすも の」 は、 1997 年に開催し た第 21 回Ｊ Ａ 全国大会において、 Ｉ Ｃ Ａ

（ 国際協同組合同盟） の協同組合新原則をふまえて「 Ｊ Ａ 綱領」 と し て組織確認を行ったも ので、 Ｊ Ａ が

果たすべき 社会的役割・ 使命と 役職員の心構えなどを盛り こ み組織活動や事業展開のあら ゆる 機会にＪ Ａ

グループ上げて統一的な普及活動に取り 組むこ と と し たも のです。  
  

わたし たちＪ Ａ のめざすも の 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ながの農業協同組合 

 

〒380-0936 長野県長野市大字中御所字岡田131番地14 

Ｔ Ｅ Ｌ （ 026） 224-0550 Ｆ Ａ Ｘ  224-2212 

ht t ps: //www. j a-nagano. i i j an. or . j p/ 
 

 

多様なつながりによる絆の強化と、 

農業を基軸とした活力ある地域社会の 

実現を目指します 

 
「中期計画テーマ」 

～彩り豊かな農・食・くらしを守ります～ 
 

各事業が中期計画に基づき、未来に向けた取り組みを推進します 

 

目指す姿 




